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４４ 人材マネジメント調査／リクルートワークス研究所人材マネジメント調査／リクルートワークス研究所

□調査概要□調査概要

    調査目的調査目的

  「リーディング企業の戦略的人材マネジメントの実態と将来の方向性をとらえ、「リーディング企業の戦略的人材マネジメントの実態と将来の方向性をとらえ、そうした企業の人材マネジメントのあり方が企そうした企業の人材マネジメントのあり方が企

業業績とどう関連するかを見るための基礎調査」業業績とどう関連するかを見るための基礎調査」とする。とする。また本報告書においては、また本報告書においては、企業属性に基づく回答の差異を中心企業属性に基づく回答の差異を中心

に俯瞰する。に俯瞰する。

    調査対象母集団　調査対象母集団　

    ワークス研究所所有の企業マスターを対象とした。ワークス研究所所有の企業マスターを対象とした。

　サンプリング　サンプリング

　上記企業マスターより、　上記企業マスターより、 全国の法人を、全国の法人を、資本金、資本金、従業員数、従業員数、19991999年の売上高の年の売上高の33 つの基準でランキングし、つの基準でランキングし、それぞれ　それぞれ　

の上位の上位 80008000 社を対象とした。社を対象とした。

      調査数　　　調査数　　　

      発送発送 1179311793通　期間内回収通　期間内回収515515 票票

　　　　　　　　

      調査期間調査期間 　　　　　　　　　　

    2001    2001 年年 22 月月 1616 日～日～ 33 月月 99 日日 （但し期間延長して（但し期間延長して44 月月 66 日消印まで有効表とした）日消印まで有効表とした）

　　　　　　　　

      調査方法調査方法 　　　　　　　　　　

        質問紙郵送法質問紙郵送法

　　　　●調査監修　　　　　　●調査監修　　

                                                                        守島基博守島基博（一橋大学大学院商学研究科教授）（一橋大学大学院商学研究科教授）

　　　　●調査協力　　　　　●調査協力　

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本人材マネジメント協会　　　　　　　　　　　　　　　　　日本人材マネジメント協会（（JSHRMJSHRM））

                ●プロジェクトメンバー●プロジェクトメンバー

　　　　　　　　　　　　　　　　　蔡　　錫　　　　　　　　　　　　　　　　　蔡　　錫 （専修大学経営学部　専任講師）（専修大学経営学部　専任講師）

　　　　　　　　　　　　　　　　　坂爪　洋美　　　　　　　　　　　　　　　　　坂爪　洋美 （和光大学人間科学部人間発達学科　専任講師）（和光大学人間科学部人間発達学科　専任講師）

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊田　義博　　　　　　　　　　　　　　　　　豊田　義博 （（WorksWorks　編集長）　編集長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　内田　恭彦　　　　　　　　　　　　　　　　　内田　恭彦 （ワークス研究所　主任研究員）（ワークス研究所　主任研究員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　高石　純子　　　　　　　　　　　　　　　　　高石　純子 （ワークス研究所　主任研究員）（ワークス研究所　主任研究員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　石井　恵美　　　　　　　　　　　　　　　　　石井　恵美 （（WorksWorks　編集部）　編集部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　小泉　静子　　　　　　　　　　　　　　　　　小泉　静子 （ワークス研究所　主任研究員）（ワークス研究所　主任研究員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　白石　久善　　　　　　　　　　　　　　　　　白石　久善 （ワークス研究所（ワークス研究所・・プロジェクト主幹）プロジェクト主幹）



５５人材マネジメント調査人材マネジメント調査

企業のプロフィール企業のプロフィール

◆　主たる業種＜全体／単一回答＞

合計

農林

漁業
鉱業

建設

業

不動

産業

製造

業（電
気・電

子・精
密機
器関

連）

製造
業（上

記以
外）

運輸

業

通信

業

電気・
ガス・

熱供
給・水
道業

商業・

計

卸売

業

小売

業

金融・

保険
業

情報
処理・

ソフト
ウェア

旅館・

ホテ
ル・ア

ミュー
ズメン

ト関連

その他

サービ
ス業

上記に
分類さ

れない
業種

不　明

515 0.2 0.2 ― 8.3 7.2 1.2 27.8 8.7 19.0 3.5 2.7 0.4 0.4 18.8 9.1 9.7 6.4 9.3 16.1 2.9 13.2 6.6 2.9

Ｆ１（新）

サービ

ス業・
計

農林

漁鉱
業・計

建設・

不動
産・計

製造
業・計

運輸・
通信・

電気・
ガス・

計

全体

0

5

10

15

20

25

30
全体

（％）

◆　従業員規模＜全体／単一回答＞

９人以下
１０～１９

人
２０～４９

人
５０～９９

人
１００～
２９９人

３００～
４９９人

５００～
９９９人

１０００～
４９９９人

５０００人
以上

不明

●凡例

全体 (n=515)

Ｆ１１

17.5 25.6 17.5―

0.8％

3.3 6.0 21.0 4.5 3.9

□企業のプロフィール□企業のプロフィール

・・今回協力いただいた今回協力いただいた515515社の属性の内訳は以下のとおりである。社の属性の内訳は以下のとおりである。大まかに見てみると製造業が３割弱。大まかに見てみると製造業が３割弱。

    商業、商業、サービス業がそれぞれ２割弱。サービス業がそれぞれ２割弱。

・・従業員は従業員は10001000人以下の企業が半数人以下の企業が半数 （（74.274.2％）。％）。 1000010000人以上の企業が約人以上の企業が約11割未満である。割未満である。
Ｆ１　主たる業種Ｆ１　主たる業種

ＦＦ1 11 1 　従業員規模　従業員規模



６６ 人材マネジメント調査／リクルートワークス研究所人材マネジメント調査／リクルートワークス研究所

◆　従業員数の増減＜全体／単一回答＞

かなり増加

した
（＋２）

やや増加し

た
（＋１）

変化はな

かった
（０）

やや減少

した
（－１）

かなり減少

した
（－２）

該当する

社員がい
ない

（０）

不　明
増加・
小計

減少・
小計

加重
平均

●凡例

１．正社員 (n=515) 36.9 48.5 -0.2

２．派遣社員 (n=515) 42.5 7.6 0.5

３．嘱託社員 (n=515) 20.2 10.3 0.1

４．契約社員 (n=515) 33.8 7.8 0.3

５．パートタイマー (n=515) 40.4 10.5 0.4

６．裁量労働制の社員 (n=515) 6.4 0.8 0.1

Ｆ１３

10.7

5.6

16.5

21.2

31.8

19.2

28.2

23.9

10.7

21.4

38.6

22.1

25.4

7.6

22.9

23.5

29.7

18.3

74.6

3.9

5.6

7.4

6.6

5.4

8.7

1.0

15.7％

2.3 4.1 9.5

6.2

6.2

27.6

0.4

5.6
1.9

21.0

2.7

1.6

4.3

0.4

―

○パートタイマー、○パートタイマー、派遣社員は増加傾向に、派遣社員は増加傾向に、正社員は増加企業より減少企業の方が多い正社員は増加企業より減少企業の方が多い

・・正社員が増加傾向にある企業は正社員が増加傾向にある企業は36.936.9％、％、一方減少傾向にある企業は一方減少傾向にある企業は48.548.5％と増加を上回り、％と増加を上回り、 正社員としての雇用は減っ正社員としての雇用は減っ

    ているようだ。ているようだ。

    一方、一方、増加傾向が目立つのは派遣とパートタイマーである。増加傾向が目立つのは派遣とパートタイマーである。ともに４割を超える企業が増加傾向にあると回答しており、ともに４割を超える企業が増加傾向にあると回答しており、現現

    在の多様な雇用形態の中での主役であることを示している。在の多様な雇用形態の中での主役であることを示している。

ＦＦ1 31 3 　従業員数の増減　従業員数の増減



７７人材マネジメント調査人材マネジメント調査

企業のプロフィール企業のプロフィール

◆　資本金＜全体／単一回答＞

３０００

万円未
満

３０００

万円～

５０００
万円未

満

５０００
万円～

１億円

未満

１億円

～３億
円未満

３億円

～５億
円未満

５億円

～１０億
円未満

１０億円

～５０億
円未満

５０億円
～１００

億円未

満

１００億

円以上
不　明

●凡例

全体 (n=515) 7285.4

Ｆ２

平均値

7.2％ 5.2 10.5 13.4 9.7 9.1 19.2 7.2 12.2 6.2

◆　　外国資本比率＜全体／単一回答＞

純粋国内資本

（０％）

外資１

（１～３０％）

外資２

（３１～９９％）

外資３

（１００％）
不　明

●凡例

全体 (n=515) 13.2

Ｆ３（ＧＴ）

外資系

企業・
小計

76.1％ 7.0 2.9
3.1 10.7

○資本金○資本金 1010 億円～億円～ 5050 億円未満の企業がボリュームゾーン、億円未満の企業がボリュームゾーン、 外資系企業は１割強外資系企業は１割強

・・資本金の規模については平均が資本金の規模については平均が72857285万円。万円。３億円未満の企業が４割弱、３億円未満の企業が４割弱、100100億以上の企業が１割超。億以上の企業が１割超。

・・1010 億円～億円～5050 億円未満の企業がボリュームゾーンでおよそ億円未満の企業がボリュームゾーンでおよそ22 割割 （（19.219.2％）。％）。

・・資本構成では、資本構成では、不明が１割あるものの、不明が１割あるものの、外国資本の含まれる企業は外国資本の含まれる企業は13.213.2％であった。％であった。
Ｆ２　資本金Ｆ２　資本金

Ｆ３　外国資本比率Ｆ３　外国資本比率



８８

◆　主力事業部の業界での順位＜全体／単一回答＞

１　位 ２　位 ３　位 ４位以下
不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｆ８（ＧＴ）

6.6 5.219.4％ 54.6 14.2

○業界トップの企業が２割○業界トップの企業が２割

・・主力企業の業界内順位は、主力企業の業界内順位は、２割の企業が１位であると回答。２割の企業が１位であると回答。約半数以上が、約半数以上が、４位以下。４位以下。
  F  F ８　主力事業部の業界での順位８　主力事業部の業界での順位



序章　企業の業績の自己認識　　序章　企業の業績の自己認識　　



１ ０１ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　成長の時期＜従業員規模別／単一回答＞

１９４５年か
ら１９５０年

代半ばまで
の時期

１９５０年代

半ばから

１９７３年の
オイル

ショックまで

１９７３年

から１９８５

年のプラザ
合意の時

期まで

１９８５年の
プラザ合意

からバブル
時期まで

バブル崩壊

から現在に
至るまで

不

明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｆ４（従）

従

業
員

規

模
別

13.6

5.9

13.3

13.6

20.0

39.1

9.9

5.9

11.1

11.4

11.1

13.0

30.6

34.4

36.7

30.4

6.6

11.8

9.7

9.3

―

0.8％

―

―

0.9

1.1

―

1.1

4.3

―

―

8.3

―

―

10.2

25.8

5.9

25.0

34.2

43.2

8.7

23.3

28.0

36.7

40.7

64.5

70.6

35.0

75.0 ―

3.3

4.3

7.8

3.8

◆　成長の時期＜全体／単一回答＞

１９４５年か

ら１９５０年

代半ばまで
の時期

１９５０年代

半ばから
１９７３年の

オイル

ショックまで

１９７３年

から１９８５
年のプラザ

合意の時

期まで

１９８５年の

プラザ合意

からバブル
時期まで

バブル崩壊
から現在に

至るまで

不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｆ４（ＧＴ）

13.6 9.90.8％ 34.2 35.0 6.6

○○ 「最も売上げを伸ばし、「最も売上げを伸ばし、成長した時期」成長した時期」を聞いた。を聞いた。７割の企業が、７割の企業が、自社の成長期を１９８５年のプラザ合意後であると認識。自社の成長期を１９８５年のプラザ合意後であると認識。

しかもしかも100100 人未満の企業の過半数は、人未満の企業の過半数は、 バブル崩壊以降と認識しているバブル崩壊以降と認識している

・・１０人未満に企業の過半数はバブルの崩壊以降に自社の成長期を見ている。１０人未満に企業の過半数はバブルの崩壊以降に自社の成長期を見ている。特に特に2020人未満に企業にいたっては７割以上人未満に企業にいたっては７割以上

がその時期に成長したと回答。がその時期に成長したと回答。一方一方50005000人以上のいわゆる大企業は、人以上のいわゆる大企業は、オイルショックまでを自社の成長期であると見ていオイルショックまでを自社の成長期であると見てい

る企業が４割超存在している。る企業が４割超存在している。
F4F4 成長の時期成長の時期



１ １１ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

企業の業績の自己認識企業の業績の自己認識

◆　経営戦略の実行状況＜全体／単一回答＞

実行した
（＋２）

やや実行した
（＋１）

どちらともいえ
ない

（０）

あまり実行し
なかった

（－１）

実行しなかっ
た

（－２）

不　明

●凡例

１．既存事業の強化 (n=515) 88.5  2.3  1.6

２．関連事業分野への進出 (n=515) 59.0 25.8  0.4

３．新規事業分野への進出 (n=515) 49.5 36.1  0.2

４．不採算部門の整理・縮小、
　撤退（いわゆるリストラ）

(n=515) 51.1 34.8  0.2

５．外国企業との提携や生産拠点

　の海外移転等の国際化
(n=515) 25.4 63.3 - 0.9

６．吸収・合併（Ｍ＆Ａ） (n=515) 24.3 65.0 - 0.9

７．同業他社との戦略的提携 (n=515) 25.6 58.1 - 0.8

Ｆ５(マトリックス)

実行し
た・小

計

実行し

なかっ
た・小

計

加重平
均

27.6

27.4

27.6

15.3

17.9

12.6

19.8

31.5

22.1

23.5

10.1

6.4

13.0

8.5

8.9

8.7

8.9

6.8

11.3

8.5

19.0

24.9

26.2

59.6

62.3

54.6

6.6

5.4

5.4

7.2

6.8

7.4

68.7％

4.1

5.0

3.9

3.7

3.5

1.4

2.7

1.0

4.1

◆　企業ポジション＜全体／複数回答＞

合計

非上場企
業

オーナー
企業

企業グ
ループ内

の子会
社・関連

会社

企業グ

ループの
中での中

心的企業

上場・公
開企業

ベン

チャー企
業

その他 不　明

全体 515 47.6 36.7 28.2 23.9 21.7 4.5 6.0 ―

Ｑ２

0

20

40

60
全体

（％）

○経営戦略の実行状況は既存事業の強化が主○経営戦略の実行状況は既存事業の強化が主

　　・・過去３年間に実行した経営戦略の方向として既存事業の強化と回答した企業は９割弱。過去３年間に実行した経営戦略の方向として既存事業の強化と回答した企業は９割弱。関連事業への進出が関連事業への進出が59.059.0％、％、リリ

          ストラの実施がストラの実施が51.151.1％と続く。％と続く。新規事業への進出を実行した企業は新規事業への進出を実行した企業は49.549.5％にのぼり、％にのぼり、いわゆる不況期にしては高い数字でいわゆる不況期にしては高い数字で

        あろう。あろう。しかし、しかし、実行したとの回答が多いのは自社内で完結する戦略のみで、実行したとの回答が多いのは自社内で完結する戦略のみで、同業他社との戦略的提携同業他社との戦略的提携25.625.6％、％、外国企外国企

業業との提携や生産拠点の海外移転等の国際化との提携や生産拠点の海外移転等の国際化25.425.4％、％、吸収吸収 ・・合併や、合併や、他社との連携による戦略を実施したとする企業他社との連携による戦略を実施したとする企業

        は２割台にとどまった。は２割台にとどまった。
F5F5 経営戦略の実行状況経営戦略の実行状況

　　　　・・半数は非上場企業半数は非上場企業 （（47.647.6％）。％）。上場上場 ・・公開企業は約２割であった公開企業は約２割であった （（21.721.7％）％）
Q2Q2 企業ポジション企業ポジション



１ ２１ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　主力事業の競争環境（今後３年間）＜全体／単一回答＞

かなり厳し
くなる見通

し（＋２）

やや厳しく
なる見通し

（＋１）

変化はな

かった（０）

やや楽に
なる見通し

（－１）

かなり楽に
なる見通し

（－２）

不

明

●凡例

全体 (n=515) 86.4  1.6  1.6

Ｆ１０（ＧＴ）

厳しい

見通

し・小
計

楽に

なる
見通

し・小

計

加重

平均

20.266.2％ 5.8

1.4

0.2
6.2

◆　主力事業の競争環境（過去３年間）＜全体／単一回答＞

かなり厳し
くなった

（＋２）

やや厳しく
なった

（＋１）

変化はな
かった

（０）

やや楽に
なった

（－１）

かなり楽に
なった

（－２）

不
明

●凡例

全体 (n=515) 87.2  2.5  1.6

Ｆ９（ＧＴ）

厳しく

なっ

た・小
計

楽に

なっ

た・小
計

加重

平均

24.362.9％ 4.1

1.9

0.6
6.2

○過去３年間の主力事業の競争環境は厳しかったとの見方が主流○過去３年間の主力事業の競争環境は厳しかったとの見方が主流

・・６割以上の企業がかなり厳しくなったと認識している。６割以上の企業がかなり厳しくなったと認識している。やや厳しくやや厳しく・・・・まで含めると９割近い。まで含めると９割近い。やはりこの３年間は企業にやはりこの３年間は企業に

    とって厳しい３年間であった様子がうかがえる。とって厳しい３年間であった様子がうかがえる。従業員規模別に見ても、従業員規模別に見ても、同様の傾向だが、同様の傾向だが、厳しくなった厳しくなった・・小計は規模が小小計は規模が小

    さいほど微増しており、さいほど微増しており、中小企業にとっては昨今の厳しさが極めて切実なものだったことがうかがえる。中小企業にとっては昨今の厳しさが極めて切実なものだったことがうかがえる。資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、

外外資の含まれた企業より、資の含まれた企業より、純国産企業の方が厳しいと捉えており、純国産企業の方が厳しいと捉えており、これは守りと攻めの立場の差も伺えるかもしれない。これは守りと攻めの立場の差も伺えるかもしれない。

F9F9 主力事業の競争環境＜過去主力事業の競争環境＜過去 33 年間＞年間＞

○今後３年間の見通しも、○今後３年間の見通しも、依然厳しいとの認識依然厳しいとの認識

・・今後３年間の環境の見通しについても、今後３年間の環境の見通しについても、楽観視している企業は少なく、楽観視している企業は少なく、かなり厳しいと見ている企業は過去３年よりもやや増かなり厳しいと見ている企業は過去３年よりもやや増

加する。加する。企業規模別に見てみると規模が大きくなるにつれて厳しさへの実感が増している。企業規模別に見てみると規模が大きくなるにつれて厳しさへの実感が増している。

F10F10 主力事業の競争環境＜今後３年間＞主力事業の競争環境＜今後３年間＞



１ ３１ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

企業の業績の自己認識企業の業績の自己認識

◆　他企業と比較した企業レベル＜全体／単一回答＞

優位に立って

いる
（＋２）

やや優位に

立っている
（＋１）

ほぼ同じレベ

ルである
（０）

やや遅れを

とっている
（－１）

遅れをとって

いる
（－２）

不　明

●凡例

①顧客の満足度 (n=515) 54.6 11.3  0.6

②生産性 (n=515) 31.8 25.0  0.1

③利益率 (n=515) 33.6 29.7  0.1

④競争環境への適応力 (n=515) 37.5 27.6  0.2

⑤株式市場での評価 (n=515) 15.9 20.2 - 0.2

Ｆ１４

優位・

小計

劣位・

小計

加重

平均

11.5

39.6

24.1

22.1

29.5

10.9

29.7

37.1

31.8

29.9

15.9

24.9 4.9

5.0

48.0

7.8

8.0

5.0

15.0％

11.5

25.0

9.9

21.6 3.5

1.4

4.9

2.5

8.7

6.0

4.5

◆　今後３年間での業績の変化＜全体／単一回答＞

かなり上回

る（＋２）

やや上回

る（＋１）

同じ程度

である（０）

やや下回

る（－１）

かなり下回

る（－２）

不

明

●凡例

全体 (n=515) 48.3 12.4  0.5

Ｆ１５（ＧＴ）

上回
る・小

計

下回
る・小

計

加重

平均

37.3 34.411.1％ 10.5 1.9
4.9

○顧客満足度に自信を持っている企業は多い○顧客満足度に自信を持っている企業は多い

・・全体的に顧客満足度では過半数の企業が自社の商品全体的に顧客満足度では過半数の企業が自社の商品・・サービスに自信を持ているようだ。サービスに自信を持ているようだ。ついで環境への適応力となってついで環境への適応力となって

いるが４割をきっている。いるが４割をきっている。（（37.537.5％）％）対照的なのは株価に関して。対照的なのは株価に関して。不明と回答している企業が半数近くいる中ではあるものの、不明と回答している企業が半数近くいる中ではあるものの、

優位であると認識している企業は優位であると認識している企業は1616％程度にとどまっている。％程度にとどまっている。
F14F14 他企業と比較した企業レベル他企業と比較した企業レベル

○今後の業績は半数近くが上回ると見ている○今後の業績は半数近くが上回ると見ている

・・今後３年間の業績の見通しについては、今後３年間の業績の見通しについては、上回ると回答する企業が半数近く上回ると回答する企業が半数近く48.348.3％である。％である。かなり上回るとの回答も１割程度かなり上回るとの回答も１割程度

あり、あり、強気の姿勢がうかがえる。強気の姿勢がうかがえる。
F15F15 今後今後 33 年間での業績の変化年間での業績の変化



１ ４１ ４



第一章　人材マネジメントにおける第一章　人材マネジメントにおける

基本ポリシー基本ポリシー

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



１ ６１ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメントの基本ポリシー＜全体／単一回答＞

Ａに近い
（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い
（－２）

不明

●凡例

１．採用時

　Ａ：新卒重視
(n=515) Ｂ：中途重視

２．企業業績悪化時

　Ａ：雇用保護
(n=515) Ｂ：業績改善重視

３．長期雇用の前提

　Ａ：全員
(n=515) Ｂ：優秀な人材のみ

４．正規と非正規従業員の仕事内容
　Ａ：異なる

(n=515) Ｂ：同じ

５．会社への忠誠心
　Ａ：重視する

(n=515) Ｂ：重視しない

６．報酬観
　Ａ：金銭面を重視

(n=515) Ｂ：非金銭面を重視

７．個人業績の処遇への反映
　Ａ：短期間

(n=515) Ｂ：長期的視点

８．組織運営
　Ａ：個人の成果重視

(n=515) Ｂ：チーム成果重視

９．教育投資

　Ａ：特定の従業員対象
(n=515) Ｂ：全従業員対象

10．続年数が昇進の決定要因

　Ａ：なる
(n=515) Ｂ：ならない

11．業績悪化時のコスト削減

　Ａ：人材開発
(n=515) Ｂ：その他

12．能力開発の責任の所在

　Ａ：個人
(n=515) Ｂ：会社

13．キャリア開発の基本

　Ａ：専門性
(n=515) Ｂ：経験の広さ

14．賃金決定

　Ａ：能力資格を反映
(n=515) Ｂ：成果や業績を反映

Ｑ１（マトリックス）

26.8

30.3

19.4

8.9

16.9

19.2

6.8

10.1

4.5

8.7

11.5

5.8

6.2

40.0

35.7

37.3

34.4

53.8

57.5

48.3

36.7

37.5

19.6

37.5

52.0

44.7

27.2

18.8

27.0

24.9

30.3

30.1

21.4

25.8

43.5

39.0

40.2

43.3

32.6

42.9

43.5

7.2

12.8

35.5

10.3

6.4

22.5

27.6％

3.7

9.9

13.0

6.4

3.5

13.2

15.1

7.0

0.6

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.4

0.2

0.8

0.2

0.8

0.4

0.4

0.6

■人材マネジメントのポリシー■人材マネジメントのポリシー

・・協力企業の平均的な企業像として、協力企業の平均的な企業像として、以下のような見方ができる。以下のような見方ができる。全員の長期雇用を前提に全員の長期雇用を前提に（（67.667.6％）、％）、新卒にウェイトを置新卒にウェイトを置

    いた採用を行ういた採用を行う（（67.667.6％）。％）。会社への忠誠心を採用基準として重視しており会社への忠誠心を採用基準として重視しており（（62.762.7％）、％）、正規社員と非正規社員の仕事の内正規社員と非正規社員の仕事の内

    容の同異はまちまちである。容の同異はまちまちである。金銭面を重視した金銭面を重視した（（74.474.4％）％）報酬への考え方で、報酬への考え方で、賃金決定には成果や業績を重視する賃金決定には成果や業績を重視する（（66.066.0

    ％）。％）。

    個人の業績は短期的な視点で評価に反映させ個人の業績は短期的な視点で評価に反映させ （（67.667.6％）、％）、勤続年数は昇進勤続年数は昇進・・昇格の決定要因にはあまりならない昇格の決定要因にはあまりならない （（75.775.7％％))

    個人の成果よりもチームの成果をやや重視した組織運営が行われており個人の成果よりもチームの成果をやや重視した組織運営が行われており（（56.356.3％）、％）、教育投資の対象は全員か特定の従業教育投資の対象は全員か特定の従業

員かについては明確な傾向はない。員かについては明確な傾向はない。能力開発の責任は個人に置き能力開発の責任は個人に置き（（63.563.5％）、％）、キャリア開発は専門性と経験の広さの両方キャリア開発は専門性と経験の広さの両方

を求めており限定はしていない。を求めており限定はしていない。業績が悪化しても雇用を保護する姿勢ではあるものの業績が悪化しても雇用を保護する姿勢ではあるものの（（62.562.5％）、％）、教育開発の予算がコス教育開発の予算がコス

トカットの対象になる企業が半数である。トカットの対象になる企業が半数である。

Q1Q1 人材マネジメントの基本ポリシー人材マネジメントの基本ポリシー



１ ７１ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　１　採用重視対象　Ａ・新卒／Ｂ・既存　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.0  0.5

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0 - 0.5

２０～４９人 (n=17) 29.4 70.6 - 0.7

５０～９９人 (n=31) 35.5 61.3 - 0.6

１００～２９９人 (n=108) 57.4 41.7  0.2

３００～４９９人 (n=90) 80.0 20.0  0.8

５００～９９９人 (n=132) 67.4 32.6  0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 82.2 17.8  1.1

５０００人以上 (n=23) 91.3  8.7  1.2

Ｑ1-1（従）

従

業

員
規

模
別

9.7

18.5

28.9

26.5

44.4

39.1

40.0

50.0

23.5

25.8

38.9

51.1

40.9

37.8

52.2

18.8

35.3

16.1

27.8

15.6

16.7

17.8

8.7

13.9

27.6％

―

5.9

―

―

―

4.4

45.2

35.3

50.0

13.2

15.9

―

―

―

―

0.9

3.2

―

0.4

―

◆　１　採用重視対象　Ａ・新卒／Ｂ・既卒＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.0 0.5

純粋国内資本（０％） (n=392) 67.6 32.1 0.5

外資系企業・小計 (n=68) 63.2 35.3 0.4

外資１（１～３０％） (n=36) 77.8 22.2 0.8

外資２（３１～９９％） (n=15) 53.3 40.0 0.2

外資３（１００％） (n=16) 43.8 56.3 -0.4

Ｑ１－１（資本）

資
本

構
成

別

27.6

30.6

26.7

6.3

40.0

40.1

39.7

47.2

26.7

37.5

18.8

19.1

20.6

16.7

20.0

25.0

20.0

31.3

27.6％

23.5

13.2

13.0

14.7

5.6

0.3

0.4

1.5

―
6.7

―

○大企業ほど新卒採用重視○大企業ほど新卒採用重視

・・従業員規模の増加に従って、従業員規模の増加に従って、採用時の新卒重視の傾向は高まっている。採用時の新卒重視の傾向は高まっている。

・・100100 人以上の企業で人以上の企業で55 割以上が、割以上が、10001000人を超えたところで人を超えたところで88 割以上が新卒を重視すると回答している。割以上が新卒を重視すると回答している。

・・資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、外資系企業の方が、外資系企業の方が、やや既卒採用を重視する傾向にある。やや既卒採用を重視する傾向にある。
Q1-1Q1-1 採用重視対象＜Ａ採用重視対象＜Ａ・・新卒新卒 // ＢＢ・・既卒＞既卒＞



１ ８１ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　２　業績悪化時の雇用の考え方　Ａ・雇用重視／Ｂ・業績重視　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 62.5 36.9 0.4

純粋国内資本（１％） (n=392) 63.3 36.0 0.4

外資系企業・小計 (n=68) 58.8 41.2 0.4

外資１（１～３０％） (n=36) 72.2 27.8 0.8

外資２（３１～９９％） (n=15) 60.0 40.0 0.4

外資３（１００％） (n=16) 31.3 68.8 -0.3

Ｑ１－２（資本）

資
本

構
成

別

26.3

38.9

26.7

12.5

35.7

37.0

29.4

33.3

33.3

18.8

27.0

24.7

36.8

25.0

33.3

62.5

6.7

6.3

26.8％

29.4

9.9

11.2

4.4

2.8

0.8

0.6

―

―
―

―

◆　２　業績悪化時の雇用の考え方　Ａ・雇用重視／Ｂ・業績重視　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 62.5 36.9  0.4

１０～１９人 (n=4) 25.0 75.0 - 0.8

２０～４９人 (n=17) 41.2 58.8 - 0.2

５０～９９人 (n=31) 51.6 48.4  0.2

１００～２９９人 (n=108) 59.3 38.9  0.3

３００～４９９人 (n=90) 62.2 36.7  0.4

５００～９９９人 (n=132) 62.1 37.9  0.3

１０００～４９９９人 (n=90) 72.2 27.8  0.7

５０００人以上 (n=23) 87.0 13.0  1.3

Ｑ1-２（従）

従

業

員
規

模
別

22.6

25.9

25.6

22.7

32.2

52.2

35.7

25.0

23.5

29.0

33.3

36.7

39.4

40.0

34.8

27.0

41.2

38.7

25.9

27.8

25.0

25.6

13.0

13.0

26.8％

―

17.6

50.0

2.2

―

8.9

9.7

17.6

25.0

9.9

12.9

―

―

―

1.1

1.9

―

―

0.6

―

○業績悪化時は、○業績悪化時は、 日本企業特に大企業のほうが雇用を重視日本企業特に大企業のほうが雇用を重視

・・従業員規模が大きくなるにつれて、従業員規模が大きくなるにつれて、業績悪化時でも雇用を守るという傾向が高くなり、業績悪化時でも雇用を守るという傾向が高くなり、50005000人以上の企業では９割近くが、人以上の企業では９割近くが、

そう回答している。そう回答している。

Q1-2Q1-2 業績悪化時の雇用の考え方＜Ａ業績悪化時の雇用の考え方＜Ａ・・雇用重視雇用重視 // ＢＢ・・業績重視＞業績重視＞



１ ９１ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　３　長期雇用の対象　Ａ・全員／Ｂ・一部限定　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.0 0.6

純粋国内資本（２％） (n=392) 68.6 30.9 0.6

外資系企業・小計 (n=68) 63.2 36.8 0.4

外資１（１～３０％） (n=36) 61.1 38.9 0.4

外資２（３１～９９％） (n=15) 73.3 26.7 0.5

外資３（１００％） (n=16) 56.3 43.8 0.3

Ｑ１－３（資本）

資
本

構
成

別

32.9

30.6

13.3

12.5

37.3

35.7

41.2

30.6

60.0

43.8

24.9

24.0

27.9

25.0

20.0

43.8

6.7

―

30.3％

22.1

7.2

6.9

8.8

13.9

0.5

0.4

―

―
―

―

◆　３　長期雇用の対象　Ａ・全員／Ｂ・一部限定　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.0  0.6

１０～１９人 (n=4) 75.0 25.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 47.1 52.9 - 0.1

５０～９９人 (n=31) 48.4 51.6  0.1

１００～２９９人 (n=108) 65.7 32.4  0.5

３００～４９９人 (n=90) 72.2 27.8  0.8

５００～９９９人 (n=132) 66.7 33.3  0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 73.3 26.7  0.8

５０００人以上 (n=23) 82.6 17.4  1.0

Ｑ1-３（従）

従

業

員
規

模
別

22.6

31.5

33.3

28.8

32.2

39.1

37.3

75.0

41.2

25.8

34.3

38.9

37.9

41.1

43.5

24.9

47.1

38.7

21.3

26.7

24.2

23.3

17.4

11.1

30.3％

―

5.9

―

3.3

―

1.1

12.9

5.9

25.0

7.2

9.1

―

―

―

―

1.9

―

―

0.4

―

○長期雇用前提の考え方が主流○長期雇用前提の考え方が主流

・・従業員規模が大きくなるにつれて全員を長期雇用の対象と認識しているようだ。従業員規模が大きくなるにつれて全員を長期雇用の対象と認識しているようだ。

Q1-3Q1-3 長期雇用の対象＜Ａ長期雇用の対象＜Ａ・・全員全員 // ＢＢ・・一部限定＞一部限定＞



２ ０２ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　４　正規従業員と非正規従業員の仕事は本質　Ａ・同質／Ｂ・異質　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515)  53.8  45.4   0.1

純粋国内資本（３％） (n=392)  50.3  49.0 ―

外資系企業・小計 (n=68)  60.3  39.7   0.3

外資１（１～３０％） (n=36)  66.7  33.3   0.5

外資２（３１～９９％） (n=15)  53.3  46.7 -  0.1

外資３（１００％） (n=16)  50.0  50.0   0.2

Ｑ１－４（資本）

資
本

構
成

別

18.4

25.0

6.7

31.3

34.4

31.9

38.2

41.7

46.7

18.8

30.3

32.1

29.4

27.8

26.7

37.5

20.0

12.5

19.4％

22.1

15.1

16.8

10.3

5.6

0.8

0.8

―

―
―

―

◆　４　正規従業員と非正規従業員の仕事は本質　Ａ・同質／Ｂ・異質　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 53.8 45.4  0.1

１０～１９人 (n=4) 25.0 75.0 - 0.8

２０～４９人 (n=17) 29.4 64.7 - 0.5

５０～９９人 (n=31) 45.2 54.8 - 0.2

１００～２９９人 (n=108) 49.1 50.0 ―

３００～４９９人 (n=90) 44.4 53.3 - 0.1

５００～９９９人 (n=132) 58.3 41.7  0.2

１０００～４９９９人 (n=90) 62.2 37.8  0.3

５０００人以上 (n=23) 82.6 17.4  1.2

Ｑ1-４（従）

従

業

員
規

模
別

22.6

20.4

16.7

18.2

14.4

52.2

34.4

25.0

17.6

22.6

28.7

27.8

40.2

47.8

30.4

30.3

41.2

19.4

31.5

40.0

25.8

30.0

17.4

18.5

19.4％

―

11.8

50.0

7.8

―

13.3

35.5

23.5

25.0

15.1

15.9

―

―

―

2.2

0.9

―

5.9

0.8

―

○大企業ほど正規従業員と非正規従業員を区分して活用○大企業ほど正規従業員と非正規従業員を区分して活用

・・正規従業員と非正規従業員の仕事の質は、正規従業員と非正規従業員の仕事の質は、企業規模が大きくなるほど異なる傾向にある。企業規模が大きくなるほど異なる傾向にある。

Q1-4Q1-4 正規従業員と非正規従業員の仕事は本質＜Ａ正規従業員と非正規従業員の仕事は本質＜Ａ・・同質同質 // ＢＢ・・異質＞異質＞



２ １２ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　５　忠誠心の重視　Ａ・重視／Ｂ・非重視　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 62.7 37.1 0.3

純粋国内資本（４％） (n=392) 62.0 37.8 0.3

外資系企業・小計 (n=68) 55.9 44.1 0.1

外資１（１～３０％） (n=36) 69.4 30.6 0.5

外資２（３１～９９％） (n=15) 46.7 53.3 -0.3

外資３（１００％） (n=16) 31.3 68.8 -0.6

Ｑ１－５（資本）

資
本

構
成

別

8.4

13.9

53.8

53.6

48.5

55.6

46.7

31.3

30.1

31.1

30.9

25.0

26.7

50.0

26.7

18.8

8.9％

―

―

7.4

7.0

6.6

13.2

5.6

0.3

0.2

―

―
―

―

◆　５　忠誠心の重視　Ａ・重視／Ｂ・非重視　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 62.7 37.1  0.3

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 70.6 29.4  0.4

５０～９９人 (n=31) 45.2 54.8 - 0.2

１００～２９９人 (n=108) 63.9 35.2  0.3

３００～４９９人 (n=90) 62.2 37.8  0.2

５００～９９９人 (n=132) 62.1 37.9  0.3

１０００～４９９９人 (n=90) 60.0 40.0  0.2

５０００人以上 (n=23) 87.0 13.0  0.9

Ｑ1-５（従）

従

業

員
規

模
別

9.3

5.6

15.9

21.7

53.8

25.0

70.6

45.2

54.6

56.7

46.2

56.7

65.2

30.1

23.5

45.2

27.8

32.2

29.5

33.3

8.7

7.4

8.9％

―

3.3

25.0

―

50.0

6.7

4.3

5.6

9.7

5.9

―

7.0

8.3

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○企業への忠誠心は、○企業への忠誠心は、 重視されている重視されている

・・所属企業へのローヤリティーは比較的重視する傾向にあり、所属企業へのローヤリティーは比較的重視する傾向にあり、企業規模に緩やかに比例する。企業規模に緩やかに比例する。資本構成別には濃く兄資本企資本構成別には濃く兄資本企

  業と外資系企業では大差はないが、業と外資系企業では大差はないが、外資比率が高まるにつれて、外資比率が高まるにつれて、重視しない傾向が見られる重視しない傾向が見られる（サンプル数の関係で参考値（サンプル数の関係で参考値

  ではあるがきれいな傾向が見られる）。ではあるがきれいな傾向が見られる）。
Q1-5Q1-5 忠誠心の重視＜Ａ忠誠心の重視＜Ａ・・重視重視 // ＢＢ・・非重視＞非重視＞



２ ２２ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　６　従業員の処遇の重視点　　Ａ・金銭的処遇／Ｂ・非金銭的処遇　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 74.4 24.9  0.6

純粋国内資本（５％） (n=392) 75.3 23.7  0.7

外資系企業・小計 (n=68) 72.1 27.9  0.5

外資１（１～３０％） (n=36) 83.3 16.7  0.9

外資２（３１～９９％） (n=15) 53.3 46.7 ―

外資３（１００％） (n=16) 62.5 37.5  0.2

Ｑ１－６（資本）

資
本

構
成

別

17.6

22.2

57.5

57.7

58.8

61.1

46.7

62.5

21.4

20.2

23.5

16.7

33.3

31.3

13.3

6.3

16.9％

―

6.7

13.2

3.5

3.6

4.4
―

1.0

0.8

―

―

―

―

◆　６　従業員の処遇の重視点　　Ａ・金銭的処遇／Ｂ・非金銭的処遇　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 74.4 24.9  0.6

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 64.7 35.3  0.4

５０～９９人 (n=31) 58.1 41.9  0.3

１００～２９９人 (n=108) 78.7 19.4  0.8

３００～４９９人 (n=90) 77.8 22.2  0.7

５００～９９９人 (n=132) 75.8 22.7  0.7

１０００～４９９９人 (n=90) 74.4 25.6  0.6

５０００人以上 (n=23) 65.2 34.8  0.3

Ｑ1-６（従）

従

業

員
規

模
別

20.4

15.6

16.7

8.7

57.5

25.0

41.2

38.7

58.3

62.2

59.1

61.1

56.5

21.4

23.5

35.5

15.7

20.0

20.5

21.1

30.4

16.9％

19.4

13.3

25.0

23.5

50.0

3.7

4.4

4.3

2.2

6.5

11.8

―
3.5

2.3

―

―

1.5

―

1.9

―

―

0.8

―

○処遇の考え方は金銭面重視が本流○処遇の考え方は金銭面重視が本流

・・金銭的処遇を重視する企業が大半であるが、金銭的処遇を重視する企業が大半であるが、企業規模が大きくなるにつれてその傾向は低くなる。企業規模が大きくなるにつれてその傾向は低くなる。100100人未満の企業にお人未満の企業にお

    いては、いては、金銭面重視金銭面重視--非金銭面重視はばらつくが、非金銭面重視はばらつくが、企業規模が小さくなるに従って、企業規模が小さくなるに従って、金銭面を極めて重視する傾向は高ま金銭面を極めて重視する傾向は高ま

      る。る。
Q1-6Q1-6 従業員の処遇の重視点＜Ａ従業員の処遇の重視点＜Ａ・・金銭的処遇金銭的処遇 // ＢＢ・・非金銭的処遇＞非金銭的処遇＞



２ ３２ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　７　業績・成果の反映ターム　Ａ・短期評価／Ｂ・長期評価　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.2 0.5

純粋国内資本（６％） (n=392) 66.1 33.7 0.5

外資系企業・小計 (n=68) 76.5 23.5 0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 75.0 25.0 0.6

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 33.3 0.3

外資３（１００％） (n=16) 87.5 12.5 0.9

Ｑ１－７（資本）

資
本

構
成

別

19.6

19.4

48.3

46.4

60.3

55.6

60.0

68.8

25.8

27.0

16.2

16.7

20.0

12.5

13.3

―

19.2％

18.8

6.7

16.2

6.4

6.6

7.4
8.3

0.3

0.2

―

―

―

―

◆　７　業績・成果の反映ターム　Ａ・短期評価／Ｂ・長期評価　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 67.6 32.2  0.5

１０～１９人 (n=4) 75.0 25.0  0.8

２０～４９人 (n=17) 70.6 29.4  0.6

５０～９９人 (n=31) 77.4 22.6  0.7

１００～２９９人 (n=108) 64.8 34.3  0.4

３００～４９９人 (n=90) 61.1 38.9  0.3

５００～９９９人 (n=132) 66.7 33.3  0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 72.2 27.8  0.7

５０００人以上 (n=23) 73.9 26.1  0.6

Ｑ1-７（従）

従

業

員
規

模
別

18.5

12.2

21.2

17.4

48.3

25.0

47.1

54.8

46.3

48.9

45.5

48.9

56.5

25.8

29.4

19.4

25.0

33.3

24.2

25.6

21.7

19.2％

22.6

23.3

50.0

23.5

―

9.3

2.2

4.3

5.6

3.2

―

25.0

6.4

9.1

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○業績や成果は短期で反映○業績や成果は短期で反映

・・業績や成果の反映のタームは短期の傾向が強い。業績や成果の反映のタームは短期の傾向が強い。

Q1-7Q1-7 業績業績 ・・成果の反映ターム＜Ａ成果の反映ターム＜Ａ・・短期評価短期評価 // ＢＢ・・長期評価＞長期評価＞



２ ４２ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　８　組織運営の重視点　Ａ・個人成果／Ｂ・チーム成果　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 43.5 56.3 -0.2

純粋国内資本（７％） (n=392) 43.4 56.4 -0.2

外資系企業・小計 (n=68) 42.6 57.4 -0.2

外資１（１～３０％） (n=36) 36.1 63.9 -0.4

外資２（３１～９９％） (n=15) 26.7 73.3 -0.6

外資３（１００％） (n=16) 75.0 25.0 0.4

Ｑ１－８（資本）

資
本

構
成

別

7.1

36.7

36.2

39.7

33.3

26.7

68.8

43.5

42.9

45.6

52.8

60.0

12.5

13.3

12.5

6.8％

2.8

6.3

―

2.9

12.8

13.5

11.8

11.1

0.3

0.2

―

―

―

―

◆　８　組織運営の重視点　Ａ・個人成果／Ｂ・チーム成果　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 43.5 56.3 - 0.2

１０～１９人 (n=4) 100.0 ―  1.0

２０～４９人 (n=17) 58.8 41.2  0.2

５０～９９人 (n=31) 48.4 51.6 - 0.1

１００～２９９人 (n=108) 38.9 60.2 - 0.2

３００～４９９人 (n=90) 43.3 56.7 - 0.2

５００～９９９人 (n=132) 44.7 55.3 - 0.1

１０００～４９９９人 (n=90) 42.2 57.8 - 0.2

５０００人以上 (n=23) 34.8 65.2 - 0.4

Ｑ1-８（従）

従

業

員
規

模
別

8.3

10.6

36.7

100.0

47.1

41.9

30.6

38.9

34.1

38.9

34.8

43.5

29.4

35.5

49.1

44.4

40.9

46.7

56.5

6.8％

―

4.4

6.5

3.3

―

11.8

―

11.1

11.1

8.7

12.2

16.1

11.8

―

12.8

14.4

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○中小企業は個人成果を重視、○中小企業は個人成果を重視、 大企業はチーム成果で効率化大企業はチーム成果で効率化

・・個人成績を重視す組織運営は企業規模が小さい方がその傾向が強く、個人成績を重視す組織運営は企業規模が小さい方がその傾向が強く、 規模が大きくなるに従って、規模が大きくなるに従って、チーム成果を重視すチーム成果を重視す

      るようだ。るようだ。

Q1-8Q1-8 組織運営の重視点＜Ａ組織運営の重視点＜Ａ・・個人成果個人成果 // ＢＢ・・チーム成果＞チーム成果＞



２ ５２ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　９　教育投資対象　Ａ・限定集中型／Ｂ・全員一律型　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 47.6 52.0 -0.1

純粋国内資本（８％） (n=392) 47.2 52.3 -0.1

外資系企業・小計 (n=68) 52.9 47.1 0.1

外資１（１～３０％） (n=36) 52.8 47.2 0.1

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 33.3 0.5

外資３（１００％） (n=16) 43.8 56.3 -0.1

Ｑ１－９（資本）

資
本

構
成

別

10.7

37.5

36.5

41.2

41.7

46.7

37.5

39.0

38.0

39.7

36.1

26.7

56.3

6.7

10.1％

11.1

6.3

20.0

11.8

―

13.0

14.3

7.4

11.1

0.5

0.4

―

―

―

―

◆　９　教育投資対象　Ａ・限定集中型／Ｂ・全員一律型　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 47.6 52.0 - 0.1

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0 ―

２０～４９人 (n=17) 58.8 41.2  0.1

５０～９９人 (n=31) 54.8 45.2  0.1

１００～２９９人 (n=108) 44.4 54.6 - 0.1

３００～４９９人 (n=90) 51.1 48.9 ―

５００～９９９人 (n=132) 46.2 53.8 - 0.1

１０００～４９９９人 (n=90) 44.4 55.6 - 0.2

５０００人以上 (n=23) 60.9 39.1  0.3

Ｑ1-９（従）

従

業

員
規

模
別

11.1

11.4

37.5

50.0

52.9

38.7

33.3

42.2

34.8

36.7

52.2

39.0

23.5

32.3

38.9

40.0

39.4

43.3

34.8

10.1％

8.7

8.9

16.1

7.8

―

5.9

50.0

15.7

12.2

4.3

8.9

12.9

17.6

―

13.0

14.4

―

―

―

―

0.9

―

―

0.4

―

○教育投資は多様化の途上か○教育投資は多様化の途上か

・・企業規模が大きくなるにつれて、企業規模が大きくなるにつれて、限定集中である、限定集中である、または全員一律であると明確に回答できない傾向が強くなる。または全員一律であると明確に回答できない傾向が強くなる。教育投教育投

資の対象は、資の対象は、一概には設定できないようだ。一概には設定できないようだ。

Q1-9Q1-9 教育投資対象＜Ａ教育投資対象＜Ａ・・限定集中型限定集中型 // ＢＢ・・全員一律型＞全員一律型＞



２ ６２ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　10　昇進・昇格決定における年功重視度　Ａ・年功重視／Ｂ・年功非重視　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 24.1 75.7 - 0.8

純粋国内資本（９％） (n=392) 24.5 75.3 - 0.8

外資系企業・小計 (n=68) 23.5 76.5 - 1.0

外資１（１～３０％） (n=36) 38.9 61.1 - 0.6

外資２（３１～９９％） (n=15)  6.7 93.3 - 1.4

外資３（１００％） (n=16) ― 100.0 - 1.8

Ｑ１－１０（資本）

資
本

構
成

別

19.6

19.4

22.1

36.1

6.7

40.2

40.6

27.9

25.0

40.0

25.0

53.3

4.5％

5.1

2.8

―

―

1.5

― 75.0

35.5

34.7

48.5

36.1

0.3

0.2

―

―

―

―

○大企業にはいまだ年功重視傾向が見られる○大企業にはいまだ年功重視傾向が見られる

・・全体的に年功重視の比率は小さいが、全体的に年功重視の比率は小さいが、企業規模に伴って年功を重視する企業はやや増える。企業規模に伴って年功を重視する企業はやや増える。

・・資本構成別には、資本構成別には、重視重視--非重視の割合は大差ないが、非重視の割合は大差ないが、重視しない割合は外資系企業が高い。重視しない割合は外資系企業が高い。

Q1-10Q1-10 昇進昇進 ・・昇格決定における年功重視度＜Ａ昇格決定における年功重視度＜Ａ・・年功重視年功重視 // ＢＢ・・年功非重視＞年功非重視＞

◆　10　昇進・昇格決定における年功重視度　Ａ・年功重視／Ｂ・年功非重視　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 24.1 75.7 - 0.8

１０～１９人 (n=4) ― 100.0 - 1.5

２０～４９人 (n=17) 17.6 82.4 - 1.1

５０～９９人 (n=31)  3.2 96.8 - 1.6

１００～２９９人 (n=108) 24.1 75.0 - 0.8

３００～４９９人 (n=90) 18.9 81.1 - 0.9

５００～９９９人 (n=132) 33.3 66.7 - 0.6

１０００～４９９９人 (n=90) 22.2 77.8 - 0.8

５０００人以上 (n=23) 39.1 60.9 - 0.5

Ｑ1-１０（従）

従

業

員
規

模
別

5.6

7.6

19.6

11.8

18.5

17.8

25.8

18.9

34.8

40.2

35.3

29.0

38.9

47.8

35.6

48.9

30.4

4.5％

4.3

1.1

―

3.3

―

5.9

3.2

― 50.0

36.1

28.9

30.4

33.3

67.7

47.1

50.0

35.5

31.1

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―



２ ７２ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　11　業績悪化時の育成投資の考え方　Ａ・業績重視／Ｂ・育成投資重視　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 46.2 53.6 -0.1

純粋国内資本（１０％） (n=392) 46.7 53.1 -0.1

外資系企業・小計 (n=68) 44.1 55.9 -0.1

外資１（１～３０％） (n=36) 38.9 61.1 -0.3

外資２（３１～９９％） (n=15) 46.7 53.3 -0.1

外資３（１００％） (n=16) 50.0 50.0 0.1

Ｑ１－１１（資本）

資
本

構
成

別

37.5

37.5

38.2

33.3

40.0

43.3

42.1

48.5

52.8

40.0

50.0

13.3

8.7％

9.2

5.6

6.3

6.7

5.9

43.8 ―

10.3

11.0

7.4

8.3

0.3

0.2

―

―

―

―

○業績悪化時でも、○業績悪化時でも、 半数の企業は育成投資を重視する半数の企業は育成投資を重視する

・・業績悪化時、業績悪化時、業績保持より育成投資を選択する企業は半数程度。業績保持より育成投資を選択する企業は半数程度。企業規模が小さくなるにつれ育成投資重視するが過半企業規模が小さくなるにつれ育成投資重視するが過半

数となる。数となる。

Q1-11Q1-11 業績悪化時の育成投資の考え方＜Ａ業績悪化時の育成投資の考え方＜Ａ・・業績重視業績重視 // ＢＢ・・育成投資重視＞育成投資重視＞

◆　11　業績悪化時の育成投資の考え方　Ａ・業績重視／Ｂ・育成投資重視　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 46.2 53.6 - 0.1

１０～１９人 (n=4) 25.0 75.0 - 0.5

２０～４９人 (n=17) 41.2 58.8 - 0.3

５０～９９人 (n=31) 38.7 61.3 - 0.2

１００～２９９人 (n=108) 46.3 52.8 - 0.1

３００～４９９人 (n=90) 38.9 61.1 - 0.2

５００～９９９人 (n=132) 50.8 49.2 ―

１０００～４９９９人 (n=90) 53.3 46.7 ―

５０００人以上 (n=23) 47.8 52.2 ―

Ｑ1-１１（従）

従

業

員
規

模
別

8.3

8.3

37.5

29.4

38.0

31.1

42.4

47.8

39.1

43.3

35.3

45.2

41.7

54.4

39.4

36.7

47.8

8.7％

8.7

7.8

16.1

5.6

―

11.8

22.6

25.0 75.0

11.1

10.0

4.3

6.7

16.1

23.5

―

10.3

9.8

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―



２ ８２ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　12　能力開発の責任　Ａ・個人／Ｂ・企業　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 63.5 36.3 0.4

純粋国内資本（１１％） (n=392) 61.2 38.5 0.3

外資系企業・小計 (n=68) 82.4 17.6 0.8

外資１（１～３０％） (n=36) 77.8 22.2 0.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 86.7 13.3 0.8

外資３（１００％） (n=16) 87.5 12.5 0.8

Ｑ１－１２（資本）

資
本

構
成

別

52.0

50.0

70.6

61.1

80.0

32.6

34.2

17.6

22.2

13.3

12.5

11.5％

11.2

16.7

6.3

6.7

11.8

81.3

―

―

3.7

4.3

―
―

0.3

0.2

―

―

―

―

◆　12　能力開発の責任　Ａ・個人／Ｂ・企業　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 63.5 36.3  0.4

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 58.8 41.2  0.1

５０～９９人 (n=31) 64.5 35.5  0.4

１００～２９９人 (n=108) 56.5 42.6  0.2

３００～４９９人 (n=90) 62.2 37.8  0.3

５００～９９９人 (n=132) 62.9 37.1  0.3

１０００～４９９９人 (n=90) 73.3 26.7  0.6

５０００人以上 (n=23) 73.9 26.1  0.7

Ｑ1-１２（従）

従

業

員
規

模
別

10.2

9.8

52.0

52.9

46.3

51.1

53.0

61.1

56.5

32.6

29.4

25.8

37.0

34.4

34.1

25.6

26.1

11.5％

17.4

11.1

19.4

12.2

25.0

5.9

45.2

25.0 50.0

5.6

1.1

―

3.3

9.7

11.8

―
3.7

3.0

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○能力開発は個人に責任○能力開発は個人に責任

・・能力開発の責任は大企業は圧倒的に個人であると判断している。能力開発の責任は大企業は圧倒的に個人であると判断している。

・・資本構成別に見ると外資系企業はその比率に関わらず個人と回答。資本構成別に見ると外資系企業はその比率に関わらず個人と回答。

Q1-12Q1-12 能力開発の責任＜Ａ能力開発の責任＜Ａ・・個人個人 // ＢＢ・・企業＞企業＞



２ ９２ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　13　キャリア開発基本　Ａ・狭域専門性／Ｂ・広範網羅性　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515)  50.5  49.3 ―

純粋国内資本（１２％） (n=392)  49.7  50.0 ―

外資系企業・小計 (n=68)  60.3  39.7   0.3

外資１（１～３０％） (n=36)  50.0  50.0 ―

外資２（３１～９９％） (n=15)  53.3  46.7   0.2

外資３（１００％） (n=16)  87.5  12.5   0.9

Ｑ１－１３（資本）

資
本

構
成

別

44.7

44.1

51.5

44.4

40.0

42.9

42.9

36.8

44.4

46.7

12.5

5.8％

5.6

5.6

12.5

13.3

8.8

75.0

―

―

6.4

7.1

2.9

5.6

0.3

0.2

―

―

―

―

◆　13　キャリア開発基本　Ａ・狭域専門性／Ｂ・広範網羅性　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 50.5 49.3 ―

１０～１９人 (n=4) ― 100.0 - 1.3

２０～４９人 (n=17) 64.7 35.3  0.3

５０～９９人 (n=31) 45.2 54.8 - 0.1

１００～２９９人 (n=108) 45.4 53.7 - 0.1

３００～４９９人 (n=90) 42.2 57.8 - 0.2

５００～９９９人 (n=132) 52.3 47.7 ―

１０００～４９９９人 (n=90) 58.9 41.1  0.2

５０００人以上 (n=23) 52.2 47.8 ―

Ｑ1-１３（従）

従

業

員
規

模
別

7.4

44.7

58.8

38.0

40.0

47.0

51.1

47.8

42.9

29.4

48.4

42.6

55.6

40.2

37.8

39.1

5.8％

5.3

4.3

2.2

6.5

7.8

―

5.9

38.7

― 75.0

11.1

3.3

8.7

2.2

6.5

5.9

25.0

6.4

7.6

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○国内企業は多様化、○国内企業は多様化、 外資系企業は狭域の専門性を重視外資系企業は狭域の専門性を重視

・・狭域専門性狭域専門性--広範網羅性いずれかのキャリア開発の方向性を明示できる企業は多くない。広範網羅性いずれかのキャリア開発の方向性を明示できる企業は多くない。企業規模による傾向も見られ企業規模による傾向も見られ

  ない。ない。

・・一歩資本構成別に見ると外資比率の高い企業の方が狭域専門性を重視と明示できている割合が高いようだ。一歩資本構成別に見ると外資比率の高い企業の方が狭域専門性を重視と明示できている割合が高いようだ。

Q1-13Q1-13 キャリア開発基本＜Ａキャリア開発基本＜Ａ・・狭域専門性狭域専門性 // ＢＢ・・広範網羅性＞広範網羅性＞



３ ０３ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　14　賃金決定　Ａ　能力・資格重視／Ｂ　成果・業績重視　＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 33.4 66.0 - 0.5

純粋国内資本（１３％） (n=392) 33.7 65.8 - 0.5

外資系企業・小計 (n=68) 30.9 69.1 - 0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 44.4 55.6 - 0.3

外資２（３１～９９％） (n=15) 33.3 66.7 - 0.5

外資３（１００％） (n=16) ― 100.0 - 1.3

Ｑ１－１４（資本）

資
本

構
成

別

27.2

27.0

26.5

38.9

26.7

43.5

43.1

42.6

27.8

46.7

68.8

6.2％

6.6

5.6

―

6.7

4.4

―

20.0

31.3

22.5

22.7

26.5

27.8

0.5

0.6

―

―

―

―

◆　14　賃金決定　Ａ　能力・資格重視／Ｂ　成果・業績重視　＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかという
とＡに近い

（＋１）

どちらかという
とＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重

平均

●凡例

全体 (n=515) 33.4 66.0 - 0.5

１０～１９人 (n=4) ― 100.0 - 1.8

２０～４９人 (n=17) 17.6 82.4 - 1.0

５０～９９人 (n=31) 19.4 80.6 - 0.9

１００～２９９人 (n=108) 38.0 60.2 - 0.4

３００～４９９人 (n=90) 33.3 65.6 - 0.4

５００～９９９人 (n=132) 32.6 67.4 - 0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 36.7 63.3 - 0.4

５０００人以上 (n=23) 30.4 69.6 - 0.7

Ｑ1-１４（従）

従

業

員
規

模
別

8.3

27.2

17.6

29.6

27.8

28.0

27.8

26.1

43.5

47.1

48.4

38.0

48.9

47.0

42.2

34.8

6.2％

4.5

4.3

5.6

3.2

8.9

―

―

16.1

― 25.0

22.2

21.1

34.8

16.7

32.3

35.3

75.0

22.5

20.5

―

―

―

1.1

1.9

―

―

0.6

―

○成果○成果 ・・業績重視の賃金決定が主流業績重視の賃金決定が主流

・・成果成果 ・・業績を重視した賃金決定が主流であるが、業績を重視した賃金決定が主流であるが、100100人以上の企業になって能力人以上の企業になって能力・・資格重視の企業が増加する。資格重視の企業が増加する。

・・資本の構成別には、資本の構成別には、外資系はやや成果外資系はやや成果・・業績を重視した賃金決定を行っている企業が多い。業績を重視した賃金決定を行っている企業が多い。

Q1-14Q1-14 賃金決定＜Ａ　能力賃金決定＜Ａ　能力・・資格重視資格重視 // Ｂ　成果Ｂ　成果・・業績重視＞業績重視＞



３ １３ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　価値観や企業文化の共有＜全体／単一回答＞

共有されてい

る（＋２）

やや共有され

ている（＋１）

どちらともいえ

ない（０）

あまり共有さ
れていない

（－１）

共有されてい

ない（－２）
不　明

共有さ
れてい

る・小
計

共有さ
れてい

ない・
小計

加重平

均

●凡例

全体 (n=515) 61.0 16.1  0.6

Ｑ３ＳＱ０（ＧＴ）

Ａ：入社後教育　Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜

18.8％ 42.1 22.5 12.2

3.9

0.4

◆　価値観や企業文化の共有＜従業員規模別／単一回答＞

共有されてい
る（＋２）

やや共有され
ている（＋１）

どちらともい
えない（０）

あまり共有さ
れていない

（－１）

共有されてい
ない（－２）

不　明

共有さ
れてい
る・小

計

共有さ
れてい

ない・小

計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 61.0 16.1  0.6

１０～１９人 (n=4) 50.0 ―  0.8

２０～４９人 (n=17) 70.6 23.5  0.6

５０～９９人 (n=31) 80.6  9.7  0.8

１００～２９９人 (n=108) 63.9 15.7  0.6

３００～４９９人 (n=90) 53.3 15.6  0.5

５００～９９９人 (n=132) 57.6 21.2  0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 57.8 10.0  0.6

５０００人以上 (n=23) 78.3  4.3  1.1

Ｑ３ＳＱ０（従）

従
業
員

規
模
別

Ａ：入社後教育　Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜

25.0

12.9

18.5

15.6

19.7

18.9

39.1

42.1

25.0

58.8

67.7

45.4

37.8

37.9

38.9

39.1

22.5

50.0

5.9

9.7

18.5

31.1

21.2

32.2

17.4

12.0

12.2

7.8

18.8％

11.8

4.3

15.2

12.2

―

23.5

6.5

―
3.9

―

3.2

3.7

3.3

6.1

2.2

――

1.9

―

―

―

0.4

―

―

―

◆　価値観や企業文化の共有＜資本構成別／単一回答＞

共有されてい
る（＋２）

やや共有され
ている（＋１）

どちらともい
えない（０）

あまり共有さ
れていない

（－１）

共有されてい
ない（－２）

不　明

共有さ
れてい
る・小

計

共有さ
れてい
ない・

小計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 61.0 16.1  0.6

純粋国内資本（０％） (n=392) 57.9 17.6  0.5

外資系企業・小計 (n=68) 77.9 10.3  1.0

外資１（１～３０％） (n=36) 77.8 13.9  0.9

外資２（３１～９９％） (n=15) 80.0 13.3  1.1

外資３（１００％） (n=16) 75.0 ―  1.1

Ｑ３ＳＱ０（資）

資
本
構

成
別

Ａ：入社後教育　Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜

15.6

36.1

40.0

37.5

42.1

42.3

39.7

41.7

40.0

37.5

22.5

24.0

11.8

8.3

6.7

25.0

18.8％

38.2

13.3

―

8.3

7.4

14.0

12.2

―

―

5.6

2.9

3.9

3.6

0.4

0.5

―

―

―

―

■価値観やビジョンの共有■価値観やビジョンの共有

○価値観や文化は６割が共有できている○価値観や文化は６割が共有できている

・・６割の企業が価値観や企業文化の共有ができていると回答している。６割の企業が価値観や企業文化の共有ができていると回答している。中小企業や大企業、中小企業や大企業、外資系企業ににその傾向が強外資系企業ににその傾向が強

    い。い。100100人～９９９人規模の企業が、人～９９９人規模の企業が、あまり共有できていないようだ。あまり共有できていないようだ。

Q3Q3 価値観や企業文化の共有価値観や企業文化の共有



３ ２３ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　価値観や企業文化の共有促進の具体策＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い
（＋２）

どちらかとい
うとＡに近い

（＋１）

どちらかとい
うとＢに近い

（－１）

Ｂに近い
（－２）

不
明

Ａに近
い・計

Ｂに近
い・計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 73.8 25.4 0.7

１０～１９人 (n=4) 25.0 75.0 -0.5

２０～４９人 (n=17) 58.8 41.2 0.2

５０～９９人 (n=31) 48.4 51.6 ―

１００～２９９人 (n=108) 74.1 25.0 0.7

３００～４９９人 (n=90) 78.9 21.1 0.8

５００～９９９人 (n=132) 77.3 22.0 0.8

１０００～４９９９人 (n=90) 77.8 22.2 0.7

５０００人以上 (n=23) 82.6 17.4 1.0

Ａ：入社後教育、Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜（改）

Ｑ３（従）

従
業
員

規
模
別

25.0

19.4

26.9

23.3

25.8

20.0

39.1

49.7

―

47.1

29.0

47.2

55.6

51.5

57.8

43.5

21.0

50.0

35.3

35.5

20.4

17.8

18.2

20.0

17.4

24.1％

11.8

―

2.2

3.3

4.6

3.8

4.5

25.0

5.9

16.1

―

0.8

―

―

0.9

―

0.8

―

―

◆　価値観や企業文化の共有促進の具体策＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い

（＋２）

どちらかとい
うとＡに近い

（＋１）

どちらかとい
うとＢに近い

（－１）

Ｂに近い

（－２）

不

明

Ａに近

い・計

Ｂに近

い・計

加重平

均

●凡例

全体 (n=515) 73.8 25.4 0.7

純粋国内資本（０％） (n=392) 73.7 25.8 0.7

外資系企業・小計 (n=68) 72.1 27.9 0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 77.8 22.2 0.8

外資２（３１～９９％） (n=15) 60.0 40.0 0.3

外資３（１００％） (n=16) 68.8 31.3 0.6

Ａ：入社後教育、Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜（改）

Ｑ３（資）

資

本
構
成
別

24.0

30.6

20.0

31.3

49.7

49.7

44.1

47.2

40.0

37.5

21.0

21.7

20.6

16.7

26.7

25.0

13.3

24.1％

27.9

6.3

4.5

4.1
7.4

5.6

0.5

0.8

―

―

―

―

◆　価値観や企業文化の共有促進の具体策＜全体／単一回答＞

Ａに近い
（＋２）

どちらかとい
うとＡに近い

（＋１）

どちらかとい
うとＢに近い

（－１）

Ｂに近い
（－２）

不
明

Ａに近
い・計

Ｂに近
い・計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 73.8 25.4 0.7

Ａ：入社後教育、Ｂ：採用時に思想に共感する人材を選抜（改）

49.7 21.024.1％

4.5

0.8

○価値観共有や文化理解は入社後の教育で促進○価値観共有や文化理解は入社後の教育で促進

・・価値観や企業文化の共有のための施策の方向性としては、価値観や企業文化の共有のための施策の方向性としては、大半の企業大半の企業 （（73.873.8％）％）が入社後の教育で対処するとしておりが入社後の教育で対処するとしており

    採用時に考え方の共感性まで条件にしている企業は多くない。採用時に考え方の共感性まで条件にしている企業は多くない。大企業にその傾向は強い。大企業にその傾向は強い。

Q3Q3 価値観や企業文化の共有促進の具体策価値観や企業文化の共有促進の具体策



３ ３３ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　企業戦略や経営ビジョンの共有＜全体／単一回答＞

伝達されて
いる

（＋２）

やや伝達さ
れている
（＋１）

どちらともい
えない
（０）

あまり伝達さ
れていない

（－１）

伝達されて
いない
（－２）

不　明

●凡例

全体 (n=515) 79.8  5.6  1.1

Ｑ４（ＧＴ）

伝達さ
れてい
る・小

計

伝達さ
れてい
ない・

小計

加重平
均

44.7 13.235.1％ 3.1
2.5

1.4

◆　企業戦略や経営ビジョンの共有＜従業員規模別／単一回答＞

伝達されて
いる

（＋２）

やや伝達さ
れている
（＋１）

どちらともい
えない
（０）

あまり伝達さ
れていない

（－１）

伝達されて
いない
（－２）

不　明

●凡例

全体 (n=515) 79.8  5.6  1.1

１０～１９人 (n=4) 50.0 25.0  0.5

２０～４９人 (n=17) 82.4 11.8  0.9

５０～９９人 (n=31) 93.5 ―  1.4

１００～２９９人 (n=108) 73.1  5.6  1.0

３００～４９９人 (n=90) 80.0  7.8  1.0

５００～９９９人 (n=132) 79.5  4.5  1.1

１０００～４９９９人 (n=90) 81.1  4.4  1.1

５０００人以上 (n=23) 91.3 ―  1.3

Ｑ４（従）

従
業
員
規
模

別

伝達さ
れてい

る・小
計

伝達さ
れてい

ない・
小計

加重平

均

25.0

48.4

35.2

30.0

34.1

32.2

43.5

44.7

25.0

58.8

45.2

38.0

50.0

45.5

48.9

47.8

13.2

25.0

5.9

6.5

18.5

10.0

15.2

13.3

8.7

3.7

35.1％

23.5

―

11.8

25.0

3.1

2.3

2.2

―

2.2

―

2.2

2.3

5.6

1.9

―

―

2.5

――

1.4

―

2.8

―

1.1

0.8

2.2

―

◆　企業戦略や経営ビジョンの共有＜資本構成別／単一回答＞

伝達されて
いる

（＋２）

やや伝達さ
れている
（＋１）

どちらともい
えない
（０）

あまり伝達さ
れていない

（－１）

伝達されて
いない
（－２）

不　明
加重平

均

●凡例

全体 (n=515) 79.8  5.6  1.1

純粋国内資本（０％） (n=392) 77.3  6.4  1.0

外資系企業・小計 (n=68) 88.2  1.5  1.4

外資１（１～３０％） (n=36) 97.2 ―  1.5

外資２（３１～９９％） (n=15) 86.7 ―  1.4

外資３（１００％） (n=16) 68.8  6.3  1.1

Ｑ４（資）

伝達さ
れてい
ない・
小計

資

本
構
成
別

伝達さ
れてい
る・小

計

32.9

50.0

46.7

43.8

44.7

44.4

39.7

47.2

40.0

25.0

13.2

14.8

8.8

6.7

25.0 6.3―

35.1％

48.5

2.8

3.1

3.6

―

―

1.5

―

―

―

2.8

2.5

―

6.7

―

1.4

1.5

1.5

○８割が戦略や経営ビジョンを伝達している○８割が戦略や経営ビジョンを伝達している

・・100100人以上の企業において、人以上の企業において、企業規模が大きくなるにつれて、企業規模が大きくなるにつれて、戦略や経営ビジョンが伝達されている割合が高くなり，戦略や経営ビジョンが伝達されている割合が高くなり，50005000

    人以上の企業においては９割以上ができていると回答されている。人以上の企業においては９割以上ができていると回答されている。

・・外資系企業のほうが伝達されている割合は３割ほど多い。外資系企業のほうが伝達されている割合は３割ほど多い。

Q4Q4 企業戦略や経営ビジョンの共有企業戦略や経営ビジョンの共有



３ ４３ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　組織運営の方向性＜資本構成別／単一回答＞

Ａに近い（＋２）
どちらかというとＡ

に近い（＋１）
どちらかというとＢ

に近い（－１）
Ｂに近い（－２） 不　明

Ａに近
い・計

Ｂに近
い・計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 29.1 70.7 - 0.6

純粋国内資本（０％） (n=392) 28.3 71.7 - 0.6

外資系企業・小計 (n=68) 33.8 66.2 - 0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 36.1 63.9 - 0.5

外資２（３１～９９％） (n=15) 40.0 60.0 - 0.5

外資３（１００％） (n=16) 25.0 75.0 - 1.0

Ａ：トップが詳細決定　Ｂ：トップは大きな方向性のみ決定 Ｑ５（資）

資
本

構
成
別

10.7

8.3

6.7

6.3

19.4

17.6

26.5

27.8

33.3

18.8

43.9

46.9

29.4

36.1

20.0

18.8

40.0

56.3

9.7％

7.4

27.8

36.8

24.7

26.8

―

―

―

―

0.2

―

◆　組織運営の方向性＜全体／単一回答＞

Ａに近い（＋２）
どちらかというとＡ

に近い（＋１）
どちらかというとＢ

に近い（－１）
Ｂに近い（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 29.1 70.7 - 0.6

Ａ：トップが詳細決定　Ｂ：トップは大きな方向性のみ決定 Ｑ５（ＧＴ）

Ａに近
い・計

Ｂに近
い・計

加重平
均

9.7％ 19.4 43.9 26.8 0.2

◆　組織運営の方向性＜従業員規模別／単一回答＞

Ａに近い（＋２）
どちらかというとＡ

に近い（＋１）
どちらかというとＢ

に近い（－１）
Ｂに近い（－２） 不　明

Ａに近
い・計

Ｂに近
い・計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 29.1 70.7 - 0.6

１０～１９人 (n=4) 50.0 50.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 17.6 82.4 - 0.8

５０～９９人 (n=31) 22.6 77.4 - 0.7

１００～２９９人 (n=108) 25.9 73.1 - 0.7

３００～４９９人 (n=90) 38.9 61.1 - 0.3

５００～９９９人 (n=132) 34.8 65.2 - 0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 21.1 78.9 - 0.8

５０００人以上 (n=23) 26.1 73.9 - 0.8

Ａ：トップが詳細決定　Ｂ：トップは大きな方向性のみ決定 Ｑ５（従）

従
業
員
規

模
別

25.0

3.2

9.3

15.6

10.6

5.6

8.7

19.4

25.0

11.8

19.4

16.7

23.3

24.2

15.6

17.4

43.9

50.0

58.8

54.8

41.7

38.9

38.6

55.6

34.8

31.5

22.2

23.3

39.1

9.7％

5.9

22.6

23.5

―

26.8

26.5

―

―

―

―

0.9

―

―

0.2

―

○中堅企業にトップダウンの傾向が強い○中堅企業にトップダウンの傾向が強い

・・トップダウンの傾向が強いのはトップダウンの傾向が強いのは300300～～499499人の規模の企業で、人の規模の企業で、それ以上それ以下になるにつれて傾向は弱まる。それ以上それ以下になるにつれて傾向は弱まる。

・・資本構成別には外資系企業の方がトップダウン傾向はやや高い。資本構成別には外資系企業の方がトップダウン傾向はやや高い。

Q5Q5 組織運営の方向性組織運営の方向性



３ ５３ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜全体／単一回答＞

非常に明確
である

（＋２）

やや明確で
ある

（＋１）

どちらとも
いえない

（０）

あまり明確
ではない

（－１）

全く明確で
はない

（－２）

不

明

●凡例

管理職層 (n=515) 59.0 20.2  0.5

総合職層

（非管理職）
(n=515) 51.5 20.8  0.4

専門職層 (n=515) 51.1 18.6  0.5

現業職・専任職層 (n=515) 52.0 19.6  0.5

Ｑ２３(マトリックス)

明確・

小計

非明

確・小
計

加重平

均

19.0

41.2

38.3

35.3

33.0

19.2

26.0

23.1

22.1

14.815.7

13.2

17.9％

17.1

17.1

16.1 3.5

3.9

3.1

3.7

6.2

7.2

1.7

1.6

■人材像■人材像

○人材グループに求めるスキルは、○人材グループに求めるスキルは、過半数が明確にしている過半数が明確にしている

・・管理職、管理職、総合職、総合職、専門職、専門職、現業職現業職・・専任職のいずれの人材グループに対しても、専任職のいずれの人材グループに対しても、全体の半数以上が人材グループに求全体の半数以上が人材グループに求

    める能力スキルは明確であるとしている。める能力スキルは明確であるとしている。

Q23Q23 人材グループに求める能力人材グループに求める能力 ・・スキルの明確化の有無スキルの明確化の有無



３ ６３ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜従業員規模別／単一回答＞
管理職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不
明

明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 59.0 20.2  0.5

１０～１９人 (n=4) 75.0 25.0  1.0

２０～４９人 (n=17) 58.8 17.6  0.5

５０～９９人 (n=31) 58.1 22.6  0.6

１００～２９９人 (n=108) 59.3 18.5  0.5

３００～４９９人 (n=90) 61.1 21.1  0.6

５００～９９９人 (n=132) 54.5 28.0  0.4

１０００～４９９９人 (n=90) 63.3 11.1  0.7

５０００人以上 (n=23) 69.6 17.4  0.7

Ｑ1２（新.従　1.管理職層）

従
業

員
規

模

別

50.0

25.8

13.0

24.4

18.2

14.4

17.4

41.2

25.0

52.9

32.3

46.3

36.7

36.4

48.9

52.2

19.2

17.6

16.1

20.4

16.7

15.9

24.4

13.0

13.9

18.9

8.9

17.9％

5.9

―

17.4

22.6

17.6

25.0

17.1

23.5

―

2.2

4.5

2.2

4.6

―

―

3.1
―

1.6

―

5.9

3.2

1.9

1.1

1.5

1.1

―

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜資本構成別／単一回答＞
管理職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不　明
明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 59.0 20.2  0.5

純粋国内資本（０％） (n=392) 58.4 20.9  0.5

外資系企業・小計 (n=68) 64.7 19.1  0.7

外資１（１～３０％） (n=36) 66.7 16.7  0.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 20.0  0.9

外資３（１００％） (n=16) 56.3 25.0  0.5

Ｑ23（新資本　1.管理職層）

資
本

構

成
別

41.2

41.6

42.6

50.0

26.7

19.2

19.1

14.7

13.9

13.3

18.8

20.0 ―

―

17.9％

16.8

16.7

18.8

40.0

22.1

37.5 25.0

17.1

17.3

19.1

16.7

3.6

3.1

―

―

―

―

2.8

1.5

1.5

1.6

○管理職層○管理職層

・・中堅企業が強く明確化しているが、中堅企業が強く明確化しているが、全体的には企業規模が大きいほど明確化されている。全体的には企業規模が大きいほど明確化されている。

Q23Q23 人材グループに求める能力スキルの明確化の有無人材グループに求める能力スキルの明確化の有無



３ ７３ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜従業員規模別／単一回答＞
総合職層（非管理職）

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不
明

明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 51.5 20.8  0.4

１０～１９人 (n=4) 75.0 25.0  0.8

２０～４９人 (n=17) 47.1 35.3  0.2

５０～９９人 (n=31) 54.8 22.6  0.5

１００～２９９人 (n=108) 51.9 18.5  0.4

３００～４９９人 (n=90) 47.8 22.2  0.4

５００～９９９人 (n=132) 48.5 28.0  0.3

１０００～４９９９人 (n=90) 55.6 11.1  0.6

５０００人以上 (n=23) 56.5 13.0  0.6

Ｑ1２（新.従　2.総合職層.非管理職）

従
業

員
規

模

別

25.0

16.1

9.3

13.3

15.2

12.2

13.0

38.3

50.0

41.2

38.7

42.6

34.4

33.3

43.3

43.5

26.0

11.8

19.4

27.8

28.9

21.2

32.2

30.4

13.9

20.0

8.9

13.2％

5.9

―

13.0

19.4

35.3

25.0

17.1

22.7

―

2.2

5.3

2.2

4.6

3.2

―

3.7
―

1.7

―

5.9

3.2

1.9

1.1

2.3

1.1

―

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜資本構成別／単一回答＞
総合職層（非管理職）

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不　明
明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 51.5 20.8  0.4

純粋国内資本（０％） (n=392) 50.8 22.2  0.4

外資系企業・小計 (n=68) 58.8 17.6  0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 61.1 13.9  0.6

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 20.0  0.7

外資３（１００％） (n=16) 43.8 25.0  0.4

Ｑ23（新資本　2.総合職層）

資
本

構

成
別

38.3

37.5

44.1

50.0

46.7

26.0

25.3

22.1

22.2

13.3

31.3

20.0 ―

―

13.2％

13.3

11.1

18.8

20.0

14.7

25.0 25.0

17.1

18.1

17.6

13.9

4.1

3.7

―

―

―

―

2.8

1.5

1.8

1.7

○総合職層○総合職層 （非管理職）（非管理職）

・・企業規模が大きくなるにつれて明確化されている割合が高い。企業規模が大きくなるにつれて明確化されている割合が高い。

Q23Q23 人材グループに求める能力スキルの明確化の有無人材グループに求める能力スキルの明確化の有無



３ ８３ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜従業員規模別／単一回答＞
専門職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不
明

明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 51.1 18.6  0.5

１０～１９人 (n=4) 75.0 25.0  1.0

２０～４９人 (n=17) 52.9 23.5  0.4

５０～９９人 (n=31) 58.1 22.6  0.6

１００～２９９人 (n=108) 50.9 19.4  0.4

３００～４９９人 (n=90) 41.1 21.1  0.3

５００～９９９人 (n=132) 50.0 22.0  0.4

１０００～４９９９人 (n=90) 53.3 11.1  0.6

５０００人以上 (n=23) 60.9  8.7  0.8

Ｑ1２（新.従　３.専門職層）

従
業

員
規

模

別

50.0

19.4

12.0

8.9

18.2

15.6

26.1

35.3

25.0

47.1

38.7

38.9

32.2

31.8

37.8

34.8

23.1

17.6

12.9

19.4

30.0

23.5

26.7

26.1

13.9

17.8

6.7

15.7％

5.9

―

8.7

22.6

23.5

25.0

14.8

18.2

―

4.4

3.8

3.3

5.6

―

―

3.9
―

7.2

―

5.9

6.5

10.2

7.8

4.5

8.9

4.3

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜資本構成別／単一回答＞
専門職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不　明
明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 51.1 18.6  0.5

純粋国内資本（０％） (n=392) 50.3 19.9  0.4

外資系企業・小計 (n=68) 58.8 14.7  0.7

外資１（１～３０％） (n=36) 61.1 13.9  0.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 20.0  0.7

外資３（１００％） (n=16) 43.8 12.5  0.6

Ｑ23（新資本　3.専門職層）

資
本

構

成
別

35.3

35.7

38.2

44.4

46.7

23.1

23.0

20.6

16.7

6.7

43.8

20.0

―

15.7％

14.5

16.7

31.3

20.0

20.6

12.5 12.5

14.8

15.3

14.7

13.9

4.6

3.9

―

―

―

―

6.7

8.3

5.9

6.9

7.2

○専門職層○専門職層

・・300300～～499499 人の企業で明確化されている割合が低く、人の企業で明確化されている割合が低く、 それ以下、それ以下、それ以上の規模になるにつれて高まる。それ以上の規模になるにつれて高まる。

Q23Q23 人材グループに求める能力スキルの明確化の有無人材グループに求める能力スキルの明確化の有無



３ ９３ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜従業員規模別／単一回答＞
現業職・専任職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不
明

明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 52.0 19.6  0.5

１０～１９人 (n=4) 50.0 25.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 41.2 29.4  0.3

５０～９９人 (n=31) 51.6 25.8  0.5

１００～２９９人 (n=108) 52.8 19.4  0.5

３００～４９９人 (n=90) 43.3 21.1  0.4

５００～９９９人 (n=132) 55.3 22.0  0.5

１０００～４９９９人 (n=90) 51.1 12.2  0.6

５０００人以上 (n=23) 65.2 13.0  0.9

Ｑ1２（新.従　４．現業職 専任職）

従
業

員
規

模

別

19.4

13.0

17.8

20.5

20.0

34.8

33.0

50.0

29.4

32.3

39.8

25.6

34.8

31.1

30.4

22.1

17.6

16.1

21.3

30.0

18.2

27.8

17.4

15.7

18.9

8.9

19.0％

―

11.8

―

13.0

25.8

29.4

25.0

16.1

16.7

―

3.3

5.3

2.2

3.7

―

―

3.5
―

6.2

25.0

11.8

6.5

6.5

5.6

4.5

8.9

4.3

◆　人材グループに求める能力スキルの明確化の有無＜資本構成別／単一回答＞
現業職・専任職層

非常に明確

である
（＋２）

やや明確で

ある
（＋１）

どちらとも

いえない
（０）

あまり明確

ではない
（－１）

全く明確で

はない
（－２）

不　明
明確・
小計

非明

確・小
計

加重平
均

●凡例

全体 (n=515) 52.0 19.6  0.5

純粋国内資本（０％） (n=392) 51.0 19.6  0.5

外資系企業・小計 (n=68) 58.8 20.6  0.6

外資１（１～３０％） (n=36) 61.1 16.7  0.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 73.3 20.0  0.8

外資３（１００％） (n=16) 37.5 31.3  0.3

Ｑ23（新資本　4.現業職　専任職層）

資
本

構

成
別

33.0

31.9

38.2

41.7

46.7

22.1

22.4

17.6

16.7

6.7

31.3

20.0

―

19.0％

19.1

19.4

18.8

26.7

20.6

18.8 31.3

16.1

16.1

20.6

16.7

3.6

3.5

―

―

―

―

―

5.6

2.9

6.9

6.2

○現業職○現業職 ・・専任職層専任職層

・・企業規模が高まるにつれて、企業規模が高まるにつれて、明確化されている割合は高まる。明確化されている割合は高まる。

Q23Q23 人材グループに求める能力スキルの明確化の有無人材グループに求める能力スキルの明確化の有無



４ ０４ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材グループに求める能力・スキルの明確化のための方法＜全体／複数回答＞

全体

職務・役

割分析

上司への

ヒアリング
やアン

ケートを

通じた情
報収集

人事部内
の話し合

いのみに
おいて決

定

コンピテ

ンシー
（高業績

者のもつ

行動特
性）分析

今まで明
確にしよう

としたこと

はない

顧客への

ヒアリング
やアン

ケートを

通じた情
報収集

その他 不　明

全体 515 60.6 44.7 16.5 16.5 14.8 5.2 4.9 1.2

Ｑ２４（ＧＴ新）

0

20

40

60

80
全体

（％）

○６割の企業が○６割の企業が 「職務「職務 ・・役割分析」役割分析」で求める能力で求める能力 ・・スキルを明確化しているスキルを明確化している

・・人材グループに求める能力人材グループに求める能力・・スキルを明確化するための方法としては、スキルを明確化するための方法としては、「職務「職務・・役割分析」役割分析」（（60.660.6％）、％）、「上司へのヒアリン「上司へのヒアリン

グやアンケートを通じた情報収集」グやアンケートを通じた情報収集」（（44.744.7％％))の順に多い。の順に多い。資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、 「コンピテンシー分析」「コンピテンシー分析」を行っている外資を行っている外資

系企業が系企業が 27.927.9％であるのに対し、％であるのに対し、内資系企業は内資系企業は15.115.1％にとどまっている。％にとどまっている。その他に、その他に、内資系企業の内資系企業の17.317.3％は％は 「今までに「今までに

明確にしようとしたことはない」明確にしようとしたことはない」と回答しており、と回答しており、外資系企業との意識の違いがよく表れている。外資系企業との意識の違いがよく表れている。500500人以上の企業では特に、人以上の企業では特に、

「コンピテンシー分析」「コンピテンシー分析」を実施している割合が比較的に高い。を実施している割合が比較的に高い。

Q24Q24 人材グループに求める能力人材グループに求める能力 ・・スキルの明確化のための方法スキルの明確化のための方法

◆　人材グループに求める能力・スキルの明確化のための方法＜従業員規模別／複数回答＞

合計

職務・役

割分析

上司への

ヒアリング
やアン

ケートを
通じた情

報収集

人事部内

の話し合

いのみに
おいて決

定

コンピテ

ンシー
（高業績

者のもつ
行動特

性）分析

今まで明
確にしよう

としたこと
はない

顧客への

ヒアリング
やアン

ケートを
通じた情

報収集

その他 不　明

全体 515 60.6 44.7 16.5 16.5 14.8 5.2 4.9 1.2

１０～１９人 4 50.0 100.0 ― ― ― ― ― ―

２０～４９人 17 58.8 64.7 ― 23.5 11.8 11.8 ― ―

５０～９９人 31 61.3 58.1 19.4 12.9 16.1 ― ― ―

１００～２９９人 108 65.7 45.4 9.3 13.0 11.1 4.6 4.6 1.9

３００～４９９人 90 53.3 40.0 21.1 11.1 20.0 6.7 3.3 ―

５００～９９９人 132 59.8 38.6 16.7 17.4 18.2 7.6 5.3 0.8

１０００～４９９９人 90 65.6 48.9 24.4 21.1 8.9 3.3 7.8 1.1

５０００人以上 23 60.9 39.1 26.1 30.4 13.0 ― 4.3 4.3

Ｑ２４（新従・表）

従

業
員

規
模

別



４ １４ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー

・・外資系企業では外資系企業では 「職務「職務 ・・役割分析」役割分析」やや 「コンピテンシー分析」「コンピテンシー分析」などの実施の割合が高い。などの実施の割合が高い。

Q24Q24 人材グループにもとめる能力人材グループにもとめる能力 ・・スキルの明確化のための方法スキルの明確化のための方法

◆　人材グループに求める能力・スキルの明確化のための方法＜資本構成別／複数回答＞

合計

職務・役

割分析

上司への

ヒアリング
やアン

ケートを

通じた情
報収集

コンピテ

ンシー
（高業績

者のもつ

行動特
性）分析

人事部内
の話し合

いのみに
おいて決

定

今まで明
確にしよう

としたこと

はない

顧客への

ヒアリング
やアン

ケートを

通じた情
報収集

その他 不　明

全体 515 60.6 44.7 16.5 16.5 14.8 5.2 4.9 1.2

純粋国内資本（０％） 392 59.9 45.9 15.1 15.1 17.3 5.6 4.6 0.8

外資系企業・小計 68 67.6 41.2 27.9 22.1 4.4 4.4 4.4 1.5
外資１（１～３０％） 36 69.4 36.1 25.0 27.8 5.6 5.6 2.8 2.8

外資２（３１～９９％） 15 80.0 53.3 33.3 26.7 ― 6.7 ― ―

外資３（１００％） 16 50.0 43.8 25.0 6.3 6.3 ― 12.5 ―
Ｑ２４（資新・表）

資

本

構
成

別

0

20

40

60

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）



４ ２４ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



４ ４４ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　正社員以外の雇用形態の活用目的別（すべて・主な理由）
　　＜パート・アルバイト／複数回答・単一回答＞

合計

繁忙時
間帯や
期間へ
の対応

社外の
技術や
能力の
活用

労働力
を確保し

やすい

管理の
手間が

省ける

人件費
などコス

トが安い

雇用調
整を行い

やすい

その他

該当労
働力は

活用して
いない

不　明

すべて 515 58.3 2.7 30.3 2.3 70.3 41.0 1.4 11.8 1.9

主な理由 515 25.0 1.2 4.1 ― 34.6 8.0 1.2 1.9 24.1

Ｑ６－１

0

20

40

60

80
すべて

主な理由

（％）

◆　正社員以外の雇用形態の活用目的別（すべて・主な理由）
　　＜契約・登録・嘱託社員など／複数回答・単一回答＞

合計

繁忙時
間帯や
期間へ
の対応

社外の
技術や
能力の
活用

労働力
を確保し

やすい

管理の
手間が

省ける

人件費
などコス

トが安い

雇用調
整を行い

やすい

その他

該当労
働力は

活用して
いない

不　明

すべて 515 20.2 39.8 18.3 8.0 36.9 33.2 5.0 11.1 3.5

主な理由 515 7.2 26.8 6.6 1.7 17.3 13.0 4.5 1.0 21.9

Ｑ６－２

0

20

40

60

80
すべて

主な理由

（％）

■雇用■雇用

・・パートパート・・アルバイトの雇用目的として、アルバイトの雇用目的として、コスト削減をあげる企業がコスト削減をあげる企業が70.370.3％と非常に高い割合を示している。％と非常に高い割合を示している。この他、この他、雇用調雇用調

整が行いやすく労働力が確保しやすいというメリットがあり、整が行いやすく労働力が確保しやすいというメリットがあり、繁忙時間帯や期間への対応にも繁忙時間帯や期間への対応にも66割近い企業が雇用している割近い企業が雇用している

(58.3(58.3％％))。。派遣労働者も、派遣労働者も、ほぼ同様の目的で活用されているが、ほぼ同様の目的で活用されているが、コスト削減目的での雇用はコスト削減目的での雇用は18.618.6％にとどまっている。％にとどまっている。契契

約約・・登録登録・・嘱託社員については、嘱託社員については、コスト削減コスト削減(36.9(36.9％％))目的だけでなく、目的だけでなく、社外の技術や能力の活用社外の技術や能力の活用(39.8(39.8％％))という人材自体という人材自体

の能力を雇用する目的がある。の能力を雇用する目的がある。またアウトソースは社外の技術や能力の活用またアウトソースは社外の技術や能力の活用(42.3(42.3％％))、、管理の手間が省ける管理の手間が省ける（（31.331.3％）％）目目

的で活用している反面、的で活用している反面、労働力として活用していないと応える企業も労働力として活用していないと応える企業も3333％に及ぶ。％に及ぶ。個人への業務委託に関しては活用して個人への業務委託に関しては活用して

いないとする企業の割合はいないとする企業の割合は62.562.5％と、％と、社外の技術や能力の活用社外の技術や能力の活用 （（24.124.1％）％）という目的があるにもかかわらず、という目的があるにもかかわらず、ほとんど利ほとんど利

用されていないのが現状である。用されていないのが現状である。

Ｑ６　正社員以外の雇用形態の活用目的Ｑ６　正社員以外の雇用形態の活用目的 （すべて）（すべて）



４ ５４ ５

第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　正社員以外の雇用形態の活用目的別（すべて・主な理由）
　　＜派遣労働者／複数回答・単一回答＞

合計

繁忙時
間帯や
期間へ
の対応

社外の
技術や
能力の
活用

労働力
を確保し

やすい

管理の
手間が

省ける

人件費
などコス

トが安い

雇用調
整を行い

やすい

その他

該当労
働力は

活用して
いない

不　明

すべて 515 45.4 19.2 40.2 19.6 18.6 41.4 1.7 23.7 2.9

主な理由 515 20.6 7.0 14.4 3.3 4.3 13.8 1.4 1.7 33.6

Ｑ６－３

0

20

40

60

80
すべて

主な理由

（％）

◆　正社員以外の雇用形態の活用目的別（すべて・主な理由）
　　＜個人への業務委託／複数回答・単一回答＞

合計

繁忙時

間帯や
期間へ
の対応

社外の

技術や
能力の
活用

労働力
を確保し
やすい

管理の
手間が
省ける

人件費
などコス
トが安い

雇用調
整を行い
やすい

その他

該当労

働力は
活用して
いない

不　明

すべて 515 6.6 24.1 2.5 7.0 4.9 4.9 1.4 62.5 6.0

主な理由 515 2.3 19.8 0.6 1.9 1.9 1.0 1.0 4.1 67.4

Ｑ６－４

0

20

40

60

80
すべて

主な理由

（％）

◆　正社員以外の雇用形態の活用目的別（すべて・主な理由）
　　＜社外への外注（アウトソース）／複数回答・単一回答＞

合計

繁忙時

間帯や
期間へ
の対応

社外の

技術や
能力の
活用

労働力
を確保し
やすい

管理の
手間が
省ける

人件費
などコス
トが安い

雇用調
整を行い
やすい

その他

該当労

働力は
活用して
いない

不　明

すべて 515 19.8 42.3 8.9 31.3 15.3 8.7 1.4 33.0 3.1

主な理由 515 7.6 28.2 2.3 9.5 5.8 2.1 1.2 1.2 42.1

Ｑ６－５

0

20

40

60

80
すべて

主な理由

（％）



４ ６４ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　在宅勤務者やテレワーキング従業員の有無＜全体／単一回答＞

い　る いない
不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ２２（ＧＴ）

94.2 1.24.7％

○在宅勤務やテレワーキングは、○在宅勤務やテレワーキングは、まだまだ一般的ではないまだまだ一般的ではない

・・在宅勤務者やテレワーキング従業員を活用している企業は全体の在宅勤務者やテレワーキング従業員を活用している企業は全体の4.74.7％にしか満たない。％にしか満たない。外資系企業は内資系企業より若外資系企業は内資系企業より若

    干活用する割合が高く、干活用する割合が高く、また情報処理また情報処理・・ソフトウエア系企業でもその割合は比較的高いソフトウエア系企業でもその割合は比較的高い（（14.614.6％）。％）。しかし従業員規模しかし従業員規模5050人人

    未満の小企業には全くおらず、未満の小企業には全くおらず、全般的に活用されていないと言える。全般的に活用されていないと言える。

Ｑ２２　在宅勤務者やテレワーキング従業員の有無Ｑ２２　在宅勤務者やテレワーキング従業員の有無



４ ７４ ７

第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　適用の割合＜全体／単一回答＞

合計

0
１～

１０％

１１～

２０％

２１～

３０％

３１～

４０％

４１～

５０％

５１～

６０％

６１～

７０％

７１～

８０％

８１～

９０％

９０％

超
不　明

平均

値
(％)

①管理職層 515 1.7 20.6 13.4 4.5 1.4 5.0 1.6 2.1 5.0 1.4 20.6 22.7 47.2

②総合職層（非管理職） 515 3.7 11.5 10.7 8.9 5.0 5.2 2.9 4.1 3.7 1.2 12.6 30.5 44.8

③専門職層 515 5.4 18.8 5.6 4.9 1.9 4.5 2.1 2.9 3.3 1.6 13.8 35.1 42.6

④現業職・専任職層 515 7.4 7.4 5.8 3.3 2.7 8.2 4.1 3.9 3.5 1.9 9.7 42.1 46.6

Ｑ２１新（GT）

○裁量度合の高い仕事の進め方○裁量度合の高い仕事の進め方

・・どの役職においても比較的高い割合を占めているのがどの役職においても比較的高い割合を占めているのが「仕事の手順を自分で決定できる」「仕事の手順を自分で決定できる」ことであり、ことであり、特に管理職層では特に管理職層では

  74.2  74.2％に及ぶ。％に及ぶ。管理職層はその他の項目についても役職中最も高い値を示しており、管理職層はその他の項目についても役職中最も高い値を示しており、逆に現業職層ではいずれの項目に逆に現業職層ではいずれの項目に

    ついても最も値が低い。ついても最も値が低い。特に特に「出退勤時間を自分の裁量で決められる」「出退勤時間を自分の裁量で決められる」とする現業職層はとする現業職層は5.85.8％に過ぎず、％に過ぎず、他の役職につ他の役職につ

    いても相対的にこの項目の達成度は低い。いても相対的にこの項目の達成度は低い。

　　適用の割合については、適用の割合については、11～～1010％と％と9090％超に二極化しており、％超に二極化しており、少数にしか適用されていない企業かもしくはほぼ全員に適少数にしか適用されていない企業かもしくはほぼ全員に適

    用されている企業が大半を占めている。用されている企業が大半を占めている。

Ｑ２１　裁量労働制関連、Ｑ２１　裁量労働制関連、適用の割合適用の割合

◆　裁量労働制関連＜全体／複数回答＞

合計

出退勤時

間を自分の
裁量で決め

られる

必要に応じ
て、自分の

裁量で仕事
のペースを

変えられる

必要や状

況に応じ

て、仕事の
手順を自分

で決定でき
る

仕事を進め
る上で、必

要な権限が
与えられて

いる

評価は勤

務時間では

なく主に成
果や業績に

基づいてい
る

不　明

①管理職層 515 28.5 60.2 74.2 78.4 62.1 5.2

②総合職層（非管理職） 515 13.6 33.0 61.2 36.3 44.1 17.9

③専門職層 515 15.7 38.4 53.2 34.0 42.1 24.1

④現業職・専任職層 515 5.8 13.6 28.9 19.4 29.1 40.8

Ｑ２１新（マトリックス）

0

20

40

60

80

100
①管理職層 ②総合職層（非管理職）

③専門職層 ④現業職・専任職層

（％）



４ ８４ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　出産・育児・介護などの支援策＜全体／複数回答＞

合計

短時間

勤務

フレック

スタイム

等一日

あたり労

働時間

の柔軟

性の向

上

法定基

準を超

える育

児休業

制度

法定基

準を超え

る介護

休業制

度

雇用形

態の一

次的な

移行

裁量労

働制な

ど週ごと

の出勤

日の柔

軟性の

向上

再雇用

つきの

退職の

実施

育児

サービ

ス利用

料の助

成

在宅勤

務

育児業

者の紹

介など

育児に

関する

情報の

提供

介護

サービ

ス利用

料の助

成

介護業

者の紹

介など

介護に

関する

情報の

提供

ワーク

シェアリ

ング

仕事と

家庭と

の両立

に関す

る一般

社員向

けの研

修

仕事と家

庭との両

立に関

する現

場管理

職向け

の研修

事業所

内託児

施設の

設置

託児なら

びに介

護業者

への金

銭的支

援

その他 不　明

全体 515 38.1 32.4 25.0 19.2 9.5 8.7 7.6 3.5 2.9 2.7 2.5 2.3 1.7 1.4 1.4 1.2 0.4 3.3 23.5

Ｑ３７（ＧＴ）

0

10

20

30

40
全体

（％）

○出産○出産 ・・育児育児 ・・介護などの支援策には、介護などの支援策には、勤務時間に関するものが主流勤務時間に関するものが主流

・・出産出産 ・・育児育児 ・・介護などの支援策として実施されている項目は短時間勤務介護などの支援策として実施されている項目は短時間勤務 （（38.138.1％）、％）、11日あたりの労働時間の柔軟性の向日あたりの労働時間の柔軟性の向

上上 （（32.432.4％）％）などであり、などであり、労働時間に関する施策が高い割合を示しているといえる。労働時間に関する施策が高い割合を示しているといえる。また介護また介護・・育児休業制度も育児休業制度も22割前後割前後

の企業が導入している。の企業が導入している。50005000人以上の大企業ではこれらの他にも多方面での施策が充実している。人以上の大企業ではこれらの他にも多方面での施策が充実している。一方企業側からの積一方企業側からの積

極的なアクセス極的なアクセス（情報提供や研修）（情報提供や研修）はほとんど見られなかった。はほとんど見られなかった。

Q37Q37 　出産　出産・・育児育児 ・・介護などの支援策介護などの支援策

◆　出産・育児・介護の終了によって職場復帰への支援策の有無
＜全体／単一回答＞

あ　る な　い
不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ38（ＧＴ）

6.0％ 91.7 2.3

・・出産出産・・育児育児・・介護などの支援策は比較的導入されているにもかかわらず、介護などの支援策は比較的導入されているにもかかわらず、職場復帰への支援策が行われている企業は職場復帰への支援策が行われている企業は6.06.0

％に過ぎない。％に過ぎない。業種別に見ると運輸業では支援策を行っている企業が業種別に見ると運輸業では支援策を行っている企業が16.716.7％あるが、％あるが、従業員規模別、従業員規模別、資本構成別に見る資本構成別に見る

と、と、支援策を行っているとする企業は支援策を行っているとする企業は11 割に満たない。割に満たない。

Q38Q38 　出産　出産・・育児育児 ・・介護の終了によって職場復帰への支援策の有無介護の終了によって職場復帰への支援策の有無



４ ９４ ９

第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　従業員の離職率（男女計）＜全体／単一回答＞

０％ １～２％
未満

２～
３％未

満

３～４％
未満

４～５％
未満

５～６％
未満

６～７％
未満

７～８％
未満

８～９％
未満

９～１
０％未

満

１０～１
５％未

満

１６～２
０％未

満

２１～２
５％未

満

２６～３
０％未

満

３１％以
上

不　明
平均
値
(%)

標本
標準
偏差
(%)

中央
値
(%)

●凡例

全体 (n=515)  7.4  7.7  5.0

Ｑ５８(男女計)（ＧＴ）

8.0 10.7 13.4 16.91.6％ 7.8 6.6 5.0 4.9 4.1

1.2

3.1

1.4 1.0

1.6 13.0

■退出■退出

○離職率は平均○離職率は平均 7.47.4％。％。 男性男性 5.85.8％、％、 女性女性 7.07.0％％

・・過去過去11年で定年を待たずに離職した従業員は、年で定年を待たずに離職した従業員は、全体でみると平均全体でみると平均7.47.4％である。％である。従業員数が従業員数が50005000人以上の大企業では離人以上の大企業では離

    職者の割合は平均職者の割合は平均3.13.1％と比較的小さく、％と比較的小さく、 分布を見ても分布を見ても22 ～～33％の付近に偏っている。％の付近に偏っている。資本構成別では特に大きな差異は資本構成別では特に大きな差異は

    みられない。みられない。

Q58Q58 　従業員の離職率　従業員の離職率 （男女計）（男女計）

◆　従業員の離職率（男性）＜全体／単一回答＞

０％
１～２％

未満
２～３％

未満
３～４％

未満
４～５％

未満
５～６％

未満
６～７％

未満
７～８％

未満
８～９％

未満

９～１
０％未

満

１０～１
５％未

満

１６～２
０％未

満

２１～２
５％未

満

２６～３
０％未

満

３１％以
上

不　明
平均
値
(%)

標本
標準
偏差
(%)

中央
値
(%)

●凡例

全体 (n=515)  5.8  8.9  3.2

Ｑ５８(男)（ＧＴ）

2.5％ 20.0 10.9 7.8 3.3 2.9 9.57.8 6.6

2.5 0.6 1.2 1.0 0.6

1.6 21.4

・・男性の離職率が男性の離職率が11～～22％未満である企業が％未満である企業が22割を占め、割を占め、平均値は平均値は5.85.8％となっている。％となっている。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、 9999人以下人以下

    の小企業については離職率が高い傾向がみられ、の小企業については離職率が高い傾向がみられ、大企業になるに従ってこの割合は減少している。大企業になるに従ってこの割合は減少している。また外資系企業の離職また外資系企業の離職

率は平均率は平均7.37.3％であり、％であり、内資系企業の内資系企業の5.75.7％という割合より若干高い値を示している。％という割合より若干高い値を示している。
Q58Q58 　従業員の離職率　従業員の離職率 （男性）（男性）

◆　従業員の離職率（女性）＜全体／単一回答＞

０％
１～２％

未満
２～３％

未満
３～４％

未満
４～５％

未満
５～６％

未満
６～７％

未満
７～８％

未満
８～９％

未満

９～１
０％未

満

１０～１
５％未

満

１６～２
０％未

満

２１～２
５％未

満

２６～３
０％未

満

３１％以
上

不　明
平均
値
(%)

標本
標準
偏差
(%)

中央
値
(%)

●凡例

全体 (n=515)  7.0  8.9  4.0

Ｑ５８(女)（ＧＴ）

14.6 8.9 8.0 4.1 12.44.3％ 7.2 6.6

1.9 1.2 1.2

4.9

1.2 1.0

1.6 21.2

・・  女性の離職率は平均女性の離職率は平均7.07.0％であり、％であり、特に離職率特に離職率1010 ～～1515％未満とする企業が％未満とする企業が12.412.4％を占めている。％を占めている。資本構成別では、資本構成別では、やや

      はり外資系企業の離職率が平均はり外資系企業の離職率が平均9.69.6％と、％と、内資系企業の平均内資系企業の平均6.76.7％と比べて若干高い値を示している。％と比べて若干高い値を示している。業種別に見ると、業種別に見ると、金金

      融融 ・・保険業と小売業の離職率はそれぞれ保険業と小売業の離職率はそれぞれ11.111.1％、％、10.210.2％と％と11割を超えており、割を超えており、 他と比べて女性の離職率が高い業種であ他と比べて女性の離職率が高い業種であ

      るといえる。るといえる。
Q58Q58 　従業員の離職率　従業員の離職率 （女性）（女性）

◆　残って欲しい人材の退職が多かったグループ＜全体／単一回答＞

管理職層 総合職層（非管理職） 専門職層（非管理職） 現業職・専任職層 不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ５８(２)（ＧＴ）

35.9 17.18.0％ 26.4 26.6

・・残って欲しい人材の退職が多いのは、残って欲しい人材の退職が多いのは、総合職層総合職層 （（35.935.9％）。％）。
Q58(2)Q58(2)　残って欲しい人材の退職が多かったグループ　残って欲しい人材の退職が多かったグループ



５ ０５ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　今後の検討について＜全体／単一回答＞

予定している
予定はないが、
検討している

予定していない
不
明

●凡例

全体 (n=207)

Ｑ３９ＳＱ３（ＧＴ）

13.0％ 33.8 51.2 1.9

・・定年者の再雇用を今後定年者の再雇用を今後33年以内に予定している企業は年以内に予定している企業は1313％とそれほど多くなく、％とそれほど多くなく、検討していると答えている企業を含めても検討していると答えている企業を含めても

46.846.8％と半数に満たない。％と半数に満たない。しかし従業員規模別にみると、しかし従業員規模別にみると、大企業になるにつれ大企業になるにつれ「予定している」「予定している」およびおよび 「検討している」「検討している」とと

    答える企業が増えており、答える企業が増えており、 特に特に10001000人以上の企業では人以上の企業では34.434.4％、％、50005000人以上では人以上では37.537.5％もの企業が再雇用を予定してい％もの企業が再雇用を予定してい

    るという結果になった。るという結果になった。

ＱＱ3939 ＳＱＳＱ33　今後の検討について　今後の検討について

◆　具体的な雇用の仕組み＜全体／単一回答＞

定年退職後、フル
タイムで再雇用

定年退職後、パー
トタイムで再雇用

勤務延長
不
明

●凡例

全体 (n=297)

Ｑ３９ＳＱ１（ＧＴ）

19.5 14.864.0％ 1.7

◆　制度によって雇用する対象者＜全体／単一回答＞

希望する対象者
全員

会社側が勤務を
望む人のみ

その他
不
明

●凡例

全体 (n=297)

Ｑ３９ＳＱ２（ＧＴ）

14.8％ 70.0 6.1 9.1

○具体的には、○具体的には、 フルタイムの再雇用がフルタイムの再雇用が66割割

・・具体的な内容としては、具体的な内容としては、フルタイムで再雇用する割合がもっとも高くフルタイムで再雇用する割合がもっとも高く(64(64％％))、、パートタイムで再雇用したり勤務延長したりするパートタイムで再雇用したり勤務延長したりする

    割合はいずれも割合はいずれも22割弱しか見られない。割弱しか見られない。しかし小企業ではパートタイムの割合が比較的大きくなっている。しかし小企業ではパートタイムの割合が比較的大きくなっている。資本構成別では、資本構成別では、

    外資系企業のほうがパートタイムの割合が小さく外資系企業のほうがパートタイムの割合が小さく(6.5(6.5％％))、、フルタイムでの雇用が多い傾向が見られるフルタイムでの雇用が多い傾向が見られる(71(71％％))。。

ＱＱ3939 ＳＱＳＱ11 　具体的な雇用の仕組み　具体的な雇用の仕組み

○希望者全員の雇用は、○希望者全員の雇用は、 なかなか実現されていないなかなか実現されていない

・・定年者の再雇用の実態として、定年者の再雇用の実態として、再雇用を希望する全員が対象となる比率は再雇用を希望する全員が対象となる比率は14.814.8％に過ぎず、％に過ぎず、ほとんどの企業が会社自身ほとんどの企業が会社自身

    が勤務を望む人に限定して雇用しているが勤務を望む人に限定して雇用している(70(70％％))。。従業員規模や資本構成にかかわらずこの傾向は強い。従業員規模や資本構成にかかわらずこの傾向は強い。

Ｑ３９ＳＱ２　制度によって雇用する対象者Ｑ３９ＳＱ２　制度によって雇用する対象者

◆　定年者の雇用施策の有無＜全体／単一回答＞

実施している 実施していない
当社には定年制が

ない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ３９（ＧＴ）

57.7％ 40.2 0.6 1.6

○定年者の雇用施策○定年者の雇用施策 66 割弱が実施割弱が実施

・・定年者の雇用施策については、定年者の雇用施策については、半数を超える半数を超える57.757.7％の企業が実施していると答えている。％の企業が実施していると答えている。しかし業種別にみると、しかし業種別にみると、金融金融・・

    保険業および情報系では全体の傾向に反して実施していない企業がそれぞれ保険業および情報系では全体の傾向に反して実施していない企業がそれぞれ60.660.6％、％、81.381.3％であり、％であり、実施している企業の実施している企業の

    割合を大きく上回っていた。割合を大きく上回っていた。外資系企業でも実施している企業は半数に満たず、外資系企業でも実施している企業は半数に満たず、むしろ内資系企業のほうが雇用施策を実むしろ内資系企業のほうが雇用施策を実

    施している。施している。また従業員規模別にみると、また従業員規模別にみると、大企業ほど実施している割合が高い傾向がある。大企業ほど実施している割合が高い傾向がある。

ＱＱ3 93 9 　定年者の雇用施策の有無　定年者の雇用施策の有無



５ １５ １

第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　最近１０年間の雇用調整実施の有無＜全体／複数回答＞

合計

早期退職制

度の導入・
拡充を行っ

た

出向・転籍
を行った

希望退職の

募集を行っ
た

指名解雇を
行った

その他
行っていな

い
不　明

全体 515 18.3 15.5 15.3 6.8 2.5 61.2 1.0

Ｑ４０（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　最近１０年間の雇用調整実施の有無＜従業員規模別／複数回答＞

合計

早期退職制

度の導入・
拡充を行っ

た

出向・転籍
を行った

希望退職の

募集を行っ
た

指名解雇を
行った

その他
行っていな

い
不　明

全体 515 18.3 15.5 15.3 6.8 2.5 61.2 1.0

１０～１９人 4 ― ― ― ― ― 100.0 ―

２０～４９人 17 11.8 ― ― 5.9 5.9 70.6 5.9

５０～９９人 31 3.2 6.5 9.7 16.1 3.2 71.0 ―

１００～２９９人 108 10.2 13.0 8.3 7.4 0.9 71.3 0.9

３００～４９９人 90 21.1 17.8 22.2 11.1 4.4 53.3 1.1

５００～９９９人 132 17.4 12.1 20.5 5.3 2.3 61.4 ―

１０００～４９９９人 90 27.8 28.9 17.8 2.2 1.1 54.4 1.1

５０００人以上 23 39.1 21.7 ― ― 8.7 47.8 ―

Ｑ４０（従）

従

業

員
規

模
別

○雇用調整は、○雇用調整は、 44 割の企業が何らかの形で実施割の企業が何らかの形で実施

・・雇用調整は雇用調整は66 割の企業が行っていないとしており割の企業が行っていないとしており(61.2(61.2％％))、、雇用調整を実施している企業についても雇用調整を実施している企業についても 「早期退職制度の導「早期退職制度の導

    入入・・拡充」拡充」「出向「出向・・転籍」転籍」「希望退職の募集」「希望退職の募集」など間接的な手段をとっているに過ぎず、など間接的な手段をとっているに過ぎず、指名解雇を行ったという企業は指名解雇を行ったという企業は6.86.8

％と微々たるものであった。％と微々たるものであった。こうした雇用調整は大企業ほど実施している傾向があり、こうした雇用調整は大企業ほど実施している傾向があり、業種別では情報系業種別では情報系・・サービス業サービス業・・小小

売業で雇用調整を実施する企業の比率が小さくなっているようだ。売業で雇用調整を実施する企業の比率が小さくなっているようだ。

ＱＱ4 04 0 　最近　最近1 01 0 年間の雇用調整実施の有無年間の雇用調整実施の有無



５ ２５ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　雇用調整時に発生した問題＜全体／単一回答＞

非常に深刻
（＋２）

やや深刻
（＋１）

どちらともい
えない（０）

あまり深刻で
ない（－１）

それほど深刻
でない（－２）

不　明

●凡例

とどまってほしい人材

の退職
(n=195) 61.5 14.9  0.7

従業員の反対 (n=195) 34.9 37.9 ―

労働組合の反対 (n=195) 23.6 34.9 - 0.3

退職金増額にともなう

一次的なコスト増
(n=195) 34.4 36.9 - 0.1

会社に対する従業員か

らの信頼の喪失
(n=195) 48.7 27.7  0.2

従業員のモラルの低下 (n=195) 50.3 28.2  0.2

従業員の生産性の低

下
(n=195) 30.3 39.0 - 0.2

労使関係の悪化 (n=195) 18.5 44.1 - 0.4

その他 (n=195) ―  2.6 - 1.0

Ｑ４０ＳＱ１

深刻・

小計

深刻で

ない・
小計

加重

平均

11.8

9.7

5.1

14.9

6.7

6.2

33.8

23.1

13.8

29.2

33.8

23.6

12.3

20.0

24.1

21.5

24.6

22.1

27.2

30.8

15.4

24.1 20.0

3.1

20.0

4.1

1.5

1.0

3.6

6.7

94.9
―

27.7％

15.4

―

34.9

2.6

20.5

15.9

27.7

9.7

15.4

23.1

―

24.6 13.3

5.1

19.5

9.2

11.8

12.8

15.9

2.6

3.6

・・雇用調整を行っている企業の中で、雇用調整を行っている企業の中で、雇用調整時に深刻な問題となっているのは、雇用調整時に深刻な問題となっているのは、「とどまってほしい人材の退職」「とどまってほしい人材の退職」（（61.561.5％％))、、

  「従業員のモラルの低下」「従業員のモラルの低下」（（50.350.3％）、％）、「従業員からの信頼の喪失」「従業員からの信頼の喪失」(48.7(48.7％％))などである。などである。その他の項目については逆に深刻その他の項目については逆に深刻

    な問題ではないと考える企業が深刻だとする企業の割合を上回っていた。な問題ではないと考える企業が深刻だとする企業の割合を上回っていた。

ＱＱ4040 ＳＱＳＱ11 　雇用調整時に発生した問題　雇用調整時に発生した問題

◆　最近１０年間の雇用調整実施の有無＜資本構成別／複数回答＞

合計

早期退職制

度の導入・

拡充を行っ
た

出向・転籍

を行った

希望退職の
募集を行っ

た

指名解雇を

行った
その他

行っていな

い
不　明

全体 515 18.3 15.5 15.3 6.8 2.5 61.2 1.0

純粋国内資本（０％） 392 18.1 16.3 15.8 6.6 2.3 61.5 1.0

外資系企業・小計 68 20.6 11.8 13.2 8.8 4.4 55.9 ―

外資１（１～３０％） 36 22.2 19.4 8.3 2.8 5.6 58.3 ―

外資２（３１～９９％） 15 13.3 6.7 20.0 13.3 ― 60.0 ―

外資３（１００％） 16 18.8 ― 18.8 18.8 6.3 50.0 ―

Ｑ４０（資）

資

本
構

成
別

0

20

40

60

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）



５ ３５ ３

第二章　雇用管理第二章　雇用管理

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　グループ人事（処遇）＜全体／単一回答＞

企業グループ内各社の
処遇制度はできるだけ

統一化する

各企業が親会社の処遇
制度を参考に個別の

システム構築

各企業の業務内容を勘案
し、処遇制度が分割

されている

その他 不　明

●凡例

全体 (n=262)

Ｑ２ＳＱ１（１）（ＧＴ）

18.7％ 57.3 21.0 2.7 0.4

◆　グループ人事（人材育成）＜全体／単一回答＞

グループとして統合さ
れたシステムのなかで

育成する

基礎教育は統合システ

ム、専門的教育は各社

グループ内企業ごとに
異なったシステムで育

成する

その他 不　明

●凡例

全体 (n=262)

Ｑ２ＳＱ１（２）（ＧＴ）

29.4 61.85.7％ 2.7 0.4

■その他■その他

○グループ人事、○グループ人事、 処遇の統一は処遇の統一は 22 割弱。割弱。 育成システム統一は育成システム統一は55％程度％程度

・・企業グループに属する企業では、企業グループに属する企業では、人材マネジメントにおける処遇制度について、人材マネジメントにおける処遇制度について、親会社の処遇制度を参考に個別のシステ親会社の処遇制度を参考に個別のシステ

    ムを構築するとする企業が過半数を占めておりムを構築するとする企業が過半数を占めており（（57.357.3％％))、、「できるだけ統一」「できるだけ統一」「業務内容を勘案し、「業務内容を勘案し、処遇制度が分割されて処遇制度が分割されて

いる」いる」とした企業はそれぞれとした企業はそれぞれ18.718.7％、％、 21.021.0％といずれも％といずれも22割程度であった。割程度であった。

ＱＱ22 ＳＱＳＱ11　グループ人事　グループ人事((処遇）処遇）

・・人材育成に関しては人材育成に関しては 「企業ごとに異なったシステムで育成する」「企業ごとに異なったシステムで育成する」企業が多く企業が多く（（61.861.8％％))、、次いで約次いで約33割の企業が割の企業が 「基礎教育「基礎教育

    は統合システム、は統合システム、 専門的教育は各社」専門的教育は各社」と答えており、と答えており、 「統合されたシステムの中で育成する」「統合されたシステムの中で育成する」企業は企業は5.75.7％程度であった。％程度であった。

    資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、内資系企業は企業ごとに異なったシステムで育成する傾向が強いが内資系企業は企業ごとに異なったシステムで育成する傾向が強いが（（66.066.0％％))、、外資系企業はこのよ外資系企業はこのよ

    うな育成方法とともにうな育成方法とともに 「専門的教育は各社で」「専門的教育は各社で」という教育方法をとる企業も多いという教育方法をとる企業も多い(41.9(41.9％％))。。

ＱＱ22 ＳＱＳＱ1(2)1(2) 　グループ人事　グループ人事 （人材育成）（人材育成）



５ ４５ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



５ ６５ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて）＜全体／複数回答＞

合計

業績・

成果

役割・

職責

発揮能

力

保有能

力

特別な

知識創

造

取り組

み姿勢

会社の

ビジョン

や価値

観にあ

わせた

行動

その人

の市場

価値

その他

１

その他

２
不明

515 91.5 82.1 64.3 29.9 19.8 44.5 63.1 11.5 2.1 0.4 1.0

515 78.8 55.5 76.3 43.7 16.1 70.1 52.4 6.4 1.0 0.2 1.7

515 66.4 39.0 68.5 40.0 48.5 41.4 34.2 17.3 0.6 0.2 7.0

515 56.1 41.4 64.5 34.4 12.0 71.1 36.3 6.2 0.6 0.4 6.8

Ｑ１３

管理職層

現業職・専任職層

総合職層（非管理職）

専門職層

0

20

40

60

80

100
管理職層

総合職層（非管理職）

専門職層

現業職・専任職層

（％）

◆　評価・考課制度の評価対象要素（最も）＜全体／単一回答＞

全体

業績・

成果

役割・

職責

発揮能

力

保有能

力

特別な

知識創

造

取り組

み姿勢

会社の

ビジョン

や価値

観にあ

わせた

行動

その人

の市場

価値

その他

１

その他

２
不　明

515 56.9 15.7 2.9 0.8 0.4 0.8 5.2 0.2 0.2 ― 16.9

515 36.1 13.4 15.9 3.9 1.0 4.9 2.9 0.2 0.2 ― 21.6

515 32.6 4.9 17.7 3.7 11.8 1.4 1.4 1.4 0.4 0.2 24.7

515 23.1 10.3 16.1 2.3 1.7 14.8 3.7 0.8 0.2 0.2 26.8

Ｑ１３(マトリックス　新)

管理職層

現業職・専任職層

総合職層（非管理職）

専門職層

0

20

40

60

80

100
管理職層

総合職層（非管理職）

専門職層

現業職・専任職層

（％）

■評価■評価

○管理職層、○管理職層、 総合職層には業績総合職層には業績 ・・成果を、成果を、 専門職層、専門職層、 現業職現業職 ・・専任職層には能力を主に評価専任職層には能力を主に評価

・・管理職層で評価の対象となる項目は、管理職層で評価の対象となる項目は、「業績「業績・・成果」成果」(91.7(91.7％％))が最も多く、が最も多く、次いで次いで「役割「役割・・職責」職責」(83.2(83.2％％))、、「発揮能力」「発揮能力」(64.2(64.2

    ％％))、、「会社のビジョンや価値観にあわせた行動」「会社のビジョンや価値観にあわせた行動」(63.8(63.8％％))となっている。となっている。総合職層では総合職層では 「業績「業績・・成果」成果」(78.8(78.8％％))、、「発揮能力」「発揮能力」

  (76.4  (76.4％％))、、「取り組み姿勢」「取り組み姿勢」(70.7(70.7％％))などがあげられる。などがあげられる。また専門職層ではまた専門職層では 「業績「業績・・成果」成果」(66.5(66.5％％))、、「発揮能力」「発揮能力」(68.3(68.3％％))なな

どが高い割合を示しているが、どが高い割合を示しているが、特に特に 「特別な知識創造」「特別な知識創造」による評価が他の役職と比べて突出して多くなっているによる評価が他の役職と比べて突出して多くなっている(48.3(48.3％％))。。

    現業職現業職・・専任職層については、専任職層については、他の役職と同様他の役職と同様「業績「業績・・成果」成果」(56.2(56.2％％))やや 「発揮能力」「発揮能力」(64.4(64.4％％))も求められているが、も求められているが、特に特に

「取り組み姿勢」「取り組み姿勢」による評価の割合がによる評価の割合が71.971.9％と最も大きい。％と最も大きい。

ＱＱ1 31 3 　評価　評価・・考課制度の評価対象要素考課制度の評価対象要素 （すべて）（すべて）

・・全ての役職において最も求められるのは全ての役職において最も求められるのは 「業績「業績 ・・成果」成果」であり、であり、現業職現業職・・専任職層、専任職層、専門職層、専門職層、総合職層、総合職層、管理職層管理職層

    とその割合は増加し、とその割合は増加し、 管理職層では管理職層では56.956.9％を占める。％を占める。またまた 「役割「役割・・職責」職責」も比較的重要な評価項目といえるが、も比較的重要な評価項目といえるが、総合職総合職

    層、層、専門職層、専門職層、現業職層ではこれと現業職層ではこれと「発揮能力」「発揮能力」が重要視されている傾向がある。が重要視されている傾向がある。さらに専門職層ではさらに専門職層では 「特別な知識創「特別な知識創

    造」造」（（11.811.8％％))、、現業職層では現業職層では「取り組み姿勢」「取り組み姿勢」（（14.814.8％％))が他の役職と比べると評価項目として組み込まれているといえる。が他の役職と比べると評価項目として組み込まれているといえる。まま

    たた50005000人以上の大企業では、人以上の大企業では、明確に明確に 「業績「業績 ・・成果」成果」「発揮能力」「発揮能力」といった結果を評価する項目が上位にきている。といった結果を評価する項目が上位にきている。

ＱＱ1 31 3 　評価　評価・・考課制度の評価対象要素考課制度の評価対象要素 （最も（最も))



５ ７５ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて・最も）＜全体／複数回答＞
総合職層（非管理職）

業績・
成果

役割・
職責

発揮能
力

保有能
力

特別な
知識創

造

取り組
み姿勢

会社の
ビジョン

や価値
観にあ

わせた
行動

その人
の市場
価値

その他
１

その他
２

不明

すべて 515 78.8 55.5 76.3 43.7 16.1 70.1 52.4 6.4 1.0 0.2 1.7

最も 515 36.1 13.4 15.9 3.9 1.0 4.9 2.9 0.2 0.2 ― 21.6

Ｑ１３(すべ／　最も　総合職層)

0

20

40

60

80

100
すべて 最も

（％）

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて・最も）＜全体／複数回答＞
専門職層

業績・
成果

役割・
職責

発揮能
力

保有能
力

特別な
知識創

造

取り組
み姿勢

会社の
ビジョン

や価値
観にあ

わせた
行動

その人
の市場
価値

その他
１

その他
２

不明

すべて 515 66.4 39.0 68.5 40.0 48.5 41.4 34.2 17.3 0.6 0.2 7.0

最も 515 32.6 4.9 17.7 3.7 11.8 1.4 1.4 1.4 0.4 0.2 24.7

Ｑ１３(すべ／　最も　専門職層)

0

20

40

60

80

100
すべて 最も

（％）

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて・最も）＜全体／複数回答＞
現業職・専任職層

業績・
成果

役割・
職責

発揮能
力

保有能
力

特別な
知識創

造

取り組
み姿勢

会社の
ビジョン

や価値
観にあ

わせた
行動

その人
の市場
価値

その他
１

その他
２

不明

すべて 515 56.1 41.4 64.5 34.4 12.0 71.1 36.3 6.2 0.6 0.4 6.8

最も 515 23.1 10.3 16.1 2.3 1.7 14.8 3.7 0.8 0.2 0.2 26.8

Ｑ１３(すべ／　最も　現業職層)

0

20

40

60

80

100
すべて 最も

（％）

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて・最も）＜全体／複数回答＞
管理職層

業績・
成果

役割・
職責

発揮能
力

保有能
力

特別な
知識創

造

取り組
み姿勢

会社の
ビジョン

や価値
観にあ

わせた
行動

その人
の市場
価値

その他
１

その他
２

不　明

すべて 515 91.5 82.1 64.3 29.9 19.8 44.5 63.1 11.5 2.1 0.4 1.0

最も 515 56.9 15.7 2.9 0.8 0.4 0.8 5.2 0.2 0.2 ― 16.9

Ｑ１３(すべ／　最も　管理職層)

0

20

40

60

80

100
すべて 最も

（％）



５ ８５ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　目標管理制度導入の有無＜全体／単一回答＞

個人目標の設定は個

人に任せ組織は大きな

目的のみ伝達

個人目標の設定まで

組織または上司が決

定し、伝達する

個人別の目標は、上司
と話し合って設定する

当社では目標管理を実
施していない

不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ１６（ＧＴ）

14.6％ 10.9 60.2 14.2 0.2

◆　目標管理制度導入の有無＜従業員規模別／単一回答＞

個人目標の設定は個

人に任せ組織は大きな

目的のみ伝達

個人目標の設定まで

組織または上司が決

定し、伝達する

個人別の目標は、上司
と話し合って設定する

当社では目標管理を実
施していない

不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ１６（従）

従
業

員
規

模

別

―

12.9

15.7

16.7

13.6

17.8

13.0

10.9

25.0

5.9

12.0

13.3

12.9

5.6

4.3

60.2

50.0

76.5

54.8

58.3

52.2

56.1

68.9

82.6

13.0

17.8

7.8

14.6％

11.8

9.7

17.4

14.2

25.0

5.9

22.6

―

―

0.2

―

―

0.9

―

―

―

―

○目標管理制度の導入は、○目標管理制度の導入は、 88 割を超えている割を超えている

・・目標管理制度を導入している企業は目標管理制度を導入している企業は85.785.7％であるが、％であるが、個人目標の設定まで組織個人目標の設定まで組織・・上司が決定する企業が上司が決定する企業が10.910.9％にも上り、％にも上り、

    大半の企業では個人別の目標を上司と話し合って設定している大半の企業では個人別の目標を上司と話し合って設定している（（60.260.2％％))。。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、規模が大きくなるにつ規模が大きくなるにつ

    れて目標管理を実施していない企業は減少しており、れて目標管理を実施していない企業は減少しており、 50005000人以上の企業になるとその割合は人以上の企業になるとその割合は00％となる。％となる。また資本構成別また資本構成別

    に見ると、に見ると、外資系企業は、外資系企業は、目標設定が組織的に決まる。目標設定が組織的に決まる。

ＱＱ1 61 6 　目標管理制度導入の有無　目標管理制度導入の有無



５ ９５ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　目標管理制度導入の有無＜資本構成別／単一回答＞

個人目標の設定は個

人に任せ組織は大きな

目的のみ伝達

個人目標の設定まで

組織または上司が決

定し、伝達する

個人別の目標は、上司
と話し合って設定する

当社では目標管理を実
施していない

不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ１６（資）

資
本

構
成

別

15.1

8.3

―

―

10.9

11.0

8.8

5.6

13.3

12.5

60.2

57.9

79.4

83.3

66.7

81.3

20.0

6.3

14.6％

4.4

2.8

7.4

16.1

14.2

―

―

―

―

0.2

―

◆　質的目標の扱い＜全体／単一回答＞
     目標管理制度導入企業

質的目標もできるだ

け数値化し、目標管
理に組み入れる

質的目標の数値化は

行わないが目標管理
には組み入れる

数値化できないもの

は、目標管理に組み
入れない

不　明

●凡例

全体 (n=441) 56.737.2％ 3.4 2.7

・・目標管理制度を導入している企業の中で、目標管理制度を導入している企業の中で、質的目標を目標管理制度に組み入れると答えた企業は、質的目標を目標管理制度に組み入れると答えた企業は、数値化を行わない場数値化を行わない場

    合を含めると全体の合を含めると全体の93.993.9％を占めている。％を占めている。数値化を行おうとする企業は全体の数値化を行おうとする企業は全体の37.237.2％と若干少なめで、％と若干少なめで、過半数は数値化を過半数は数値化を

    行っていない。行っていない。この傾向は従業員規模や資本構成別に見ても同様である。この傾向は従業員規模や資本構成別に見ても同様である。

ＱＱ1616 ＳＱＳＱ11 　質的目標の扱い　質的目標の扱い



６ ０６ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　評価制度変更に伴うその他制度の連動性＜全体／複数回答＞

合計

昇進・昇格

制度

給与制度
（月例賃

金・ボーナ
スなど）

教育訓練

制度

新規及び

中途採用
に関する

募集・採用

制度

従業員の
雇用保証

や非正規
従業員の

活用等に

関する制
度

福利厚生

制度

労使関係

制度
その他 不　明

全体 515 87.6 87.0 54.6 28.5 16.7 11.7 6.0 1.6 0.6

Ｑ１４（ＧＴ）

0

20

40

60

80

100
全体

（％）

○評価制度の変更に連動すべき制度としては○評価制度の変更に連動すべき制度としては 「昇進「昇進 ・・昇格制度」昇格制度」「給与制度」「給与制度」がが 88 割割

・・評価制度の変更に連動して変更すると考えられる制度として評価制度の変更に連動して変更すると考えられる制度として 「昇進「昇進・・昇格制度」昇格制度」「給与制度」「給与制度」といった制度を挙げる企業がといった制度を挙げる企業が

99 割近かった。割近かった。このほかにもこのほかにも「教育訓練制度」「教育訓練制度」を挙げた企業がを挙げた企業が54.654.6％、％、「新規および中途採用に関する募集「新規および中途採用に関する募集・・採用制度」採用制度」

を挙げた企業がを挙げた企業が28.528.5％と企業内教育％と企業内教育・・採用制度までも変更するとの回答がみられた。採用制度までも変更するとの回答がみられた。

ＱＱ1 41 4 　評価制度変更に伴うその他制度の連動性　評価制度変更に伴うその他制度の連動性



６ １６ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　成果格差と給与格差の連動比＜全体／単一回答＞

合計

現状の格差 理想的な格差

515 119.1 138.9

Ｑ１５

管理職層（課長職程度）の場合

0

50

100

150
平均

（％）

○成果格差○成果格差 55 割に対し、割に対し、 理想の給与格差は理想の給与格差は 44 割弱割弱

・・成果格差が成果格差が100100 ：：150150であった場合の理想的な給与格差は、であった場合の理想的な給与格差は、管理職層では管理職層では138.9138.9％、％、スペシャリストではスペシャリストでは138.6138.6％と成果格％と成果格

      差と同等比とまではいかないまでもある程度格差はあるべきだという結果になった。差と同等比とまではいかないまでもある程度格差はあるべきだという結果になった。しかし現状では、しかし現状では、管理職層では管理職層では119.1119.1％、％、

      スペシャリストではスペシャリストでは117.9117.9％といずれも理想的な格差より小さくなっている。％といずれも理想的な格差より小さくなっている。

ＱＱ1 51 5 　成果格差と給与格差の連動比　成果格差と給与格差の連動比

◆　成果格差と給与格差の連動比／管理職層（課長職程度）の場合
　＜資本構成別／平均値＞

純粋国内資本

（０％）

外資系企業・

小計

外資１

（１～３０％）

外資２

（３１～９９％）

外資３

（１００％）

現状の格差 118.7 121.7 122.2 121.8 121.3

理想的な格差 139.3 140.2 137.4 144.4 144.0

理想的な格差-現状の格差 20.6 18.5 15.2 22.6 22.7

Q１5（新 資本　表）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
現状の格差 理想的な格差 理想的な格差-現状の格差

（％）

◆　成果格差と給与格差の連動比／管理職層（課長職程度）の場合
　＜従業員規模別／平均値＞

１０～１９

人

２０～４９

人

５０～９９

人

１００～

２９９人

３００～

４９９人

５００～

９９９人

１０００～

４９９９人

５０００人

以上

現状の格差 113.8 115.7 121.6 120.9 117.9 118.4 119.4 118.6

理想的な格差 146.7 130.7 142.6 138.2 137.1 140.7 139.2 133.6

理想的な格差-現状の格差 32.9 15.0 21.0 17.3 19.2 22.3 19.8 15.0

Q１5-1（新 従　表）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
現状の格差 理想的な格差 理想的な格差-現状の格差

（％）



６ ２６ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　成果格差と給与格差の連動比＜全体／単一回答＞

合計
現状の格差 理想的な格差

515 117.9 138.6

Ｑ１５－１

スペシャリスト職層の場合

0

50

100

150
平均

（％）

◆　成果格差と給与格差の連動比／スペシャリスト職層の場合
　＜資本構成別／平均値＞

純粋国内資本
（０％）

外資系企業・
小計

外資１
（１～３０％）

外資２
（３１～９９％）

外資３
（１００％）

現状の格差 118.1 117.4 118.0 117.8 116.3
理想的な格差 139.3 136.7 136.0 135.8 138.2

理想的な格差-現状の格差 21.2 19.3 18.0 18.0 21.9
Q１5（新 資本　表）ｽﾍ゚ｼｬﾘｽﾄ

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
現状の格差 理想的な格差 理想的な格差-現状の格差

（％）

◆　成果格差と給与格差の連動比／スペシャリスト職層の場合

　＜従業員規模別／平均値＞

１０～１９
人

２０～４９
人

５０～９９
人

１００～
２９９人

３００～
４９９人

５００～
９９９人

１０００～
４９９９人

５０００人
以上

現状の格差 120.0 116.8 121.3 120.2 116.8 115.7 117.8 120.5
理想的な格差 135.0 128.9 139.8 141.3 136.2 138.9 139.8 132.6

理想的な格差-現状の格差 15.0 12.1 18.5 21.1 19.4 23.2 22.0 12.1
Q１5-1（新 従　表）ｽﾍ゚ｼｬﾘｽﾄ

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
現状の格差 理想的な格差 理想的な格差-現状の格差

（％）



６ ３６ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　考課の結果の本人フィードバックの有無＜全体／単一回答＞

行われている 行われていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ１８（ＧＴ）

33.8 0.266.0％

◆　考課の結果の本人フィードバックの有無＜従業員規模別／単一回答＞

行われている 行われていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ１８（従）

従

業
員

規

模
別

50.0

67.7

65.7

63.3

60.6

70.0

87.0

50.0

23.5

32.3

36.7

28.9

66.0％

76.5

13.0

39.4

33.8

34.3

―

―

―

1.1

―

―

―

0.2

―

○考課のフィードバックは、○考課のフィードバックは、77 割弱の企業が実施割弱の企業が実施

・・考課の結果を本人にフィードバックしている企業は考課の結果を本人にフィードバックしている企業は66.066.0％と過半数を超えているが、％と過半数を超えているが、フィードバックしていないとする企業もフィードバックしていないとする企業も33.833.8

％ある。％ある。従業員規模が従業員規模が50005000人以上の企業では人以上の企業では8787％がフィードバックしていると答えている。％がフィードバックしていると答えている。また資本構成別に見ると、また資本構成別に見ると、内内

    資系企業の資系企業の61.761.7％に比べ外資系企業のフィードバックする割合が高い％に比べ外資系企業のフィードバックする割合が高い(86.8(86.8％％))。。業種別では建設業種別では建設・・不動産でフィードバック不動産でフィードバック

    している企業している企業 （（44.244.2％）％）が、が、していない企業していない企業 （（53.553.5％）％）を下回っている。を下回っている。

ＱＱ1 81 8 　考課の結果の本人フィードバックの有無　考課の結果の本人フィードバックの有無



６ ４６ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　その具体的な内容＜全体／複数回答＞
     フィードバック実施企業

合計

考課の結果
（点数や評

価ランクな

ど）

考課結果の

理由

今後に向け

ての展望
その他 不　明

全体 340 77.6 77.9 71.8 4.4 0.3

Ｑ１８（その具体的・ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　考課の結果の本人フィードバックの有無＜資本構成別／単一回答＞

行われている 行われていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ１８（資）

資

本

構
成

別

61.7

88.9

86.7

81.3

38.0

13.2

11.1

18.8

0.3

―

―

66.0％

86.8

33.8

13.3

―

0.2

―



６ ５６ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　考課者へのトレーニングの有無＜全体／単一回答＞
     フィードバック実施企業

行っている 行っていない
不
明

●凡例

全体 (n=340)

Ｑ１８（トレーニング・ＧＴ）

33.8 4.761.5％

○考課者にトレーニングを行っていない企業が○考課者にトレーニングを行っていない企業が33 割を超えている割を超えている

・・考課者へのトレーニングを行っていない企業が考課者へのトレーニングを行っていない企業が33.833.8％と％と33割以上を占めている。割以上を占めている。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、 9999人以下の企業人以下の企業

では行っていない割合が大きいが、では行っていない割合が大きいが、従業員規模が大きくなるにしたがってトレーニングしている割合が増えている。従業員規模が大きくなるにしたがってトレーニングしている割合が増えている。また外また外

資系企業の方が、資系企業の方が、考課者のトレーニングは実施されている。考課者のトレーニングは実施されている。

ＱＱ1 81 8 　考課者へのトレーニングの有無　考課者へのトレーニングの有無

◆　考課者へのトレーニングの有無＜資本構成別／単一回答＞
     フィードバック実施企業

行っている 行っていない
不
明

●凡例

全体 (n=340)

純粋国内資本（０％） (n=242)

外資系企業・小計 (n=59)

外資１（１～３０％） (n=32)

外資２（３１～９９％） (n=13)

外資３（１００％） (n=13)

Ｑ１８（トレーニング・資）

資

本

構
成

別

59.9

78.1

53.8

69.2

36.8

25.4

15.6

30.8

4.7

5.1

6.3

―

61.5％

69.5

33.8

38.5

3.3

7.7



６ ６６ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　各種制度の公開＜全体／単一回答＞

公開している 公開していない 不　明

●凡例

賃金表 (n=471)

人事考課の基準（賃
金・賞与）

(n=496)

人事考課の基準（昇

進・昇格）
(n=490)

賃金・賞与の査定の仕
組み

(n=498)

昇進・昇格の査定の仕

組み
(n=489)

Ｑ１７（マトリックス）

68.3

57.6

64.1

51.9

35.9

31.0

41.6

35.1

47.2

0.8

0.6

0.8

0.8

0.8

63.3％

・・「賃金「賃金・・賞与についての人事考課の基準」賞与についての人事考課の基準」（（68.368.3％％))、、「賃金「賃金・・賞与の査定の仕組み」賞与の査定の仕組み」(64.1(64.1％％))、、「賃金表」「賃金表」（（63.363.3％％))の公開の公開

    はは66割以上の企業で行われている。割以上の企業で行われている。一方昇進一方昇進・・昇格に関する基準や査定の仕組みは賃金昇格に関する基準や査定の仕組みは賃金・・賞与に関するものと比べて公賞与に関するものと比べて公

      開する割合が小さい。開する割合が小さい。

ＱＱ1 71 7 　各種制度の公開　各種制度の公開



６ ７６ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

第三章　評価と処遇第三章　評価と処遇

◆　賃金水準＜全体／単一回答＞

かなり高く設

定している

（＋２）

やや高く設

定している

（＋１）

同程度のレ

ベルである

（０）

やや低く設

定している

（－１）

かなり低く設

定している

（－２）

分からない 不　明

●凡例

新卒学卒者 (n=515) 20.6 9.9   0.1

課長レベルの中間

管理職
(n=515) 23.3 22.3 ―

部長以上の上級

管理職
(n=515) 25.4 21.9   0.1

Ｑ１９（マトリックス）

加重

平均

低く設

定・小

計

高く設

定・小

計

1.9

4.5

18.3

21.4

21.0

65.2

47.2

44.9 19.0

5.6

6.2

2.3％

19.6

9.3

2.9

0.6

2.7

2.5
1.7

1.6

1.6

■処遇■処遇

○賃金水準は、○賃金水準は、横並びが主流。横並びが主流。特に新卒にその傾向が強い特に新卒にその傾向が強い

・・新規学卒者の段階ではほとんどの企業が他社と同レベルの賃金水準であるとしており新規学卒者の段階ではほとんどの企業が他社と同レベルの賃金水準であるとしており(65.2(65.2％％))、、同等の待遇を受けてい同等の待遇を受けてい

    る。る。上級管理職では賃金水準をやや高めに設定している傾向がみられる。上級管理職では賃金水準をやや高めに設定している傾向がみられる。しかし中間管理職や、しかし中間管理職や、上級管理職において上級管理職において

    は高めの設定と低めの設定の割合はともに上昇し、は高めの設定と低めの設定の割合はともに上昇し、差異化が生じている。差異化が生じている。

ＱＱ1 91 9 　賃金水準　賃金水準



６ ８６ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　戦略人材採用に際しての特別待遇（給与上乗せ率）　＜全体／単一回答＞

０％（上乗せは不

可能）

社内賃金＋１５％

以内

社内賃金＋３０％

以内

社内賃金＋５０％

以内

社内賃金＋５０％

以上
不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ20（ＧＴ）

28.3％ 3.938.8 22.1 3.3 3.5

○戦略人材の採用に際して、○戦略人材の採用に際して、 特別な給与が可能な企業は特別な給与が可能な企業は77 割弱割弱

・・戦略人材採用時の特別待遇について、戦略人材採用時の特別待遇について、 約約33 割の企業が割の企業が 「上乗せ不可能」「上乗せ不可能」としているとしている(28.3(28.3％％))。。上乗せすると答えた企業上乗せすると答えた企業

  71.7  71.7％についても、％についても、60.960.9％の企業は％の企業は「「3030％以下の上乗せ」％以下の上乗せ」にとどまっており、にとどまっており、それ以上の上乗せをする企業は非常に少なそれ以上の上乗せをする企業は非常に少な

    い。い。

ＱＱ2 02 0 　戦略人材採用に際しての特別待遇　戦略人材採用に際しての特別待遇 （給与上乗せ率）（給与上乗せ率）



第四章　能力開発第四章　能力開発

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



７ ０７ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　ホワイトカラーの能力開発・活用の重視点＜全体／単一回答＞

重視してい
る（＋２）

ある程度は
重視してい
る（＋１）

どちらとも
いえない

（０）

あまり重視
していない

（－１）

重視してい
ない（－２）

不
明

●凡例

従業員のキャリアに、

現場の経験が含まれること
(n=515) 57.3 19.4 0.5

従業員のキャリアで関連のある
現場を広く経験すること

(n=515) 61.9 14.2 0.6

従業員育成で問題解決・

提案能力を培うこと
(n=515) 80.0 5.2 1.0

新しい仕事のやり方や知識を
広く社内で共有すること

(n=515) 66.8 8.7 0.8

現場からの新しい考え方を
文書やデータベースに残す

(n=515) 58.6 13.6 0.6

現場で創造・蓄積されたノウハウ
が引き継がれること

(n=515) 71.7 7.8 0.9

新しい考え方で仕事を改善した人
が高く評価されること

(n=515) 75.5 6.4 0.9

チーム単位で仕事をした場合の

個人貢献を正確に把握
(n=515) 45.2 14.6 0.4

Ｑ１１

重視・計
非重視・

計

加重平

均

13.8

30.3

23.5

16.5

26.0

26.2

10.7

37.1

48.2

49.7

43.3

42.1

45.6

49.3

34.6

22.7

23.3

14.4

24.3

27.4

20.2

17.7

39.4 12.6

20.2％

4.3

11.3

5.2

6.4

12.4

7.2

10.1

1.9

1.2

1.4

3.5

1.6

1.0

7.0

2.9

0.8

0.4

0.4

0.4

0.2

0.4

0.6

0.6

■育成■育成

○○ 「問題解決「問題解決 ・・提案能力」提案能力」がホワイトカラーで重視されているがホワイトカラーで重視されている

・・ホワイトカラーの能力開発ホワイトカラーの能力開発・・活用に関して、活用に関して、「問題解決「問題解決・・提案能力を培うこと」提案能力を培うこと」を多くの企業が重視しているを多くの企業が重視している(80(80％％))。。この他この他

「新しい考え方で仕事を改善した人が高く評価されること」「新しい考え方で仕事を改善した人が高く評価されること」(75.5(75.5％％))やや「現場で創造「現場で創造・・蓄積されたノウハウが引き継がれること」蓄積されたノウハウが引き継がれること」

(71.7(71.7％％))も重視されている。も重視されている。「チーム単位で仕事をした場合の個人貢献を正確に把握すること」「チーム単位で仕事をした場合の個人貢献を正確に把握すること」を重視している企業はを重視している企業は45.245.2

％であるが、％であるが、この値は他の項目と比べるとこの値は他の項目と比べると1010ポイント以上低い。ポイント以上低い。

ＱＱ1 11 1 　ホワイトカラーの能力開発　ホワイトカラーの能力開発・・活用の重視点活用の重視点



第四章　能力開発第四章　能力開発

７ １７ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　　戦略人材の明確化の有無＜全体／単一回答＞

明確な人材像
があり、能力

用件を言語化
し共有してい

る

人材像を持っ
ているが、能
力用件を明確
化していない

人材像を意識
するまでには
いたっていな

い

特別に分けて

人材像を考え
たことはない

不
明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ１２（ＧＴ）

38.6 37.3 7.415.7％ 1.0

◆　戦略人材の明確化の有無＜従業員規模別／単一回答＞

明確な人材像
があり、能力

用件を言語化
し共有してい

る

人材像を持っ

ているが、能
力用件を明確
化していない

人材像を意識

するまでには
いたっていな

い

特別に分けて
人材像を考え
たことはない

不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ１２（従）

従
業

員
規
模
別

25.0

22.6

13.0

16.7

14.4

13.3

26.1

38.6

75.0

47.1

41.9

45.4

34.4

33.3

37.8

39.1

37.3

―

29.4

25.8

31.5

40.0

43.9

42.2

34.8

7.4

9.7

9.3

8.9

7.6

4.4

―

15.7％

11.8

―

5.9

2.2

0.8

―

0.9

1.0

―

5.9

―

―

○戦略人材の明確化。○戦略人材の明確化。 できている企業はできている企業は1515％％

・・戦略人材については、戦略人材については、ほとんどの企業がほとんどの企業が 「人材像を持っているが能力用件を明確化していない」「人材像を持っているが能力用件を明確化していない」(38.6(38.6％％))、、「人材を意識す「人材を意識す

るまでにはいたっていない」るまでにはいたっていない」（（37.337.3％％))のどちらかにのどちらかに22分されている。分されている。また人材像を考えたことがないと答えた企業また人材像を考えたことがないと答えた企業  はは7.47.4％で、％で、

大部分の企業は戦略人材や基幹人材についてなんらかの意識は持っていると言えるが、大部分の企業は戦略人材や基幹人材についてなんらかの意識は持っていると言えるが、その意識はあいまいなものである。その意識はあいまいなものである。

資本構成別では、資本構成別では、明確に人材像を持つ企業が外資系に多く見られた明確に人材像を持つ企業が外資系に多く見られた(26.5(26.5％％))。。

ＱＱ1 21 2 　戦略人材の明確化の有無　戦略人材の明確化の有無

◆　　戦略人材の明確化の有無＜資本構成別／単一回答＞

明確な人材像

があり、能力
用件を言語化
し共有してい

る

人材像を持っ
ているが、能
力用件を明確

化していない

人材像を意識
するまでには
いたっていな

い

特別に分けて
人材像を考え
たことはない

不
明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ１２（資）

資

本
構
成
別

13.8

27.8

33.3

18.8

38.6

38.8

41.2

36.1

46.7

43.8

37.3

39.8

27.9

33.3

20.0

25.0

7.4

7.7

4.4

12.5

15.7％

26.5

2.8

―

0.5

1.0

―

―

―

―



７ ２７ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（最も）＜全体／単一回答＞

貴社に固有

の知識・スキ
ル

汎用的な知
識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの
一般的な知

識・スキル

企業価値や
文化の理解

その他 不　明

●凡例

管理職層 (n=515)

総合職層（非管理職） (n=515)

専門職層 (n=515)

現業職・専任職層 (n=515)

Ｑ２５（最も）

51.1

53.0

53.8

26.4

19.8

2.3

4.7

7.2

7.4

7.8

42.5％ 25.0

20.0

13.2

23.7

10.3 1.2

3.5

3.7

1.9

2.7

7.6

8.5

2.7

○戦略達成のための人材育成ポイントは、○戦略達成のための人材育成ポイントは、まず、まず、会社固有の知識会社固有の知識 ・・スキルであるスキルである

・・戦略達成のための人材育成のポイントとして、戦略達成のための人材育成のポイントとして、総合職層総合職層・・専門職層専門職層・・現業職現業職・・専任職層では専任職層では 「会社固有の知識「会社固有の知識・・スキル」スキル」

    を最も重視する企業が過半数を占め、を最も重視する企業が過半数を占め、「汎用的な知識「汎用的な知識・・スキル」スキル」をあげる企業は約をあげる企業は約2020～～ 2626％存在する。％存在する。管理職層でも同管理職層でも同

    様の傾向は見られるが、様の傾向は見られるが、企業特有のものとして知識企業特有のものとして知識・・スキルだけでなく、スキルだけでなく、企業価値や文化を理解するというメンタルな面をも企業価値や文化を理解するというメンタルな面をも

    重視している。重視している。

ＱＱ25(1 )25 ( 1 )　戦略達成のための人材育成のポイント　戦略達成のための人材育成のポイント （最も）（最も）

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（２番目に）＜全体／単一回答＞

貴社に固有

の知識・スキ
ル

汎用的な知
識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの
一般的な知

識・スキル

企業価値や
文化の理解

その他 不　明

●凡例

管理職層 (n=515)

総合職層（非管理職） (n=515)

専門職層 (n=515)

現業職・専任職層 (n=515)

Ｑ２５（２番目に）

20.2

18.8

15.1

34.8

38.8

36.9

34.2

8.7

14.6

13.6

17.1

16.1

25.2％

18.4

24.1

19.2 0.6

1.6

1.2

1.0

6.6

13.4

14.2

5.6

・・22 番目に必要な能力としては、番目に必要な能力としては、突出した項目は特に見られないが、突出した項目は特に見られないが、しいてあげればしいてあげれば 「汎用的な知識「汎用的な知識・・スキル」スキル」を重視するを重視する

    企業が多い。企業が多い。前問と合わせて考えると、前問と合わせて考えると、人材育成のポイントとなるのは人材育成のポイントとなるのは「会社固有の知識「会社固有の知識・・スキル」スキル」とと「汎用的な知識「汎用的な知識・・スス

    キル」キル」であるといえる。であるといえる。
ＱＱ25(1)25(1) 　戦略達成のための人材育成のポイント　戦略達成のための人材育成のポイント （（22 番目に）番目に）



第四章　能力開発第四章　能力開発

７ ３７ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（最も・２番目に）＜全体／単一回答＞　　
管理職層

全体

貴社に固有

の知識・スキ

ル

汎用的な知

識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの

一般的な知
識・スキル

企業価値や

文化の理解
その他 不　明

最も 515 42.5 25.0  2.3 23.7  3.7  2.7

２番目に 515 25.2 34.8  8.7 24.1  1.6  5.6

Ｑ２５（最も 　2番目に）管理職層

23.7

8.7 5.6

42.5

25.0

2.73.72.3

25.2

34.8

24.1

1.6

最も ２番目に

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（最も・２番目に）＜全体／単一回答＞　　
総合職層（非管理職）

全体

貴社に固有

の知識・スキ

ル

汎用的な知

識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの

一般的な知
識・スキル

企業価値や

文化の理解
その他 不　明

最も 515 51.1 26.4 4.7 13.2 1.9 2.7

２番目に 515 20.2 38.8 14.6 19.2 0.6 6.6

Ｑ２５（最も 　2番目に）総合職層

13.2

14.6

6.6

51.1

26.4

2.71.94.7

20.2

38.8

19.2

0.6

最も ２番目に

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（最も・２番目に）＜全体／単一回答＞　　
専門職層

全体

貴社に固有

の知識・スキ

ル

汎用的な知

識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの

一般的な知
識・スキル

企業価値や

文化の理解
その他 不　明

最も 515 53.0 20.0  7.2  7.8  3.5  8.5

２番目に 515 18.8 36.9 13.6 16.1  1.2 13.4

Ｑ２５（最も 　2番目に）専門職層

7.8

13.6 13.4

7.2 3.5 8.5

20.0

53.0

1.2

16.1

36.9

18.8

最も ２番目に

◆　戦略達成のための人材育成のポイント（最も・２番目に）＜全体／単一回答＞　　
現業職・専任職層

全体

貴社に固有

の知識・スキ

ル

汎用的な知

識・スキル

語学やＩＴリテ

ラシーなどの

一般的な知
識・スキル

企業価値や

文化の理解
その他 不　明

最も 515 53.8 19.8 7.4 10.3 1.2 7.6

２番目に 515 15.1 34.2 17.1 18.4 1.0 14.2

Ｑ２５（最も 　2番目に）現職層

53.8

19.8

7.4 10.3 7.6

15.1

34.2

17.1
18.4

14.2

1.2
1.0

最も ２番目に



７ ４７ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

ＱＱ25(2)25(2) 　戦略達成のための必要な能力重視ポイント　戦略達成のための必要な能力重視ポイント

◆　戦略達成のための必要な能力重視ポイント＜全体／複数回答＞

把握
力・分

析力

企画
力・発

想力

実行す
る力

他者・

組織を
理解す

る力

対人影
響力

支援・
サポー

ト力

協働・

チーム
ワーク

の力

関係構
築力

貢献志
向

社会性
自己統
率力

自己向
上力

その他 不　明

管理職層 515 84.1 82.5 85.0 69.9 76.1 50.1 43.3 59.6 53.2 49.7 60.2 54.6 3.1 2.3

総合職層

（非管理職）
515 57.3 68.5 84.5 57.5 43.7 45.6 70.9 45.0 50.9 38.8 46.4 73.4 1.4 2.7

専門職層 515 54.2 65.0 71.5 31.8 24.9 33.8 44.9 23.5 46.8 25.8 39.6 65.2 1.2 9.3

現業職

・専任職層
515 23.5 19.2 69.7 38.3 21.2 35.0 74.8 21.9 46.0 38.1 34.0 66.6 1.0 8.2

Ｑ２５（能力重視・ＧＴ）

0

20

40

60

80

100
管理職層 総合職層（非管理職） 専門職層 現業職

・専任職層

（％）



第四章　能力開発第四章　能力開発

７ ５７ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材グループ別の育成方法や手段（最も重視）＜全体／単一回答＞

日常的な

仕事をし
ながらの

訓練（Ｏ

ＪＴ）

特別なプ
ロジェク

トや重要

な仕事を
通じた訓

練

会社主

催の選

択型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社主

催の一

律型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社負
担の社

外教育

本人負
担の社

外教育

通信教

育

社内での
自主的な

勉強会

社外での
自主的な

勉強会

その他１ その他２
不

明

●凡例

管理職層 (n=515)

総合職層（非管理職） (n=515)

専門職層 (n=515)

現業職・専任職層 (n=515)

Ｑ２６（最も）

58.8

40.2

76.5

25.0

13.2

19.4

6.6

5.4

5.8 3.3

36.3％

1.9
1.4

5.4

8.0

7.6 8.5

11.8

14.2

3.5

0.4

1.9

―

2.5

0.6

―

0.6

0.4

2.5

2.5

1.6

1.9

0.4

2.5

0.6

3.9

0.4

0.2

0.8

0.4

―

―

―

―

7.4

9.9

2.5

3.1

○育成方法の主流は、○育成方法の主流は、 職層に関わらず職層に関わらず OJTOJT

・・人材グループ別の育成方法としては、人材グループ別の育成方法としては、「日常的な仕事をしながらの訓練」「日常的な仕事をしながらの訓練」「特別なプロジェクトや重要な仕事を通じた訓練」「特別なプロジェクトや重要な仕事を通じた訓練」

を合わせたを合わせたOJTOJTを重視する企業がほとんどである。を重視する企業がほとんどである。特に総合職層と現業職層では日常的な仕事による特に総合職層と現業職層では日常的な仕事によるOJTOJTの割合がそれの割合がそれ

ぞれぞれ 58.858.8％、％、76.576.5％に及ぶ。％に及ぶ。管理職層と専門職層については、管理職層と専門職層については、若干若干OJTOJTの割合が小さくなった結果、の割合が小さくなった結果、社外教育などの社外教育などの

OFF-JTOFF-JTの割合が大きくなっている。の割合が大きくなっている。
ＱＱ2 62 6 　人材グループ別の育成方法や手段　人材グループ別の育成方法や手段 （最も重視）（最も重視）

◆　人材グループ別の育成方法や手段（２番目に重視）＜全体／単一回答＞

日常的な

仕事をし
ながらの

訓練（Ｏ

ＪＴ）

特別なプ
ロジェク

トや重要

な仕事を
通じた訓

練

会社主

催の選

択型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社主

催の一

律型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社負
担の社

外教育

本人負
担の社

外教育

通信教

育

社内での
自主的な

勉強会

社外での
自主的な

勉強会

その他１ その他２
不

明

●凡例

管理職層 (n=515)

総合職層（非管理職） (n=515)

専門職層 (n=515)

現業職・専任職層 (n=515)

Ｑ２６（２番目に）

9.7

12.2

7.0

18.1

11.5

8.5

5.2

9.7

13.6

9.1

6.2

7.6

8.3

5.2

9.9 16.9

9.9

8.3

18.3

15.7

10.9％

15.7

10.7

22.1 11.3

16.9

19.2

16.1

4.3

3.3

6.2

2.9

3.9

8.2

9.7

3.5

1.9

7.4

3.5

8.9

0.2

0.4

0.6

1.0

0.2

―

―

―

・・どの育成方法にも大きな偏りはなく、どの育成方法にも大きな偏りはなく、各社の方針によって育成方法はそれぞれである。各社の方針によって育成方法はそれぞれである。しかしながら現業職は最も重視ではしかしながら現業職は最も重視では

  それほど高い割合ではなかったそれほど高い割合ではなかった 「会社主催の一律型「会社主催の一律型OFF-JTOFF-JT」」による育成方法がによる育成方法が22.122.1％、％、「社内での自主的な勉強会」「社内での自主的な勉強会」がが

 16.9 16.9％と比較的高い値を示している。％と比較的高い値を示している。
ＱＱ2 62 6 　人材グループ別の育成方法や手段　人材グループ別の育成方法や手段 （二番目に重視）（二番目に重視）



７ ６７ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材グループ別の育成方法や手段（最も重視）＜全体／単一回答＞
管理職層

全体

日常的
な仕事を
しながら
の訓練
（ＯＪＴ）

特別なプ
ロジェク
トや重要
な仕事を
通じた訓

練

会社主
催の選

択型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社主
催の一
律型ＯＦ
Ｆ－ＪＴ

会社負
担の社
外教育

本人負
担の社
外教育

通信教
育

社内で
の自主
的な勉
強会

社外で
の自主
的な勉
強会

その他１ その他２ 不　明

最も重視 515 36.3 25.0  6.6  8.0 11.8  2.5  0.4  1.9  3.9  0.4 ―  3.1
２番目に重視 515 10.9 18.1  9.7 10.7 19.2  4.3  3.9  3.5  8.9  1.0 ―  9.9

Ｑ２６（最も 　２番目に重視）管理職層

36.3

6.6 8.0
11.8

2.5 3.9 ― 3.1

10.9

18.1

9.7
10.7

4.3

8.9 9.9

0.4

25.0

1.9 0.4

3.9

19.2

3.5

1.0 ―

最も重視 ２番目に重視

◆　人材グループ別の育成方法や手段（最も重視）＜全体／単一回答＞

総合職層（非管理職）

全 体

日常的

な仕事を

しながら

の訓練

（ＯＪＴ）

特別なプ

ロジェク

トや重要

な仕事を

通じた訓

練

会社主

催の選

択型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社主

催の一

律型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社負

担の社

外教育

本人負

担の社

外教育

通信教

育

社内で

の自主

的な勉

強 会

社外で

の自主

的な勉

強 会

その他１ その他２ 不　明

最も重視 515 58.8 13.2  5.4  7.6  8.5  0.4  0.6  1.6  0.6  0.8 ―  2.5

２番目に重視 515  9.7 11.5 13.6 15.7 16.1  2.9  8.3  9.7  3.5  0.6 ―  8.3

Ｑ２６（最も 　２番目に重視）総合職層

58.8

5.4 7.6 8.5
―

9.7

11.5

13.6
15.7

0.60.4 0.6

13.2
1.6 0.8

3.52.9

8.3
16.1

9.7

0.6 ―

最も重視 ２番目に重視

◆　人材グループ別の育成方法や手段（最も重視）＜全体／単一回答＞

専門職層

全体

日常的

な仕事を

しながら

の訓練

（ＯＪＴ）

特別なプ

ロジェク

トや重要

な仕事を

通じた訓

練

会社主

催の選

択型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社主

催の一

律型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社負

担の社

外教育

本人負

担の社

外教育

通信教

育

社内で

の自主

的な勉

強会

社外で

の自主

的な勉

強会

その他１ その他２ 不　明

最も重視 515 40.2 19.4  5.8  3.3 14.2  1.9 ―  2.5  2.5  0.2 ―  9.9

２番目に重視 515 12.2  8.5  9.1  7.6 16.9  6.2  5.2  8.2  7.4  0.4 ― 18.3

Ｑ２６（最も 　２番目に重視）専門職層

40.2

5.8 3.3

14.2

―

12.2

8.5

9.1

7.6

18.3

9.9
2.51.9 ―

19.4

2.5 0.2

7.46.2 5.2

16.9

8.2

0.4 ―

最も重視 ２番目に重視

◆　人材グループ別の育成方法や手段（最も重視）＜全体／単一回答＞

現業職・専任職層

全 体

日常的

な仕事を

しながら

の訓練

（ＯＪＴ）

特別なプ

ロジェク

トや重要

な仕事を

通じた訓

練

会社主

催の選

択型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社主

催の一

律型ＯＦ

Ｆ－ＪＴ

会社負

担の社

外教育

本人負

担の社

外教育

通信教

育

社内で

の自主

的な勉

強 会

社外で

の自主

的な勉

強 会

その他１ その他２ 不　明

最も重視 515 76.5  1.9  1.4  5.4  3.5 ―  0.6  2.5  0.4  0.4 ―  7.4

２番目に重視 515  7.0  5.2  6.2 22.1 11.3  3.3  9.9 16.9  1.9  0.2  0.2 15.7

Ｑ２６（最も 　２番目に重視）現業職

76.5

1.4 5.4 3.5 ―

7.0

22.1 15.7

0.4― 0.61.9 2.5 0.4

6.2
5.2

1.93.3

9.9

11.3

16.9

0.2
0.2

最も重視 ２番目に重視



第四章　能力開発第四章　能力開発

７ ７７ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

・・総人件費に占める育成費比率は約総人件費に占める育成費比率は約77割の企業が割の企業が55％以下である。％以下である。特に全く費用をかけていない企業が特に全く費用をかけていない企業が28.728.7％を占めている。％を占めている。

Q28Q28 総人件費育成費比率総人件費育成費比率

○売上高人件費比率○売上高人件費比率 25.225.2％。％。 うち、うち、育成費比率は育成費比率は2.92.9％％

・・企業の総売上高に占める人件費の比率は平均で企業の総売上高に占める人件費の比率は平均で25.225.2％であり、％であり、企業の規模に関わらず人件費の比率はこの値の前後にあ企業の規模に関わらず人件費の比率はこの値の前後にあ

  る。る。

Q27Q27　総売上高人件費比率　総売上高人件費比率

◆　総売上高人件費比率＜全体／単一回答＞

０％ １～５％ ６～１０％ １１～１５％ １６～２０％ ２１～２５％ ２６～３０％ ３１％以上
不
明

●凡例

全体 (n=515) 25.2

Ｑ２７（ＧＴ）

平均値

10.5 12.0 6.6 8.2 22.5 17.50.4％ 13.6 8.7

◆　総人件費育成費比率＜全体／単一回答＞

０％ １～５％ ６～１０％ １１～１５％ １６～２０％ ２１～２５％ ２６～３０％ ３１％以上
不

明

●凡例

全体 (n=515) 2.9

Ｑ２８（ＧＴ）

平均値

28.7％ 42.3 5.2

0.6

1.9

0.2

0.6

0.2
20.2



７ ８７ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材育成の効果測定基準＜全体／単一回答＞

用いている 用いていない 不　明

●凡例

テストなどを通じた従業員の
学習程度の評価

(n=515)

生産性の増加等従業員の

職務行動における変化の評価
(n=515)

上司や部門長からの
反応や変化、評価

(n=515)

従業員（対象者）からの

反応や評価
(n=515)

その他 (n=515)

Ｑ２９

52.6

83.9

61.9

64.9

42.9

13.2

32.4

15.7

5.0

4.5

2.9

5.6

82.71.6

30.1％

◆　人材育成の効果測定基準＜従業員規模別／単一回答＞
テストなどを通じた従業員の学習程度の評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

50.0

17.6

22.6

34.8

42.2

65.2

64.9

50.0

76.5

74.2

74.1

60.6

55.6

30.4

5.0

5.9

10.0

21.3

30.1％

18.9
71.1

4.3

2.2

4.5

4.6

3.2

―

◆　人材育成の効果測定基準＜資本構成別／単一回答＞
テストなどを通じた従業員の学習程度の評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％）(n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ２９（資本●①）

28.8

38.2

44.4

64.9

67.6

54.4

41.7

73.3

7.4

26.7

30.1％

37.5 62.5 ―

5.0

―

13.9

3.6

○人材育成の効果測定は、○人材育成の効果測定は、 周囲の人間からの評価が主周囲の人間からの評価が主

・・「上司や部門長からの反応や変化、「上司や部門長からの反応や変化、評価」評価」によって人材育成効果を測定すると答えた企業が最も多いによって人材育成効果を測定すると答えた企業が最も多い(83.9(83.9％％))。。次いで次いで「対「対

    象者からの反応や評価によって測定する」象者からの反応や評価によって測定する」（（61.961.9％％))という結果になったが、という結果になったが、このような主観的判断に委ねる方針に測定基準このような主観的判断に委ねる方針に測定基準

    が偏っており、が偏っており、具体的に数値となって現われてくる具体的に数値となって現われてくる 「テストなどを通じた評価」「テストなどを通じた評価」はは30.130.1％の企業で行われているに過ぎない。％の企業で行われているに過ぎない。

　従業員規模別に見ると　従業員規模別に見ると「テストなどを通じた評価」「テストなどを通じた評価」は、は、規模が大きくなるほど実施されている割合が高いが、規模が大きくなるほど実施されている割合が高いが、逆に逆に 「従業員「従業員

    の職務行動における評価」の職務行動における評価」は、は、規模が大きくなるほど実施されていない割合が高い。規模が大きくなるほど実施されていない割合が高い。

Q29Q29 　人材育成の効果測定基準　人材育成の効果測定基準



第四章　能力開発第四章　能力開発

７ ９７ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材育成の効果測定基準＜従業員規模別／単一回答＞
生産性の増加等従業員の職務行動における変化の評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

25.0

70.6

64.5

51.5

44.4

43.5

42.9

50.0

23.5

35.5

41.7

43.2

51.1

56.5

54.6

52.6％

55.6
38.9

4.5

5.9

5.6

―

4.4

5.3

3.7

―

25.0

◆　人材育成の効果測定基準＜資本構成別／単一回答＞
生産性の増加等従業員の職務行動における変化の評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％）(n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ２９（資本●②）

55.6

48.5

47.2

42.9

41.3

48.5

47.2

60.040.0

52.6％

56.3 43.8

5.6

◆　人材育成の効果測定基準＜資本構成別／単一回答＞
上司や部門長からの反応や変化、評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％）(n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ２９（資本●③）

85.5

85.3

83.3

13.2

13.0

11.8

11.1

13.386.7

83.9％

87.5 12.5

◆　人材育成の効果測定基準＜資本構成別／単一回答＞
従業員（対象者）からの反応や評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％）(n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ２９（資本●④）

61.7

66.2

63.9

32.4

33.7

27.9

25.0

26.773.3

61.9％

62.5 37.5

11.1

◆　人材育成の効果測定基準＜従業員規模別／単一回答＞
上司や部門長からの反応や変化、評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ２９（従●③）

75.0

82.4

93.5

81.1

81.1

78.3

13.2

25.0

11.8

6.5

10.2

15.9

16.7

21.7

88.0

83.9％

85.6
8.9

2.9

5.9

5.6

―

2.2

3.0

1.9

―

―

◆　人材育成の効果測定基準＜従業員規模別／単一回答＞
従業員（対象者）からの反応や評価

用いている 用いていない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

75.0

76.5

61.3

55.3

71.1

78.3

32.4

―

23.5

35.5

29.6

37.1

26.7

17.4

66.7

61.9％

51.1 38.9

5.6

―

10.0

4.3

2.2

7.6

3.7

3.2

25.0



８ ０８ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　従業員個人の能力・スキルの把握方法＜資本構成別／複数回答＞

合計

上司によ

る定期

的な評

価・査定

上司によ

る日常

的な観

察

目標の

達成状

況

本人の

自己申

告

本人との

面接

筆記試

験（アセ

スメント

ツールを

除く）

アセスメ

ントツー

ルによる

定期的

な評価

把握して

いない
その他 不　明

全体 515 73.0 67.2 61.4 55.1 55.3 8.5 4.9 2.9 1.7 1.2

純粋国内資本（０％） 392 72.7 67.6 59.4 53.6 52.3 8.2 4.3 2.6 1.0 1.5

外資系企業・小計 68 79.4 63.2 69.1 67.6 69.1 10.3 7.4 1.5 4.4 ―

外資１（１～３０％） 36 80.6 52.8 66.7 77.8 66.7 13.9 2.8 ― 2.8 ―

外資２（３１～９９％） 15 80.0 66.7 60.0 46.7 73.3 ― 6.7 ― 6.7 ―

外資３（１００％） 16 75.0 81.3 81.3 68.8 68.8 12.5 18.8 6.3 6.3 ―

Ｑ３０（資）

資

本

構

成

別

0

20

40

60

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）

◆　従業員個人の能力・スキルの把握方法＜従業員規模別／複数回答＞

合計

上司によ

る定期

的な評

価・査定

上司によ

る日常

的な観

察

目標の

達成状

況

本人との

面接

本人の

自己申

告

筆記試

験（アセ

スメント

ツールを

除く）

アセスメ

ントツー

ルによる

定期的

な評価

把握して

いない
その他 不　明

全体 515 73.0 67.2 61.4 55.3 55.1 8.5 4.9 2.9 1.7 1.2

１０～１９人 4 50.0 75.0 100.0 25.0 25.0 25.0 ― ― ― ―

２０～４９人 17 70.6 64.7 76.5 70.6 29.4 ― ― ― ― ―

５０～９９人 31 71.0 83.9 64.5 67.7 51.6 6.5 ― ― ― ―

１００～２９９人 108 70.4 66.7 56.5 57.4 53.7 4.6 3.7 2.8 1.9 0.9

３００～４９９人 90 67.8 54.4 53.3 47.8 54.4 10.0 2.2 3.3 1.1 1.1

５００～９９９人 132 73.5 69.7 61.4 47.7 50.8 9.8 6.8 4.5 1.5 0.8

１０００～４９９９人 90 82.2 68.9 62.2 63.3 67.8 10.0 7.8 3.3 3.3 ―

５０００人以上 23 82.6 78.3 82.6 69.6 65.2 17.4 13.0 ― 4.3 ―

Ｑ３０（従）

従

業

員

規

模

別

◆　従業員個人の能力・スキルの把握方法＜全体／複数回答＞

合計

上司によ

る定期

的な評

価・査定

上司によ

る日常

的な観

察

目標の

達成状

況

本人との

面接

本人の

自己申

告

筆記試

験（アセ

スメント

ツールを

除く）

アセスメ

ントツー

ルによる

定期的

な評価

把握して

いない
その他 不　明

全体 515 73.0 67.2 61.4 55.3 55.1 8.5 4.9 2.9 1.7 1.2

Ｑ３０（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

■従業員のキャリア支援■従業員のキャリア支援

○個人の能力○個人の能力 ・・スキルの把握方法は、スキルの把握方法は、属人的なものが主流属人的なものが主流

・・従業員個人の能力従業員個人の能力・・スキルの把握方法としては、スキルの把握方法としては、上司による定期的な評価上司による定期的な評価・・査定査定(73.0(73.0％％))と日常的な観察と日常的な観察(67.2(67.2％％))が最も多が最も多

    く、く、目標の達成状況目標の達成状況(61.4(61.4％％))がそれに次いでいる。がそれに次いでいる。これらはこれらは50005000人以上の大企業で特に顕著に表れている。人以上の大企業で特に顕著に表れている。また外資系また外資系

    企業を中心に、企業を中心に、面接面接(69.1(69.1％％))や自己申告や自己申告(67.6(67.6％％))など本人によるアピールから把握する割合も高くなっている。など本人によるアピールから把握する割合も高くなっている。筆記試験や筆記試験や

    アセスメントツールによる評価は全体的には浸透していないがアセスメントツールによる評価は全体的には浸透していないが （どちらも（どちらも11割程度）、割程度）、企業規模が大きくなるにつれて利用し企業規模が大きくなるにつれて利用し

    ている企業も微増している。ている企業も微増している。

ＱＱ3 03 0 　従業員個人の能力　従業員個人の能力 ・・スキルの把握方法スキルの把握方法



第四章　能力開発第四章　能力開発

８ １８ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　把握した能力・スキル情報の活用場面＜資本構成別/複数回答＞

合計

評価に

活用して

いる

配置に

活用して

いる

処遇に

活用して

いる

将来の

育成プラ

ンに活

用してい

る

直属の

上司に

フィード

バックし

ている

従業員

にフィー

ドバック

している

活用して

いない
不　明

全体 494 58.7 58.1 44.9 42.5 29.4 29.1 2.2 8.7

純粋国内資本（０％） 376 60.9 56.9 47.3 39.9 30.3 26.3 2.4 8.5

外資系企業・小計 67 52.2 62.7 38.8 58.2 32.8 40.3 1.5 6.0

外資１（１～３０％） 36 52.8 66.7 41.7 61.1 27.8 41.7 2.8 ―

外資２（３１～９９％） 15 46.7 60.0 26.7 60.0 40.0 26.7 ― 6.7

外資３（１００％） 15 53.3 53.3 40.0 53.3 33.3 46.7 ― 20.0

Ｑ３０ＳＱ１（資）

資

本

構

成

別

0

20

40

60

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）

◆　把握した能力・スキル情報の活用場面＜全体/複数回答＞

合計

評価に

活用して

いる

配置に

活用して

いる

処遇に

活用して

いる

将来の

育成プラ

ンに活

用してい

る

直属の

上司に

フィード

バックし

ている

従業員

にフィー

ドバック

している

活用して

いない
不　明

全体 494 58.7 58.1 44.9 42.5 29.4 29.1 2.2 8.7

Ｑ３０ＳＱ１（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　把握した能力・スキル情報の活用場面＜従業員規模別/複数回答＞

合計

評価に

活用して

いる

配置に

活用して

いる

処遇に

活用して

いる

将来の

育成プ

ランに活

用してい

る

直属の

上司に

フィード

バックし

ている

従業員

にフィー

ドバック

している

活用して

いない
不　明

全体 494 58.7 58.1 44.9 42.5 29.4 29.1 2.2 8.7

１０～１９人 4 75.0 25.0 75.0 75.0 25.0 25.0 ― ―

２０～４９人 17 64.7 35.3 58.8 41.2 64.7 47.1 5.9 ―

５０～９９人 31 64.5 58.1 58.1 48.4 38.7 38.7 9.7 9.7

１００～２９９人 104 61.5 50.0 44.2 36.5 25.0 25.0 2.9 8.7

３００～４９９人 86 58.1 61.6 46.5 32.6 25.6 18.6 1.2 5.8

５００～９９９人 125 61.6 56.0 41.6 40.8 28.0 28.8 0.8 14.4

１０００～４９９９人 87 49.4 67.8 43.7 47.1 29.9 36.8 2.3 5.7

５０００人以上 23 56.5 87.0 34.8 82.6 34.8 34.8 ― 4.3

Ｑ３０ＳＱ１（従）

従

業

員

規

模

別

○把握した能力は、○把握した能力は、主に評価や配置に活用主に評価や配置に活用

・・評価、評価、配置、配置、処遇といった能力やスキルを持つ人材自身に対する活用がいずれも高い割合を示している。処遇といった能力やスキルを持つ人材自身に対する活用がいずれも高い割合を示している。将来の育成プ将来の育成プ

    ランラン （（42.5%42.5%））や直属の上司へのフィードバックや直属の上司へのフィードバック （（29.4%29.4%）、）、従業員へのフィードバック従業員へのフィードバック （（29.1%)29.1%)など会社全体への活用もみらなど会社全体への活用もみら

    れる。れる。大企業ではこうした情報が企業内での配置や育成プランに活用されている。大企業ではこうした情報が企業内での配置や育成プランに活用されている。小企業では活用していないと答える割合小企業では活用していないと答える割合

    が大企業と比べて若干大きくなっている。が大企業と比べて若干大きくなっている。また外資系企業では、また外資系企業では、将来の育成プラン将来の育成プラン(58.2%)(58.2%)、、従業員へのフィードバック従業員へのフィードバック

    （（40.3%)40.3%)の割合も高い。の割合も高い。

Ｑ３０ＳＱ１　把握した能力Ｑ３０ＳＱ１　把握した能力・・スキル情報の活用場面スキル情報の活用場面



８ ２８ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　能力開発のイニシアチブ＜全体／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

２０代 (n=515) 78.4 10.3  1.0

３０代 (n=515) 57.5 17.9  0.5

４０代 (n=515) 34.8 37.3 ―

５０代 (n=515) 32.0 45.0 - 0.2

Ｑ３１（マトリックス）

企業・

小計

個人・

小計

加重平

均

14.8

10.3

10.7

47.0

42.7

24.5

21.4

9.3

22.7

24.9

19.0

28.7

31.5％

15.9

9.1

26.8 18.3

8.5

1.2

1.9

3.9

3.1

1.9

1.9

○能力開発のイニシアチブは、○能力開発のイニシアチブは、年齢が上がるにつれて個人責任に年齢が上がるにつれて個人責任に

・・2020代では企業がイニシアチブをもつ割合が代では企業がイニシアチブをもつ割合が78.4%78.4%に及んでいる。に及んでいる。それに対し個人はそれに対し個人は10.310.3％にとどまっているが、％にとどまっているが、年齢の上年齢の上

    昇とともに個人がイニチアチブをもつ割合が増え、昇とともに個人がイニチアチブをもつ割合が増え、5050代では企業が代では企業が32%32%、、個人が個人が45%45%とと1313ポイント個人が上回るようになる。ポイント個人が上回るようになる。

　年代別に比較すると、　年代別に比較すると、2020代では従業員規模が大きくなるほど企業よりの傾向が強くなるが、代では従業員規模が大きくなるほど企業よりの傾向が強くなるが、年齢の上昇に伴い企業規模に年齢の上昇に伴い企業規模に

    よる差はみられなくなっている。よる差はみられなくなっている。また資本構成別では、また資本構成別では、年代にかかわらず外資系企業では個人よりの傾向があるが、年代にかかわらず外資系企業では個人よりの傾向があるが、ここ

    の傾向は年齢の上昇に伴い強くなる。の傾向は年齢の上昇に伴い強くなる。

Q31Q31　能力開発のイニシアチブ　能力開発のイニシアチブ



第四章　能力開発第四章　能力開発

８ ３８ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　能力開発のイニシアチブ／２０代＜従業員規模別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 78.4 10.3  1.0

１０～１９人 (n=4) 50.0 25.0  0.5

２０～４９人 (n=17) 58.8 29.4  0.5

５０～９９人 (n=31) 77.4  9.7  1.0

１００～２９９人 (n=108) 78.7 10.2  1.0

３００～４９９人 (n=90) 82.2 11.1  1.1

５００～９９９人 (n=132) 82.6  7.6  1.2

１０００～４９９９人 (n=90) 75.6  8.9  0.9

５０００人以上 (n=23) 82.6 13.0  1.0

Ｑ３１－２０代（従）

従
業
員
規

模
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

47.0

48.4

46.3

46.7

43.2

9.3

11.8

12.9

8.3

5.6

9.1

13.3

4.3

8.3

10.0

6.7

―

17.6

31.5％

29.0

32.4

35.6

39.4

21.1

26.1

25.0 25.0

41.2

54.4

56.5

25.0

7.6

9.1

25.0

29.4

9.7

13.0

―

1.2

―

―

1.9

1.1

―

2.2

―

2.8

1.9

―

―

1.1

0.8

2.2

―

◆　能力開発のイニシアチブ／２０代＜資本構成別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 78.4 10.3  1.0

純粋国内資本（０％） (n=392) 79.8 10.7  1.0

外資系企業・小計 (n=68) 72.1 11.8  0.8

外資１（１～３０％） (n=36) 83.3  2.8  1.1

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.7 20.0  0.7

外資３（１００％） (n=16) 50.0 25.0  0.3

Ｑ３１－２０代（資）

資
本
構
成
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

47.0

58.3

31.3

9.3

14.7

13.9

13.3

18.8

20.0

12.5

23.5

31.5％

25.0

20.0

18.8

33.4 46.4

48.5

46.7

7.7

9.1

9.9

8.8

2.8

0.8

1.2

2.9

―

―

12.5

1.9

1.8

1.5

6.3

―

―



８ ４８ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　能力開発のイニシアチブ／３０代＜資本構成別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 57.5 17.9  0.5

純粋国内資本（０％） (n=392) 59.2 17.9  0.6

外資系企業・小計 (n=68) 50.0 25.0  0.3

外資１（１～３０％） (n=36) 55.6 13.9  0.5

外資２（３１～９９％） (n=15) 40.0 40.0  0.1

外資３（１００％） (n=16) 43.8 37.5 ―

Ｑ３１－３０代（資）

資
本
構
成
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

42.7

44.4

37.5

22.7

23.5

30.6

20.0

12.5

40.0

25.0

11.8

14.8％

11.1

13.3

6.3

15.6 43.6

38.2

26.7

21.2

15.9

16.1

22.1

13.9

1.8

1.9

2.9

―

―

12.5

1.9

1.8

1.5

6.3

―

―

◆　能力開発のイニシアチブ／３０代＜従業員規模別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 57.5 17.9  0.5

１０～１９人 (n=4) 50.0 25.0  0.3

２０～４９人 (n=17) 41.2 41.2  0.1

５０～９９人 (n=31) 48.4 29.0  0.3

１００～２９９人 (n=108) 63.0 16.7  0.6

３００～４９９人 (n=90) 58.9 15.6  0.5

５００～９９９人 (n=132) 66.7 12.9  0.7

１０００～４９９９人 (n=90) 45.6 18.9  0.3

５０００人以上 (n=23) 43.5 30.4  0.3

Ｑ３１－３０代（従）

従
業
員
規

模
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

42.7

32.3

47.2

47.8

47.0

22.7

17.6

22.6

17.6

24.4

19.7

33.3

26.1

13.9

14.4

15.6

―

17.6

14.8％

16.1

15.7

11.1

19.7

6.7

21.7

― 50.0

23.5

38.9

21.7

25.0

12.9

15.9

25.0

35.3

25.8

30.4

―

1.9

5.9

3.2

2.8

1.1

―

3.3

―

2.8

1.9

―

―

1.1

0.8

2.2

―



第四章　能力開発第四章　能力開発

８ ５８ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　能力開発のイニシアチブ／４０代＜従業員規模別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 34.8 37.3 ―

１０～１９人 (n=4) 25.0 25.0 ―

２０～４９人 (n=17) 35.3 35.3 ―

５０～９９人 (n=31) 19.4 35.5 - 0.2

１００～２９９人 (n=108) 37.0 38.9 ―

３００～４９９人 (n=90) 30.0 46.7 - 0.2

５００～９９９人 (n=132) 43.2 28.8  0.2

１０００～４９９９人 (n=90) 30.0 40.0 - 0.2

５０００人以上 (n=23) 39.1 43.5 ―

Ｑ３１－４０代（従）

従
業
員
規

模
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

24.5

9.7

27.8

22.2

28.0

24.9

29.4

38.7

18.5

22.2

27.3

27.8

17.4

29.6

37.8

31.1

6.5

17.6

10.3％

9.7

9.3

7.8

15.2

2.2

17.4

― 25.0

17.6

27.8

21.7

25.0

23.5

28.7

25.0

17.6

19.4

34.8

―

8.5

17.6

16.1

9.3

8.9

5.3

8.9

8.7

5.6

3.1

25.0

―

1.1

0.8

2.2

―

◆　能力開発のイニシアチブ／４０代＜資本構成別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 34.8 37.3 ―

純粋国内資本（０％） (n=392) 35.5 36.7 ―

外資系企業・小計 (n=68) 29.4 45.6 - 0.2

外資１（１～３０％） (n=36) 44.4 36.1  0.1

外資２（３１～９９％） (n=15) 20.0 60.0 - 0.5

外資３（１００％） (n=16)  6.3 50.0 - 0.5

Ｑ３１－４０代（資）

資
本
構
成
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

24.5

36.1

24.9

22.1

16.7

20.0

37.5

40.0

37.5

8.8

10.3％

8.3

13.3

6.3

11.0

―

24.5

20.6

6.7

25.0

28.7

29.1

36.8

33.3

7.7

8.5

8.8

2.8

20.0

12.5

3.1

2.8

2.9

6.3

2.8

―



８ ６８ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　能力開発のイニシアチブ／５０代＜資本構成別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 32.0 45.0 - 0.2

純粋国内資本（０％） (n=392) 31.9 45.9 - 0.2

外資系企業・小計 (n=68) 30.9 47.1 - 0.2

外資１（１～３０％） (n=36) 47.2 36.1  0.1

外資２（３１～９９％） (n=15) 20.0 60.0 - 0.5

外資３（１００％） (n=16)  6.3 56.3 - 0.6

Ｑ３１－５０代（資）

資
本
構
成
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

21.4

36.1

―

19.0

17.6

11.1

20.0

31.3

40.0

43.8

10.3

10.7％

11.1

13.3

6.3

11.5 20.4

20.6

6.7

18.6

26.8

27.3

30.9

22.2

18.6

18.3

16.2

13.9

20.0

12.5

3.9

3.6

4.4

6.3

5.6

―

◆　能力開発のイニシアチブ／５０代＜従業員規模別／単一回答＞

企業（＋２）
どちらかといえ
ば企業（＋１）

どちらともいえ
ない（０）

どちらかといえ
ば個人（－１）

個人（－２） 不　明

●凡例

全体 (n=515) 32.0 45.0 - 0.2

１０～１９人 (n=4) 25.0 25.0 ―

２０～４９人 (n=17) 29.4 29.4 - 0.1

５０～９９人 (n=31) 16.1 45.2 - 0.4

１００～２９９人 (n=108) 35.2 43.5 - 0.2

３００～４９９人 (n=90) 27.8 58.9 - 0.4

５００～９９９人 (n=132) 39.4 37.9 ―

１０００～４９９９人 (n=90) 27.8 47.8 - 0.3

５０００人以上 (n=23) 34.8 56.5 - 0.3

Ｑ３１－５０代（従）

従
業
員
規

模
別

企業・
小計

個人・
小計

加重平
均

21.4

6.5

25.0

20.0

22.7

19.0

29.4

29.0

15.7

12.2

22.0

22.2

8.7

22.2

37.8

30.0

9.7

11.8

10.7％

9.7

10.2

7.8

16.7

4.4

13.0

― 25.0

17.6

23.3

21.7

25.0

22.7

26.8

25.0

5.9

25.8

39.1

―

18.3

23.5

19.4

21.3

21.1

15.2

17.8

17.4

5.6

3.9

25.0

11.8

1.1

0.8

2.2

―



第四章　能力開発第四章　能力開発

８ ７８ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　従業員へのキャリアプランの提示機会・施策の有無
＜全体/単一回答＞

実施している計 実施していない
不
明

●凡例

管理職層

(n=515)
総合職層（非管理職）
(n=515)
専門職層
(n=515)

現業職・専任職層
(n=515)

Ｑ３２施策の有無（マトリックス）

43.7

36.3

37.3

38.1％

53.8

53.4

55.7

58.1 3.9

2.9

8.9

8.0

◆　従業員へのキャリアプランの提示機会・施策の具体的内容
＜全体／複数回答＞

合計

キャリア
に関する
直属上

司との定
期的な
ミーティ

ング

キャリア
に関する
人事部と
のミー

ティング

キャリア
デザイン

研修

キャリア
に関する
直属上

司以外と
の定期
的ミー

ティング

キャリア
カウンセ
ラーなど
外部専

門家との
ミーティ

ング

その他 不
明

管理職層 515 28.0 6.2 5.6 2.7 1.0 3.3 3.9

総合職層
(非管理職)

515 35.1 9.1 5.4 2.3 0.6 3.1 2.9

専門職層 515 30.1 6.0 3.7 1.4 0.6 2.3 8.0

現業職
専任職層

515 30.3 6.6 3.5 1.6 0.4 1.9 8.9

Ｑ３２具体的内容（ＧＴ）

0

10

20

30

40
全体

（％）

○キャリアプランの提示を実施している企業は４割前後○キャリアプランの提示を実施している企業は４割前後

・・従業員に対してキャリアプランを提示する機会や施策を設けている企業は、従業員に対してキャリアプランを提示する機会や施策を設けている企業は、どの役職においても半数に満たないが、どの役職においても半数に満たないが、総合総合

    職については企業規模にかかわらず他の役職と比べると若干実施されている割合が大きい職については企業規模にかかわらず他の役職と比べると若干実施されている割合が大きい(43.7(43.7％％))。。企業規模別に見ると、企業規模別に見ると、

    従業員従業員50005000人以上の大企業では実施されている割合が大きく人以上の大企業では実施されている割合が大きく（（60.960.9～～8787％）、％）、また資本構成別では、また資本構成別では、外資系企業で実施外資系企業で実施

    されている割合が内資系企業と比べて大きいされている割合が内資系企業と比べて大きい(48.5(48.5～～50.450.4％％))。。

Q32Q32 　従業員へのキャリアプランの提示機会　従業員へのキャリアプランの提示機会 ・・施策の有無施策の有無

○キャリアプラン提示の具体的内容は、○キャリアプラン提示の具体的内容は、上司とのミーティングが主上司とのミーティングが主

・・具体的に実施されているキャリアプランの提示機会具体的に実施されているキャリアプランの提示機会・・施策は、施策は、「直属上司との定期的なミーティング」「直属上司との定期的なミーティング」が圧倒的に多いが圧倒的に多い(30.9(30.9

    ％％))。。直属の上司以外とのミーティングやキャリアデザイン研修についてはほとんど実施されていないが、直属の上司以外とのミーティングやキャリアデザイン研修についてはほとんど実施されていないが、従業員従業員50005000人以人以

    上の大企業ではキャリアデザイン研修を実施する割合が他の規模の企業と比べて大きい上の大企業ではキャリアデザイン研修を実施する割合が他の規模の企業と比べて大きい(26.1(26.1％％))。。

Q32Q32 　従業員へのキャリアプランの提示機会　従業員へのキャリアプランの提示機会 ・・施策の具体的内容施策の具体的内容

・・キャリアプラン提示の機会キャリアプラン提示の機会・・施策が開始される年齢は長期に及ぶが主に施策が開始される年齢は長期に及ぶが主に2020～～2222歳と若い層に集中しているが、歳と若い層に集中しているが、管理職の管理職の

    開始年齢は他と比べて遅く、開始年齢は他と比べて遅く、 対称的に現業職は他と比べて早くなっている。対称的に現業職は他と比べて早くなっている。また従業員また従業員10001000人以上の大企業ではキャリア人以上の大企業ではキャリア

    プランの提示機会プランの提示機会・・施策の開始年齢が若干遅くなっている。施策の開始年齢が若干遅くなっている。

Ｑ３２　開始される主な年齢層Ｑ３２　開始される主な年齢層

◆　開始される主な年齢層＜全体／単一回答＞

１０代
２０～

２２歳

２３～

２４歳

２５～

２９歳

３０～

３２歳

３３～

３４歳

３５～

３９歳

４０～

４２歳

４３～

４４歳

４５～

４９歳

５０歳

以上

不

明

平均

値

管理職層 (n=196) ― 4.1 ― ― 16.8 0.5 2.0 19.9 ― 2.6 4.6 49.5 36.0

総合職層
（非管理職）

(n=225) 0.4 23.1 ― 1.8 19.6 ― 0.9 2.2 ― 0.4 0.4 51.1 25.8

専門職層 (n=187) ― 19.8 ― 1.6 18.2 ― 0.5 3.2 ― 0.5 1.6 54.5 27.2

現業職
・専任職層

(n=192) 0.5 33.9 ― 2.6 4.2 ― ― 1.6 ― 0.5 0.5 56.3 22.6

Ｑ３２開始される（マトリックス◎）新表

kuji



８ ８８ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　トップマネジメント候補の早期選抜・特別育成システムの有無＜全体／単一回答＞

選抜や育成
のための仕

組みや制度

がある
（＋５）

特別の仕組
は無いが意

図的に選抜
や育成を

行っている

（＋４）

特別の仕組
は無いがあ

る程度意図
的に行って

いる

（＋３）

将来仕組み
を作ってい

こうと考えて

いる
（＋２）

将来選抜
や育成は

行おうと考

えている
（＋１）

特にそのよ
うなことは

考えていな

い
（０）

不　明
加重平

均

●凡例

全体 (n=515)  1.6

Ｑ３３（ＧＴ）

8.2 19.0 35.9 1.44.9％ 13.4 17.3

◆　トップマネジメント候補の早期選抜・特別育成システムの有無＜従業員規模別／単一回答＞

選抜や育

成のため

の仕組み
や制度が

ある

（＋５）

特別の仕

組は無いが

意図的に選
抜や育成を

行っている

（＋４）

特別の仕

組は無い
がある程

度意図的

に行ってい
る

（＋３）

将来仕組
みを作って

いこうと考

えている
（＋２）

将来選抜
や育成は

行おうと考

えている
（＋１）

特にそのよ
うなことは

考えていな

い
（０）

不
明

●凡例

全体 (n=515)  1.6

１０～１９人 (n=4)  1.8

２０～４９人 (n=17)  1.8

５０～９９人 (n=31)  1.6

１００～２９９人 (n=108)  1.7

３００～４９９人 (n=90)  1.7

５００～９９９人 (n=132)  1.2

１０００～４９９９人 (n=90)  1.4

５０００人以上 (n=23)  1.9

Ｑ３３（従）

従

業

員
規

模

別

加重平
均

3.0

7.8

8.2

5.9

12.9

9.3

5.6

50.0

47.1

13.3

25.0

1.4

―

―

―

0.9

1.1

0.8

1.1

―

4.9％

26.1

2.2

4.6

―

―

―

13.0

8.3

6.7

―

21.1

22.6

23.1

17.4

15.2

19.0

23.3

21.7

10.0

9.3

13.6

13.4

―

5.9

12.9

25.0

17.3

5.9

12.9

18.5

17.8

21.2

14.4

8.7

26.7

35.9

13.0

37.9

48.9

38.7

34.3

35.3

○トップマネジメント候補の選択○トップマネジメント候補の選択・・育成システムは、育成システムは、大企業の方が整備されている大企業の方が整備されている

・・トップマネジメント候補の早期選抜トップマネジメント候補の早期選抜・・育成システムについては６割の企業が何らかのかたちで意識しているが、育成システムについては６割の企業が何らかのかたちで意識しているが、きちんと制度きちんと制度

化されている企業は化されている企業は4.94.9％である。％である。

      企業規模が大きくなるにつれて制度化、企業規模が大きくなるにつれて制度化、意識の度合いも高まっており、意識の度合いも高まっており、トップの育成については大企業が優位である結果トップの育成については大企業が優位である結果

となった。となった。また、また、制度化については外資系企業のほうが割合が高い。制度化については外資系企業のほうが割合が高い。

Q33Q33 トップマネジメント候補の早期選抜トップマネジメント候補の早期選抜・・特別育成システムの有無特別育成システムの有無



第四章　能力開発第四章　能力開発

８ ９８ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　対象となる入社年次＜全体／単一回答＞

入社

時に

１～４

年目

５～９

年目

１０年

目

１１年

目

１２年

目

１３年

目

１４年

目

１５年

目

１６年
目以

上

不

明

●凡例

全体 (n=165) 12.3  6.5 10.0

Ｑ３３ＳＱ１（ＧＴ）

平均

値

標本

標準
偏差

中央

値

7.9％ 18.8 17.0 21.2 7.9

―

24.2 ―

1.2 1.8 ―

◆　トップマネジメント候補の早期選抜・特別育成システムの有無＜資本構成別／単一回答＞

選抜や育成

のための仕

組みや制度

がある

（＋５）

特別の仕組

は無いが意

図的に選抜

や育成を行っ

ている
（＋４）

特別の仕組

は無いがあ

る程度意図

的に行ってい

る
（＋３）

将来仕組み

を作っていこ

うと考えてい

る

（＋２）

将来選抜や

育成は行おう

と考えている

（＋１）

特にそのよう

なことは考え

ていない

（０）

不　明
加重平

均

●凡例

全体 (n=515) 1.6

純粋国内資本（０％） (n=392) 1.4

外資系企業・小計 (n=68) 2.3

外資１（１～３０％） (n=36) 2.3

外資２（３１～９９％） (n=15) 2.0

外資３（１００％） (n=16) 2.8

Ｑ３３（資）

資

本

構

成
別

13.9

20.0

25.0

8.2

8.2

5.9

5.6

12.5

18.4

27.8

1.4

1.5

―

―

―

―

4.9％

2.0

17.6

―

22.1

13.3

18.8

19.0

18.8

20.0

13.4

12.2

20.6

22.2

17.3

17.3

14.7

13.9

20.0

6.3

40.3

35.9

18.8

16.7

26.7

19.1

・・対象年次は平均すると入社対象年次は平均すると入社1212 年目という結果になった。年目という結果になった。最も多いのは最も多いのは1010 年目の回答、年目の回答、ついでついで1616 年目以上となった。年目以上となった。入入

社時に選定する企業はさすが似なかったが、社時に選定する企業はさすが似なかったが、11 ～～ 44年目の選抜との回答も年目の選抜との回答も11 割弱割弱 （（7.97.9％）％）あった。あった。平均値を比較すると平均値を比較すると

企業規模が大きくなるにつれて対象となる年次もあがってくる。企業規模が大きくなるにつれて対象となる年次もあがってくる。一方資本の構成別では、一方資本の構成別では、平均値はたまさか同じであったが，平均値はたまさか同じであったが，

外国資本の割合が外国資本の割合が3030％以上の企業では％以上の企業では99．．66年と早めの数値となった。年と早めの数値となった。
Q33SQ1Q33SQ1 対象となる入社年次対象となる入社年次



９ ０９ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　具体的な育成方法＜全体／複数回答＞

合計

経営戦

略策定

などへ
の参加

新規事

業プロ
ジェクト

への参

加

困難な
事業や

プロジェ

クトへの
意図的

な配置

選抜者

のみに
行われ

る集合

研修

通常より
も広い

ジョブ

ロー
テーショ

ン

社外と

の交流

の機会
の設定

国内・国
外への

ビジネス
スクー

ルなど

への派
遣

子会社

などで

の経営
の経験

海外事

業への

意図的
な配置

その他 不　明

全体 165 44.8 42.4 38.8 35.8 29.1 22.4 20.0 12.1 9.1 3.0 2.4

Ｑ３３ＳＱ２（ＧＴ）

0

20

40

60
全体

（％）

○トップマネジメントの具体的育成方法は実践型が主流○トップマネジメントの具体的育成方法は実践型が主流

・・トップの具体的な育成方法としては経営戦略策定などへの参加トップの具体的な育成方法としては経営戦略策定などへの参加 （（44.844.8％）、％）、新規事業プロジェクトへの参加新規事業プロジェクトへの参加 （（42.442.4％）、％）、困困

難な事業やプロジェクトへの参加難な事業やプロジェクトへの参加（（38.838.8％）％）となっており，となっており，実践型の育成が容易を占めた。実践型の育成が容易を占めた。しかし、しかし、企業規模別に見ると、企業規模別に見ると、

10001000人以上の企業においては選抜者への特別な集合研修がトップで、人以上の企業においては選抜者への特別な集合研修がトップで、制度の整備にリンクしたシステムの存在が伺える。制度の整備にリンクしたシステムの存在が伺える。

またまた50005000人以上の企業においては、人以上の企業においては、ジョブローテーションや国内ジョブローテーションや国内・・外へのビジネススクールへの派遣など、外へのビジネススクールへの派遣など、机上の理論面机上の理論面

の育成制度の整備がしっかりしているようだ。の育成制度の整備がしっかりしているようだ。
Q33SQ2Q33SQ2 具体的な育成方法具体的な育成方法



第四章　能力開発第四章　能力開発

９ １９ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　スペシャリスト向けの複線型人事運用の有無＜全体／単一回答＞

行っている 行っていない
不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ３４（ＧＴ）

75.5 2.322.1％

◆　スペシャリスト向けの複線型人事運用の有無＜従業員規模別／単一回答＞

行っている 行っていない
不

明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ３４（従）

従

業
員

規

模
別

25.0

19.4

20.4

16.7

19.7

31.1

43.5

75.5

75.0

76.5

80.6

75.9

81.1

78.8

67.8

56.5

2.3

―

―

―

3.7

2.2

1.5

1.1

―

22.1％

23.5

○スペシャリスト向けの複線型人事の実施企業は２割超○スペシャリスト向けの複線型人事の実施企業は２割超

・・スペシャリスト向けの複線型人事を行っている企業はスペシャリスト向けの複線型人事を行っている企業は22.122.1％。％。この施策も企業規模が大きくなるにつれて実施の度合いも高この施策も企業規模が大きくなるにつれて実施の度合いも高

まる。まる。50005000人以上の規模の企業では半数近い人以上の規模の企業では半数近い43.543.5％が実施している。％が実施している。外資系企業では３割の企業が実施。外資系企業では３割の企業が実施。

Q34Q34 スペシャリスト向けの複線型人事運用の有無スペシャリスト向けの複線型人事運用の有無

◆　スペシャリスト向けの複線型人事運用の有無＜資本構成別／単一回答＞

行っている 行っていない
不

明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ３４（資）

資

本

構
成

別

20.4

33.3

40.0

18.8

75.5

77.0

69.1

66.7

60.0

81.3

2.3

2.6

―

―

―

―

22.1％

30.9



９ ２９ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　業績低迷者の処し方＜全体／複数回答＞

合計

出向・転籍
などを通じ

て、別な職
場機会を与

える

降格・降級
させている

減給してい
る

一定期間の
人材開発機

会を与え、
能力発揮機

会を提供

人事部とし

て、特別な
施策はやっ

ていない

仕方なく退

職を勧告し
ている

その他 不　明

全体 515 42.3 36.3 25.6 21.9 20.0 13.6 3.3 1.7

Ｑ３５（ＧＴ）

0

20

40

60
全体

（％）

◆　業績低迷者の処し方＜従業員規模別／複数回答＞

合計

出向・転籍
などを通じ

て、別な職
場機会を与

える

降格・降級
させている

減給してい
る

一定期間の
人材開発機

会を与え、
能力発揮機

会を提供

人事部とし

て、特別な
施策はやっ

ていない

仕方なく退

職を勧告し
ている

その他 不　明

全体 515 42.3 36.3 25.6 21.9 20.0 13.6 3.3 1.7

１０～１９人 4 25.0 ― 50.0 50.0 ― 25.0 ― ―

２０～４９人 17 41.2 29.4 23.5 23.5 17.6 5.9 11.8 ―

５０～９９人 31 35.5 48.4 41.9 25.8 12.9 35.5 ― ―

１００～２９９人 108 38.0 36.1 25.0 25.9 20.4 10.2 0.9 1.9

３００～４９９人 90 46.7 38.9 23.3 14.4 16.7 11.1 2.2 1.1

５００～９９９人 132 45.5 33.3 28.0 20.5 23.5 13.6 4.5 0.8

１０００～４９９９人 90 50.0 42.2 23.3 17.8 24.4 15.6 5.6 ―

５０００人以上 23 34.8 26.1 17.4 39.1 13.0 ― 4.3 4.3

Ｑ３５（従）

従

業

員
規

模
別

○業績低迷者の処し方。○業績低迷者の処し方。４割の企業は新たな機会を提供している４割の企業は新たな機会を提供している

・・業績低迷者の処し方を聞いてみた。業績低迷者の処し方を聞いてみた。半数近くの企業は出向半数近くの企業は出向・・転籍などを通じて別な職場機会を与える転籍などを通じて別な職場機会を与える （（42.342.3％）％）が最も多が最も多

く、く、ついで降級ついで降級・・降格が降格が36.336.3％となった。％となった。退職を勧告している企業は退職を勧告している企業は11割強に過ぎず、割強に過ぎず、13.613.6％であった。％であった。注目すべきは注目すべきは

人事として特別に施策は行っていないつまり、人事として特別に施策は行っていないつまり、 現場に一任の企業がちょうど現場に一任の企業がちょうど22 割あった。割あった。
Q35Q35 業績低迷者の処し方業績低迷者の処し方



第四章　能力開発第四章　能力開発

９ ３９ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　業績低迷者の処し方＜資本構成別／複数回答＞

合計

出向・転籍

などを通じ

て、別な職
場機会を与

える

降格・降級

させている

減給してい

る

一定期間

の人材開
発機会を与

え、能力発
揮機会を提

供

人事部とし
て、特別な

施策はやっ
ていない

仕方なく退

職を勧告し
ている

その他 不　明

全体 515 42.3 36.3 25.6 21.9 20.0 13.6 3.3 1.7

純粋国内資本（０％） 392 43.4 36.7 26.3 20.2 20.9 13.0 3.3 2.3

外資系企業・小計 68 35.3 33.8 29.4 25.0 13.2 25.0 4.4 ―

外資１（１～３０％） 36 50.0 22.2 33.3 16.7 11.1 16.7 5.6 ―

外資２（３１～９９％） 15 26.7 53.3 26.7 26.7 13.3 40.0 ― ―

外資３（１００％） 16 12.5 43.8 25.0 43.8 12.5 31.3 6.3 ―

Ｑ３５（資）

資

本
構

成
別

0

20

40

60
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）



９ ４９ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　自己申告制度実施の有無＜全体／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ３６（１・有無）GT

45.4 4.350.3％

◆　自己申告制度実施の有無＜従業員規模別／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ３６（１・有無）（従）

従

業

員

規

模

別

38.7

44.4

45.4

70.6

58.1

52.8

53.3

42.4

25.6

21.7

4.3

5.9

3.2

2.8

3.3

5.3

73.9

70.0

52.3

43.3

―

50.3％

23.5

100.0

4.4

4.3

―

◆　自己申告の承認割合＜全体／単一回答＞

０％
１～

１０％

１１～

２０％

２１～

３０％

３１～

４０％

４１～

５０％

５１～

６０％

６１～

７０％

７１～

８０％

８１～

９０％

９１～

１００％

不

明

平均

値

(%)

●凡例

全体 (n=259) 29.0

Ｑ３６（１・割合）GT

1.2％ 32.0 12.7 7.3 2.3 6.2 23.910.4 0.8
1.5

0.4 1.2

○自己申告制度の実施は５割。○自己申告制度の実施は５割。承認されるのは、承認されるのは、申告の約３割申告の約３割

・・自己申告制度は半数に近い企業で実施されている自己申告制度は半数に近い企業で実施されている（（50.350.3％）。％）。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、規模が大きくなるにつれて制度が規模が大きくなるにつれて制度が

    実施されている割合が高くなることが明確に示されていて、実施されている割合が高くなることが明確に示されていて、大企業ではその割合は大企業ではその割合は7070％以上に及んでいる。％以上に及んでいる。自己申告が承自己申告が承

    認される割合は認される割合は1010％以下という企業が％以下という企業が33.233.2％を占めている。％を占めている。平均値で見ても平均値で見ても2929％とほとんど承認されないのが現状である。％とほとんど承認されないのが現状である。

Q36(1)GTQ36(1)GT　自己申告制度実施の有無とその承認割合　自己申告制度実施の有無とその承認割合

◆　自己申告制度実施の有無＜資本構成別／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ３６（１・有無）（資本）

資

本

構

成

別

45.4

47.4

30.9

25.0

40.0

37.5

4.3

5.6

12.550.0

46.7

69.4

49.2

50.3％

60.3

13.3

8.8

3.3



第四章　能力開発第四章　能力開発

９ ５９ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　社内公募制度実施の有無＜資本構成別／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ３６（２・有無）（資本）

資

本

構

成

別

74.0

79.3

50.0

52.8

46.7

50.0

6.6

8.3

50.0

40.0

38.9

14.0

19.4％

42.6

―

13.3

7.4

6.6

◆　社内公募制度実施の有無＜全体／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ３６（２・有無）（GT）

19.4％ 74.0 6.6

◆　社内公募制度実施の有無＜従業員規模別／単一回答＞

制度を実施している 制度はない 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ３６（２・有無）（従）

従

業

員

規

模

別

9.7

13.0

74.0

82.4

77.4

80.6

81.1

76.5

61.1

34.8

6.6

5.9

12.9

6.5

5.6

7.6

65.2

33.3

15.9

13.3

25.0

19.4％

11.8

75.0

5.6

―

―

◆　社内公募の承認割合＜全体／単一回答＞

０％
１～

１０％

１１～

２０％

２１～

３０％

３１～

４０％

４１～

５０％

５１～

６０％

６１～

７０％

７１～

８０％

８１～

９０％

９１～

１００％

不

明

平均

値

●凡例

全体 (n=100) 28.5

Ｑ３６（２・割合）（ＧＴ）

28.0 12.0 8.0 6.0 3.0 27.04.0％ 9.0 1.0 ―

―

2.0

○社内公募制度の実施企業は２割。○社内公募制度の実施企業は２割。承認されるのは約３割承認されるのは約３割

・・社内公募制度を実施している企業は全体の社内公募制度を実施している企業は全体の19.419.4％であり、％であり、自己申告制度に比べ実施している企業は少ない。自己申告制度に比べ実施している企業は少ない。従業員規模従業員規模

    別に見ると、別に見ると、これも自己申告制度と同様の増加傾向が見られ、これも自己申告制度と同様の増加傾向が見られ、大企業において実施している割合が特に高い。大企業において実施している割合が特に高い。資本構成資本構成

    別に見ると、別に見ると、外資系企業は内資系企業の３倍程度の割合で実施している。外資系企業は内資系企業の３倍程度の割合で実施している。社内公募が承認される割合が社内公募が承認される割合が1010％以下という％以下という

    企業が企業が32.032.0％を占めている。％を占めている。平均は平均は28.528.5％で自己申告制度とほぼ同様の割合を示しており、％で自己申告制度とほぼ同様の割合を示しており、これらの制度がまだ浸透してこれらの制度がまだ浸透して

    いないことがうかがえる。いないことがうかがえる。また内資系企業では全く承認されない割合がまた内資系企業では全く承認されない割合が5.55.5％あるのに対し外資系企業では全く承認されない％あるのに対し外資系企業では全く承認されない

    と答えた企業はなかった。と答えた企業はなかった。

Q36(2)Q36(2)　社内公募制度実施の有無とその承認割合　社内公募制度実施の有無とその承認割合



９ ６９ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



９ ８９ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　（１）導入の有無＜全体／単一回答＞

は　い いいえ
不
明

●凡例

基幹業務への契約社員の採用 (n=515)

新卒（大卒）社員の職能別採用 (n=515)

正社員以外の雇用形態から
正社員への登用制度

(n=515)

在宅勤務・テレワーク等自宅で
働くことのできる制度

(n=515)

裁量労働制・フレックスタイム制 (n=515)

自己啓発への援助・優遇措置制度 (n=515)

スキル開発への援助・優遇措置制度 (n=515)

職種・職能転換を援助する教育 (n=515)

自己申告による教育訓練受講の選択 (n=515)

メンタリング・コーチング制 (n=515)

社内ベンチャー制度 (n=515)

独立・開業支援制度 (n=515)

進路面接
（キャリアカウンセリング）

(n=515)

３０歳代などの早い段階での
抜擢人事制度

(n=515)

３６０度評価方式・部下による
上司の評価

(n=515)

コンピテンシーを基礎にした
評価・処遇制度

(n=515)

契約賃金制度
（年俸等を毎年契約しなおす制度）

(n=515)

役割給・職責給・職務給 (n=515)

部門業績連動型賞与 (n=515)

ストックオプション (n=515)

高い貢献をした人への賞与以外の
報奨金

(n=515)

ポイント制退職金制度 (n=515)

退職金制度の廃止または
前払い制度

(n=515)

カフェテリア式の福利厚生制度 (n=515)

組織のフラット化を目指した組織変革 (n=515)

社外取締役の導入 (n=515)

Ｑ４１－１

23.9

46.0

4.1

37.3

60.6

40.4

11.5

31.7

5.0

4.9

7.6

18.4

24.3

7.8

16.1

25.2

47.0

28.9

9.3

30.3

24.7

3.1

4.9

22.1

15.0

54.2

61.2

42.3

79.2

49.3

30.3

47.0

71.8

55.5

77.5

78.4

76.3

66.0

60.2

74.6

68.5

59.6

39.6

55.1

73.6

55.5

61.6

79.8

78.1

62.3

68.7

15.0

15.0

11.7

16.7

13.4

9.1

12.6

16.7

12.8

17.5

16.7

16.1

15.5

15.5

17.7

15.3

15.1

13.4

15.9

17.1

14.2

13.8

17.1

17.1

15.5

16.3

30.9％

■制度の導入状況■制度の導入状況

・・66 割以上の企業が導入していると答えた制度は割以上の企業が導入していると答えた制度は 「自己啓発への援助「自己啓発への援助 ・・優遇措置制度」優遇措置制度」(60.6(60.6％％))のみで、のみで、導入している企業導入している企業

    の割合が導入していない企業を上回ったのはの割合が導入していない企業を上回ったのは 「役割給「役割給・・職責給職責給・・職務給」職務給」(47.0(47.0％％))、、「正社員以外の雇用形態から正社員「正社員以外の雇用形態から正社員

    への登用制度」への登用制度」(46.0(46.0％％))のの 22項目だけであった。項目だけであった。またまた「在宅勤務「在宅勤務・・テレワーク等自宅で働くことのできる制度」テレワーク等自宅で働くことのできる制度」(4.1(4.1％％))、、「メン「メン

    タリングタリング・・コーチング制」コーチング制」(5.0(5.0％％))、、「社内ベンチャー制度」「社内ベンチャー制度」(4.9(4.9％％))、、「退職金制度の廃止または前払い制度」「退職金制度の廃止または前払い制度」(3.1(3.1％％))、、「カフェ「カフェ

    テリア式の福利厚生制度」テリア式の福利厚生制度」(4.9(4.9％％))などは導入している企業がなどは導入している企業が55％以下とほぼ導入されていないといえる。％以下とほぼ導入されていないといえる。

ＱＱ4141 　最近　最近1010 年間の人事制度の変化年間の人事制度の変化

ＱＱ41(1)41(1)　導入の有無　導入の有無



９ ９９ ９

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

・・19921992年以前から導入されていた割合が大きい人事制度は、年以前から導入されていた割合が大きい人事制度は、「自己啓発への援助「自己啓発への援助・・優遇措置」優遇措置」(46.5(46.5％％))、、「高い貢献をした「高い貢献をした

人への賞与以外の報奨金」人への賞与以外の報奨金」(41.7(41.7％）、％）、「スキル開発への援助「スキル開発への援助・・優遇措置」優遇措置」(41.3(41.3％％))、、「裁量労働制「裁量労働制・・フレックスタイム制」フレックスタイム制」(37.5(37.5

％％))、、「新卒「新卒（大卒）（大卒）社員の職能別採用」社員の職能別採用」(36.6(36.6％％))などであった。などであった。一方最近になって導入されはじめた人事制度としては、一方最近になって導入されはじめた人事制度としては、「ス「ス

トックオプション」トックオプション」「コンピテンシーを基礎にした評価「コンピテンシーを基礎にした評価・・処遇制度」処遇制度」「社内ベンチャー制度」「社内ベンチャー制度」「「360360度評価方式」度評価方式」「退職金制度「退職金制度

の廃止の廃止・・前払い制度」前払い制度」などがあげられ、などがあげられ、いずれもいずれも20002000年以降導入された割合が年以降導入された割合が22割を超える。割を超える。

ＱＱ41(2)41(2)　導入の時期　導入の時期

◆　（２）導入の時期＜各制度導入企業／単一回答＞

１９９２以前 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年
２００１年・２００

２年
不　明 平均値

●凡例

基幹業務への契約社員の採用 (n=159) 76.1 4.4 1994.1

新卒（大卒）社員の職能別採用 (n=123) 78.0 4.1 1990.2

正社員以外の雇用形態から

正社員への登用制度
(n=237) 69.2 5.9 1991.0

在宅勤務・テレワーク等自宅で

働くことのできる制度
(n=21) 52.4 14.3 1994.8

裁量労働制・フレックスタイム制 (n=192) 79.2 3.6 1993.4

自己啓発への援助・優遇措置制度 (n=312) 78.2 3.5 1989.7

スキル開発への援助・優遇措置制度 (n=208) 75.5 4.3 1990.3

職種・職能転換を援助する教育 (n=59) 67.8 6.8 1991.9

自己申告による教育訓練受講の選択 (n=163) 72.4 4.3 1991.9

メンタリング・コーチング制 (n=26) 53.8 11.5 1993.5

社内ベンチャー制度 (n=25) 48.0 24.0 1997.9

独立・開業支援制度 (n=39) 64.1 10.3 1991.5

進路面接

（キャリアカウンセリング）
(n=95) 70.5 5.3 1991.7

３０歳代などの早い段階での

抜擢人事制度
(n=125) 73.6 5.6 1992.7

３６０度評価方式・部下による

上司の評価
(n=40) 57.5 20.0 1997.0

コンピテンシーを基礎にした

評価・処遇制度
(n=83) 61.4 20.5 1995.9

契約賃金制度

（年俸等を毎年契約しなおす制度）
(n=130) 75.4 9.2 1995.7

役割給・職責給・職務給 (n=242) 71.1 8.3 1991.2

部門業績連動型賞与 (n=149) 69.1 11.4 1995.0

ストックオプション (n=48) 54.2 31.3 1998.6

高い貢献をした人への賞与以外の

報奨金
(n=156) 70.5 6.4 1988.9

ポイント制退職金制度 (n=127) 69.3 15.7 1994.4

退職金制度の廃止または

前払い制度
(n=16) 43.8 25.0 1997.6

カフェテリア式の福利厚生制度 (n=25) 40.0 16.0 1993.8

組織のフラット化を目指した組織変革 (n=114) 75.4 9.6 1995.0

社外取締役の導入 (n=77) 57.1 10.4 1990.3

１９００

年代・

小計

２０００

年代・

小計

36.6

34.2

19.0

37.5

46.5

41.3

32.2

32.5

19.2

8.0

35.9

35.8

26.4

7.5

12.0

11.5

33.1

16.1

4.2

41.7

22.8

―

12.0

20.2

24.7

2.5

4.1

2.5

4.8

3.1

3.5

3.4

2.5

3.8

3.2

―

4.6

2.5

2.6

0.8

6.3

8.0

4.1

―

4.2

2.9

1.9

1.7

1.8

2.6

3.2

2.5

3.8

3.3

1.3

3.9

6.3

―

11.9

8.9

10.5

4.8

8.9

9.0

7.7

11.9

12.9

4.0

2.6

8.4

18.4

5.0

9.6

12.3

6.2

9.4

8.3

8.7

6.3

7.9

2.6

4.4

4.1

4.6

2.6

4.2

5.3

3.4

6.1

4.0

7.7

5.3

4.0

5.0

6.0

9.2

3.3

2.7

2.1

3.2

3.1

6.3

4.0

7.0

13.0

6.9

3.3

7.2

2.6

4.2

5.3

8.5

3.7

―

―

6.3

4.8

15.0

2.4

6.2

5.4

5.4

6.3

3.2

4.7

6.3

―

7.9

2.6

13.2

8.1

5.5

7.8

4.2

5.3

6.8

8.0

12.0

5.1

5.3

8.0

10.0

9.6

14.6

9.1

14.8

22.9

5.1

11.0

6.3

4.0

14.9

5.2

11.9

8.9

4.2

14.3

12.5

3.8

5.3

3.4

4.9

20.0

5.3

8.0

12.5

21.7

13.1

8.3

17.4

18.8

5.1

14.2

6.3

12.0

14.9

7.8

3.1

4.1

5.1

4.8

3.1

2.2

3.4

3.4

3.1

3.8

16.0

10.3

3.2

4.0

12.5

12.0

6.2

5.4

8.1

29.2

5.8

11.0

12.5

4.0

6.1

7.8

1.3

―

0.8

9.5

0.5

1.3

1.0

3.4

1.2

7.7

8.0

―

2.1

1.6

7.5

8.4

3.1

2.9

3.4

2.1

0.6

4.7

12.5

12.0

3.5

2.6

19.5

17.9

24.9

33.3

17.2

18.3

20.2

25.4

23.3

34.6

28.0

25.6

24.2

20.8

22.5

18.1

15.4

20.7

19.5

14.6

23.1

15.0

31.3

44.0

14.9

32.5

22 .0％

1.3

0.9

―

2.0

―

0.8

―

―

―

0.4

―

1.8

―

1.3

―

1.1

―

―

3.1

―

―

3.8

―

―

3.8

9.5 ―

3.8

10.3

19.2



１ ０ ０１ ０ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　（３）導入結果の満足度＜各制度導入企業／単一回答＞

満足している（＋１） どちらともいえない（０） 満足していない（－１） 不　明 平均値

●凡例

基幹業務への契約社員の採用 (n=159) 0.6

新卒（大卒）社員の職能別採用 (n=123) 0.6

正社員以外の雇用形態から
正社員への登用制度

(n=237) 0.5

在宅勤務・テレワーク等自宅で
働くことのできる制度

(n=21) 0.5

裁量労働制・フレックスタイム制 (n=192) 0.4

自己啓発への援助・優遇措置制度 (n=312) 0.3

スキル開発への援助・優遇措置制度 (n=208) 0.3

職種・職能転換を援助する教育 (n=59) 0.4

自己申告による教育訓練受講の選択 (n=163) 0.4

メンタリング・コーチング制 (n=26) 0.7

社内ベンチャー制度 (n=25) 0.2

独立・開業支援制度 (n=39) 0.2

進路面接
（キャリアカウンセリング）

(n=95) 0.3

３０歳代などの早い段階での
抜擢人事制度

(n=125) 0.6

３６０度評価方式・部下による
上司の評価

(n=40) 0.5

コンピテンシーを基礎にした
評価・処遇制度

(n=83) 0.2

契約賃金制度
（年俸等を毎年契約しなおす制度）

(n=130) 0.3

役割給・職責給・職務給 (n=242) 0.3

部門業績連動型賞与 (n=149) 0.3

ストックオプション (n=48) 0.2

高い貢献をした人への賞与以外の
報奨金

(n=156) 0.5

ポイント制退職金制度 (n=127) 0.6

退職金制度の廃止または
前払い制度

(n=16) 0.5

カフェテリア式の福利厚生制度 (n=25) 0.5

組織のフラット化を目指した組織変革 (n=114) 0.3

社外取締役の導入 (n=77) 0.5

Ｑ４１－３

56.9

50.6

33.3

41.7

36.9

32.2

40.7

40.5

53.8

24.0

30.8

31.6

52.0

40.0

25.3

34.6

38.4

37.6

25.0

46.8

48.0

37.5

32.0

33.3

32.5

30.8

28.5

33.3

23.8

34.9

39.1

44.2

37.3

33.1

23.1

36.0

38.5

34.7

29.6

32.5

45.8

35.4

31.4

33.6

47.9

29.5

30.7

37.5

24.0

43.9

31.2

5.0

4.9

3.8

4.8

8.9

8.7

7.2

5.1

8.6

―

12.0

12.8

11.6

4.0

5.0

8.4

10.8

11.6

12.8

6.3

8.3

2.4

―

4.0

5.3

2.6

8.8

9.8

12.2

38.1

14.6

15.4

16.3

16.9

17.8

23.1

28.0

17.9

22.1

14.4

22.5

20.5

19.2

18.6

16.1

20.8

15.4

18.9

25.0

40.0

17.5

33.8

55.3％

・・導入結果に満足している人事制度としては導入結果に満足している人事制度としては「新卒「新卒((大卒大卒))社員の職能別採用」社員の職能別採用」(56.9(56.9％％))、、「基幹業務への契約社員の採用」「基幹業務への契約社員の採用」(55.3(55.3

  ％％))、、「メンタリング「メンタリング・・コーチング制」コーチング制」(53.8(53.8％％))、、「「3030歳代など早い段階での抜擢人事制度」歳代など早い段階での抜擢人事制度」(52.0(52.0％％))、、「正社員以外の雇用形態「正社員以外の雇用形態

    から正社員への登用制度」から正社員への登用制度」(50.6(50.6％％))など主に社員の採用など主に社員の採用・・登用制度に関するものがあげられる。登用制度に関するものがあげられる。その他の人事制度に関してその他の人事制度に関して

    はは「どちらともいえない」「どちらともいえない」と答える企業の割合が大きくなっており、と答える企業の割合が大きくなっており、導入してはみたが満足できるまでにはいたっていないとい導入してはみたが満足できるまでにはいたっていないとい

      う実態がうかがえる。う実態がうかがえる。

ＱＱ41(3)41(3)　導入結果の満足度　導入結果の満足度



１ ０ １１ ０ １

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　（４）変更・導入予定の有無＜各制度非導入企業／単一回答＞

あ　る な　い 不　明

●凡例

基幹業務への契約社員の採用 (n=279)

新卒（大卒）社員の職能別採用 (n=315)

正社員以外の雇用形態から
正社員への登用制度

(n=218)

在宅勤務・テレワーク等自宅で
働くことのできる制度

(n=408)

裁量労働制・フレックスタイム制 (n=254)

自己啓発への援助・優遇措置制度 (n=156)

スキル開発への援助・優遇措置制度 (n=242)

職種・職能転換を援助する教育 (n=370)

自己申告による教育訓練受講の選択 (n=286)

メンタリング・コーチング制 (n=399)

社内ベンチャー制度 (n=404)

独立・開業支援制度 (n=393)

進路面接
（キャリアカウンセリング）

(n=340)

３０歳代などの早い段階での
抜擢人事制度

(n=310)

３６０度評価方式・部下による
上司の評価

(n=384)

コンピテンシーを基礎にした
評価・処遇制度

(n=353)

契約賃金制度
（年俸等を毎年契約しなおす制度）

(n=307)

役割給・職責給・職務給 (n=204)

部門業績連動型賞与 (n=284)

ストックオプション (n=379)

高い貢献をした人への賞与以外の
報奨金

(n=286)

ポイント制退職金制度 (n=317)

退職金制度の廃止または
前払い制度

(n=411)

カフェテリア式の福利厚生制度 (n=402)

組織のフラット化を目指した組織変革 (n=321)

社外取締役の導入 (n=354)

Ｑ４１－４

21.3

19.3

14.5

31.1

35.3

35.1

18.1

30.8

17.3

10.9

7.6

24.4

32.6

25.8

32.3

29.6

34.3

31.0

16.1

23.4

29.0

16.1

22.6

22.7

11.9

69.2

61.6

60.6

68.6

49.6

43.6

46.7

65.1

51.4

64.9

71.8

75.8

58.8

49.4

56.0

51.3

52.8

47.1

52.8

65.7

59.4

52.1

65.9

60.4

59.2

70.1

15.8

17.1

20.2

16.9

19.3

21.2

18.2

16.8

17.8

17.8

17.3

16.5

16.8

18.1

18.2

16.4

17.6

18.6

16.2

18.2

17.1

18.9

18.0

16.9

18.1

18.1

15.1％

・・どの人事制度においても今後変更どの人事制度においても今後変更・・導入の予定があると答えた企業は導入の予定があると答えた企業は44割にも満たず、割にも満たず、半数以上の企業が変更半数以上の企業が変更・・導入の導入の

    予定はないとしている。予定はないとしている。「自己啓発への援助「自己啓発への援助・・優遇措置制度」優遇措置制度」(35.3(35.3％％))、、「スキル開発への援助「スキル開発への援助・・優遇措置制度」優遇措置制度」(35.1(35.1％％))、、

「役割給「役割給 ・・職責給職責給・・職務給」職務給」(34.3(34.3％％))など役割など役割・・能力への優遇制度を変更能力への優遇制度を変更・・導入しようとしている企業が比較的多い。導入しようとしている企業が比較的多い。

ＱＱ41(4)41(4) 　変更　変更・・導入予定の有無導入予定の有無



１ ０ ２１ ０ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　基幹業務への契約社員の採用

＜全体／単一回答＞

導入している

（30.9）

導入していない

（54.2）

Ｑ４１（Ａ特別）

満足していない（-1)

5.0

(2.1)

意向なし

69.2

(50.8)

どちらともいえない（0)

30.8

(12.9)

満足している（+1)

55.3

(23.1)

意向あり

15.1

(11.1)

◆　新卒(大卒)社員の職能別採用

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｂ特別）

意向あり

21.3

(18.0)

 

満足していない(-1)

4.9

(1.6)

導入している

(23.9)

導入していない

(61.2)

どちらともいえない（0)

28.5

(9.4)

満足している（+1)

56.9

(18.8)

意向なし

61.6

(52.1)

・・基幹業務への契約社員の採用基幹業務への契約社員の採用については、については、導入している企業の半数以上が満足していると回答している導入している企業の半数以上が満足していると回答している(55.3(55.3％％))。。しかししかし

    今後変更今後変更・・導入の予定のある企業は導入の予定のある企業は15.115.1％と、％と、その他の人事制度の中でも低い割合となっている。その他の人事制度の中でも低い割合となっている。

ＱＱ4 14 1 Ａ　基幹業務への契約社員の採用Ａ　基幹業務への契約社員の採用

・・新卒社員の職能別採用新卒社員の職能別採用については、については、導入している企業の導入している企業の56.956.9％が満足していると回答している。％が満足していると回答している。また導入していない企業また導入していない企業

  61.2  61.2％のうち、％のうち、変更変更・・導入の意向があるのは導入の意向があるのは21.321.3％の企業である。％の企業である。

ＱＱ4 14 1 Ｂ新卒Ｂ新卒 （大卒）（大卒）社員の職能別採用社員の職能別採用



１ ０ ３１ ０ ３

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｃ特別）

満足していな(-1)

 3.8

(2.4)

導入している

(46.0)

導入していない

(42.3)

意向あり

19.3

(11.0)

どちらともいえない（0)

33.3

(20.7)

満足している（+1)

50.6

(31.4)

意向なし

60.6

(34.6)

◆　在宅勤務・テレワークなど、自宅で主に働くことのできる制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｄ特別）

満足している(+1)

33.3

(2.0)

どちらともいえない(0)

23.8

(1.4)

満足していない(-1)

4.8

(0.3)

導入している

(4.1)

導入していない

(79.2)

意向あり

14.5

(16.8)

意向なし

68.6

(79.5)

・・正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度については、については、導入している企業が導入している企業が46.046.0％、％、していない企業がしていない企業が42.342.3％と導％と導

    入の割合にそれほど差はない。入の割合にそれほど差はない。しかし導入している企業のうち、しかし導入している企業のうち、満足している企業の割合は過半数を超える満足している企業の割合は過半数を超える(50.6(50.6％％))が、が、変変

    更更・・導入の意向がある企業は導入の意向がある企業は19.319.3％にとどまっている。％にとどまっている。導入している企業にとって満足度の高い制度であるにもかかわらず、導入している企業にとって満足度の高い制度であるにもかかわらず、

    導入していない企業にとっては魅力のある制度となっていないといえる。導入していない企業にとっては魅力のある制度となっていないといえる。

ＱＱ4 14 1 Ｃ　正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度Ｃ　正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度

・・在宅勤務在宅勤務・・テレワークなど、テレワークなど、自宅で主に働くことのできる制度自宅で主に働くことのできる制度を導入している企業はわずかを導入している企業はわずか4.14.1％である。％である。また導入していまた導入してい

ない企業のうちこの制度を変更ない企業のうちこの制度を変更・・導入する意向のある企業は導入する意向のある企業は14.514.5％に過ぎず、％に過ぎず、多くの企業は在宅勤務やテレワークに導入多くの企業は在宅勤務やテレワークに導入

するだけの魅力を感じていない。するだけの魅力を感じていない。

ＱＱ4 14 1 Ｄ　在宅勤務Ｄ　在宅勤務・・テレワークなど、テレワークなど、 自宅で主に働くことのできる制度自宅で主に働くことのできる制度



１ ０ ４１ ０ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　自己啓発への援助・優遇措置制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｆ特別）

 

満足していない(-1)

8.7

(7.0)

導入している

(60.6)

導入していない

(30.3)

どちらともいえない(0)

39.1

（31.5）

満足している(+1)

36.9

(29.7)

意向あり

35.3

(14.2)

意向なし

43.6

(17.6)

・・裁量労働制裁量労働制・・フレックスタイムフレックスタイムを導入している企業はを導入している企業は37.337.3％で、％で、そのうちそのうち41.741.7％は満足していると回答している。％は満足していると回答している。導入して導入して

いない企業については、いない企業については、変更変更・・導入の意向がある企業は導入の意向がある企業は31.131.1％であり、％であり、相対的に見ると変更相対的に見ると変更・・導入の意向が強い人事制導入の意向が強い人事制

度といえる。度といえる。

ＱＱ4 14 1 Ｅ　裁量労働制Ｅ　裁量労働制・・フレックスタイム制フレックスタイム制

・・自己啓発への援助自己啓発への援助・・優遇措置制度優遇措置制度を導入している企業は全体のを導入している企業は全体の60.660.6％と、％と、全ての人事制度の中で最も高い値を示してい全ての人事制度の中で最も高い値を示してい

    る。る。また導入していない企業のうち変更また導入していない企業のうち変更・・導入を予定している企業は導入を予定している企業は35.335.3％と、％と、これも全ての人事制度の中で最も大きい値これも全ての人事制度の中で最も大きい値

    となっており、となっており、企業にとって最も導入への意向が強く、企業にとって最も導入への意向が強く、 また実際に導入されている人事制度である。また実際に導入されている人事制度である。

ＱＱ4 14 1 Ｆ　自己啓発への援助Ｆ　自己啓発への援助 ・・優遇措置制度優遇措置制度

◆　裁量労働制・フレックスタイム制

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｅ特別）

満足していない(-1)

 8.9

(4.6)

導入している

(37.3)

導入していない

(49.3)

満足している(+1)

 41.7

(21.7)

どちらともいえない(0)

 34.9

(18.2)

意向なし

 49.6

(34.1)

意向あり

31.1

(21.4)



１ ０ ５１ ０ ５

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　職種・職能転換を援助する教育

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｈ特別）

満足していない(-1)

5.1

(0.8)

満足している(+1)

40.7

(6.7)

どちらともいえない(0)

37.3

(6.2)

導入している

(11.5)

導入していない

(71.8)

意向なし

65.1

(67.5)
意向あり

18.1

(18.8)

◆　スキル開発への援助・優遇措置制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｇ特別）

満足していない(-1)

7.2

(4.0)

 導入している

(40.4)

導入していない

(47.0)

どちらともいえない(0)

44.2

(24.7)

満足している(+1)

32.2

(18.0)

意向あり

35.1

(22.8)

意向なし

46.7

(30.4)

・・スキル開発への援助スキル開発への援助・・優遇措置制度優遇措置制度については導入している企業がについては導入している企業が40.440.4％、％、していない企業がしていない企業が47.047.0％と有無の割合に大％と有無の割合に大

    きな差はない。きな差はない。満足している割合も満足している割合も32.232.2％と他の人材制度とそれほど変わらないが、％と他の人材制度とそれほど変わらないが、変更変更・・導入の意向がある割合は自己導入の意向がある割合は自己

    啓発への援助啓発への援助・・優遇措置制度に次いで優遇措置制度に次いで22 番目に大きく、番目に大きく、35.135.1％である。％である。

ＱＱ4 14 1 Ｇ　スキル開発への援助Ｇ　スキル開発への援助 ・・優遇措置制度優遇措置制度

・・職種職種・・職能転換を援助する教育職能転換を援助する教育を導入している企業は全体のを導入している企業は全体の11.511.5％に過ぎず、％に過ぎず、変更変更・・導入への意向も導入への意向も18.118.1％とそれほど％とそれほど

    大きくない。大きくない。またこの制度に満足していると答えた企業はまたこの制度に満足していると答えた企業は40.740.7％であった。％であった。

ＱＱ4 14 1 Ｈ　職種Ｈ　職種・・職能転換を援助する教育職能転換を援助する教育



１ ０ ６１ ０ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　自己申告による教育訓練受講の選択

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｉ特別）

 

満足していない(-1)

8.6

(3.6)

導入している

(31.7)

導入していない

(55.5)

意向なし

51.4

(39.9)

意向あり

30.8

(23.9)

どちらともいえない(0)

33.1

(14.7)

満足している(+1)

40.5

(17.9)

◆　メンタリング・コーチング制

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｊ特別）

満足している(+1)

53.8

(4.0)

どちらともいえない(0)

23.1

(1.7)

満足していない(-1)

－

(－)

導入している

(5.0)

導入していない

(77.5)
意向あり

17.3

(19.8)

意向なし

64.9

(74.4)

・・自己申告による教育訓練受講の選択自己申告による教育訓練受講の選択について導入している企業はについて導入している企業は31.731.7％であり、％であり、このうちこのうち40.540.5％は満足していると答えてい％は満足していると答えてい

  る。る。また導入していない企業に関して、また導入していない企業に関して、今後変更今後変更・・導入の意向がある企業は導入の意向がある企業は30.830.8％である。％である。

ＱＱ4 14 1 Ｉ　自己申告による教育訓練受講の選択Ｉ　自己申告による教育訓練受講の選択

・・メンタリングメンタリング・・コーチング制コーチング制については、については、導入している企業が導入している企業が5.05.0％と他の人材制度と比べてかなり少ない。％と他の人材制度と比べてかなり少ない。満足している割満足している割

    合自体は大きく過半数を占めるが合自体は大きく過半数を占めるが（（53.853.8％％))、、導入していない企業で変更導入していない企業で変更・・導入の意向を示しているのは導入の意向を示しているのは17.317.3％程度である。％程度である。

ＱＱ4 14 1 Ｊ　メンタリングＪ　メンタリング ・・コーチング制コーチング制



１ ０ ７１ ０ ７

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　独立・開業支援制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｌ特別）

満足している(+1)

30.8

(3.3)

どちらともいえない(0)

38.5

(4.2)

満足していない(-1)

12.8

(1.4)

導入している

(7.6)

導入していない

(76.3)

意向なし

75.8

(82.8)意向あり

7.6

(8.3)

・・社内ベンチャー制度社内ベンチャー制度を導入している企業はを導入している企業は4.94.9％と低い値を示している。％と低い値を示している。このうち満足している企業はこのうち満足している企業は24.024.0％であり、％であり、満足満足

    していない企業はしていない企業は12.012.0％に及ぶ。％に及ぶ。こうした状況を反映するかのように、こうした状況を反映するかのように、導入していない企業のうち変更導入していない企業のうち変更・・導入の意向がある導入の意向がある

    企業は企業は 10.910.9％に過ぎず、％に過ぎず、多くの企業にとって魅力のない制度だといえる。多くの企業にとって魅力のない制度だといえる。

ＱＱ4 14 1 Ｋ　社内ベンチャー制度Ｋ　社内ベンチャー制度

・・独立独立・・開業支援制度開業支援制度については、については、導入している企業が導入している企業が7.67.6％と少なく、％と少なく、導入していない企業についても今後変更導入していない企業についても今後変更・・導入す導入す

    る意向があると回答した割合はる意向があると回答した割合は7.67.6％と全人材制度の中で最低値となっている。％と全人材制度の中で最低値となっている。

ＱＱ4 14 1 Ｌ　独立Ｌ　独立・・開業支援制度開業支援制度

◆　社内ベンチャー制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｋ特別）

導入している

(4.9)

導入していない

(78.4)

満足している(+1)

24.0

(1.7)

どちらともいえない(0)

36.0

(2.6)

満足していない(-1)

12.0

(0.9)

意向あり

10.9

(12.5)

意向なし

71.8

(82.4)



１ ０ ８１ ０ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　進路面接（キャリアカウンセリング）

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｍ特別）

満足している(+1)

31.6

(8.4)

どちらともいえない(0)

34.7

(9.2)

満足していない(-1)

11.6

(3.1)

導入している

(18.4)

導入していない

(66.0)

意向あり

24.4

(23.2)

意向なし

58.8

(56.0)

◆　30歳代などの早い段階での抜擢人事制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｎ特別）

満足している(+1)

52.0

(18.0)

どちらともいえない(0)

29.6

(10.2)

満足していない(-1)

4.0

(1.4)

導入している

(24.3)

導入していない

(60.2)

意向あり

32.6

(28.0)

意向なし

49.4

(42.4)

・・進路面接進路面接については、については、導入している企業が導入している企業が18.418.4％であるが、％であるが、そのうち満足していないと回答した企業がそのうち満足していないと回答した企業が11.611.6％と比較的多％と比較的多

      くなっている。くなっている。導入していない企業については、導入していない企業については、24.424.4％程度が変更％程度が変更 ・・導入する意向を示した。導入する意向を示した。

ＱＱ4141 ＭＭ  進路面接進路面接((キャリアカウンセリング）キャリアカウンセリング）

・・3030歳代などの早い段階での抜擢人事制度歳代などの早い段階での抜擢人事制度を導入している企業を導入している企業24.324.3％のうち、％のうち、満足している割合は満足している割合は52.052.0％と大きい値を示し％と大きい値を示し

    た。た。導入していない企業についても今後変更導入していない企業についても今後変更・・導入の意向があるとした企業が導入の意向があるとした企業が32.632.6％に及び、％に及び、導入している企業にとって導入している企業にとって

    も導入していない企業にとっても支持されている制度である。も導入していない企業にとっても支持されている制度である。

ＱＱ4141 ＮＮ 3 0 3 0 歳代などの早い段階での抜擢人事制度歳代などの早い段階での抜擢人事制度



１ ０ ９１ ０ ９

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　360度評価方式・部下による上司の評価

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Ｏ特別）

満足している(+1)

40.0

(4.6)

どちらともいえない(0)

32.5

(3.8)

満足していない(-1)

5.0

(0.6)

導入している

(7.8)

導入していない

(74.6)

意向なし

56.0

(62.3)意向あり

25.8

(28.7)

◆　コンピテンシー(行動特性)を基礎にした評価・処遇制度

＜全体／単一回答＞

導入していない

(68.5)

Ｑ４１（Ｐ特別）

満足している(+1)

25.3

(5.8)

満足していない(-1)

 8.4

(1.9)

どちらともいえない(0)

45.8

(10.5)

意向あり

32.3

(31.6)

意向なし

51.3

(50.2)

導入している

(16.1)

・・360360度評価方式度評価方式・・部下による上司の評価部下による上司の評価を実施している企業はを実施している企業は7.87.8％に過ぎないが、％に過ぎないが、その結果にはその結果には40.040.0％の企業が満足し％の企業が満足し

    ていると答えている。ていると答えている。また導入していない企業が変更また導入していない企業が変更・・導入を予定している割合は導入を予定している割合は25.825.8％であった。％であった。

ＱＱ4141 ＯＯ 360 360 度方式度方式 ・・部下による上司の評価部下による上司の評価

・・コンピテンシーコンピテンシー （行動特性）（行動特性）を基礎にした評価を基礎にした評価・・処遇制度処遇制度を導入している企業のうちを導入している企業のうち （（16.116.1％％))、、満足している企業は満足している企業は25.325.3

    ％と若干少ない。％と若干少ない。しかし変更しかし変更・・導入の意向がある企業については導入の意向がある企業については 32.332.3％と、％と、比較的多い。比較的多い。

ＱＱ4 14 1 ＰＰ  コンピテンシーコンピテンシー （行動特性）（行動特性）を基礎にした評価を基礎にした評価・・処遇制度処遇制度



１ １ ０１ １ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　契約賃金制度(年俸制を毎年契約しなおす制度)

＜全体／単一回答＞

導入している

(25.2)

導入していない

(59.6)

Ｑ４１（Ｑ特別）

満足していない(-1)

10.8

(3.9)

どちらともいえない(0)

35.4

(12.9)

満足している(+1)

34.6

(12.6)

意向あり

29.6

(25.4)

意向なし

52.8

(45.3)

・・契約賃金制度契約賃金制度を導入している企業のうちを導入している企業のうち34.634.6％は満足していると回答しているが、％は満足していると回答しているが、10.810.8％は満足していないと不満を表して％は満足していないと不満を表して

    いる。いる。また導入していない企業また導入していない企業59.659.6％のうち、％のうち、今後変更今後変更・・導入の意向があるのは導入の意向があるのは29.629.6％である。％である。

ＱＱ4141 ＱＱ  契約賃金制度契約賃金制度 （年俸等を毎年契約しなおす制度）（年俸等を毎年契約しなおす制度）

・・役割給役割給・・職責給職責給・・職務給職務給を導入している企業はを導入している企業は4747％と導入していない企業を上回っているが、％と導入していない企業を上回っているが、そのうち満足していない企そのうち満足していない企

    業は業は 11.611.6％存在する。％存在する。しかし導入していない企業のしかし導入していない企業の34.334.3％は変更％は変更・・導入の意向をもっており、導入の意向をもっており、導入していない企業にとっ導入していない企業にとっ

    ては魅力のある制度となっている。ては魅力のある制度となっている。

ＱＱ4141 ＲＲ  役割給役割給 ・・職責給職責給 ・・職務給職務給

◆　役割給・職責給・職務給

＜全体／単一回答＞

導入している

(47.0)

導入していない

(39.6)

Ｑ４１（R特別）

満足していない(-1)

11.6

(7.7)

どちらとも

いえない(0)

31.4

(20.9)

満足している(+1)

38.4

(25.6)

意向あり

34.3

(19.3)

意向なし

47.1

(26.5)



１ １ １１ １ １

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　部門業績連動型賞与

＜全体／単一回答＞

導入している

(28.9)

導入していない

(55.1)

Ｑ４１（S特別）

満足していない(-1)

12.8

(5.3)

どちらとも

いえない(0)

33.6

(13.8)

満足している(+1)

37.6

(15.4)

意向あり

31.0

(24.2)

意向なし

52.8

(41.3)

◆　ストックオプション(従業員持ち株制度は含まず)

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（T特別）

導入している

(9.3)

導入していない

(73.6)

満足していない(-1)

6.3

(0.9)

どちらともいえない(0)

47.9

(6.6)

満足している(+1)

25.0

(3.4)

意向あり

16.1

(17.5)

意向なし

65.7

(71.5)

・・部門業績連動型賞与部門業績連動型賞与については導入している企業はについては導入している企業は28.928.9％に過ぎず、％に過ぎず、そのうちそのうち12.812.8％はこの制度に満足していないと答え％はこの制度に満足していないと答え

    ている。ている。しかし導入していない企業のうちしかし導入していない企業のうち31.031.0％は変更％は変更・・導入の意向を表している。導入の意向を表している。

ＱＱ4141 ＳＳ  部門業績連動型賞与部門業績連動型賞与

・・ストックオプションストックオプションを導入している企業はを導入している企業は9.39.3％と％と11割に満たない。割に満たない。満足している割合自体も満足している割合自体も25.025.0％とそれほど大きくない。％とそれほど大きくない。導導

    入していない企業では入していない企業では16.116.1％に変更％に変更・・導入の意向があるが、導入の意向があるが、全体的にそれほど普及していない制度であるといえる。全体的にそれほど普及していない制度であるといえる。

ＱＱ4 14 1 ＴＴ  ストックオプションストックオプション （従業員持ち株制度は含まず）（従業員持ち株制度は含まず）



１ １ ２１ １ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　高い貢献をした人への賞与以外の報奨金

＜全体／単一回答＞

導入している

(30.3)

導入していない

(55.5)

Ｑ４１（U特別）

満足していない(-1)

8.3

(3.5)

どちらともいえない(0)

29.5

(12.5)

満足している(+1)

46.8

(19.8)

意向なし

59.4

(46.1)意向あり

23.4

(18.1)

◆　ポイント制退職金制度

＜全体／単一回答＞

導入している

(24.7)

導入していない

(61.6)

Ｑ４１（V特別）

満足していない(-1)

2.4

(0.8)

どちらともいえない(0)

30.7

(10.8)

満足している(+1)

48.0

(16.9)

意向あり

29.0

(25.5)

意向なし

52.1

(45.9)

・・高い貢献をした人への賞与以外の報奨金高い貢献をした人への賞与以外の報奨金を導入している企業を導入している企業30.330.3％のうち、％のうち、満足している企業は満足している企業は46.846.8％とほぼ半数である。％とほぼ半数である。

    これに対し導入していない企業では、これに対し導入していない企業では、今後変更今後変更・・導入の意向がある割合が導入の意向がある割合が23.423.4％と満足している企業の割合と比べるとそれ％と満足している企業の割合と比べるとそれ

    ほど高い値ではない。ほど高い値ではない。

ＱＱ4141 ＵＵ  高い貢献をした人への賞与以外の報奨金高い貢献をした人への賞与以外の報奨金

・・ポイント制退職金制度ポイント制退職金制度を導入している企業を導入している企業24.724.7％のうち、％のうち、満足している企業は満足している企業は48.048.0％とほぼ半数である。％とほぼ半数である。導入していない企導入していない企

    業では、業では、今後変更今後変更・・導入の意向がある割合が導入の意向がある割合が29.029.0％と％と「賞与以外の報奨金」「賞与以外の報奨金」と同様に満足度と比べるとそれほど高い値でと同様に満足度と比べるとそれほど高い値で

    はない。はない。

ＱＱ4141 ＶＶ  ポイント制退職金制度ポイント制退職金制度



１ １ ３１ １ ３

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　退職金制度の廃止または、前払い制度

＜全体／単一回答＞

導入していない

(79.8)

Ｑ４１（W特別）

導入している

(3.1)

満足していない(-1)

-

(-)

どちらともいえない(0)

37.5

(1.7)

満足している(+1)

37.5

(1.7)

意向あり

16.1

(19.0)

意向なし

65.9

(77.6)

◆　カフェテリア式の福利厚生制度

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（X特別）

導入している

(4.9)

導入していない

(78.1)

満足していない(-1)

4.0

(0.3)

どちらともいえない(0)

24.0

(1.7)

満足している(+1)

32.0

(2.3)

意向あり

22.6

(26.1)

意向なし

60.4

(69.6)

・・退職金制度の廃止または前払い制度退職金制度の廃止または前払い制度を導入している企業はを導入している企業は3.13.1％と全制度の中で最も導入されていない制度である。％と全制度の中で最も導入されていない制度である。これこれ

    に加えて導入していない企業において変更に加えて導入していない企業において変更・・導入の意向がある企業は導入の意向がある企業は16.116.1％に過ぎず、％に過ぎず、多くの企業にとって魅力の感じら多くの企業にとって魅力の感じら

    れない制度といえる。れない制度といえる。

ＱＱ4141 ＷＷ  退職金制度の廃止または、退職金制度の廃止または、 前払い制度前払い制度

・・カフェテリア式の福利厚生制度カフェテリア式の福利厚生制度を導入している企業はを導入している企業は4.94.9％と非常に少ない。％と非常に少ない。また満足している割合はまた満足している割合は32.032.0％、％、導入してい導入してい

    ない企業で変更ない企業で変更・・導入の意向がある割合は導入の意向がある割合は22.622.6％である。％である。

ＱＱ4141 ＸＸ  カフェテリア式の福利厚生制度カフェテリア式の福利厚生制度



１ １ ４１ １ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　社外取締役の導入

＜全体／単一回答＞

Ｑ４１（Z特別）

導入している

(15.0)

導入していない

(68.7)

満足していない(-1)

2.6

(0.6)

どちらともいえない(0)

31.2

(7.0)

満足している(+1)

32.5

(7.3)

意向あり

11.9

(12.3)

意向なし

70.1

(72.7)

・・組織のフラット化を目指した組織変革組織のフラット化を目指した組織変革を導入している企業はを導入している企業は22.122.1％であり、％であり、そのうちそのうち33.333.3％はこの制度に満足してい％はこの制度に満足してい

る。る。また今後変更また今後変更・・導入の意向があるのは導入していない企業の導入の意向があるのは導入していない企業の22.722.7％である。％である。

ＱＱ4 14 1 ＹＹ  組織のフラット化を目指した組織変革組織のフラット化を目指した組織変革 （部課長制の廃止など）（部課長制の廃止など）

・・社外取締役の導入を導入社外取締役の導入を導入している企業はしている企業は15.015.0％と比較的少なく、％と比較的少なく、このうち満足していると答えた企業はこのうち満足していると答えた企業は32.532.5％である。％である。

  これに加えて導入していない企業において変更これに加えて導入していない企業において変更・・導入の意向がある企業は導入の意向がある企業は11.911.9％に過ぎず、％に過ぎず、多くの企業にとって魅力多くの企業にとって魅力

  の感じられない制度といえる。の感じられない制度といえる。

ＱＱ4141 ＺＺ  社外取締役の導入社外取締役の導入

◆　組織のフラット化を目指した組織変革

　　(部課長制の廃止など)＜全体／単一回答＞

導入している

(22.1)

導入していない

(62.3)

Ｑ４１（Y特別）

満足していない(-1)

5.3

(1.7)

どちらともいえない(0)

43.9

(14.0)

満足している(+1)

33.3

(10.6)

意向あり

22.7

(20.4)

意向なし

59.2

(53.2)



１ １ ５１ １ ５

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　過去５年の人事制度変更の重視目的＜全体／複数回答＞

成果・
実績主
義への

転換

年功型
の給与
システ

ムから
の脱却

貢献度
に応じ
た賃金

格差の
拡大

即戦力

を重視
した人
材の獲

得の活
発化

多様な
雇用形
態の積

極的活
用

従業員
の働き
やすさ

の拡大

長期安

定雇用
という考
え方か

らの脱
却

専門性
中心の
育成方

針への
転換

その他
１

その他
２

過去５

年間人
事制度
は変更

してい
ない

不　明

全体 515 70.3 58.6 56.7 27.0 24.3 15.9 14.0 11.8 1.4 0.2 13.6 2.1

Ｑ４２（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　過去５年の人事制度変更の重視目的＜従業員規模別／複数回答＞

成果・
実績主

義への
転換

年功型
の給与

システ
ムから
の脱却

貢献度
に応じ

た賃金
格差の
拡大

即戦力
を重視
した人

材の獲
得の活

発化

多様な
雇用形

態の積
極的活

用

従業員
の働き

やすさ
の拡大

長期安
定雇用
という考

え方か
らの脱

却

専門性
中心の

育成方
針への
転換

その他

１

その他

２

過去５
年間人
事制度

は変更
してい

ない

不　明

全体 515 70.3 58.6 56.7 27.0 24.3 15.9 14.0 11.8 1.4 0.2 13.6 2.1

１０～１９人 4 50.0 25.0 75.0 25.0 25.0 50.0 ― ― ― ― 25.0 ―

２０～４９人 17 70.6 47.1 58.8 47.1 11.8 23.5 17.6 11.8 ― ― 17.6 ―

５０～９９人 31 87.1 48.4 77.4 54.8 29.0 25.8 19.4 12.9 6.5 ― 6.5 ―

１００～２９９人 108 67.6 52.8 45.4 30.6 18.5 22.2 13.9 9.3 2.8 0.9 16.7 3.7

３００～４９９人 90 63.3 60.0 54.4 12.2 15.6 6.7 12.2 5.6 ― ― 15.6 2.2

５００～９９９人 132 64.4 57.6 59.8 25.0 25.0 12.9 11.4 11.4 0.8 ― 15.9 ―

１０００～４９９９人 90 81.1 73.3 58.9 23.3 32.2 12.2 17.8 15.6 1.1 ― 6.7 3.3

５０００人以上 23 95.7 73.9 78.3 39.1 47.8 26.1 21.7 30.4 ― ― ― ―

Ｑ４２（従）

従

業
員
規

模
別

■制度変更の目的■制度変更の目的

○人事制度の変更目的は、○人事制度の変更目的は、 給与面でのウェイトが高い給与面でのウェイトが高い

・・過去過去55年間の人事制度変更において、年間の人事制度変更において、全企業の全企業の84.384.3％は何らかの変更をしている。％は何らかの変更をしている。その内容としては約７割の企業がその内容としては約７割の企業が「成「成

    果果・・実績主義への変換」実績主義への変換」を重視したと回答しているが、を重視したと回答しているが、それに次いで多いのはそれに次いで多いのは「年功型給与システムからの脱却」「年功型給与システムからの脱却」（（58.658.6％）％）

と、と、「貢献度に応じた賃金格差の拡大」「貢献度に応じた賃金格差の拡大」（（56.756.7％）％）で、で、いずれも評価いずれも評価・・給与体系の変更が重視されていることがわかる。給与体系の変更が重視されていることがわかる。ここ

    の傾向は特に大企業あるいは外資系企業において顕著であり、の傾向は特に大企業あるいは外資系企業において顕著であり、これらの企業はその他の内容に関しても高い比率を示してこれらの企業はその他の内容に関しても高い比率を示して

    いて、いて、多様な制度変更を重視してきたと言える。多様な制度変更を重視してきたと言える。

Q42Q42 過去過去 55 年の、年の、 人事制度変更の重視目的人事制度変更の重視目的

◆　過去５年の人事制度変更の重視目的＜資本構成別／複数回答＞

成果・
実績主

義への
転換

年功型
の給与
システ

ムから
の脱却

貢献度
に応じ
た賃金

格差の
拡大

即戦力

を重視
した人

材の獲
得の活
発化

多様な
雇用形
態の積

極的活
用

従業員
の働き

やすさ
の拡大

長期安

定雇用
という考

え方か
らの脱

却

専門性
中心の
育成方

針への
転換

その他

１

その他

２

過去５

年間人
事制度

は変更
してい
ない

不　明

全体 515 70.3 58.6 56.7 27.0 24.3 15.9 14.0 11.8 1.4 0.2 13.6 2.1

純粋国内資本（０％） 392 67.6 57.9 55.6 23.0 22.4 15.1 12.8 11.7 1.3 ― 16.1 1.5

外資系企業・小計 68 83.8 60.3 72.1 45.6 35.3 19.1 14.7 17.6 2.9 1.5 1.5 1.5

外資１（１～３０％） 36 83.3 61.1 83.3 36.1 38.9 19.4 16.7 11.1 ― ― 2.8 2.8

外資２（３１～９９％） 15 86.7 86.7 73.3 40.0 33.3 13.3 13.3 26.7 6.7 ― ― ―

外資３（１００％） 16 81.3 31.3 50.0 75.0 31.3 25.0 12.5 25.0 6.3 6.3 ― ―

Ｑ４２（資）

資
本

構
成

別

0

20

40

60

80

100
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）



１ １ ６１ １ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　今後５年間の、人事制度変更の重視目的＜資本構成別／複数回答＞

成果・

実績主

義への

転換

貢献度

に応じ

た賃金

格差の

拡大

年功型

の給与

システ

ムから

の脱却

多様な

雇用形

態の積

極的活

用

従業員

の働き

やすさ

の拡大

即戦力

を重視

した人

材の獲

得の活

発化

専門性

中心の

育成方

針への

転換

長期安

定雇用

という

考え方

からの

脱却

その他

１

その他

２

今後５

年間人

事制度

は変更

するつ

もりは

ない

不　明

全体 515 63.1 60.8 42.3 41.6 35.0 32.6 24.3 21.7 2.1 0.6 2.9 2.7

純粋国内資本（０％） 392 63.5 61.7 43.6 40.8 33.9 33.2 23.2 21.9 1.5 0.3 3.3 2.0

外資系企業・小計 68 61.8 61.8 38.2 44.1 41.2 33.8 36.8 17.6 4.4 1.5 ― 2.9

外資１（１～３０％） 36 55.6 63.9 41.7 52.8 52.8 36.1 44.4 22.2 2.8 2.8 ― 2.8

外資２（３１～９９％） 15 73.3 66.7 33.3 46.7 26.7 33.3 33.3 13.3 13.3 ― ― ―

外資３（１００％） 16 62.5 56.3 31.3 25.0 31.3 25.0 25.0 12.5 ― ― ― 6.3

Ｑ４３（資）

資

本

構

成

別

0

20

40

60

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）

◆　今後５年間の、人事制度変更の重視目的＜全体／複数回答＞

成果・

実績主

義への

転換

貢献度

に応じ

た賃金

格差の

拡大

年功型

の給与

システ

ムから

の脱却

多様な

雇用形

態の積

極的活

用

従業員

の働き

やすさ

の拡大

即戦力

を重視

した人

材の獲

得の活

発化

専門性

中心の

育成方

針への

転換

長期安

定雇用

という

考え方

からの

脱却

その他

１

その他

２

今後５

年間人

事制度

は変更

するつ

もりは

ない

不　明

全体 515 63.1 60.8 42.3 41.6 35.0 32.6 24.3 21.7 2.1 0.6 2.9 2.7

Ｑ４３（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　今後５年間の、人事制度変更の重視目的＜従業員規模別／複数回答＞

成果・

実績主

義への

転換

貢献度

に応じ

た賃金

格差の

拡大

年功型

の給与

システ

ムから

の脱却

多様な

雇用形

態の積

極的活

用

従業員

の働き

やすさ

の拡大

即戦力

を重視

した人

材の獲

得の活

発化

専門性

中心の

育成方

針への

転換

長期安

定雇用

という

考え方

からの

脱却

その他

１

その他

２

今後５

年間人

事制度

は変更

するつ

もりは

ない

不　明

全体 515 63.1 60.8 42.3 41.6 35.0 32.6 24.3 21.7 2.1 0.6 2.9 2.7

１０～１９人 4 25.0 50.0 25.0 25.0 75.0 50.0 25.0 ― ― ― ― 25.0

２０～４９人 17 58.8 52.9 23.5 23.5 35.3 47.1 11.8 11.8 ― ― ― 5.9

５０～９９人 31 74.2 71.0 41.9 58.1 51.6 48.4 29.0 22.6 3.2 ― ― 3.2

１００～２９９人 108 67.6 69.4 32.4 36.1 28.7 28.7 20.4 20.4 2.8 ― 1.9 4.6

３００～４９９人 90 65.6 57.8 50.0 32.2 26.7 20.0 14.4 21.1 1.1 ― 3.3 1.1

５００～９９９人 132 65.2 56.8 50.0 43.9 34.1 33.3 22.7 21.2 2.3 0.8 5.3 ―

１０００～４９９９人 90 55.6 61.1 46.7 52.2 37.8 37.8 36.7 28.9 3.3 2.2 2.2 1.1

５０００人以上 23 47.8 43.5 21.7 56.5 47.8 34.8 34.8 17.4 ― ― ― 8.7

Ｑ４３（従）

従

業

員

規

模

別

○今後の制度変更に関しても、○今後の制度変更に関しても、 給与関連を目的とする企業が多い給与関連を目的とする企業が多い

・・今後の人事制度変更に対しては、今後の人事制度変更に対しては、ほとんどの企業が何らかの変更を行おうとする意向が見られる。ほとんどの企業が何らかの変更を行おうとする意向が見られる。「成果「成果・・実績主義への実績主義への

    変更」変更」を重視しさらに進めようとする姿勢がうかがわれるを重視しさらに進めようとする姿勢がうかがわれる（（63.163.1％）。％）。特に中企業が多様な変更に強い意欲を示している。特に中企業が多様な変更に強い意欲を示している。

Q43Q43 今後今後 55 年間の、年間の、 人事制度変更の重視目的人事制度変更の重視目的



１ １ ７１ １ ７

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　過去５年間の人事制度改革に際しての外部コンサルタントの導入の有無＜資本構成別／単一回答＞

あ　る な　い 不　明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ４４（資）

資
本
構
成
別

44.4

55.6

66.7

43.8

53.8

42.6

41.7

56.3

1.8

1.5

2.8

45.8％

55.9

51.7

33.3

―

2.5

―

◆　過去５年間の人事制度改革に際しての外部コンサルタントの導入の有無＜全体／単一回答＞

あ　る な　い 不　明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ４４（ＧＴ）

45.8％ 51.7 2.5

◆　過去５年間の人事制度改革に際しての外部コンサルタントの導入の有無
　　＜従業員規模別／単一回答＞

あ　る な　い 不　明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ４４（従）

従
業
員
規
模
別

―

45.2

50.0

45.6

38.6

52.2

60.9

100.0

58.8

54.8

53.3

45.6

―

―

―

2.2

―

45.8％

41.2

39.1

56.8

51.7

47.2

1.1

4.5

2.5

2.8

○制度変更に際し、○制度変更に際し、半数近くの企業が外部コンサルを導入半数近くの企業が外部コンサルを導入

・・過去過去55年間の人事制度改革の際に外部コンサルタントを導入したことがある企業は全体の半数に満たない年間の人事制度改革の際に外部コンサルタントを導入したことがある企業は全体の半数に満たない （（45.845.8％）。％）。しかしか

    し従業員規模がし従業員規模が10001000人以上の大企業や、人以上の大企業や、外資系企業は比較的外部コンサルタントを導入してきた割合が高いことがわかる。外資系企業は比較的外部コンサルタントを導入してきた割合が高いことがわかる。

Q44Q44 過去過去 55 年間の人事制度改革に際しての外部コンサルタントの導入の有無年間の人事制度改革に際しての外部コンサルタントの導入の有無



１ １ ８１ １ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　外部コンサルタント等を導入した分野＜資本構成別／複数回答＞

合計

人事評
価（考

課）制度

給与（月
例賃金・
ボーナ
ス）制度

昇進・昇
格制度

教育訓
練（人材
育成・開
発）制度

従業員
のキャリ
ア制度

新規採
用・募集

制度

中途採
用・募集

制度

多様な
勤務形
態の従
業員の
活用

業績悪
化に伴う
雇用調

整

正社員
の雇用
保証に
関する
考え方
や制度

福利厚
生制度

その他１ その他２ 不　明

全体 236 78.8 56.8 47.0 36.4 11.4 11.4 8.5 5.9 5.5 3.0 3.8 2.1 0.4 0.4

純粋国内資本（０％） 174 81.0 60.3 50.6 41.4 12.6 10.9 7.5 6.9 5.2 4.0 2.9 1.7 ― ―

外資系企業・小計 38 65.8 60.5 44.7 18.4 13.2 10.5 7.9 ― 5.3 ― 5.3 5.3 2.6 ―

外資１（１～３０％） 20 70.0 60.0 50.0 25.0 10.0 15.0 10.0 ― ― ― 10.0 ― ― ―

外資２（３１～９９％） 10 70.0 50.0 40.0 10.0 20.0 ― ― ― 10.0 ― ― ― ― ―

外資３（１００％） 7 42.9 71.4 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 ― 14.3 ― ― 28.6 14.3 ―

Ｑ４４ＳＱ１（新　資本）

資
本
構
成
別

◆　外部コンサルタント等を導入した分野＜全体／複数回答＞

合計

人事評
価（考

課）制度

給与（月
例賃金・
ボーナ
ス）制度

昇進・昇
格制度

教育訓
練（人材
育成・開
発）制度

新規採
用・募集

制度

従業員
のキャリ
ア制度

中途採
用・募集

制度

多様な
勤務形
態の従
業員の
活用

業績悪
化に伴う
雇用調

整

福利厚
生制度

正社員
の雇用
保証に
関する
考え方
や制度

その他１ その他２ 不　明

全体 236 78.8 56.8 47.0 36.4 11.4 11.4 8.5 5.9 5.5 3.8 3.0 2.1 0.4 0.4

Ｑ４４ＳＱ１（ＧＴ）

0

20

40

60

80
全体

（％）

◆　外部コンサルタント等を導入した分野＜従業員規模別／複数回答＞

合計

人事評
価（考

課）制度

給与（月
例賃金・
ボーナ
ス）制度

昇進・昇
格制度

教育訓
練（人材
育成・開
発）制度

新規採
用・募集

制度

従業員
のキャリ
ア制度

中途採
用・募集

制度

多様な
勤務形
態の従
業員の
活用

業績悪
化に伴う
雇用調

整

福利厚
生制度

正社員
の雇用
保証に
関する
考え方
や制度

その他１ その他２ 不　明

全体 236 78.8 56.8 47.0 36.4 11.4 11.4 8.5 5.9 5.5 3.8 3.0 2.1 0.4 0.4

２０～４９人 7 100.0 42.9 42.9 42.9 14.3 14.3 ― ― ― ― 14.3 ― ― ―

５０～９９人 14 50.0 42.9 35.7 35.7 14.3 14.3 14.3 14.3 21.4 7.1 14.3 ― ― ―

１００～２９９人 54 79.6 61.1 42.6 35.2 11.1 14.8 11.1 5.6 5.6 1.9 1.9 5.6 ― 1.9

３００～４９９人 41 90.2 53.7 53.7 39.0 12.2 14.6 12.2 2.4 ― 2.4 ― ― ― ―

５００～９９９人 51 78.4 52.9 51.0 37.3 9.8 5.9 3.9 5.9 5.9 ― ― 2.0 ― ―

１０００～４９９９人 47 78.7 72.3 48.9 38.3 10.6 10.6 4.3 10.6 8.5 6.4 6.4 ― ― ―

５０００人以上 14 64.3 21.4 28.6 21.4 21.4 ― 14.3 ― ― 14.3 ― 7.1 7.1 ―

Ｑ４４ＳＱ１（新　従）

従
業
員
規
模
別

・・人事制度改革に際して外部コンサルタントを導入した分野は、人事制度改革に際して外部コンサルタントを導入した分野は、「人事評価「人事評価 （考課）（考課）制度」制度」（（78.878.8％）、％）、「給与制度」「給与制度」（（56.856.8％）％）

    が多く、が多く、これまでに変更されてきた制度の中心を占めている評価これまでに変更されてきた制度の中心を占めている評価・・給与体系の分野が、給与体系の分野が、外部コンサルタントの導入とともに外部コンサルタントの導入とともに

    進められてきたということがわかる。進められてきたということがわかる。

Q44SQ1Q44SQ1 外部コンサルタント等を導入した分野外部コンサルタント等を導入した分野



１ １ ９１ １ ９

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　知識創造促進への取り組み＜全体／単一回答＞

実施しており、人材マ
ネジメント部門が担当

（＋３）

実施しており、人材マ
ネジメント部門が補

佐（＋２）

実施しているが人材
マネジメント部門は無

関与（＋１）

実施していない
（＋０） 不　明

●凡例

全体 (n=515)  1.0 60.8

Ｑ７（ＧＴ）

加重平
均

実施し
ている・

小計

23.1 27.89.9％ 38.3 1.0

◆　知識創造促進への取り組み＜従業員規模別／単一回答＞

実施しており、人材マ
ネジメント部門が担当

（＋３）

実施しており、人材マ
ネジメント部門が補

佐（＋２）

実施しているが人材
マネジメント部門は無

関与（＋１）

実施していない
（＋０）

不　明

●凡例

全体 (n=515)  1.0 60.8

１０～１９人 (n=4)  0.3 25.0

２０～４９人 (n=17)  1.6 64.7

５０～９９人 (n=31)  0.8 48.4

１００～２９９人 (n=108)  1.0 61.1

３００～４９９人 (n=90)  1.0 57.8

５００～９９９人 (n=132)  1.0 59.1

１０００～４９９９人 (n=90)  1.1 71.1

５０００人以上 (n=23)  1.5 78.3

Ｑ７（従）

従
業
員
規
模
別

加重平
均

実施し
ている・
小計

12.9

9.3

8.9

6.8

10.0

13.0

23.1

11.8

9.7

22.2

24.4

27.3

22.2

43.5

27.8

25.0

17.6

25.8

29.6

24.4

25.0

38.9

21.7

38.9

41.1

27.8

17.4

9.9％

―

35.3

―

51.6

29.4

75.0

38.3

40.2

4.3

1.1

0.8

1.1

―

―

5.9

1.0

―

■知識創造と人事制度■知識創造と人事制度

○人材マネジメント部門の知識創造促進への関与は、○人材マネジメント部門の知識創造促進への関与は、１割を切っている１割を切っている

・・知識創造を促進するような施策を実施している企業は知識創造を促進するような施策を実施している企業は60.860.8％である。％である。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、2020～～4949人で実施している割人で実施している割

    合が大きいことを除き、合が大きいことを除き、規模が大きくなるにつれ実施している企業は増加している。規模が大きくなるにつれ実施している企業は増加している。外資系企業および製造業、外資系企業および製造業、情報系、情報系、

    サービス業といった業種でも実施している割合は相対的に大きい。サービス業といった業種でも実施している割合は相対的に大きい。しかしこうした取り組みにおいて主導権を握っているのがしかしこうした取り組みにおいて主導権を握っているのが

    人材マネジメント部門である企業は１割に満たず人材マネジメント部門である企業は１割に満たず（（9.99.9％）、％）、ほとんどの企業の人材マネジメント部門は知識創造促進に関与ほとんどの企業の人材マネジメント部門は知識創造促進に関与

していないか、していないか、もしくは関与していても補佐的な立場である。もしくは関与していても補佐的な立場である。

ＱＱ77 　知識創造促進への取り組み　知識創造促進への取り組み

◆　知識創造促進への取り組み＜資本構成別／単一回答＞

実施しており、人材マ
ネジメント部門が担当

（＋３）

実施しており、人材マ
ネジメント部門が補

佐（＋２）

実施しているが人材
マネジメント部門は無

関与（＋１）

実施していない
（＋０）

不　明

●凡例

全体 (n=515)  1.0 60.8

純粋国内資本（０％） (n=392)  1.0 58.9

外資系企業・小計 (n=68)  1.2 69.1

外資１（１～３０％） (n=36)  1.2 75.0

外資２（３１～９９％） (n=15)  1.3 73.3

外資３（１００％） (n=16)  1.1 56.3

Ｑ７（資）

資
本
構
成
別

加重平
均

実施し
ている・

小計

8.9

8.3

6.7

18.8

23.1

21.7

29.4

27.8

46.7

18.8

27.8

28.3

29.4

38.9

20.0

18.8

26.7

43.8

9.9％

10.3

25.0

30.9

40.1

38.3

―

―

―

―

1.0

1.0



１ ２ ０１ ２ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　知識創造＜場作り＞の促進取り組み　＜全体／単一回答＞

実施している 実施していない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ８（ＧＴ）

70.9 2.127.0％

◆　知識創造＜場作り＞の促進取り組み　＜従業員規模別／単一回答＞

実施している 実施していない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ８（従）

従
業

員
規

模
別

―

12.9

24.1

21.1

31.1

30.0

47.8

100.0

47.1

83.9

76.7

67.8

―

11.8

3.2

2.2

―

27.0％

41.2

52.2

68.2

70.9

73.1

2.2

0.8

2.1

2.8

○知識創造のための場作りの促進、○知識創造のための場作りの促進、実施企業は実施企業は 33 割弱割弱

・・知識創造のための場作りを実施している企業は知識創造のための場作りを実施している企業は33割弱で実施していない企業が圧倒的に多い割弱で実施していない企業が圧倒的に多い （（70.970.9％）。％）。場作りにおいて場作りにおいて

    も、も、前問と同様に規模が大きくなるにつれ実施している企業が増加する傾向がある。前問と同様に規模が大きくなるにつれ実施している企業が増加する傾向がある。資本構成別および業種別でも、資本構成別および業種別でも、やはやは

      り同様の傾向が見られる。り同様の傾向が見られる。

ＱＱ88 　知識創造＜場作り＞の促進取り組み　知識創造＜場作り＞の促進取り組み

◆　知識創造＜場作り＞の促進取り組み　＜資本構成別／単一回答＞

実施している 実施していない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ８（資）

資
本

構
成

別

24.5

36.1

20.0

37.5

73.2

66.2

63.9

62.5

27.0％

32.4

70.9

73.3

―

1.5

2.3

―

2.1

6.7



１ ２ １１ ２ １

第五章　人事制度の導入第五章　人事制度の導入・・変革変革

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　知識創造＜提案・発表＞の促進取り組み　＜資本構成別／単一回答＞

設けている 設けていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％）(n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ９（資）

資

本
構

成
別

34.4

38.9

40.0

18.8

62.8

61.8

58.3

75.0

33.4％

33.8

62.9

53.3

2.8

4.4

2.8

6.3

3.7

6.7

◆　知識創造＜提案・発表＞の促進取り組み　＜全体／単一回答＞

設けている 設けていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ９（ＧＴ）

62.9 3.733.4％

◆　知識創造＜提案・発表＞の促進取り組み　＜従業員規模別／単一回答＞

設けている 設けていない
不
明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ９（従）

従
業

員
規

模
別

25.0

22.6

35.2

25.6

33.3

40.0

52.2

75.0

52.9

74.2

68.9

56.7

17.6

33.4％

29.4

47.8

63.6

62.9

62.0

3.3

―

3.2

―

5.6

3.0

3.7

2.8

○知識創造の提案○知識創造の提案 ・・発表の促進、発表の促進、 実施企業は実施企業は 33 割を超えている割を超えている

・・知識創造を促進するための研究知識創造を促進するための研究・・開発を、開発を、提案あるいは発表する制度提案あるいは発表する制度・・機会を設けている企業は、機会を設けている企業は、33.433.4％とやはり少ない。％とやはり少ない。

    特に従業員規模が小さい企業ではこうした制度特に従業員規模が小さい企業ではこうした制度・・機会が設けられていない。機会が設けられていない。しかし従業員数が増加すると共に制度しかし従業員数が増加すると共に制度・・機会機会

    を設けている企業は増え、を設けている企業は増え、50005000人以上の企業では人以上の企業では52.252.2％と過半数に達している。％と過半数に達している。

ＱＱ99 　知識創造＜提案　知識創造＜提案 ・・発表＞の促進取り組み発表＞の促進取り組み



１ ２ ２１ ２ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　知的創造者の処遇＜全体／単一回答＞

頻繁に利用し
ている

たまに利用し
ている

あまり利用して
いない

当社には該当
しない

不
明

●凡例

給与の大幅なアップ (n=515) 20.2

ボーナスや個人報奨金などの

一時金
(n=515) 60.6

長期の休暇やリフレッシュ休暇

など
(n=515)  5.2

昇進・昇格 (n=515) 50.3

他の従業員と異なる特別な育成
やキャリアパスに乗せる

(n=515) 14.3

仕事やプロジェクトの選択に
おける自由度を大幅に拡大

(n=515) 20.0

自己裁量で使える経費
（研究費、取材費など）の増加

(n=515)  6.3

留学などの機会の提供 (n=515) 10.9

社内賞などの授与 (n=515) 62.5

個人による知的所有権の所有 (n=515)  6.2

その他 (n=515)  0.8

Ｑ１０

利用し

ている・

小計

19.2

8.7

22.5

16.7

41.4

41.6

12.6

16.5

4.9

9.7

40.0

24.9

11.8

13.6

19.0

18.4

20.2

19.2

15.1

8.9

75.3

68.5

78.1

22.9

5.4

5.4

0.8

1.2

3.5

1.7

3.5％

2.7

0.2

1.4

3.5

―

5.0

10.3

0.2

24.9

26.2

69.1

54.8

49.9

26.2

62.1

76.1

2.3

5.4

5.0

5.0

4.5

5.8

5.0

2.7

・・知的創造者の処遇として知的創造者の処遇として 「頻繁に利用している」「頻繁に利用している」「たまに利用している」「たまに利用している」と答えた企業が多かったのは、と答えた企業が多かったのは、「社内賞などの授「社内賞などの授

    与」与」(62.5(62.5％％))、、「ボーナスや個人報奨金などの一時金」「ボーナスや個人報奨金などの一時金」(60.6(60.6％％))、、「昇進「昇進・・昇格」昇格」(50.3(50.3％）％）などであった。などであった。その他の処遇につその他の処遇につ

    いてはほとんど利用されておらず、いてはほとんど利用されておらず、特に特に 「長期の休暇やリフレッシュ休暇」「長期の休暇やリフレッシュ休暇」(5.7(5.7％）、％）、「自己裁量で使える経費「自己裁量で使える経費 （研究費（研究費・・取取

    材費など）材費など）の増加」の増加」(6.3(6.3％）、％）、「留学などの機会の提供」「留学などの機会の提供」(10.9(10.9％）％）といった処遇についてはといった処遇については 11割前後にとどまった割前後にとどまった｡｡

ＱＱ1 01 0 　知的創造者の処遇　知的創造者の処遇



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



１ ２ ４１ ２ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメントに関する理念や方針の浸透＜全体／単一回答＞

明確化されてお
り、全社で共有さ

れている（＋３）

明確化されており
人材マネジメント

部門で共有（＋２）

明文化はされてい
ないが明確になっ

ている（＋１）

明確化されていな

い（０）

人材マネジメント
の理念や方針を

議論していない
（－１）

不　明

●凡例

全体 (n=515) 50.7  1.0

Ｑ４９（ＧＴ）

明確化
されて

いる・
小計

加重平

均

21.6％ 12.2 16.9 36.9 9.1 3.3

◆　人材マネジメントに関する理念や方針の浸透＜従業員規模別／単一回答＞

明確化されてお

り、全社で共有さ
れている（＋３）

明確化されており

人材マネジメント
部門で共有(＋２)

明文化はされてい

ないが明確になっ
ている（＋１）

明確化されていな

い（０）

人材マネジメント

の理念や方針を議
論していない(－１)

不　明

●凡例

全体 (n=515) 50.7  1.0

１０～１９人 (n=4) ― - 0.3

２０～４９人 (n=17) 52.9  0.9

５０～９９人 (n=31) 54.8  0.9

１００～２９９人 (n=108) 49.1  0.9

３００～４９９人 (n=90) 41.1  0.8

５００～９９９人 (n=132) 49.2  1.0

１０００～４９９９人 (n=90) 54.4  1.2

５０００人以上 (n=23) 82.6  1.7

Ｑ４９（従）

従

業
員

規
模

別

明確化

されて
いる・

小計

加重平
均

―

16.1

20.4

21.1

20.5

22.2

26.1

12.2

―

11.8

6.5

9.3

7.8

12.9

15.6

43.5

16.9

―

23.5

32.3

19.4

12.2

15.9

16.7

13.0

36.9

75.0

29.4

32.3

33.3

44.4

41.7

36.7

13.0

9.1

25.0

11.8

9.7

14.8

10.0

8.3

2.2

3.3

―

5.9

3.2

2.8

4.4

0.8

6.7

21.6％

17.6

4.3
―

◆　人材マネジメントに関する理念や方針の浸透＜資本構成別／単一回答＞

明確化されてお

り、全社で共有さ
れている（＋３）

明確化されており

人材マネジメント
部門で共有(＋２)

明文化はされてい

ないが明確になっ
ている（＋１）

明確化されていな

い（０）

人材マネジメント

の理念や方針を議
論していない(－１)

不　明

●凡例

全体 (n=515) 50.7  1.0

純粋国内資本（０％） (n=392) 48.5  0.9

外資系企業・小計 (n=68) 64.7  1.4

外資１（１～３０％） (n=36) 69.4  1.5

外資２（３１～９９％） (n=15) 73.3  1.4

外資３（１００％） (n=16) 50.0  1.4

Ｑ４９（資）

資
本

構
成

別

加重平
均

明確化

されて
いる・

小計

19.4

33.3

20.0

43.8

12.2

11.5

16.2

19.4

20.0

6.3

16.9

17.6

16.2

16.7

33.3

―

36.9

38.5

30.9

25.0

20.0

50.0

9.1

10.5

2.9

5.6

3.3

2.6

―

21.6％

32.4

―

―

1.5

―

6.7

■基本理念と基本指針■基本理念と基本指針

○○ 55 割の企業で、割の企業で、 人材マネジメントに関する理念や方針が明確化されている人材マネジメントに関する理念や方針が明確化されている

・・人材マネジメントに関する理念や方針は、人材マネジメントに関する理念や方針は、約半数の企業でしか明確にされていない約半数の企業でしか明確にされていない(50.7%)(50.7%)。。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、企業企業

    規模が大きくなるにつれて明確化され、規模が大きくなるにつれて明確化され、人材マネジメント部門に限らず、人材マネジメント部門に限らず、全社で共有されている割合も高まる。全社で共有されている割合も高まる。また外資系また外資系

    企業では内資系企業より比較的明確化されている。企業では内資系企業より比較的明確化されている。

Q49Q49 人材マネジメントに関する理念や方針の浸透人材マネジメントに関する理念や方針の浸透



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ２ ５１ ２ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　本部からラインに決定権を移行した人材マネジメント事項＜全体／複数回答＞

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

派遣ス

タッフの

活用

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

昇進・

昇格候

補者の

選抜

新入社

員や異

動者の

導入研

修

中途採

用の募

集・採

用

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

階層別

の教

育・研

修

新規学

卒者の

募集・

採用

人事評

価の項

目の選

定

評価者

（考課

者）の

訓練

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

その他 不　明

全体 515 56.3 50.3 43.5 39.8 38.8 27.0 21.2 18.8 11.7 8.2 8.2 7.2 6.8 0.4 9.1
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◆　本部からラインに決定権を移行した人材マネジメント事項＜従業員規模別／複数回答＞

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

派遣ス

タッフの

活用

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

昇進・

昇格候

補者の

選抜

新入社

員や異

動者の

導入研

修

中途採

用の募

集・採

用

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

階層別

の教

育・研

修

新規学

卒者の

募集・

採用

人事評

価の項

目の選

定

評価者

（考課

者）の

訓練

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

その他 不　明

全体 515 56.3 50.3 43.5 39.8 38.8 27.0 21.2 18.8 11.7 8.2 8.2 7.2 6.8 0.4 9.1

１０～１９人 4 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 ― 25.0 ― ― ― ― ― 50.0

２０～４９人 17 47.1 41.2 29.4 41.2 41.2 41.2 29.4 23.5 29.4 23.5 23.5 23.5 ― ― 11.8

５０～９９人 31 58.1 41.9 25.8 38.7 29.0 19.4 22.6 16.1 3.2 3.2 3.2 ― 12.9 ― 9.7

１００～２９９人 108 50.9 43.5 44.4 36.1 34.3 23.1 23.1 13.9 18.5 9.3 9.3 4.6 6.5 ― 11.1

３００～４９９人 90 52.2 50.0 37.8 32.2 43.3 20.0 14.4 11.1 10.0 5.6 7.8 6.7 6.7 ― 12.2

５００～９９９人 132 56.1 51.5 43.2 36.4 39.4 34.1 19.7 27.3 9.8 9.1 6.8 7.6 6.8 1.5 6.1

１０００～４９９９人 90 63.3 56.7 45.6 48.9 37.8 26.7 22.2 21.1 4.4 4.4 6.7 7.8 8.9 ― 6.7

５０００人以上 23 73.9 78.3 78.3 69.6 60.9 30.4 30.4 21.7 17.4 17.4 13.0 13.0 ― ― 4.3

Ｑ５０（従）

従

業

員

規

模

別

○非正規従業員の雇用や、○非正規従業員の雇用や、人事異動については、人事異動については、ラインライン （現場）（現場）への権限委譲が進んでいるへの権限委譲が進んでいる

・・本部人材マネジメント部門からライン本部人材マネジメント部門からライン（現場（現場))に決定権に決定権・・裁量権裁量権・・実施の主体が移行されている項目としては、実施の主体が移行されている項目としては、「パート「パート・・アア

    ルバイトの募集ルバイトの募集・・採用」採用」（（56.356.3％）％）やや 「部門内人事異動」「部門内人事異動」（（50.350.3％）％）やや 「派遣スタッフの活用」「派遣スタッフの活用」（（43.543.5％）％）などが多くの企業などが多くの企業

    によって挙げられている。によって挙げられている。反対に訓練や教育、反対に訓練や教育、研修といった分野では割合が低くなっている。研修といった分野では割合が低くなっている。また外資系企業はほとんどのまた外資系企業はほとんどの

    項目において内資系企業の割合を上回っており、項目において内資系企業の割合を上回っており、 先の３項目に加えて先の３項目に加えて 「昇進「昇進・・昇格候補者の選抜」昇格候補者の選抜」とと「スキル「スキル・・知識に関知識に関

    する教育する教育・・研修」研修」に関してはに関しては5050％以上の高い割合を示している。％以上の高い割合を示している。

Q50Q50 本部からラインに決定権を移行した人材マネジメント事項本部からラインに決定権を移行した人材マネジメント事項

◆　本部からラインに決定権を移行した人材マネジメント事項＜資本構成別／複数回答＞

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

派遣ス

タッフの

活用

昇進・

昇格候

補者の

選抜

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

新入社

員や異

動者の

導入研

修

中途採

用の募

集・採

用

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

階層別

の教

育・研

修

新規学

卒者の

募集・

採用

人事評

価の項

目の選

定

評価者

（考課

者）の

訓練

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

その他 不　明

全体 515 56.3 50.3 43.5 38.8 39.8 27.0 21.2 18.8 11.7 8.2 8.2 7.2 6.8 0.4 9.1

純粋国内資本（０％） 392 54.3 50.5 39.3 37.8 36.7 27.0 21.2 18.6 12.0 7.7 7.7 7.7 6.9 0.3 9.2

外資系企業・小計 68 61.8 57.4 60.3 50.0 52.9 25.0 29.4 20.6 11.8 13.2 13.2 2.9 10.3 1.5 4.4

外資１（１～３０％） 36 72.2 63.9 63.9 41.7 50.0 30.6 30.6 22.2 11.1 11.1 13.9 5.6 5.6 ― 2.8

外資２（３１～９９％） 15 40.0 60.0 73.3 46.7 46.7 20.0 20.0 20.0 6.7 ― 13.3 ― 6.7 6.7 13.3

外資３（１００％） 16 62.5 37.5 43.8 68.8 68.8 18.8 37.5 18.8 18.8 31.3 12.5 ― 25.0 ― ―

Ｑ５０（資）
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１ ２ ６１ ２ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　今後、本部からラインに決定権を移行したい人材マネジメント事項＜資本構成別／複数回答＞

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

派遣ス

タッフの

活用

昇進・

昇格候

補者の

選抜

新入社

員や異

動者の

導入研

修

評価者

（考課

者）の

訓練

階層別

の教

育・研

修

中途採

用の募

集・採

用

人事評

価の項

目の選

定

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

新規学

卒者の

募集・

採用

その他 不　明

全体 515 24.9 19.6 19.6 17.5 17.1 17.9 16.3 13.0 12.0 12.0 10.7 10.7 5.2 1.4 34.4

純粋国内資本（０％） 392 25.3 19.9 18.9 18.4 17.1 16.3 16.3 12.5 11.5 10.5 9.9 9.7 4.6 1.3 33.7

外資系企業・小計 68 23.5 22.1 22.1 13.2 20.6 23.5 17.6 19.1 11.8 14.7 11.8 16.2 5.9 1.5 33.8

外資１（１～３０％） 36 33.3 27.8 30.6 5.6 27.8 27.8 13.9 22.2 11.1 22.2 8.3 19.4 5.6 ― 30.6

外資２（３１～９９％） 15 6.7 20.0 20.0 26.7 20.0 20.0 13.3 20.0 13.3 13.3 13.3 13.3 6.7 ― 33.3

外資３（１００％） 16 18.8 12.5 ― 18.8 6.3 12.5 25.0 12.5 12.5 ― 12.5 6.3 6.3 6.3 43.8

Ｑ５１（資）
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◆　今後、本部からラインに決定権を移行したい人材マネジメント事項＜全体／複数回答＞

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

昇進・

昇格候

補者の

選抜

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

派遣ス

タッフの

活用

新入社

員や異

動者の

導入研

修

評価者

（考課

者）の

訓練

中途採

用の募

集・採

用

階層別

の教

育・研

修

人事評

価の項

目の選

定

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

新規学

卒者の

募集・

採用

その他 不　明

全体 515 24.9 19.6 19.6 17.9 17.5 17.1 16.3 13.0 12.0 12.0 10.7 10.7 5.2 1.4 34.4
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◆　今後、本部からラインに決定権を移行したい人材マネジメント事項＜従業員規模別／複数回答＞

スキ

ル・知

識に関

する教

育・研

修

パート・

アルバ

イトの

募集・

採用

部門内

人事異

動

昇進・

昇格候

補者の

選抜

従業員

のメン

タルヘ

ルス管

理

派遣ス

タッフの

活用

新入社

員や異

動者の

導入研

修

評価者

（考課

者）の

訓練

中途採

用の募

集・採

用

階層別

の教

育・研

修

人事評

価の項

目の選

定

報奨

金・イン

セン

ティブ

などに

ついて

のルー

ル設定

新規学

卒者の

募集・

採用

その他 不　明

全体 515 24.9 19.6 19.6 17.9 17.5 17.1 16.3 13.0 12.0 12.0 10.7 10.7 5.2 1.4 34.4

１０～１９人 4 50.0 25.0 ― ― ― ― ― 25.0 ― 25.0 25.0 50.0 ― ― 25.0

２０～４９人 17 41.2 17.6 11.8 23.5 11.8 17.6 23.5 29.4 23.5 41.2 11.8 35.3 5.9 ― 11.8

５０～９９人 31 32.3 48.4 35.5 32.3 19.4 38.7 19.4 16.1 16.1 22.6 19.4 9.7 9.7 ― 19.4

１００～２９９人 108 22.2 17.6 13.9 17.6 16.7 14.8 16.7 8.3 9.3 12.0 11.1 7.4 4.6 4.6 37.0

３００～４９９人 90 20.0 15.6 20.0 16.7 17.8 13.3 11.1 11.1 6.7 8.9 10.0 5.6 3.3 ― 43.3

５００～９９９人 132 21.2 16.7 19.7 16.7 21.2 15.9 21.2 11.4 11.4 10.6 4.5 12.1 5.3 1.5 32.6

１０００～４９９９人 90 31.1 25.6 22.2 15.6 16.7 22.2 11.1 16.7 20.0 7.8 13.3 11.1 5.6 ― 32.2

５０００人以上 23 21.7 8.7 17.4 17.4 8.7 4.3 13.0 17.4 17.4 13.0 26.1 13.0 13.0 ― 30.4

Ｑ５１（従）

従

業

員

規

模

別

・・前問を受けて、前問を受けて、今後、今後、本部からラインへ移行したいと考えられているのは本部からラインへ移行したいと考えられているのは 「スキル「スキル・・知識に関する教育知識に関する教育・・研修」研修」がが24.924.9％％

    で最も高く、で最も高く、それ以外は全てそれ以外は全て2020％を下回っている。％を下回っている。また資本構成別に見たときのの傾向は前問と同様で、また資本構成別に見たときのの傾向は前問と同様で、今後の計画にお今後の計画にお

    いても、いても、多くの面での決定権の移行に積極的であり続けることがわかる。多くの面での決定権の移行に積極的であり続けることがわかる。

Q51Q51 今度、今度、 本部からラインに決定権を移行したい人材マネジメント事項本部からラインに決定権を移行したい人材マネジメント事項



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ２ ７１ ２ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント部門で実行している課題＜全体／複数回答＞
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について

事業の
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話し合う

将来、企

業の競

争力に

影響しう

る人事

関連問

題を明確

化

不　明

全体 515 49.5 47.8 41.7 39.6 28.7 26.6 23.7 11.7
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◆　人材マネジメント部門で実行している課題＜従業員規模別／複数回答＞

ラインの

人々と、

人事関

連の問

題や課

題をよく

話し合う

企業戦

略支援

のため

既存の

人事施

策やプロ

グラムを

改善

人事施

策の企

画・開発

時に、企

業戦略

の達成を

意識す

る

企業の

長期戦

略形成

に必要な

人事

データを

トップに

提供

企業競

争力向

上のた

めの施

策やプロ

グラムを

社内に

提案

企業の

長期戦

略支援

について

事業の

責任者と

話し合う

将来、企

業の競

争力に

影響しう

る人事

関連問

題を明確

化

不　明

全体 515 49.5 47.8 41.7 39.6 28.7 26.6 23.7 11.7

１０～１９人 4 ― ― ― 25.0 ― ― ― 75.0

２０～４９人 17 35.3 41.2 41.2 23.5 29.4 5.9 23.5 11.8

５０～９９人 31 35.5 41.9 38.7 38.7 19.4 35.5 25.8 19.4

１００～２９９人 108 45.4 39.8 39.8 30.6 27.8 25.9 21.3 13.9

３００～４９９人 90 42.2 41.1 23.3 35.6 24.4 18.9 12.2 14.4

５００～９９９人 132 52.3 50.0 44.7 42.4 19.7 26.5 22.7 6.1

１０００～４９９９人 90 57.8 58.9 52.2 45.6 40.0 30.0 38.9 8.9

５０００人以上 23 82.6 91.3 73.9 56.5 73.9 47.8 34.8 ―

Ｑ５２（従）

従

業

員

規

模

別

・・人材マネジメント部門で日常的に実行していることとして人材マネジメント部門で日常的に実行していることとして「ラインの人々 と、「ラインの人々 と、 人事関連の問題や課題をよく話し合う」人事関連の問題や課題をよく話し合う」を挙げを挙げ

    た企業がた企業が49.549.5％で最も多い。％で最も多い。他の項目は対外的な企業戦略に関連していて、他の項目は対外的な企業戦略に関連していて、それぞれそれぞれ22割から割から55割弱の企業が実行して割弱の企業が実行して

    いる。いる。また従業員また従業員10001000人以上の大企業や、人以上の大企業や、外資系企業では全体に実行している割合が高く、外資系企業では全体に実行している割合が高く、これらの企業はこれらの企業は「企業戦略「企業戦略

    支援のための既存の人事施策やプログラムの改善」支援のための既存の人事施策やプログラムの改善」を挙げている割合が最も高いという点で共通している。を挙げている割合が最も高いという点で共通している。

Q52Q52 人材マネジメント部門で実行している課題人材マネジメント部門で実行している課題

◆　人材マネジメント部門で実行している課題＜資本構成別／複数回答＞

ラインの

人々と、

人事関

連の問

題や課

題をよく

話し合う

企業戦

略支援

のため

既存の

人事施

策やプロ

グラムを

改善

人事施

策の企

画・開発

時に、企

業戦略

の達成を

意識す

る

企業の

長期戦

略形成

に必要な

人事

データを

トップに

提供

企業競

争力向

上のた

めの施

策やプロ

グラムを

社内に

提案

企業の

長期戦

略支援

について

事業の

責任者と

話し合う

将来、企

業の競

争力に

影響しう

る人事

関連問

題を明確

化

不　明

全体 515 49.5 47.8 41.7 39.6 28.7 26.6 23.7 11.7

純粋国内資本（０％） 392 49.0 45.7 39.5 36.7 26.8 25.5 21.2 12.0

外資系企業・小計 68 54.4 69.1 60.3 55.9 42.6 41.2 36.8 2.9

外資１（１～３０％） 36 55.6 69.4 61.1 50.0 38.9 36.1 36.1 ―

外資２（３１～９９％） 15 53.3 66.7 66.7 60.0 53.3 33.3 40.0 6.7

外資３（１００％） 16 50.0 68.8 56.3 62.5 37.5 62.5 37.5 6.3

Ｑ５２（資）

資

本

構

成

別

0

10

20

30

40

50

60

70
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）



１ ２ ８１ ２ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント機能の社内での位置付け＜資本構成別／単一回答＞

人事・労務に特有

な仕事や役割の遂
行

企業戦略達成のた

めのシステム等の
企画・開発

企業戦略の達成及

び企業戦略の形成
にも貢献

不

明

●凡例

全体 (n=515)

純粋国内資本（０％） (n=392)

外資系企業・小計 (n=68)

外資１（１～３０％） (n=36)

外資２（３１～９９％） (n=15)

外資３（１００％） (n=16)

Ｑ５３（資）

資

本

構
成

別

42.1

36.1

33.3

25.0

24.9

24.2

29.4

27.8

20.0

37.5

29.1

27.8

36.8

36.1

40.0

37.5

6.6

5.9

1.5

―

6.7

―

39.4％

32.4

◆　人材マネジメント機能の社内での位置付け＜全体／単一回答＞

人事・労務に特有な

仕事や役割の遂行

企業戦略達成のた

めのシステム等の
企画・開発

企業戦略の達成及

び企業戦略の形成
にも貢献

不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ５３（ＧＴ）

24.9 29.1 6.639.4％

◆　人材マネジメント機能の社内での位置付け＜従業員規模別／単一回答＞

人事・労務に特有な

仕事や役割の遂行

企業戦略達成のた

めのシステム等の
企画・開発

企業戦略の達成及

び企業戦略の形成
にも貢献

不

明

●凡例

全体 (n=515)

１０～１９人 (n=4)

２０～４９人 (n=17)

５０～９９人 (n=31)

１００～２９９人 (n=108)

３００～４９９人 (n=90)

５００～９９９人 (n=132)

１０００～４９９９人 (n=90)

５０００人以上 (n=23)

Ｑ５３（従）

従
業

員
規

模
別

23.5

29.0

42.6

47.8

50.0

26.7

26.1

24.9

23.5

22.6

23.1

17.8

21.2

37.8

26.1

29.1

25.0

47.1

41.9

25.9

27.8

25.8

28.9

47.8

6.6

75.0

5.9

6.5

8.3

6.7

3.0

6.7

―

39.4％

―
―

○人材マネジメント機能、○人材マネジメント機能、44 割の企業が旧来型の人事機能に限定割の企業が旧来型の人事機能に限定

・・人材マネジメント機能を人材マネジメント機能を「人事「人事・・労務に特有な仕事や役割の遂行」労務に特有な仕事や役割の遂行」のみにあてている企業はのみにあてている企業は39.439.4％存在する。％存在する。それよりはそれよりは

割合が少ないが、割合が少ないが、24.924.9％の企業が％の企業が 「企業戦略達成のためのシステム等の企画「企業戦略達成のためのシステム等の企画・・開発」開発」に、に、またまた29.129.1％の企業が％の企業が 「企業「企業

戦略の達成及び企業戦略の形成」戦略の達成及び企業戦略の形成」に、に、人材マネジメント機能をあてている。人材マネジメント機能をあてている。従業員規模別及び、従業員規模別及び、資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、

小企業小企業 （（1010 ～～ 9999人）人）と大企業と大企業 （（10001000人以上）、人以上）、または外資系企業において活用分野の拡大が進んでいる。または外資系企業において活用分野の拡大が進んでいる。

Q53Q53 人材マネジメント機能の社内での位置付け人材マネジメント機能の社内での位置付け



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ２ ９１ ２ ９人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　全取締役人数＜全体／単一回答＞

０人
１～５人

以下

６～１０

人

１１～１５

人

１６～２０

人

２１人以

上

不

明

●凡例

全体 (n=515) 9.4

Ｑ５４（１）（ＧＴ）

平均

値

(人)

24.5 35.5 16.5 6.0 10.71.4％ 5.4

・・全取締役ないし執行役員の中で人材マネジメント部門経験者が占める割合は平均全取締役ないし執行役員の中で人材マネジメント部門経験者が占める割合は平均22.122.1％で、％で、1515％以上と回答している企業％以上と回答している企業

    は半数近くにのぼる。は半数近くにのぼる。その一方で中小企業の２割前後が人材マネジメント部門経験者が全くいないと回答している。その一方で中小企業の２割前後が人材マネジメント部門経験者が全くいないと回答している。また外また外

    資系企業では内資系企業に比べて若干割合が下がっている傾向がある。資系企業では内資系企業に比べて若干割合が下がっている傾向がある。人材マネジメント部門長に焦点を当てると、人材マネジメント部門長に焦点を当てると、過半過半

    数の企業において人材マネジメント部門長が取締役ないし執行役員を務めている数の企業において人材マネジメント部門長が取締役ないし執行役員を務めている（（53.653.6％）。％）。

Q54Q54 全取締役人数全取締役人数

◆　取締役中の人材マネジメント部門経験者＜全体／単一回答＞

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上
経験者

はいない
不
明

●凡例

全体 (n=515) 71.8 18.1 1.6

Ｑ５４（２）（ＧＴ）

平均

値
(人)

経験

者はい
ない

(%)

経験

者はい
る

(%)

24.1 10.7 18.1 10.131.5％ 3.52.1

Q54Q54 （（22 ）　取締役中の人材マネジメント部門経験者）　取締役中の人材マネジメント部門経験者

◆　人材マネジメント部門長が取締役か否か＜全体／単一回答＞

取締役ないしは執行役員であ

る
取締役ではない

不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ５４（３）（ＧＴ）

37.7 8.753.6％

◆　全取締役中人材部門経験者が占める割合＜全体／単一回答＞

０％ ５％未満
５～１０％

未満

１０～１５％

未満
１５％以上

不

明

●凡例

全体 (n=515) 22.1

Ｑ５４加工（ＧＴ）

平均

値

(%)

13.2 47.0 12.816.3％ 1.4
9.3

Q54Q54 （（33 ）　人材マネジメント部門長が取締役か否か）　人材マネジメント部門長が取締役か否か

Q54Q54 　全取締役中人材部門経験者が占める割合　全取締役中人材部門経験者が占める割合



１ ３ ０１ ３ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　アウトソーシングした人材マネジメント機能＜資本構成別／複数回答＞

合計

教育訓
練（人材
育成・開

発）

賃金・給
与体系
の設計・

管理

中途採
用・選抜

新規採
用・選抜

福利厚
生

アセスメ
ント（考

課）

従業員
の雇用
調整等

従業員
のキャリ
ア管理

配置転
換

その他 不　明

全体 515 46.8 15.5 9.3 8.9 8.7 7.6 4.9 1.0 0.2 1.9 39.6

純粋国内資本（０％） 392 47.7 17.1 8.4 8.2 7.9 7.7 4.1 1.3 0.3 2.3 38.3

外資系企業・小計 68 52.9 16.2 14.7 13.2 14.7 11.8 13.2 ― ― 1.5 30.9

外資１（１～３０％） 36 61.1 13.9 8.3 13.9 13.9 16.7 11.1 ― ― ― 25.0

外資２（３１～９９％） 15 40.0 20.0 13.3 ― 13.3 6.7 26.7 ― ― 6.7 46.7

外資３（１００％） 16 50.0 18.8 31.3 25.0 18.8 6.3 6.3 ― ― ― 25.0

Ｑ５６（資）

資
本
構
成
別

0

10

20

30

40

50

60
純粋国内資本（０％）
外資系企業・小計

（％）

◆　アウトソーシングした人材マネジメント機能＜全体／複数回答＞

合計

教育訓
練（人材
育成・開

発）

賃金・給
与体系
の設計・

管理

中途採
用・選抜

新規採
用・選抜

福利厚
生

アセスメ
ント（考

課）

従業員
の雇用
調整等

従業員
のキャリ
ア管理

配置転
換

その他 不　明

全体 515 46.8 15.5 9.3 8.9 8.7 7.6 4.9 1.0 0.2 1.9 39.6

Ｑ５６（ＧＴ）

0

10

20

30

40

50
全体

（％）

◆　アウトソーシングした人材マネジメント機能＜従業員規模別／複数回答＞

合計

教育訓
練（人材
育成・開

発）

賃金・給
与体系
の設計・

管理

中途採
用・選抜

新規採
用・選抜

福利厚
生

アセスメ
ント（考

課）

従業員
の雇用
調整等

従業員
のキャリ
ア管理

配置転
換 その他 不　明

全体 515 46.8 15.5 9.3 8.9 8.7 7.6 4.9 1.0 0.2 1.9 39.6

１０～１９人 4 25.0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 75.0

２０～４９人 17 47.1 23.5 5.9 17.6 5.9 11.8 ― 17.6 ― 5.9 41.2

５０～９９人 31 48.4 22.6 12.9 6.5 3.2 6.5 6.5 ― ― ― 45.2

１００～２９９人 108 47.2 16.7 12.0 11.1 3.7 5.6 3.7 0.9 0.9 ― 38.0

３００～４９９人 90 47.8 14.4 4.4 4.4 3.3 7.8 1.1 ― ― 1.1 42.2

５００～９９９人 132 41.7 10.6 6.8 7.6 11.4 3.0 4.5 ― ― 5.3 43.9

１０００～４９９９人 90 52.2 21.1 5.6 8.9 15.6 14.4 8.9 1.1 ― 1.1 34.4

５０００人以上 23 56.5 4.3 30.4 17.4 21.7 17.4 13.0 ― ― ― 17.4

Ｑ５６（従）

従
業
員
規
模
別

■人材マネジメント機能のアウトソーシング■人材マネジメント機能のアウトソーシング

○約半数の企業が、○約半数の企業が、 教育訓練のアウトソーシング経験を持つ教育訓練のアウトソーシング経験を持つ

・・アウトソーシングしたことのある機能については、アウトソーシングしたことのある機能については、46.846.8％の企業が％の企業が 「教育訓練「教育訓練 （人材育成（人材育成・・開発）」開発）」を挙げている。を挙げている。その他その他

    の項目についてはの項目については 「賃金「賃金 ・・給与体系の設計給与体系の設計 ・・管理」管理」「中途採用「中途採用 ・・選抜」選抜」「新規採用「新規採用 ・・選抜」選抜」「福利厚生」「福利厚生」「アセスメント」「アセスメント」

    などは１割程度しかアウトソーシングされていない。などは１割程度しかアウトソーシングされていない。また外資系企業はほとんどの機能について、また外資系企業はほとんどの機能について、内資系企業より高い割合で内資系企業より高い割合で

    アウトソーシングしている。アウトソーシングしている。

Q56Q56 アウトソーシングした人材マネジメント機能アウトソーシングした人材マネジメント機能



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ３ １１ ３ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　ＥＲＰ導入の有無＜全体／単一回答＞

導入している 導入していない
不

明

●凡例

全体 (n=515)

Ｑ57（新　ＧＴ）

10.5％ 86.2 3.3

○○ ERPERPの導入企業は約１割の導入企業は約１割

・・人事管理においてＥＲＰ人事管理においてＥＲＰ（総合的基幹業務システム）（総合的基幹業務システム）を導入している企業は全体のを導入している企業は全体の10.510.5％に過ぎない。％に過ぎない。その中で比較的導その中で比較的導

    入が進んでいるのは大企業入が進んでいるのは大企業 （（10001000人以上）人以上）や外資系企業、や外資系企業、あるいは運輸あるいは運輸・・通信通信 ・・電気電気・・ガス等の業種である。ガス等の業種である。特に外特に外

    資系企業では外資資本比率が高くなるにつれて導入の割合も高まる傾向がある。資系企業では外資資本比率が高くなるにつれて導入の割合も高まる傾向がある。

Q57Q57 ＥＲＰ導入の有無ＥＲＰ導入の有無

◆　具体的導入機能＜全体／複数回答＞

ＥＲＰ導入企業

合計

人事マス

ター関連

勤怠・給与

管理関連

組織・配置

関連

教育・研修

管理関連

評価・考課

管理関連
その他 不　明

全体 54 79.6 11.1 ― ― ― 1.9 7.4

Ｑ５７－１Ｂ（ＧＴ）

0

20

40

60

80

100
全体

（％）

　　・・導入しているＥＲＰの機能については、導入しているＥＲＰの機能については、79.679.6％の企業が％の企業が 「人事マスター関連」「人事マスター関連」を挙げており、を挙げており、 続く続く「勤怠「勤怠 ・・給与管理関給与管理関

連」連」のの11.111.1％を大きく引き離している。％を大きく引き離している。それ以外の機能についてはほぼ導入されておらず、それ以外の機能についてはほぼ導入されておらず、「人事マスター関連」「人事マスター関連」にＥＲＰにＥＲＰ

の導入の導入は限定されていると言える。は限定されていると言える。

Q57SQ1BQ57SQ1B 具体的導入機能具体的導入機能

◆　給与管理システムの構築手段＜全体／単一回答＞
ＥＲＰ非導入企業

自社開発
人事専用パッケー

ジソフトの活用
その他

不
明

●凡例

全体 (n=444)

Ｑ５７－２（ＧＴ）

31.5 12.6 3.452.5％

・・ＥＲＰを導入していない企業においては、ＥＲＰを導入していない企業においては、52.552.5％が自社開発の給与管理システムを構築している。％が自社開発の給与管理システムを構築している。また人事専用パッケージまた人事専用パッケージ

    ソフトを活用している企業はソフトを活用している企業は31.531.5％である。％である。

Q57SQ2Q57SQ2 給与管理システムの構築手段給与管理システムの構築手段

・・全体で見ると、全体で見ると、 45.245.2％の企業がＥＲＰを導入せずに自社開発のシステムを、％の企業がＥＲＰを導入せずに自社開発のシステムを、27.227.2％の企業が人事専用パッケージソフトを活％の企業が人事専用パッケージソフトを活

    用していて、用していて、特定のＥＲＰソフトを導入している企業は微少であることがわかる。特定のＥＲＰソフトを導入している企業は微少であることがわかる。

ＥＲＰ関連総合ＥＲＰ関連総合



１ ３ ２１ ３ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント部門での現在の課題＜資本構成別／複数回答＞

合計

次世代

リー

ダー育
成

成果報

酬型賃

金制の
導入・

強化

組織や

風土の
変革

人件費

の削減

経営を

担う後

継者選
択

人材マ

ネジメ

ント機
能の効

率化

リテン

ション

（優秀

な人材
の雇用

維持）

従業員

のキャ

リア支
援の促

進

採用力

の強化

人材

ポート

フォリ
オ管理

企業内

起業家
づくり

トップ
マネジ

メント

層の

ヘッド
ハン

ティン

グ

労使関

係の改
善

Ｍ＆Ａ

後の人

事制度
設計

その他 不　明

全体 515 70.7 55.9 55.1 43.1 35.7 33.0 34.0 32.4 30.1 16.5 10.3 6.0 5.4 4.1 1.0 3.3

純粋国内資本（０％） 392 70.4 58.9 53.8 46.4 35.2 34.7 33.9 30.4 29.6 14.8 9.4 6.4 5.9 3.6 0.3 3.1

外資系企業・小計 68 73.5 47.1 61.8 27.9 42.6 27.9 38.2 41.2 30.9 25.0 10.3 5.9 2.9 5.9 5.9 ―

外資１（１～３０％） 36 75.0 44.4 66.7 38.9 41.7 25.0 27.8 38.9 19.4 27.8 19.4 8.3 2.8 5.6 2.8 ―

外資２（３１～９９％） 15 80.0 60.0 73.3 20.0 33.3 13.3 33.3 46.7 26.7 26.7 ― 6.7 ― ― 6.7 ―

外資３（１００％） 16 68.8 37.5 37.5 12.5 56.3 50.0 62.5 43.8 62.5 18.8 ― ― 6.3 12.5 12.5 ―

Ｑ５９（資）

資

本

構

成
別

0

10

20

30

40

50

60

70

80
純粋国内資本（０％）
外資系企業・小計

（％）

◆　人材マネジメント部門での現在の課題＜全体／複数回答＞

合計

次世代
リー

ダー育

成

成果報

酬型賃
金制の

導入・

強化

組織や
風土の

変革

人件費

の削減

経営を
担う後

継者選

択

リテン

ション
（優秀

な人材

の雇用

維持）

人材マ

ネジメ
ント機

能の効

率化

従業員

のキャ
リア支

援の促

進

採用力

の強化

人材
ポート

フォリ

オ管理

企業内
起業家

づくり

トップ

マネジ

メント
層の

ヘッド

ハン

ティン
グ

労使関
係の改

善

Ｍ＆Ａ
後の人

事制度

設計

その他 不　明

全体 515 70.7 55.9 55.1 43.1 35.7 34.0 33.0 32.4 30.1 16.5 10.3 6.0 5.4 4.1 1.0 3.3

Ｑ５９（ＧＴ）

0

10

20

30

40

50

60

70

80
全体

（％）

◆　人材マネジメント部門での現在の課題＜従業員規模別／複数回答＞

合計

次世代
リー

ダー育

成

成果報

酬型賃
金制の

導入・

強化

組織や
風土の

変革

人件費

の削減

経営を
担う後

継者選

択

リテン

ション
（優秀

な人材

の雇用

維持）

人材マ

ネジメ
ント機

能の効

率化

従業員

のキャ
リア支

援の促

進

採用力

の強化

人材
ポート

フォリ

オ管理

企業内
起業家

づくり

トップ

マネジ

メント
層の

ヘッド

ハン

ティン
グ

労使関
係の改

善

Ｍ＆Ａ
後の人

事制度

設計

その他 不　明

全体 515 70.7 55.9 55.1 43.1 35.7 34.0 33.0 32.4 30.1 16.5 10.3 6.0 5.4 4.1 1.0 3.3

１０～１９人 4 75.0 75.0 ― 25.0 100.0 25.0 50.0 25.0 25.0 25.0 ― 25.0 ― ― ― ―

２０～４９人 17 64.7 47.1 52.9 29.4 23.5 41.2 23.5 23.5 29.4 17.6 29.4 5.9 ― 5.9 ― 5.9

５０～９９人 31 80.6 71.0 45.2 29.0 25.8 51.6 29.0 25.8 41.9 12.9 9.7 12.9 3.2 ― ― ―

１００～２９９人 108 70.4 55.6 56.5 35.2 38.9 39.8 33.3 30.6 26.9 18.5 11.1 11.1 5.6 7.4 0.9 2.8

３００～４９９人 90 67.8 51.1 52.2 41.1 31.1 30.0 37.8 24.4 28.9 11.1 5.6 1.1 5.6 3.3 ― 4.4

５００～９９９人 132 62.9 57.6 52.3 54.5 34.1 31.1 28.0 34.1 28.0 9.1 9.1 5.3 5.3 2.3 0.8 3.0

１０００～４９９９人 90 80.0 57.8 63.3 48.9 37.8 32.2 38.9 36.7 33.3 21.1 10.0 3.3 7.8 4.4 ― 4.4

５０００人以上 23 78.3 47.8 65.2 43.5 52.2 26.1 39.1 47.8 26.1 30.4 21.7 4.3 4.3 4.3 8.7 ―

Ｑ５９（従）

従

業
員

規

模

別

■人事の課題と自己評価■人事の課題と自己評価

○○ 77 割の企業で割の企業で 「次世代リーダー育成」「次世代リーダー育成」を課題であると認識を課題であると認識

・・人材マネジメント部門で、人材マネジメント部門で、現在の課題だと認識しているものとして現在の課題だと認識しているものとして 「次世代リーダー育成」「次世代リーダー育成」（（70.770.7％）、％）、「成果報酬型賃金「成果報酬型賃金

    制の導入制の導入・・強化」強化」（（55.955.9％）、％）、「組織や風土の変革」「組織や風土の変革」（（55.155.1％）％）が多く挙げられている。が多く挙げられている。「「M&AM&A後の人事制度設計」後の人事制度設計」(4.1(4.1％％))、、

    「労使関係の改善」「労使関係の改善」(5.4(5.4％％))、、「トップマネジメント層のヘッドハンティング」「トップマネジメント層のヘッドハンティング」(6.0(6.0％％))をあげる企業はほとんどいなかった。をあげる企業はほとんどいなかった。企業規企業規

    模別では、模別では、「組織や風土の変革」「組織や風土の変革」について大企業ほど大きい割合を示している。について大企業ほど大きい割合を示している。資本構成別に見ると、資本構成別に見ると、ほとんどの項目にほとんどの項目に

    おいて外資系企業が内資系企業を上回っているが、おいて外資系企業が内資系企業を上回っているが、「成果報酬型賃金制度の導入「成果報酬型賃金制度の導入・・強化」強化」（（47.147.1％％))とと「人件費の削減」「人件費の削減」(27.9(27.9

    ％％))に関しては、に関しては、内資系企業が内資系企業が1010％ポイント以上高い割合を示している。％ポイント以上高い割合を示している。業種別では、業種別では、情報系において情報系において「採用力の強化」「採用力の強化」

    「リテンション」「リテンション」の割合が特に高くなっている。の割合が特に高くなっている。

Q59Q59 人材マネジメント部門での現在の課題人材マネジメント部門での現在の課題



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ３ ３１ ３ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント部門で今後取り組んで行く課題＜資本構成別／複数回答＞

合計

次世代

リー

ダー育

成

成果報

酬型賃

金制の

導入・

強化

組織や

風土の

変革

人件費

の削減

人材マ

ネジメ

ント機

能の効

率化

リテン

ション

（優秀

な人材

の雇用

維持）

経営を

担う後

継者選

択

従業員

のキャ

リア支

援の促

進

採用力

の強化

人材

ポート

フォリ

オ管理

企業内

起業家

づくり

トップ

マネジ

メント

層の

ヘッド

ハン

ティン

グ

労使関

係の改

善

Ｍ＆Ａ

後の人

事制度

設計

その他 不　明

全体 515 60.6 53.8 48.0 37.3 33.8 32.2 32.6 30.1 26.8 14.6 11.3 6.4 4.5 3.5 0.8 4.1

純粋国内資本（０％） 392 58.7 56.9 45.7 39.8 33.7 32.1 31.9 28.6 27.0 13.3 11.0 6.1 4.8 3.8 0.3 3.6

外資系企業・小計 68 72.1 44.1 58.8 29.4 38.2 36.8 41.2 39.7 26.5 25.0 10.3 10.3 2.9 2.9 4.4 1.5

外資１（１～３０％） 36 69.4 41.7 52.8 38.9 30.6 22.2 41.7 41.7 16.7 22.2 13.9 8.3 2.8 2.8 2.8 2.8

外資２（３１～９９％） 15 80.0 53.3 73.3 26.7 33.3 46.7 46.7 46.7 26.7 33.3 6.7 13.3 ― ― ― ―

外資３（１００％） 16 68.8 37.5 56.3 12.5 62.5 56.3 37.5 31.3 50.0 25.0 6.3 6.3 6.3 6.3 12.5 ―

Ｑ６０（資）

資

本

構

成

別

0

10

20

30

40

50

60

70

80
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）

◆　人材マネジメント部門で今後取り組んで行く課題＜全体／複数回答＞

合計

次世代

リー

ダー育

成

成果報

酬型賃

金制の

導入・

強化

組織や

風土の

変革

人件費

の削減

人材マ

ネジメ

ント機

能の効

率化

経営を

担う後

継者選

択

リテン

ション

（優秀

な人材

の雇用

維持）

従業員

のキャ

リア支

援の促

進

採用力

の強化

人材

ポート

フォリ

オ管理

企業内

起業家

づくり

トップ

マネジ

メント

層の

ヘッド

ハン

ティン

グ

労使関

係の改

善

Ｍ＆Ａ

後の人

事制度

設計

その他 不　明

全体 515 60.6 53.8 48.0 37.3 33.8 32.6 32.2 30.1 26.8 14.6 11.3 6.4 4.5 3.5 0.8 4.1

Ｑ６０（ＧＴ）

0

10

20

30

40

50

60

70

80
全体

（％）

◆　人材マネジメント部門で今後取り組んで行く課題＜従業員規模別／複数回答＞

合計

次世代

リー

ダー育

成

成果報

酬型賃

金制の

導入・

強化

組織や

風土の

変革

人件費

の削減

人材マ

ネジメ

ント機

能の効

率化

経営を

担う後

継者選

択

リテン

ション

（優秀

な人材

の雇用

維持）

従業員

のキャ

リア支

援の促

進

採用力

の強化

人材

ポート

フォリ

オ管理

企業内

起業家

づくり

トップ

マネジ

メント

層の

ヘッド

ハン

ティン

グ

労使関

係の改

善

Ｍ＆Ａ

後の人

事制度

設計

その他 不　明

全体 515 60.6 53.8 48.0 37.3 33.8 32.6 32.2 30.1 26.8 14.6 11.3 6.4 4.5 3.5 0.8 4.1

１０～１９人 4 50.0 50.0 ― 25.0 50.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 ― 50.0 ― ― ― ―

２０～４９人 17 70.6 64.7 35.3 41.2 29.4 35.3 29.4 29.4 29.4 17.6 23.5 5.9 5.9 11.8 ― 5.9

５０～９９人 31 74.2 64.5 45.2 29.0 29.0 41.9 58.1 25.8 45.2 16.1 6.5 16.1 ― ― ― ―

１００～２９９人 108 61.1 55.6 46.3 26.9 34.3 29.6 32.4 31.5 25.0 17.6 15.7 7.4 5.6 3.7 0.9 4.6

３００～４９９人 90 55.6 44.4 47.8 36.7 34.4 24.4 26.7 21.1 26.7 8.9 6.7 1.1 5.6 2.2 ― 5.6

５００～９９９人 132 53.0 53.8 42.4 46.2 31.8 32.6 29.5 29.5 25.0 10.6 7.6 6.8 3.8 3.0 ― 4.5

１０００～４９９９人 90 63.3 56.7 56.7 42.2 37.8 33.3 35.6 34.4 24.4 15.6 13.3 4.4 5.6 5.6 ― 3.3

５０００人以上 23 73.9 43.5 60.9 34.8 30.4 47.8 21.7 39.1 26.1 26.1 17.4 8.7 ― 4.3 8.7 ―

Ｑ６０（従）

従

業

員

規

模

別

○今後の課題においても、○今後の課題においても、 66 割の企業が割の企業が 「次世代リーダー育成」「次世代リーダー育成」をあげるをあげる

・・人材マネジメント部門で今後課題とし取り組んでいく予定のテーマについては、人材マネジメント部門で今後課題とし取り組んでいく予定のテーマについては、現在の課題と全く同様の傾向を示している。現在の課題と全く同様の傾向を示している。

    具体的には具体的には「次世代リーダー育成」「次世代リーダー育成」(60.6(60.6％％))、、「成果報酬型賃金制の導入「成果報酬型賃金制の導入・・強化」強化」(53.8(53.8％％))、、「組織や風土の変革」「組織や風土の変革」(48.0(48.0％％))

    である。である。従業員規模別、従業員規模別、資本構成別に見ても全く同じ傾向である。資本構成別に見ても全く同じ傾向である。業種別に見てもやはり同様の傾向を示しているが、業種別に見てもやはり同様の傾向を示しているが、小小

    売業については今後取り組んでいくテーマとして売業については今後取り組んでいくテーマとして「人件費の削減」「人件費の削減」をあげる割合が特に大きい。をあげる割合が特に大きい。

Q60Q60 人材マネジメント部門で今後取り組んで行く課題人材マネジメント部門で今後取り組んで行く課題



１ ３ ４１ ３ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント部門の経営への貢献度の評価の有無＜資本構成別／単一回答＞

定期的に評価を受

けている

定期的ではないが

評価を受けている

評価は受けていな

い

不

明

●凡例

全体 (n=515) 46.6

純粋国内資本（０％） (n=392) 42.9

外資系企業・小計 (n=68) 70.6

外資１（１～３０％） (n=36) 66.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 73.3

外資３（１００％） (n=16) 75.0

Ｑ６１（資）

資
本

構
成

別

評価を

受けて
いる・

小計

9.7

30.6

40.0

25.0

33.2

33.2

39.7

36.1

33.3

50.0

50.5

55.4

29.4

33.3

26.7

25.0

2.9

1.8

―

―

―

―

13.4％

30.9

◆　人材マネジメント部門の経営への貢献度の評価の有無＜全体／単一回答＞

定期的に評価を受

けている

定期的ではないが

評価を受けている

評価は受けていな

い

不

明

●凡例

全体 (n=515) 46.6

Ｑ６１（ＧＴ）

評価を
受けて

いる・
小計

33.2 50.5 2.913.4％

◆　人材マネジメント部門の経営への貢献度の評価の有無＜従業員規模別／単一回答＞

定期的に評価を受

けている

定期的ではないが

評価を受けている

評価は受けていな

い

不

明

●凡例

全体 (n=515) 46.6

１０～１９人 (n=4) 50.0

２０～４９人 (n=17) 52.9

５０～９９人 (n=31) 61.3

１００～２９９人 (n=108) 46.3

３００～４９９人 (n=90) 33.3

５００～９９９人 (n=132) 47.0

１０００～４９９９人 (n=90) 48.9

５０００人以上 (n=23) 69.6

Ｑ６１（従）

従

業
員

規
模

別

評価を

受けて
いる・

小計

25.0

11.8

9.7

12.0

10.0

15.9

12.2

30.4

33.2

25.0

41.2

51.6

34.3

23.3

31.1

36.7

39.1

50.5

50.0

41.2

38.7

50.0

63.3

51.5

47.8

26.1

2.9

―

5.9

―

3.7

3.3

1.5

3.3

4.3

13.4％

○人材マネジメント部門が、○人材マネジメント部門が、経営への貢献度の評価を受けている企業は経営への貢献度の評価を受けている企業は 55 割を切る割を切る

・・人材マネジメント部門の経営への貢献度が評価を受けている企業は、人材マネジメント部門の経営への貢献度が評価を受けている企業は、全体の半数に満たない。全体の半数に満たない。しかし従業員規模別に見るしかし従業員規模別に見る

    とと50005000人以上の企業人以上の企業 （（69.569.5％）％）や、や、外資系企業外資系企業 （（70.670.6％）％）において評価を受けている企業の割合が比較的高くなっていにおいて評価を受けている企業の割合が比較的高くなってい

    る。る。

Q61Q61 人材マネジメント部門の経営への貢献度の評価の有無人材マネジメント部門の経営への貢献度の評価の有無



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ３ ５１ ３ ５人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　評価の際の観点＜資本構成別／複数回答＞
経営への貢献度の評価実施企業

合計

トップ・マネ
ジメントの観

点

ライン部門
の責任者の

観点

人事部門内
での自己点
検の観点

従業員の観
点

その他 不　明

全体 240 80.8 30.0 22.1 17.1 1.3 0.4

純粋国内資本（０％） 168 79.2 29.8 22.6 13.7 ― 0.6

外資系企業・小計 48 83.3 37.5 22.9 33.3 6.3 ―

外資１（１～３０％） 24 83.3 25.0 20.8 25.0 ― ―

外資２（３１～９９％） 11 81.8 63.6 18.2 54.5 18.2 ―

外資３（１００％） 12 83.3 41.7 33.3 33.3 8.3 ―

Ｑ６１－１（資）

資
本
構
成
別

0

20

40

60

80

100
純粋国内資本（０％）

外資系企業・小計

（％）

◆　評価の際の観点＜全体／複数回答＞

経営への貢献度の評価実施企業

合計

トップ・マネ
ジメントの観

点

ライン部門
の責任者の

観点

人事部門内
での自己点
検の観点

従業員の観
点 その他 不　明

全体 240 80.8 30.0 22.1 17.1 1.3 0.4

Ｑ６１－１（ＧＴ）

0

20

40

60

80

100
全体

（％）

◆　評価の際の観点＜従業員規模別／複数回答＞
経営への貢献度の評価実施企業

合計

トップ・マネ
ジメントの観

点

ライン部門
の責任者の

観点

人事部門内
での自己点
検の観点

従業員の観
点

その他 不　明

全体 240 80.8 30.0 22.1 17.1 1.3 0.4

１０～１９人 2 100.0 ― ― ― ― ―

２０～４９人 9 88.9 11.1 ― 11.1 ― ―

５０～９９人 19 78.9 42.1 10.5 21.1 ― ―

１００～２９９人 50 74.0 36.0 22.0 16.0 4.0 ―

３００～４９９人 30 80.0 36.7 16.7 16.7 ― ―

５００～９９９人 62 83.9 25.8 24.2 16.1 1.6 ―

１０００～４９９９人 44 79.5 22.7 34.1 15.9 ― 2.3

５０００人以上 16 87.5 18.8 25.0 25.0 ― ―

Ｑ６１－１（従）

従
業
員
規
模
別

・・人材マネジメント部門の経営への貢献度が評価を受けている企業人材マネジメント部門の経営への貢献度が評価を受けている企業240240 社に対して、社に対して、評価の際の観点を尋ねたところ、評価の際の観点を尋ねたところ、80.880.8

    ％がトップ％がトップ・・マネジメントの観点からの評価を挙げている。マネジメントの観点からの評価を挙げている。また若干の違いではあるが、また若干の違いではあるが、外資系企業は全項目において内資外資系企業は全項目において内資

    系企業の割合を上回っており、系企業の割合を上回っており、より多くの観点から評価する姿勢が見られる。より多くの観点から評価する姿勢が見られる。

Q61SQ1Q61SQ1 評価の際の観点評価の際の観点



１ ３ ６１ ３ ６ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　人材マネジメント部門の活動の効果測定＜資本構成別／複数回答＞

合計

人事の活
動でかかっ
たコストを

活動毎に計
算する

従業員の
人事制度
への意識

や満足度を
アンケート

で確認

現場ニーズ
と従業員の
スキルや技
能レベルを
比較し把握

従業員の
生産性の
向上など

を、定期的
に計測する

転職率など
を従業員グ
ループ毎に
計算し、傾
向を見る

その他 不　明

全体 515 41.4 29.1 21.7 15.7 10.1 3.7 23.7

純粋国内資本（０％） 392 42.6 28.3 21.9 17.3 8.2 2.8 23.7

外資系企業・小計 68 45.6 41.2 25.0 14.7 22.1 7.4 10.3

外資１（１～３０％） 36 50.0 41.7 19.4 19.4 25.0 5.6 5.6

外資２（３１～９９％） 15 33.3 40.0 26.7 13.3 6.7 13.3 20.0

外資３（１００％） 16 50.0 37.5 37.5 6.3 31.3 6.3 12.5

Ｑ６２（資）

資
本
構
成
別

0

20

40

60
純粋国内資本（０％）
外資系企業・小計

（％）

◆　人材マネジメント部門の活動の効果測定＜全体／複数回答＞

合計

人事の活
動でかかっ
たコストを

活動毎に計
算する

従業員の
人事制度
への意識

や満足度を
アンケート

で確認

現場ニーズ
と従業員の
スキルや技
能レベルを
比較し把握

従業員の
生産性の
向上など

を、定期的
に計測する

転職率など
を従業員グ
ループ毎に
計算し、傾
向を見る

その他 不　明

全体 515 41.4 29.1 21.7 15.7 10.1 3.7 23.7

Ｑ６２（ＧＴ）

0

20

40

60
全体

（％）

◆　人材マネジメント部門の活動の効果測定＜従業員規模別／複数回答＞

合計

人事の活
動でかかっ
たコストを

活動毎に計
算する

従業員の
人事制度
への意識

や満足度を
アンケート

で確認

現場ニーズ
と従業員の
スキルや技
能レベルを
比較し把握

従業員の
生産性の
向上など

を、定期的
に計測する

転職率など
を従業員グ
ループ毎に
計算し、傾
向を見る

その他 不　明

全体 515 41.4 29.1 21.7 15.7 10.1 3.7 23.7

１０～１９人 4 25.0 ― 25.0 ― ― ― 50.0

２０～４９人 17 35.3 23.5 23.5 29.4 ― 5.9 29.4

５０～９９人 31 38.7 19.4 32.3 19.4 9.7 6.5 25.8

１００～２９９人 108 36.1 26.9 26.9 13.0 7.4 3.7 25.0

３００～４９９人 90 43.3 21.1 21.1 21.1 6.7 1.1 22.2

５００～９９９人 132 43.9 29.5 17.4 13.6 10.6 4.5 21.2

１０００～４９９９人 90 46.7 35.6 16.7 17.8 16.7 5.6 22.2

５０００人以上 23 43.5 56.5 8.7 4.3 17.4 ― 30.4

Ｑ６２（従）

従
業
員
規
模
別

・・人材マネジメント部門の活動の効果を測定する方法については、人材マネジメント部門の活動の効果を測定する方法については、「人事の活動でかかったコストを活動毎に計算する」「人事の活動でかかったコストを活動毎に計算する」（（41.441.4

％）、％）、「従業員の人事制度への意識や満足度をアンケートで確認する」「従業員の人事制度への意識や満足度をアンケートで確認する」（（29.129.1％）％）が挙げられている。が挙げられている。大企業ではこの２点大企業ではこの２点

を実施している割合が大きく、を実施している割合が大きく、「現場ニーズと従業員のスキルや技術レベルを比較し把握」「現場ニーズと従業員のスキルや技術レベルを比較し把握」「従業員の生産性の向上などを、「従業員の生産性の向上などを、

定期的に計測する」定期的に計測する」については、については、割合が小さい。割合が小さい。また外資系企業ではこれらの他また外資系企業ではこれらの他「転職率などを従業員グループ毎に計「転職率などを従業員グループ毎に計

算し、算し、傾向を見る」傾向を見る」（（22.122.1％）％）という方法が実施されていることから、という方法が実施されていることから、多くの方法で効果を測定していることがわかる。多くの方法で効果を測定していることがわかる。

Q62Q62 人材マネジメント部門の活動の効果測定人材マネジメント部門の活動の効果測定



第六章　人材マネジメント部門の位置付け第六章　人材マネジメント部門の位置付け

１ ３ ７１ ３ ７人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　リスク管理に関する人材マネジメント部門の関与＜資本構成別／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

人事で

対応して
いる・小

計

●凡例

全体 (n=515) 59.4

純粋国内資本（０％） (n=392) 57.6

外資系企業・小計 (n=68) 63.3

外資１（１～３０％） (n=36) 63.9

外資２（３１～９９％） (n=15) 66.6

外資３（１００％） (n=16) 56.3

Ｑ６３（資）

資

本
構
成

別

10.2

11.1

13.3

12.5

48.9

47.4

51.5

52.8

53.3

43.8

17.7

17.3

22.1

25.0

6.7

31.3

18.8

21.2

14.7

11.1

26.7

12.5

2.8

―

―

―

―

10.5％

11.8

2.3

―

―

―

―

1.0

1.7

◆　リスク管理に関する人材マネジメント部門の関与＜全体／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

人事で

対応して
いる・小

計

●凡例

全体 (n=515) 59.4

Ｑ６３（ＧＴ）

48.9 18.810.5％ 17.7 2.3
1.7

◆　リスク管理に関する人材マネジメント部門の関与＜従業員規模別／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

人事で

対応して
いる・小

計

●凡例

全体 (n=515) 59.4

１０～１９人 (n=4) 25.0

２０～４９人 (n=17) 23.5

５０～９９人 (n=31) 51.6

１００～２９９人 (n=108) 51.9

３００～４９９人 (n=90) 57.8

５００～９９９人 (n=132) 68.2

１０００～４９９９人 (n=90) 63.3

５０００人以上 (n=23) 78.3

Ｑ６３（従）

従
業

員
規

模
別

―

3.2

11.1

10.0

12.1

8.9

21.7

48.9

25.0

23.5

48.4

40.7

47.8

56.1

54.4

56.5

―

29.4

21.7

18.8

75.0

41.2

48.4

25.0

26.7

8.3

3.3

10.5％

―

17.7

12.2

16.7

―

19.7

4.4

―

8.9

―

3.7

―

―

―

2.3

2.3

2.2

―

―

5.9

―

2.2

1.5

―

2.8

1.7

○リスク管理に対して、○リスク管理に対して、 66 割の企業で人材マネジメント部門が関与割の企業で人材マネジメント部門が関与

・・人材マネジメント部門としてのリスク管理人材マネジメント部門としてのリスク管理（社内での不祥事などの危機への対応）（社内での不祥事などの危機への対応）に関して、に関して、約半数の企業が約半数の企業が 「マニュアル「マニュアル

はないが、はないが、考え方や方針を部内で確認している」考え方や方針を部内で確認している」と回答していてと回答していて （（48.948.9％）、％）、マニュアルを備えているのはマニュアルを備えているのは10.510.5％にとど％にとど

まっている。まっている。特に何も行っていない企業の割合特に何も行っていない企業の割合 （全体平均＝（全体平均＝18.818.8％）％）は、は、従業員規模が大きくなるにつれて減少してい従業員規模が大きくなるにつれて減少してい

る。る。

Q63Q63 リスク管理に関する人材マネジメント部門の関与リスク管理に関する人材マネジメント部門の関与



１ ３ ８１ ３ ８ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　個人情報管理に関する人材マネジメント部門の関与＜資本構成別／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

●凡例

全体 (n=515) 85.6

純粋国内資本（０％） (n=392) 85.7

外資系企業・小計 (n=68) 86.8

外資１（１～３０％） (n=36) 88.9

外資２（３１～９９％） (n=15) 80.0

外資３（１００％） (n=16) 87.5

Ｑ６４（資）

資

本
構
成

別

人事で
関与し

てい
る・小

計

11.2

13.9

6.7

25.0

74.8

74.5

72.1

75.0

73.3

62.5

13.3

6.3

6.7

6.3

10.9％

14.7

2.8

5.9

3.3

3.3

8.3

7.4

9.2

8.7

―

―

―

―

1.0

0.8

0.8

1.6

―

―

―

―

◆　個人情報管理に関する人材マネジメント部門の関与＜全体／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

●凡例

全体 (n=515) 85.6

Ｑ６４（ＧＴ）

人事で
関与し

てい
る・小

計

74.8 8.710.9％ 3.3 0.8
1.6

◆　個人情報管理に関する人材マネジメント部門の関与＜従業員規模別／単一回答＞

対応のあり方が

マニュアル等に
まとまっており、

運用

マニュアルはな

いが、考え方や
方針を部内で確

認

人事部ではな
く、他の部署が

担当している

特に何も行って
いない

その他 不　明

●凡例

全体 (n=515) 85.6

１０～１９人 (n=4) 50.0

２０～４９人 (n=17) 76.5

５０～９９人 (n=31) 77.4

１００～２９９人 (n=108) 79.6

３００～４９９人 (n=90) 86.7

５００～９９９人 (n=132) 87.1

１０００～４９９９人 (n=90) 91.1

５０００人以上 (n=23) 100.0

Ｑ６４（従）

従
業

員
規

模
別

人事で
関与し

てい
る・小

計

―

6.5

9.3

7.8

11.4

14.4

30.4

74.8

50.0

70.6

71.0

70.4

78.9

75.8

76.7

69.6

25.0

―

8.7

25.0

17.6

19.4

15.7

5.3

―

―

10.9％

5.9

4.4

5.3

3.2

1.9

2.2

3.3

―

2.2

10.0

―

―

0.8

0.8

―

0.9

1.1

―

―

―

1.6

1.9

―

1.5

2.2

5.9

―

○個人情報の管理に対して、○個人情報の管理に対して、 人材マネジメント部門の関与は人材マネジメント部門の関与は88 割を超える割を超える

・・従業員や採用時の応募者などの個人情報の保護に関して、従業員や採用時の応募者などの個人情報の保護に関して、74.874.8％の企業が％の企業が「マニュアルはないが、「マニュアルはないが、考え方や方針を部内考え方や方針を部内

    で確認している」で確認している」と回答していて、と回答していて、マニュアルを備えているのはマニュアルを備えているのは10.910.9％にとどまっている。％にとどまっている。従業員規模が大きくなるにつれて、従業員規模が大きくなるにつれて、

    マニュアル対応の割合が増加し、マニュアル対応の割合が増加し、何も行っていない割合が減少するという傾向ははっきりと読み取ることができる。何も行っていない割合が減少するという傾向ははっきりと読み取ることができる。特に従業特に従業

    員員 50005000人以上の大企業においては人以上の大企業においては 100100％人事部での対応がとられており、％人事部での対応がとられており、そのうちそのうち30.430.4％はマニュアルを備えている。％はマニュアルを備えている。まま

    た純粋外資企業のた純粋外資企業の25.025.0％がマニュアルを備えているのも際立った特徴である。％がマニュアルを備えているのも際立った特徴である。

Q64Q64 個人情報管理に関する人材マネジメント部門の関与個人情報管理に関する人材マネジメント部門の関与



第七章　組合第七章　組合

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



１ ４ ０１ ４ ０ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　労働組合の有無＜資本構成別／単一回答＞

組合が１つある
組合が２つ以上

ある

従業員の一部
が、企業外の組
合に加入してい

る

過去に組合が
あったが、現在

はない

過去・現在ともに
組合はない

不　明

●凡例

全体 (n=515) 46.2 51.8

純粋国内資本（０％） (n=392) 45.4 52.8

外資系企業・小計 (n=68) 45.6 52.9

外資１（１～３０％） (n=36) 58.3 41.7

外資２（３１～９９％） (n=15) 13.3 80.0

外資３（１００％） (n=16) 43.8 56.3

Ｑ４５（資）

資
本
構
成
別

組合が
ある・
小計

組合が
ない・
小計

40.6

35.3

47.2

6.7

31.3

10.3

6.7

12.5

6.7

――

51.5

52.6

51.5

38.9

80.0

56.3

1.0

0.8

―

―

―

―

40.4％

4.8

11.1

5.8

―

1.5

1.0

1.0

―

2.8

1.5

0.3

0.4

◆　労働組合の有無＜全体／単一回答＞

組合が１つある
組合が２つ以上

ある

従業員の一部
が、企業外の組
合に加入してい

る

過去に組合が
あったが、現在

はない

過去・現在ともに
組合はない

不　明

●凡例

全体 (n=515) 46.2 51.8

Ｑ４５（ＧＴ）

組合が
ない・
小計

組合が
ある・
小計

51.5 1.040.4％ 5.8
1.0

0.4

◆　労働組合の有無＜従業員規模別／単一回答＞

組合が１つある
組合が２つ以上

ある

従業員の一部
が、企業外の組
合に加入してい

る

過去に組合が
あったが、現在

はない

過去・現在ともに
組合はない

不　明

●凡例

全体 (n=515) 46.2 51.8

１０～１９人 (n=4) 25.0 75.0

２０～４９人 (n=17) 11.8 88.2

５０～９９人 (n=31) ― 100.0

１００～２９９人 (n=108) 24.1 73.1

３００～４９９人 (n=90) 46.7 48.9

５００～９９９人 (n=132) 55.3 43.9

１０００～４９９９人 (n=90) 70.0 28.9

５０００人以上 (n=23) 91.3 8.7

Ｑ４５（従）

従
業
員
規
模
別

組合が
ある・
小計

組合が
ない・
小計

25.0

24.1

36.7

50.0

58.9

82.6

10.0

11.1

51.5

75.0

88.2

100.0

73.1

48.9

43.2

28.9

1.0

―

―

1.9

1.1

―

1.1

40.4％

―

11.8

―

―

―

8.7

5.3

5.8

―

―

―

―

―

―

3.3

0.8

1.0

0.9

―

―

―

―

4.3

―

0.8

0.4

―

4.3

―

―

■組合■組合

○組合のある企業は半数に満たない○組合のある企業は半数に満たない

・・社内に労働組合がある企業は半数に満たない社内に労働組合がある企業は半数に満たない （（46.246.2％）。％）。そのうちほとんどは組合の数が１つであるそのうちほとんどは組合の数が１つである（全体で（全体で40.440.4％）。％）。従従

    業員業員100100人以上の中～大企業では規模の大きさに伴って、人以上の中～大企業では規模の大きさに伴って、労働組合が存在する割合ははっきりと増加傾向を示している。労働組合が存在する割合ははっきりと増加傾向を示している。

Q45Q45 労働組合の有無労働組合の有無



第七章　組合第七章　組合

１ ４ １１ ４ １人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

・・従業員の意見を聴取する際は、従業員の意見を聴取する際は、「経営陣と管理職の懇談会」「経営陣と管理職の懇談会」やや 「労働組合」「労働組合」や、や、「会社レベルの労使協議機関」「会社レベルの労使協議機関」などをなどを

    通じて聴取されることが多い。通じて聴取されることが多い。具体的に具体的に 「労働条件」「労働条件」はは41.441.4％の企業で％の企業で 「労働組合を通じて」「労働組合を通じて」聴取されている。聴取されている。「雇用調「雇用調

整や雇用削減計画」整や雇用削減計画」は労働組合は労働組合 （（20.220.2％）％）や経営陣と管理職の懇談会や経営陣と管理職の懇談会 （（19.219.2％）％）で行われているが、で行われているが、35.335.3％の企業が％の企業が

「この事項に関して従業員の意見は聴取しない」「この事項に関して従業員の意見は聴取しない」と回答している。と回答している。「人事異動や出向などの異動」「人事異動や出向などの異動」はは24.924.9％の企業で％の企業で 「経「経

営陣と管理職の懇談会」営陣と管理職の懇談会」を通じて行われているが、を通じて行われているが、38.838.8％が意見の聴取を行っていない。％が意見の聴取を行っていない。「経営計画「経営計画 ・・生産計画生産計画・・事業事業

戦略戦略」」はは37.537.5％の企業において経営陣と管理職の懇談会で行われている。％の企業において経営陣と管理職の懇談会で行われている。

Q46Q46 従業員の意見聴取の仕組従業員の意見聴取の仕組

◆　評価・考課制度の評価対象要素（すべて）＜全体／複数回答＞

全体

労働組
合を通じ

て

全社レベ
ルの労使

協議機関

事業所レ

ベルの労
使協議

機関

社員会や

親睦会な
どの従業

員組織

話し合い

によって
選ばれた

従業員
の代表

全社の指

名した従
業員の代

表

経営陣と
管理職

の懇談
会（管理

職会な

ど）

その他

この事項
につい

て、従業
員の意

見は聴

取しない

労働条件（処遇や労働時間） 515 41.4 18.1 9.5 12.2 15.0 8.7 21.7 6.4 11.3

雇用調整や雇用削減計画 515 20.2 8.9 4.3 1.7 3.3 4.7 19.2 2.7 35.3

人事異動や出向などの人の異動 515 14.0 5.8 4.1 2.7 2.7 4.5 24.9 4.9 38.8

経営計画・生産計画・事業戦略 515 12.4 14.4 5.8 3.3 5.6 6.8 37.5 4.5 27.6

Ｑ46（評価）

0

20

40

60
労働条件（処遇や労働時間） 雇用調整や雇用削減計画

人事異動や出向などの人の異動 経営計画・生産計画・事業戦略

（％）



１ ４ ２１ ４ ２ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　従業員の意見が、会社の決定に影響を及ぼす事柄＜全体／複数回答＞

合計

労働時
間・休
日・休
暇など
に関す

る変更

福利厚
生に関
する変

更

賃上げ

の額や
割合

人事異
動（定
期異動
など）

雇用調

整の実
施

出向・
転籍な
どの実

施

年間の
経営計
画・生

産計画

事業戦
略

長期の
経営計
画・生
産計画

経営の

基本方
針

その他
不
明

賃金
等待

遇
面・
小計

雇用
調

整・
小計

配置

面・
小計

経営
関
連・

小計

全体 515 49.1 46.4 45.4 23.5 20.2 17.5 10.3 7.0 6.2 2.9 0.8 18.6 64.3 20.2 31.7 15.7

Ｑ４７（ＧＴ）

0

10

20

30

40

50
全体

（％）

◆　従業員の意見が、会社の決定に影響を及ぼす事柄＜従業員規模別／複数回答＞

合計

労働時

間・休
日・休
暇など
に関す
る変更

福利厚
生に関
する変

更

賃上げ
の額や

割合

人事異
動（定

期異動
など）

雇用調
整の実

施

出向・
転籍な
どの実

施

年間の
経営計
画・生
産計画

事業戦
略

長期の
経営計
画・生
産計画

経営の
基本方

針

その他
不
明

賃金
等待
遇

面・
小計

雇用
調
整・

小計

配置
面・

小計

経営
関
連・
小計

全体 515 49.1 46.4 45.4 23.5 20.2 17.5 10.3 7.0 6.2 2.9 0.8 18.6 64.3 20.2 31.7 15.7

１０～１９人 4 25.0 25.0 ― ― ― ― 25.0 25.0 25.0 25.0 ― ― 50.0 ― ― 50.0

２０～４９人 17 52.9 41.2 29.4 29.4 17.6 17.6 41.2 17.6 17.6 5.9 ― 5.9 76.5 17.6 41.2 52.9

５０～９９人 31 38.7 38.7 25.8 38.7 22.6 19.4 12.9 6.5 9.7 3.2 3.2 25.8 54.8 22.6 41.9 19.4

１００～２９９人 108 34.3 38.0 25.9 35.2 13.9 13.0 14.8 8.3 7.4 0.9 0.9 24.1 49.1 13.9 40.7 16.7

３００～４９９人 90 48.9 43.3 46.7 25.6 11.1 15.6 7.8 6.7 6.7 2.2 1.1 25.6 62.2 11.1 27.8 13.3

５００～９９９人 132 52.3 43.2 52.3 18.2 22.0 20.5 6.8 6.8 3.8 2.3 0.8 10.6 70.5 22.0 29.5 13.6

１０００～４９９９人 90 62.2 62.2 62.2 16.7 26.7 21.1 3.3 2.2 4.4 2.2 ― 18.9 72.2 26.7 28.9 7.8

５０００人以上 23 69.6 73.9 82.6 4.3 52.2 17.4 17.4 4.3 ― ― ― 13.0 87.0 52.2 21.7 21.7

Ｑ４７（従）

従
業
員
規

模
別

・・会社の決定に影響を及ぼす可能性がある従業員の意見としては、会社の決定に影響を及ぼす可能性がある従業員の意見としては、賃金等の待遇面に多く見られ、賃金等の待遇面に多く見られ、この分野のどれかを一つこの分野のどれかを一つ

    でも回答した企業はでも回答した企業は64.364.3％に及んでいる。％に及んでいる。具体的には具体的には 「労働時間「労働時間・・休日休日・・休暇などに関する変更」休暇などに関する変更」（（49.149.1％）％）やや 「福利厚「福利厚

    生に関する変更」生に関する変更」（（46.446.4％）、％）、「賃上げの額や割合」「賃上げの額や割合」（（45.445.4％）％）などがある。などがある。企業規模別に見ると、企業規模別に見ると、 「賃金等の待遇面」「賃金等の待遇面」やや

  「雇用調整」「雇用調整」は大企業ほど割合が高く、は大企業ほど割合が高く、 「人事異動」「人事異動」などのなどの 「配置面」「配置面」やや 「年間の経営計画「年間の経営計画 ・・生産計画」生産計画」などは小企などは小企

    業ほど高い割合を示している。業ほど高い割合を示している。 業種別に見ると、業種別に見ると、製造業や運輸業において特に製造業や運輸業において特に 「賃金等の待遇面」「賃金等の待遇面」の割合が高い。の割合が高い。

Q47Q47 従業員の意見が、従業員の意見が、 会社の決定に影響を及ぼす事柄会社の決定に影響を及ぼす事柄



第七章　組合第七章　組合

１ ４ ３１ ４ ３人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所

◆　　従業員の要望・不満の上申機会＜全体／複数回答＞

合計

上司との
面談

自己申
告制度

人事・労
務部門
への直
接相談
のため

のルート

提案制
度（投書

などので
きる制
度）

苦情処
理制度

従業員

意識調
査

人事・労
務担当

者による
定期的
な個人

面談

その他 不　明

515 64.5 49.9 35.3 25.4 15.0 12.8 9.7 4.5 6.2

Ｑ４８（ＧＴ）

全体

0

10

20

30

40

50

60

70
全体

（％）

◆　従業員の要望・不満の上申機会＜従業員規模別／複数回答＞

合計

上司との
面談

自己申
告制度

人事・労
務部門

への直
接相談
のため

のルート

提案制
度（投書
などので
きる制

度）

苦情処
理制度

従業員
意識調

査

人事・労
務担当

者による
定期的
な個人
面談

その他 不　明

全体 515 64.5 49.9 35.3 25.4 15.0 12.8 9.7 4.5 6.2

１０～１９人 4 50.0 25.0 25.0 25.0 ― 25.0 ― ― ―

２０～４９人 17 76.5 23.5 35.3 23.5 ― 5.9 17.6 ― 11.8

５０～９９人 31 61.3 48.4 45.2 35.5 3.2 3.2 16.1 9.7 6.5

１００～２９９人 108 66.7 43.5 38.0 29.6 10.2 10.2 16.7 2.8 5.6

３００～４９９人 90 64.4 47.8 27.8 18.9 11.1 10.0 7.8 2.2 13.3

５００～９９９人 132 63.6 52.3 35.6 26.5 13.6 9.1 6.8 5.3 0.8

１０００～４９９９人 90 56.7 63.3 30.0 27.8 26.7 18.9 4.4 6.7 8.9

５０００人以上 23 73.9 65.2 47.8 17.4 47.8 39.1 13.0 4.3 ―

Ｑ４８（従）

従
業
員
規

模
別

○従業員個人の要望○従業員個人の要望 ・・不満の上申機会は、不満の上申機会は、 「上司との面談」「上司との面談」「自己申告制度」「自己申告制度」が主が主

・・従業員が個人として要望や不満を述べる機会として採用されている仕組みとしては従業員が個人として要望や不満を述べる機会として採用されている仕組みとしては 「上司との面談」「上司との面談」（（64.564.5％）％）やや 「自己申「自己申

    告制度」告制度」（（49.949.9％）％）などが多い。などが多い。従業員規模別に見ると、従業員規模別に見ると、大企業においては先の２つ以外にも大企業においては先の２つ以外にも「苦情処理制度」「苦情処理制度」やや 「従業「従業

    員意識調査」員意識調査」などの仕組みがある割合が比較的高く、などの仕組みがある割合が比較的高く、 多様な上申機会が整備されている。多様な上申機会が整備されている。
Q48Q48 従業員の要望従業員の要望 ・・不満の上申機会不満の上申機会



１ ４ ４１ ４ ４ 人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



第八章　人材ポートフォリオ第八章　人材ポートフォリオ

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所



人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所１ ４ ６１ ４ ６

◆　経営資源投入グループ＜全体／単一回答＞

Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ
不
明

●凡例

最も力を注ぐ
従業員グループ

(n=515)

２番目に力を注ぐ
従業員グループ

(n=515)

３番目に力を注ぐ
従業員グループ

(n=515)

４番目に力を注ぐ
従業員グループ

(n=515)

Ｑ６５
Ａタイプ：儲かる仕組みを作る人
Ｂタイプ：儲かる仕組みに専門性を提供する人
Ｃタイプ：儲かる仕組みのなかで定型的業務をする人
Ｄタイプ：儲かる仕組みを運用し価値を生み出す人

6.8

11.3

31.7

37.9

12.6

23.1

38.3

31.1

1.9

12.2

55.7％

19.2

12.2

72.0

4.1

5.0 5.8

5.8

6.6

6.6

○従業員の４つのタイプ○従業員の４つのタイプ

・・従業員を次に示すような従業員を次に示すような44つの人材タイプに分類した場合に、つの人材タイプに分類した場合に、「経営資源を投入する優先順位」、「経営資源を投入する優先順位」、「それぞれのグループ「それぞれのグループ

    人員構成比人員構成比 （現在、（現在、55年後）」、年後）」、「それぞれのグループの人材獲得のための手法」「それぞれのグループの人材獲得のための手法」について聞いた。について聞いた。

　　４つの人材タイプは、４つの人材タイプは、「活動の領域が新しい仕組みの創造に関わるのか既存の仕組みの運営に関わるのか」「活動の領域が新しい仕組みの創造に関わるのか既存の仕組みの運営に関わるのか」（創造とオペレー（創造とオペレー

    ションを両極にもつ）ションを両極にもつ）の横軸と、の横軸と、「追求する成果が組織性かなのか個人成果なのか」「追求する成果が組織性かなのか個人成果なのか」（組織成果最大化の志向（組織成果最大化の志向--個人成果個人成果

    最大化の志向を両極にもつ）最大化の志向を両極にもつ）の縦軸により類型化した。の縦軸により類型化した。
Q65Q65 経営資源投入グループ経営資源投入グループ

 

新しい戦略を考えたり、ビジネスモデ
ルを構築するなど、会社や事業部が成
長するための仕組み作りをする人材 

A：儲かる仕組みを作る人 Ｃ：儲かる仕組みを運用し 

     価値を生み出す人 

Ｄ：儲かる仕組みのなかで  

     定型的業務をする人  

Ｂ：儲かる仕組みに専門性を提供する人

高度な技術や専門的知識を活用し、組織

に新しい価値を生み出す新製品やビジネ
スモデルを創造することで、創造的に組

織に貢献する人材 

既存のシステムのなかで、定型的な業務
を正確かつ効率的に、実行し、組織に貢
献する人材 

組織内の経営資源を統合して、既存の仕組

みを効果的に運用し、組織の目標達成に向
けて、マネジメントを実行する人材 

組織成果  

の最大化  

志向  

運営：  

Operation  

創造：  

Create  

個人成果  

の最大化  

志向  

X 軸  

Y 軸  

XX軸軸：：「創 造 ～ オ ペ レ ー シ ョ ン 」「創 造 ～ オ ペ レ ー シ ョ ン 」軸軸 ：：

YY軸軸：：「組 織 成 果 の 最 大 化 志 向 ～ 個 人 成 果 の 最 大 化 志 向 」「組 織 成 果 の 最 大 化 志 向 ～ 個 人 成 果 の 最 大 化 志 向 」軸軸 ：：

＊この＊この 22 軸を組み合わせることで軸を組み合わせることで､､人材のタイプは人材のタイプは､､上記のように類型化されます。上記のように類型化されます。

なお、なお、 44 タイプはあくまでも理想型とお考えください。タイプはあくまでも理想型とお考えください。



第八章　人材ポートフォリオ第八章　人材ポートフォリオ

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所 １ ４ ７１ ４ ７

◆　経営資源投入グループ＜全体／単一回答＞

全体
Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ 不　明

515 55.7 11.3 23.1 4.1 5.8

Ｑ６５　棒グラフ　Ａ

最も力を注ぐ従業員グループ

0

20

40

60

80

100
系列1

（％）

◆　経営資源投入グループ＜全体／単一回答＞

全体
Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ 不　明

515 12.2 37.9 31.1 12.2 6.6

Ｑ６５　棒グラフ　Ｃ

３番目に力を注ぐ従業員グループ

0

20

40

60

80

100
系列1

（％）

・・過半数の企業が過半数の企業が （（55.755.7％）％）最も経営資源を投入するグループとしてＡタイプを選択した。最も経営資源を投入するグループとしてＡタイプを選択した。次に多かったのはＣタイプとの回次に多かったのはＣタイプとの回

    答答 （（23.123.1％）％）でＡタイプの半分にも満たない。でＡタイプの半分にも満たない。

    22番目に経営資源を投入するグループとして各企業が選んだ回答は、番目に経営資源を投入するグループとして各企業が選んだ回答は、Ｃタイプが多くＣタイプが多く38.338.3％、％、ついでＢタイプのついでＢタイプの31.731.7％が続％が続

    く。く。

    33番目に経営資源を投入するグループとしてはＢタイプが最も多く番目に経営資源を投入するグループとしてはＢタイプが最も多く37.937.9％、％、ついでＣタイプのついでＣタイプの31.131.1％と拮抗する。％と拮抗する。

    経営資源投入の優先順位が低いグループとして選択されたのはＤタイプで経営資源投入の優先順位が低いグループとして選択されたのはＤタイプで72.072.0％であった。％であった。

    企業の特徴としてＡタイプには経営資源を投入するがＤタイプへの投資の優先順位は低いという回答を得た。企業の特徴としてＡタイプには経営資源を投入するがＤタイプへの投資の優先順位は低いという回答を得た。

Q65Q65 経営資源投入グループ経営資源投入グループ

◆　経営資源投入グループ＜全体／単一回答＞

全体
Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ 不　明

515 19.2 31.7 38.3 5.0 5.8

Ｑ６５　棒グラフ　Ｂ

２番目に力を注ぐ従業員グループ

0

20

40

60

80

100
系列1

（％）

◆　経営資源投入グループ＜全体／単一回答＞

全体
Ａタイプ Ｂタイプ Ｃタイプ Ｄタイプ 不　明

515 6.8 12.6 1.9 72.0 6.6

Ｑ６５　棒グラフ　Ｄ

４番目に力を注ぐ従業員グループ

0

20

40

60

80

100
系列1

（％）



人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所１ ４ ８１ ４ ８

◆　現在の人材構成比率＜全体／単一回答＞

０％ １～１０％
１１～
２０％

２１～
３０％

３１～
４０％

４１～
５０％

５１～
６０％

６１～
７０％

７１～
８０％

８１～
９０％

９１～
１００％

不
明

平均値
(％)

●凡例

Ａタイプ (n=515) 6.8

Ｂタイプ (n=515) 13.8

Ｃタイプ (n=515) 19.7

Ｄタイプ (n=515) 59.6

Ｑ６６ＳＱ１

Ａタイプ：儲かる仕組みを作る人

Ｂタイプ：儲かる仕組みに専門性を提供する人
Ｃタイプ：儲かる仕組みのなかで定型的業務をする人

Ｄタイプ：儲かる仕組みを運用し価値を生み出す人

67.6

47.6

30.9

5.2

15.3

23.7

3.9

11.7

9.3 8.3

0.8

12.4 15.5 11.5 3.3

20.6

20.6

20.6

20.60.6

3.7％

3.5

1.2

4.5 5.6

1.4

5.2 1.9

0.4

5.8

4.5

0.6

2.7

2.1

1.7

0.2

2.3

0.8

―0.2
0.4

0.4

0.2

0.2

0.6

―

―

―

◆　５年後の人材構成比率＜全体／単一回答＞

０％ １～１０％
１１～
２０％

２１～
３０％

３１～
４０％

４１～
５０％

５１～
６０％

６１～
７０％

７１～
８０％

８１～
９０％

９１～
１００％

不
明

平均値
(％)

●凡例

Ａタイプ (n=515) 11.1

Ｂタイプ (n=515) 18.6

Ｃタイプ (n=515) 23.3

Ｄタイプ (n=515) 47.0

Ｑ６６ＳＱ２

Ａタイプ：儲かる仕組みを作る人

Ｂタイプ：儲かる仕組みに専門性を提供する人
Ｃタイプ：儲かる仕組みのなかで定型的業務をする人

Ｄタイプ：儲かる仕組みを運用し価値を生み出す人

57.5

33.8

19.2

8.9

14.4

24.7

26.2

6.4

18.3

13.4 7.4

1.4

12.4 6.6 3.9

21.4

21.4

21.4

21.40.4

1.2％

0.8

0.6

9.1

3.1

10.1 2.9

1.4

6.8

8.7

0.4

1.9

4.3

2.7

0.2

1.2

1.6

0.20.2

0.2

0.6

―

―

0.2

1.4

0.2

―

―

○タイプ別の人材構成比○タイプ別の人材構成比

・・現在の人材構成比は半分以上がＤタイプであり現在の人材構成比は半分以上がＤタイプであり66割の割の59.659.6％を占める、％を占める、Ａタイプは１割に満たないＡタイプは１割に満たない6.86.8％に過ぎない。％に過ぎない。しかしか

    し、し、将来的には将来的には（５年後）（５年後）Ｄタイプ人材を、Ｄタイプ人材を、1010ポイントほど減らして、ポイントほど減らして、他の３タイプの人材グループををすこしずつ増加する他の３タイプの人材グループををすこしずつ増加する

      というのが平均的な回答のようだ。というのが平均的な回答のようだ。

    ただし、ただし、19991999年に実施した同様のデータと比較してみると、年に実施した同様のデータと比較してみると、9999年のデータではＤタイプ約半数を１年のデータではＤタイプ約半数を１//３くらいまで減らすつも３くらいまで減らすつも

    りのようだったが、りのようだったが、今回の回答ではＤタイプ人材は増えている。今回の回答ではＤタイプ人材は増えている。

Q66Q66 各グループ別の人材構成比各グループ別の人材構成比



第八章　人材ポートフォリオ第八章　人材ポートフォリオ

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所 １ ４ ９１ ４ ９

◆人材構成比/現在

Ｑ６６（特殊）1＆２

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

10

10

6.8
19.7

13.9

59.6

◆人材構成比/５年後

Ｑ６６（特殊）1＆２

10

10

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

23.3

11.1

18.6

47.0

＜前回調査のデータ＞

◆人材構成比/現在

Ｑ６６（特殊）1＆２  前回保留分

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

10

10

9.8

48.7 18.3

23.2 Ａ

◆人材構成比/５年後

Ｑ６６（特殊）1＆２  前回保留分

10

10

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

36.3

13.9

24.1

25.7



人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所１ ５ ０１ ５ ０

◆　人材獲得方法（２番目に重要）＜全体／単一回答＞

新卒からの

育成

即戦力の中

途採用

中途採用を
した人材の
内部育成

短期の契約

社員など

パートやア
ルバイトなど

の非常勤雇
用

派遣や請負

など

外部へのア

ウトソース
その他１ その他２ 不　明

●凡例

Ａタイプ人材 (n=515)

Ｂタイプ人材 (n=515)

Ｃタイプ人材 (n=515)

Ｄタイプ人材 (n=515)

Ｑ６７（２番目に重視）
Ａタイプ：儲かる仕組みを作る人
Ｂタイプ：儲かる仕組みに専門性を提供する人
Ｃタイプ：儲かる仕組みのなかで定型的業務をする人

Ｄタイプ：儲かる仕組みを運用し価値を生み出す人

20.0

17.1

8.0

27.6

24.9

28.9

15.1

27.8

24.9

7.8 13.0 19.8 11.7

15.5

14.6

18.3％

9.7

30.1

1.4

1.7

4.3

0.2

1.0

0.4

1.7

3.1

1.9

2.3

6.8

5.6

0.4

1.2

0.4

1.2

―

0.2

―

―

15.3

16.3

◆　人材獲得方法（もっとも重要）＜全体／単一回答＞

新卒からの

育成

即戦力の中

途採用

中途採用を
した人材の
内部育成

短期の契約

社員など

パートやア
ルバイトなど

の非常勤雇
用

派遣や請負

など

外部へのア

ウトソース
その他１ その他２ 不　明

●凡例

Ａタイプ人材 (n=515)

Ｂタイプ人材 (n=515)

Ｃタイプ人材 (n=515)

Ｄタイプ人材 (n=515)

Ｑ６７（最も重視）

Ａタイプ：儲かる仕組みを作る人
Ｂタイプ：儲かる仕組みに専門性を提供する人

Ｃタイプ：儲かる仕組みのなかで定型的業務をする人
Ｄタイプ：儲かる仕組みを運用し価値を生み出す人

29.1

50.1

38.1

35.3

43.5

20.4

12.2

10.9

6.6 13.2 11.1 8.2

10.3

9.9

35.9％

7.4 5.6

14.8

―

0.8

0.2

―

0.4

0.2

―

0.2

0.8

0.8

3.3

2.7

―

1.7

2.1

3.1

―

―

0.2

0.2

10.3

10.5

○各グループの人材調査達方法○各グループの人材調査達方法

・・それぞれのグループの人材の調達方法で重要なものとして、それぞれのグループの人材の調達方法で重要なものとして、AAグループは新卒からの採用グループは新卒からの採用（（35.935.9％）、％）、中途からの採用中途からの採用（（35.335.3

    ％）％）など雇用を前提とした外部調達がなど雇用を前提とした外部調達が77割。割。ついで既に採用した内部の社員の育成がついで既に採用した内部の社員の育成が12.212.2％となっている。％となっている。

  BBグループでは中途からの採用グループでは中途からの採用 （（43.543.5％）％）が半数近く、が半数近く、ついで新卒からの採用ついで新卒からの採用 （（29.129.1％）％）が３割。が３割。

  CCグループでは、グループでは、半数が新卒からの採用半数が新卒からの採用 （（50.150.1％）、％）、ついで中途からの採用ついで中途からの採用 （（20.420.4％）％）となった。となった。

  AA からからCCまでのグループは大半が雇用を前提とした採用中心であったが、までのグループは大半が雇用を前提とした採用中心であったが、DDグループのみやや多様化が見られた。グループのみやや多様化が見られた。新卒か新卒か

    らの採用らの採用（（38.138.1％）％）が最も多いものの水準は他のグループより低く、が最も多いものの水準は他のグループより低く、一方その他の調達方法については短期の雇用や、一方その他の調達方法については短期の雇用や、非非

    雇用の形態もバリエーションも多く目に付く。雇用の形態もバリエーションも多く目に付く。

Q67Q67 今後今後 55 年の各グループの人材調達方法年の各グループの人材調達方法



第八章　人材ポートフォリオ第八章　人材ポートフォリオ

人材マネジメント調査／リクルート人材マネジメント調査／リクルート  ワークス研究所ワークス研究所 １ ５ １１ ５ １

◆　人材獲得方法　　＜全体／単一回答＞
Ｂタイプ人材

全体

新卒か
らの育

成

即戦力
の中途
採用

中途採

用をし
た人材
の内部

育成

短期の
契約社
員など

パート
やアル

バイト
などの

非常勤
雇用

派遣や
請負な

ど

外部へ

のアウ
トソー

ス

その他
１

その他
２

不　明

515 29.1 43.5 10.9 0.2 0.2 0.8 3.3 1.7 ― 10.3

515 20.0 24.9 24.9 4.3 0.4 1.9 6.8 1.2 0.2 15.5

Ｑ６７合成　Ｂ

２番目に重要な獲得方法

もっとも重要

0

20

40

60
もっとも重要

２番目に重要な獲得方法

（％）

◆　人材獲得方法　　＜全体／単一回答＞
Ａタイプ人材

全体

新卒か
らの育

成

即戦力
の中途
採用

中途採

用をし
た人材
の内部

育成

短期の
契約社
員など

パート
やアル

バイト
などの

非常勤
雇用

派遣や
請負な

ど

外部へ

のアウ
トソー

ス

その他
１

その他
２

不　明

515 35.9 35.3 12.2 ― ― ― 2.7 3.1 0.2 10.5

515 18.3 27.6 27.8 1.4 0.2 1.7 5.6 1.2 ― 16.3

Ｑ６７合成　Ａ

２番目に重要な獲得方法

もっとも重要

0

20

40

60
もっとも重要

２番目に重要な獲得方法

（％）

◆　人材獲得方法　　＜全体／単一回答＞
Ｃタイプ人材

全体

新卒か
らの育

成

即戦力
の中途
採用

中途採

用をし
た人材
の内部

育成

短期の
契約社
員など

パート
やアル

バイト
などの

非常勤
雇用

派遣や
請負な

ど

外部へ

のアウ
トソー

ス

その他
１

その他
２

不　明

515 50.1 20.4 14.8 0.8 0.4 0.2 0.8 2.1 0.2 10.3

515 17.1 28.9 30.1 1.7 1.0 3.1 2.3 0.4 ― 15.3

Ｑ６７合成　Ｃ

２番目に重要な獲得方法

もっとも重要

0

20

40

60
もっとも重要

２番目に重要な獲得方法

（％）

◆　人材獲得方法　　＜全体／単一回答＞
Ｄタイプ人材

全体

新卒か
らの育

成

即戦力
の中途
採用

中途採

用をし
た人材
の内部

育成

短期の
契約社
員など

パート
やアル

バイト
などの

非常勤
雇用

派遣や
請負な

ど

外部へ

のアウ
トソー

ス

その他
１

その他
２

不　明

515 38.1 7.4 5.6 6.6 13.2 11.1 8.2 ― ― 9.9

515 8.0 15.1 9.7 7.8 13.0 19.8 11.7 0.4 ― 14.6

Ｑ６７合成　Ｄ

２番目に重要な獲得方法

もっとも重要

0

20

40

60
もっとも重要

２番目に重要な獲得方法

（％）
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調査票見本調査票見本



 
 
 
 
アンケートにご協力いただきありがとうございます。 

本アンケートの回答に際しましては以下の注意書きをお読みいただいた上でお願いいたします。 

下記締切日までにご回答いただきました企業様には、調査結果をまとめた報告書および、調査分析

結果に基づく貴社のポジショニングマップのシートをお送りいたします。また今後本調査の研究が進ん

で行く節目ごとに、レジュメの御送付、セミナーへの御招待なども計画しております。その他分析結果は印刷物なら

びにワークス研究所のインターネット・ホームページにて公開を考えております。 

加えまして、本文中で使用しております用語については、一部弊社で概念を統一したものを用いておりますので、

下記の定義をご覧の上ご回答ください。 

よろしくお願いいたします。 
 

【ご記入にあたって】 

●調査票へのご記入は、黒・青などの筆記具でお願いします（赤色はご使用にならないでください）。 

●原則として（特に指示がない場合）、回答のご記入は質問の番号順にお進みください。ただし、回答によって次に進む質問が違ってくる

場合があります。その時は、矢印→や( )の指示に従ってお進みください。 

●回答記入は、用意されている回答の中であてはまるものの回答番号を○で囲んでいただく質問がほとんどです。回答の中で「その他」

の回答に該当されている場合は、「その他」の回答番号に○をして、＿＿＿部分に具体的に回答の内容を記入してください。質問によ

っては回答番号そのもの、あるいは数字を記入していただくものもあります。 

●1 つの質問の回答数（○がつく数）は、特に指示がない場合 1 つだけにしてください。「いくつでも」や「3 つまで」の指示がある場合は、

それに従ってください。 

●誠に勝手ながら集計の都合上、2001年 3月９日(金)までに同封の封筒（切手は必要ございません）にて、ご投函いただけますようお願

い申し上げます。 

 

【アンケート本文中に使用している用語について】 

●人材マネジメント部門：一般的な人事・労務管理部門の総称として用いています。能力開発、教育研修部門も広義で含めお考えくださ

い。 

●人材マネジメント機能：上記部門同様人事・労務管理に関する機能全般を総称して用いています。能力開発・教育研修機能なども広く

含んだものとお考えください。 

●正社員：いわゆる正社員とお考え下さい。 

●従業員：正社員、契約社員、パート・アルバイト等など多様な働き方をすべて含めた従業員全体とお考え下さい 

 
●謝礼の報告書をお送りします。ご記入者様についてお答え下さい。 
     ※よろしければ、封筒のラベル右下の番号も御記入下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
『W o r k s  人材マネジメント調査 2 0 0 1 』について 

本調査は株式会社リクルート ワークス研究所 が主体として実施しており、調査グループが運営さ 
せていただいております。御不明な点がございましたら下記担当者宛てに御連絡ください。 
 
□調査名：W o r k s 人材マネジメント調査 2 0 0 1  
□調査主体：ワークス研究所 

□調査監修：慶應義塾大学大学院経営管理研究科 守島基博教授  

□調査協力：日本人材マネジメント協会（JSHRM） 

■問合窓口：株式会社リクルート ワークス研究所 調査グループ 

担当 白石 久喜／03-3534-6318（～3/2）03-5532-5696（3/5～） 

        ／ hsiro@r.recruit.co.jp 

W o r k s  人材マネジメント調査 2001  

部署名

※ラベル右
下の番号

お役職名
フリガナ

ご記入者
様氏名

御住所

〒

TEL FAX

電子メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　＠

貴社名

追加取材にご協力いた
だけますでしょうか。

1.可　　2.不可

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 
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★まず貴社の人材マネジメントの考え方についてお伺いします★ 
 

Q1. 貴社では、人材マネジメントは、どのような考え方に基づいていますか。A の考え方と、B の考え方を比

較して、以下に挙げる各々の項目について、貴社の人事・労務に関する基本的な考え方を最もよく反映し

ている数字に 1 つだけ○をつけてください。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 

A A に近い 
どちらか

というと

A に近い 

どちらか

というと

B に近い 
B に近い B 

採用において、新規学卒者の確

保に力を入れる 1 2 3 4 
採用において、実績・能力の

ある人材の（中途採用）確保

に力を入れる 
企業業績が悪化しても、従業員

の雇用は可能な限り守る 1 2 3 4 
企業業績が悪化した場合、雇

用の確保よりも業績の改善を

重視する 
採用した従業員は、全員が長期

的に勤めるという前提にたっ

ている 
1 2 3 4 

採用した従業員の中で優秀な

人材だけが長期的に勤めると

いう前提に立っている 
正規従業員と非正規従業員が

やっている仕事は本質的に異

なっている 
1 2 3 4 

正規従業員と非正規従業員の

仕事は基本的に同質である 

従業員の会社への貢献の基礎

として会社への忠誠心を重視

している 
1 2 3 4 

従業員の会社への貢献の基礎

としては会社への忠誠心を重

視していない 
従業員の処遇の基本は、昇給な

ど金銭的・経済的な報酬を重視

している 1 2 3 4 

従業員の処遇の基本は、やり

がいのある仕事を与えるな

ど、非金銭的な報酬を重視し

ている 
個人の業績・成果は、できるだ

け短期間の処遇に反映させて

いる 
1 2 3 4 

個人の業績･成果は短期的な

処遇に反映せず長期的な視点

で評価している 

チームというより、個人の成果

を重視して組織を運営してい

る 
1 2 3 4 

個人というより、チームの成

果を重視して組織を運営して

いる 
教育投資は、企業戦略上重要な

従業員を対象に、集中的に行う 1 2 3 4 
教育投資は、全従業員の能

力・資質を高めるようにでき

るだけ均等に行う 
管理職層（課長相当以上）への

昇進・昇格の判断では、入社年

次や勤続年数・年齢が重要な決

定要因になる 

1 2 3 4 

管理職層（課長相当以上）へ

の昇進・昇格の判断では、入

社年次や勤続年数・年齢が重

要な決定要因にならない 
業績が悪化した場合は、人材開

発や育成への投資を削減し、コ

スト削減の一環とする 1 2 3 4 

業績が悪化しても、人材開発

や育成への投資は最後まで減

らさず、他の部分でのコスト

削減を狙う 
会社に貢献するための能力開

発の責任は個人にある 1 2 3 4 
会社に貢献するための能力開

発の責任は会社にある 
キャリア開発の基本は、単独ま

たは少数の分野での専門性で

ある 
1 2 3 4 

キャリア開発の基本は、複数

の分野をまたがる経験の広さ

である 
賃金決定には能力や資格を強

く反映している 1 2 3 4 
賃金決定には、成果や業績を

強く反映している 
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Q 2 . 貴社は、以下のどれに相当しますか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。（いくつでも〇） 

1.オーナー企業 5.非上場企業 
2.企業ｸﾞﾙｰﾌﾟの中での中心的企業（→Q2SQ1 へ） 6.ベンチャー企業 
3.企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の子会社･関連会社（→Q2SQ1 へ） 7.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
4.上場・公開企業 

 
Q2SQ1 . （Q2 で 2，3 と回答された方）貴企業グループでは、人材マネジメントについてどのような方針を

お持ちですか。おのおのについて、あてはまるものひとつに○をつけてください。（ひとつに〇） 
 
(1)処遇制度に関して 

1.企業グループ内各社の処遇制度はできるだけ統一化する 
2.各企業が、個別に親会社の処遇制度を参考にしながら、個別のシステムを作る 
3.各企業の業務内容を勘案し、処遇制度が分割されている 
4.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
(2)人材育成に関して 

1.企業グループ内の人材は、個別会社にまかせず、グループとして、統合されたシステムのなかで育成する 
2.企業グループ内の人材は基礎教育は統合されたシステムの中で行われ、専門的教育は各社の実態に

合わせて行われる 
3.企業グループ各社の人材は､グループ内企業毎に異なったシステムで育成し、グループ全体として、

統合的な育成システムはもたない 
4.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
Q3. 価値観や企業文化の共有についてお伺いします。貴社では、価値観や文化をどの程度従業員と共有されて

いますか。あてはまる番号に〇をつけてください。（ひとつに〇） 

1.共有されている 3.どちらともいえない 5.共有されていない 

2.やや共有されている 4.あまり共有されていない  
 

Q3SQ1. 貴社の実態では価値観や企業文化の共有を促進するために、どちらの考え方に近い方法を用いて

いらっしゃいますか。あてはまる番号に〇をつけてください。（ひとつに〇） 

A A に近い 
どちらか
というと

A に近い 

どちらか
というと

B に近い 
B に近い B 

A.入社後、ビジョンや文化の教

育を施し内部で育成してい

く 
1 2 3 4 

B.採用時から同じ思想に共感

する人材を選抜し、採用基

準の一つとしている 
 

Q4. 企業戦略や経営ビジョンの共有についてお伺いします。貴社では、経営ビジョンや戦略を、どの程度従業

員に伝達されていますか。あてはまる番号に〇をつけてください。（ひとつに〇） 

1.伝達されている 3.どちらともいえない 5.伝達されていない 

2.やや伝達されている 4.伝達共有していない 
 

Q5. 貴社では、組織運営の考え方として、どちらの考え方に近いですか。あてはまる番号に〇をつけてくださ

い。（ひとつに〇） 

A A に近い 
どちらか

というと
A に近い 

どちらか

というと
B に近い 

B に近い B 

A.トップは経営戦略やビジョ

ンを決定し、さらに現場まで

細かくブレイクダウンされ

た指示を与え、現場はその指

示に基づき動いている 

1 2 3 4 

B.トップは経営戦略やビジョ

ンなどの大きな方向性のみ

を決定して、現場でそれに

基づいた判断を行い、自分

たちの方向性を定める 

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 
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Q6. 正社員以外の労働者や外部労働力の活用についてお伺いします。貴社においてその形態の労働力を活用さ

れるのはどのような理由からですか。各々の労働力形態について、あてはまる理由すべてに○をつけ、ま

た、もっとも重要な理由 1 つに◎をつけてください。（それぞれいくつでも〇、ひとつだけ◎） 

 

 繁忙時間

帯や期間

への対応 

社外の技

術や能力

の活用 

労働力を

確保しや

すい 

管理の手

間が省け

る 

人件費な

どコスト

が安い 

雇用調整

を行いや

すい 

その他  

 

＿＿＿＿ 

該当労働

力は活用

していな

い 

(1)パート・アル

バイト 
1 2 3 4 5 6 7 8 

(2)契約・登録・

嘱託社員など 
1 2 3 4 5 6 7 8 

(3)派遣労働者 1 2 3 4 5 6 7 8 
(4)個人への業務

委託 
1 2 3 4 5 6 7 8 

(5)社外への外注

（アウトソース） 
1 2 3 4 5 6 7 8 

(6)その他 

＿＿＿＿＿＿＿ 
1 2 3 4 5 6 7 8 

 

Q7. 貴社（の人材マネジメント部門）では、現場における知識創造（新しいアイデアや製品を生み出したり、

ビジネスモデルを構築するなどの広い意味での研究・開発）を促進するような施策を実施していますか。

あてはまるものひとつに〇をつけてください。（ひとつに〇） 

１．実施しており、人材マネジメント部門が主として担当している 

２．実施しており、他部門が主として担当しており、人材マネジメント部門は補佐的な立場である 

３．実施しているが、人材マネジメント部門は関与していない 

４．当社では実施していない 
 

Q8. 貴社（の人材マネジメント部門）では、従業員が新しい知識創造を促進するための組織作りや‘場’づく

りというものを具体的に実施していますか。あてはまるものに〇をつけてください。（ひとつに〇） 

1.実施している（→Q8SQ1 へ） 2.実施していない（→Q9 へ） 
 

Q 8 S Q 1 . （Q8 で 1 と回答した方）それは具体的にはどのようなものですか。 

 

 

 

 

 
 

Q9. 貴社（の人材マネジメント部門）では、従業員が新しい知識創造を促進するために、新しいアイデアや製

品、ビジネスモデルを構築するなどの広い意味での研究・開発を、経営ボードに提案するあるいは発表す

る制度・機会を設けていますか。あてはまるものに〇をつけてください。（ひとつに〇） 

1.設けてている（→Q9SQ1 へ） 2.設けていない（→Q10 へ） 

 

Q 9 S Q 1 . （Q9 で 1 と回答した方）それは具体的にはどのようなものですか。 
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Q10. 貴社では､新しい発明や製品を生み出したり、ビジネスモデルを構築するなど、会社に対して極め

て大きな知的貢献を行った人材を処遇するために、どのような方法を利用していますか。以下の各々に

ついて、該当する番号に○をつけてください。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 
 
 頻繁に利用

している 

たまに利用

している 

あまり利用

していない 

当社には該

当しない 

 1.給与の大幅なアップ 1 2 3 4 
 2.ボーナスや個人報奨金などの一時金 1 2 3 4 
 3.長期の休暇やリフレッシュ休暇など 1 2 3 4 
 4.昇進・昇格 1 2 3 4 
 5.他の従業員と異なる特別な育成やキャリアパ

ス（高度専門職／フェローなど）に乗せる 
1 2 3 4 

 6.仕事やプロジェクトの選択における自由度を

大幅に拡大する 
1 2 3 4 

 7.自己裁量で使える経費（研究費、取材費など）

の増加 
1 2 3 4 

 8.留学などの機会の提供 1 2 3 4 
 9.社内賞などの授与 1 2 3 4 
10.個人による知的所有権の所有 1 2 3 4 
11.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 1 2 3 4 
 
Q11.貴社では､ホワイトカラーの能力開発・活用に関して､以下のことをどの程度重視していらっしゃいます

か。各々項目について、あてはまるものに○をつけてください。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 
 

 重視し

ている 

ある程度

は重視し

ている 

どちらと

もいえな

い 

あまり重

視してい

ない 

重視し

ていな

い 

1.従業員のキャリアに、現場（営業所､工場、支店など）

の経験が含まれること 
1 2 3 4 5 

2.従業員のキャリアで、ひとつの専門分野内だけではな

く､関連のある現場を広く経験すること 
1 2 3 4 5 

3.従業員の育成で､現場の問題を解決したり､新しい考え

方を提案する能力を培うこと 
1 2 3 4 5 

4.現場で生まれた新しい仕事のやり方や知識を、ひろく会

社内で共有していくこと 
1 2 3 4 5 

5.現場からの新しいアイディアや考え方を、文書やデータ

ベースに残していくこと 
1 2 3 4 5 

6.現場で創造・蓄積されたノウハウが、人が代わっても引

き継がれていくこと 
1 2 3 4 5 

7.現場で、新しい考え方や方法で、仕事の改善や問題解決

を行なった人が高く評価されること 
1 2 3 4 5 

8.チーム単位で仕事をした場合の個人貢献を正確に把握

すること 
1 2 3 4 5 

 
Q12.貴社では､企業戦略の達成のために必要不可欠な人材（戦略人材や基幹人材）の人材像を、明確に描いて

いますか。以下で、貴社に最もよくあてはまる番号に○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.戦略人材や基幹人材については、明確な人材像があり､そうした人材に要求される能力要件を言

語化し共有している 

2.戦略人材や基幹人材については、人材像をもっているが、そうした人材に要求される能力要件

を明確化するまでにはいたっていない 

3.戦略人材や基幹人材をある程度認識しているが､人材像を意識するまでにはいたっていない 

4.戦略人材や基幹人材を、特別に分けて人材像を考えたことはない 

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 
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★ここからは、貴社の処遇システムについて伺います★ 
 

まず、貴社の従業員を次の 4 つのグループに分類してみてください。Ｑ13 以降では、この 4 つの人材

タイプについてお聞きする質問が多く出てきます。 
1.管理職層 ：管理職として部下の管理や経営へのサジェスチョンを求められている層 

2.総合職層（非管理職） ：将来、管理職や専門職になることを期待されている層 

3.専門職層 ：極めて高い専門性で企業に貢献することを期待されている層 

4.現業職・専任職層 ：生産や販売・サービスなどの現場やオペレーターなどの定型的な業務を 

              主に担当している層 

 

Q13.貴社の評価・考課制度は、どのような要素を評価するものですか。上記の人材グループ（職層）の各々

について、以下の 1～10 の選択肢からあてはまるものをすべて選んで、それらの番号に○をつけてくだ

さい。（それぞれあてはまるものいくつでも〇）また、最もあてはまるものひとつに◎をつけてください。

（それぞれひとつに◎） 
 1. 

業績 

・ 

成果 

2. 

役割 

・ 

職責 

3. 

発揮 

能力 

4. 

保有 

能力 

5. 

特別な 

知識 

創造 

6. 

取り組

み姿勢 

7. 

会社の

ビジョ

ンや価

値観に

あわせ

た行動 

8. 

その人

の市場

価値 

9. 

その他 1 

           

＿＿＿ 

10. 

その他 2 

    

＿＿＿ 

(1)管理職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
(2)総合職層 
 （非管理職） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

(3)専門職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
(4)現業職・ 
 専任職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

 
Q14.貴社において、中間管理職を対象とする評価制度を、従来の考え方や枠組みにとらわれず、新しい考え

方に基づき、大きく変更させる必要が生じた場合、評価制度の変更とともに、他のどの人事制度を改め

なおしますか。貴社の過去の経験や現在の実情を踏まえ、貴社で変更すると考えられる人事制度すべて

に○をつけてください。（いくつでも〇） 
 

1.新規及び中途採用に関する募集・採用制度 5.福利厚生制度 
2.教育訓練制度 6.給与制度（月例賃金・ボーナスなど） 
3.昇進・昇格制度 7.労使関係制度 
4.従業員の雇用保証や非正規従業員の 8.その他（すべてを書いてください） 
  活用などに関する制度   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
Q15.年齢・学歴・性別などの属性、やっている仕事の内容、景気変動など外部要因などの条件が、全く同じ

であるＡとＢの社員を仮定して、二人の貢献度合いに 1.5 倍の格差（Ａ＝150 Ｂ＝100）があった場合、

賃金（年収でお考え下さい）にどの程度の格差を反映させていますか。(1)中間管理職層（課長職程度）

の場合と(2)スペシャリスト職層（自分の専門性で会社に貢献していく働き方）の場合それぞれについて、

現在の制度内で可能な格差と理想的な格差をお答えください。ご回答に際しては、Ｂの賃金を 100とし

た時のＡの割合で御記入ください。（大まかな数字で結構です） 
 現状の格差 理想的な格差 
(1)管理職層（課長職程度）の場合 ％ ％ 
(2)スペシャリスト職層（自分の専門性で会社に

貢献していく働き方）の場合 
％ ％ 
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Q 1 6 . 貴社では、以下のいずれの形で目標管理（MBO）を実施していますか。（ひとつに〇） 

1.個人目標の設定は従業員個人に任せて、組織からは大きな目的のみを伝えるかたちで実施している 

2.個人目標の設定まで組織または上司が決定し、伝達するかたちで実施している 

3.個人別の目標は、上司と話し合って設定する 

4.当社では目標管理を実施していない（→Q17 へ） （1,2,3と回答した方は→Q16SQ1 へ） 
 
Q 1 6 S Q 1 .（Q16 で 4 以外の回答の方）貴社では、数値化しづらい質的目標の扱いについてはどのようにお考

えですか。（ひとつに〇） 

1.質的目標もできるだけ数値化し、目標管理に組み入れる 

2.質的目標の数値化は行わないが、目標管理には組み入れる 

3.数値化できないものは、目標管理には組み入れない 
 

Q 1 7 . 貴社は次の制度の内容を従業員に公開していますか。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 

 公開している 公開していない 当社には該当す

るものがない 
1 賃金表 1 2 3 
2 人事考課の基準（賃金・賞与） 1 2 3 
3 人事考課の基準（昇進・昇格） 1 2 3 
4 賃金・賞与の査定の仕組み 1 2 3 
5 昇進・昇格の査定の仕組み 1 2 3 

 
Q 1 8 . 貴社では、人事考課の結果について、本人に対するフィードバック（説明）は行われていますか。 

（ひとつに〇） 

1.行われている（→Q18SQ1 へ） 2.行われていない（→Q19 へ） 
 
Q 1 8 S Q 1 . （Q18 で 1 と回答された方）人事考課フィードバックの具体的な内容はどのようなものですか。 

（あてはまるものすべてに〇） 

1.考課の結果（点数や評価ランクなど） 3.今後に向けての要望 

2.考課結果の理由 4.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
Q 1 8 S Q 2 .（Q18 で 1 と回答された方）貴社において、人事考課を行う管理職等の従業員に対して、考課の手

法やフィードバックのやり方などをトレーニングする研修を行っていますか。（ひとつに〇） 

1.行っている 2.行っていない 
 
Q19.貴社では、同規模・同業種の他社に比べ、(1)新規学卒者、(2) 課長レベルの中間管理職、(3) 部長以上

の上級管理職について、賃金水準をどのレベルに設定していますか。（それぞれあてはまるものひとつ

に〇） 

同規模・同業種の他社に比べ、 
かなり高

く設定し

ている 

やや高く

設定して

いる 

同程度の

レベルで

ある 

やや低く

設定して

いる 

かなり低

く設定し

ている 

分からな

い 

1.新規学卒者 1 2 3 4 5 6 
2.課長レベルの中間管理職 1 2 3 4 5 6 
3.部長以上の上級管理職 1 2 3 4 5 6 
 
Q20.貴社では、戦略的に重要で、即戦力となる人材を中途採用する際に、同規模・同業種の他社の賃金水準

（いわゆるマーケット賃金）が社内の賃金体系より高い場合、どの程度まで自社の水準に上乗せが可能

ですか。（ひとつに〇） 

1.0％（上乗せは不可能） 3.社内賃金+30％以内 5.社内賃金+50％以上 

2.社内賃金+15％以内 4.社内賃金+50％以内 
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Q21.貴社には、次の 1～5 のような働き方のできる人がいますか。あてはまる働き方すべてにに〇をつ

けてください。またいらっしゃるのであれば、１～５のような働き方をしている方の全体に対する割合

もお答えください。（大まかな数字で結構です）各々の人材グループ別にお考えください。（それぞれあ

てはまるものすべてに〇、割合は実数で） 

 
 1. 

出退勤時間

を自分の裁

量で決めら

れる 

2. 
必要に応じ

て、自分の

裁量で仕事

のペースを

変えられる 

3. 
必要や状況

に応じて、

仕事の手順

を自分で決

定できる 

4. 
仕事を進め

る上で、必

要な権限が

与えられて

いる 

5. 
評価は勤務

時間ではな

く、主に成果

や業績に基

づいている 

⇒左記の

様な働き

方をして

いる人の

割合 

(1)管理職層 1 2 3 4 5 ％ 
(2)総合職層（非管理職） 1 2 3 4 5 ％ 
(3)専門職層 1 2 3 4 5 ％ 
(4)現業職・専任職層 1 2 3 4 5 ％ 
 
Q22.貴社では現在、在宅勤務やテレワーキングなどの働き方をしている従業員はいらっしゃいますか。いら

っしゃる場合およそ何名程度ですか。（ひとつに〇） 

1.いる…およそ（   ）名 2.いない 
 
Q23.貴社では、各人材グループに求める能力やスキルはどの程度明確になっていますか。各人材グループご

とに、あてはまるところに○をつけてください。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 

 非常に明確

である 

やや明確で

ある 

どちらとも

いえない 

あまり明確で

はない 

全く明確では

ない 

(1)管理職層 1 2 3 4 5 
(2)総合職層（非管理職） 1 2 3 4 5 
(3)専門職層 1 2 3 4 5 
(4)現業職・専任職層 1 2 3 4 5 

 

Q24.貴社では、それぞれの人材グループに求める能力やスキルを明確にするために、どのような方法を用い

ていますか。実施している方法すべてに○をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.人事部内の話し合いのみにおいて決定 5.顧客へのﾋｱﾘﾝｸﾞやｱﾝｹｰﾄを通じた情報収集 

2.上司へのﾋｱﾘﾝｸﾞやｱﾝｹｰﾄを通じた情報収集 6.今まで明確にしようとしたことはない 

3.ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ（高業績者のもつ行動特性）分析 7.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

4.職務・役割分析 

 

Q25 -1.貴社では、戦略達成のために必要な能力として、人材育成上どのような点を重視していますか。人材

グループ別に、人材育成上最も重視している項目と、2 番目に重視している項目の番号をお書きくださ

い。 

選択肢： 1.貴社に固有の知識・スキル 4.企業価値や文化の理解 

 2.汎用的な知識・スキル 5.その他（具体的に）＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 3.語学や IT ﾘﾃﾗｼｰなどの一般的な知識・スキル  

 
 最も重視している項目 

（番号で記入） 
2 番目に重視している項目 

（番号で記入） 
(1)管理職層   
(2)総合職層（非管理職）   
(3)専門職層   
(4)現業職・専任職層   
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Q25 -2.同様に、戦略達成のために必要な能力として、具体的にはどのような項目を重視していますか。人材

グループ別に、以下の選択肢より選んであてはまるものすべてに〇をつけてください。（それぞれあては

まるものすべてに〇） 

選択肢： 1.把握力・分析力 6.支援・サポート力 11.自己統率力 

 2.企画力・発想力 7.協働・チームワークの力 12.自己向上力 

 3.実行する力 8.関係構築力 13.その他（具体的に） 

 4.他者・組織を理解する力 9.貢献志向    ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 5.対人影響力 10.社会性 
 
 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10 11. 12. 13. 
(1)管理職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
(2)総合職層（非管理職） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
(3)専門職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 
(4)現業職・専任職層 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

 
Q26.貴社では、人材グループ別に、どのような育成方法や手段を重視していますか。以下の選択肢の中で、各々

の人材グループ別に育成方法として最も重視する項目と、2 番目に重視する項目を選びお書きください。 

選択肢： 1.日常的な仕事をしながらの訓練（OJT） 7.通信教育 

 2.特別なプロジェクトや重要な仕事を通じた訓練 8.社内での自主的な勉強会 
 3.会社主催の選択型 OFF－JT 9.社外での自主的な勉強会 
 4.会社主催の一律型 OFF-JT 10.その他 1＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 5.会社負担の社外教育 11.その他 2＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 6.本人負担の社外教育 

 
 最も重視している方法 

（番号で記入） 
2 番目に重視している方法 

（番号で記入） 
(1)管理職層   
(2)総合職層（非管理職）   
(3)専門職層   
(4)現業職・専任職層   

 
Q 2 7 . 貴社の総売上の中で人件費が占める割合をお書きください。（実数を記入） 

●総売上の中で人件費は（     ）％を占めている。 
 
Q28.貴社では、全体の人件費を 100％とするとき、その中で何％を人材育成・開発にかけていますか。研修

費などの直接的な支出でお考えください。 

●総人件費の中で人材育成・開発には（     ）％をあてている。（実数を記入） 
 
Q29.貴社では人材育成の効果を評価する際、次のような基準を用いていますか。（それぞれあてはまるものひ

とつに〇） 

 用いている 用いていない 
(1) テストなどを通じた従業員の学習程度の評価 1 2 
(2) 生産性の増加など、従業員の職務行動における変化の評価 1 2 
(3) 上司や部門長からの反応や変化、評価 1 2 
(4) 従業員（対象者）からの反応や評価 1 2 
(5) その他（                 ） 1 2 
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Q 3 0 . 貴社では、従業員個人が保有する能力やスキルをどのような方法で把握していますか。 

（あてはまるものすべてに〇） 

1.上司による定期的な評価・査定 

2.上司による日常的な観察 

3.目標の達成状況 

4.筆記試験（アセスメントツールを除く） 

5.アセスメントツールによる定期的な評価（主に利用しているツール名            ） 

6.本人との面接 

7 本人の自己申告 

8.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

9.把握していない（→Q31 へ） 
 
Q 3 0 S Q 1（Q30 で 9 以外を回答した方）貴社では、把握した従業員の能力やスキルに関する情報を、どのよ

うに活用していますか。あてはまるものすべてに○をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.従業員にフィードバックしている 5.将来の育成プランに活用している 

2.直属の上司にフィードバックしている 6.配置に活用している 

3.評価に活用している 7.活用していない 

4.処遇に活用している 

 

Q31.貴社では、正社員のキャリア形成において、主導的な立場をとるのは企業と従業員のどちらですか。年

代（年齢層）ごとに、あてはまるところに○をつけてください。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 

 

 企業 どちらかと 

いえば企業 

どちらとも 

いえない 

どちらかと 

いえば個人 

個人 

(1)20 代 1 2 3 4 5 
(2)30 代 1 2 3 4 5 
(3)40 代 1 2 3 4 5 
(4)50 代 1 2 3 4 5 

 

Q32.貴社では、従業員に対して、今後のキャリアプランを提示するような機会・施策がありますか。人材グ

ループごとに、あてはまるところに○をつけてください。またそれぞれの人材グループごとに機会が開

始される主な年代を具体的にご記入ください。（それぞれあてはまるものいくつでも〇） 

 
 1. 

キャリアに

関する直属
上司との定

期的なミー

ティング 

2. 
キャリアに
関する直属

上 司 以 外

（メンター
など）との

定期的なミ
ーティング 

3. 
キャリアに
関する人事

部とのミー

ティング 

4. 
キ ャ リ ア
カ ウ ン セ

ラ ー な ど

外 部 専 門
家 と の ミ

ー テ ィ ン
グ 

5 
キ ャ リ
ア デ ザ

イン 

研修 

6. 
その他 

7. 
実施して
いない 

開始され

る主な年

齢層 

(1)管理職層 1 2 3 4 5 6 7 歳代 

(2)総合職層 
(非管理職) 

1 2 3 4 5 6 7 
歳代 

(3)専門職層 1 2 3 4 5 6 7 歳代 

(4)現業職 
･専任職層 1 2 3 4 5 6 7 

歳代 
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Q33. 貴社では､将来のトップマネジメント層（役員など）の候補を早期に選抜し、特別に育成する仕組

みがありますか。（ひとつに〇） 

1.選抜や育成のための仕組みや制度がある（→Q33SQ1,2 へ） 

2.特別の仕組みは無いが、意図的に選抜や育成を行っている（→Q33SQ1,2 へ） 

3.特別の仕組みは無いが、ある程度意図的に選抜や育成を行っている（→Q33SQ1,2 へ） 

4.特別の仕組みも、意識した選抜や育成も行ってはいないが、将来仕組みを作って行こうと考えている（→Q34 へ） 

5.特別の仕組みも、意識した選抜や育成も行ってはいないが、将来選抜や育成は行おうと考えている（→Q34 へ） 

6.特にそのようなことは考えていない（→Q34 へ） 

 

Q 3 3 S Q 1 .（Q33 で 1,2,3 と回答した方）そうした選抜が行われる年齢は、新卒で入社した社員の場合､入社後

何年目くらいですか。（実数を記入） 

 

 

入社後     年目ぐらい 

 

Q 3 3 S Q 2 . （Q33 で 1,2,3 と回答した方）こうして選抜した人材についてのみ適用され、他の人材グループに

は適用されない育成の方法がありますか。以下のうち、あてはまるものにすべて○をつけてください。

（いくつでも〇） 

 

1.経営戦略策定などへの参加 6.国内・国外へのﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙなどへの派遣 

2.新規事業プロジェクトへの参加 7.海外事業への意図的な配置 

3.困難な事業やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの意図的な配置 8.通常よりも広いジョブローテーション 

4.選抜者のみに行われる集合研修 9.社外との交流の機会の設定 

5.子会社などでの経営の経験 10.その他＿＿＿＿＿＿ 

 

Q34.貴社ではスペシャリスト職層（自分の専門性で会社に貢献していく働き方）としての会社への貢献を前

提にしたキャリアコースに対応した複線型人事管理（ないしはそれに類するもの）を行っていますか。 

（ひとつに〇） 

1.行っている（→Q34SQ1 へ） 2.行っていない（→Q35 へ） 

 
Q 3 4 S Q 1 .（Q34 で 1 と回答した方）従業員のキャリアパスにおいて、新卒入社者の場合、管理職へのコース

と、スペシャリスト職層（自分の専門性で会社に貢献していく働き方）へのコースが分かれる、ある

いは選択できるようになるのは入社後何年目くらいですか。（実数を記入） 

 

                     入社     年目ぐらい 

 

Q35.長期にわたって業績が低迷している社員に対して、基本的にどのような対処をすることが多いですか。

実態に近いものをお答えください。（いくつでも〇） 

 

1.一定期間の人材開発（社内・社外の教育訓練） 4.減給している 

機会を与え、個人の能力発揮機会を提供している 5.仕方なく退職を勧告している 

2.出向・転籍などを通じて、別な職場機会を与える 6.人事部として、特別な施策はやっていない 

3.降格・降級させている 7.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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Q36.貴社では、自己申告制度や社内公募制度を実施していらっしゃいますか。また、実施されている場合、

従業員が応募したとき、だいたい何％の方の申告が認められますか。（あてはまるものひとつに○、｢１｣

の回答のとき％を記入） 

（1）自己申告 

1.制度を実施しており、およそ（        ）％が認められる 

2.制度はない     

 

（2）社内公募 

1.制度を実施しており、およそ（        ）％が認められる 

2.制度はない     

 

Q37.貴社では、出産・育児・介護など仕事とそれ以外の生活との両立を促進するために、どのような施策を

実施していますか。実施しているものすべてに○をつけてください。（いくつでも〇） 

1.法定基準を超える育児休業制度 9.短時間勤務 

2.法定基準を超える介護休業制度 10.事業所内託児施設の設置 

3.フレックスタイムなど 11.育児サービス利用料の助成 

 1 日あたりの労働時間の柔軟性の向上 12.育児業者の紹介など育児に関する情報の提供 

4.裁量労働制など週ごとの出勤日の 13.託児ならびに介護業者への金銭的支援 

 柔軟性の向上 14.介護サービス利用料の助成 

5.ワークシェアリング 15.介護業者の紹介など介護に関する情報の提供 

6.雇用形態の一次的な移行 16.仕事と家庭との両立に関する一般社員向けの研修 

7.再雇用つきの退職の実施 17.仕事と家庭との両立に関する現場管理職向けの研修 

8.在宅勤務 18.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q38.貴社には、出産や育児・介護など様々な理由で、仕事から一時的にはなれた従業員が仕事に復帰した際

に、職務に必要なスキルの再教育等、復職が円滑に進むよう支援する取り組みがありますか。 

（ひとつに〇） 

1.ある（→Q38SQ1 へ） 2.ない（→Q39 へ） 

 

Q 3 8 S Q 1 . （Q38 で 1 と答えた企業のみお答えください）具体的な取り組みについて御記入ください。 

 

 

 

 

Q 3 9 . 貴社は勤務延長制度、再雇用制度などを通じて、定年者を雇用する何らかの施策を実施していますか。 

（ひとつに〇） 

1.実施している（→Q39SQ1,2 へ）  3.当社には定年制がない（→Q40 へ） 

2.実施していない（→Q39SQ3 へ） 

    
Q 3 9 S Q 1 .（Q39 で 1 と回答された方）それは具体的にはどのような雇用になりますか。現在対象者のもっと

も多い制度についてお答え下さい。（ひとつに○） 

1. 定年退職後、フルタイムで再雇用 3.勤務延長 

2. 定年退職後、パートタイムで再雇用 
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Q 3 9 S Q 2 .  （Q39 で 1 と回答された方）勤務延長制度や再雇用制度の適用者は、以下のどれにあてはまりま

すか。現在対象者のもっとも多い制度についてお答え下さい。（ひとつに〇） 

1.希望する対象者全員  3.その他（具体的に）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

2.会社側が勤務を望む人のみ 

 

Q 3 9 S Q 3 .（Q39 で 2 と回答した方）今後 3 年のうち、定年者に対して、勤務延長制度や再雇用制度、あるい

は定年延長などの実施や検討を行う予定がありますか。対象者のもっとも多いと考えられる制度につ

いてお答え下さい。（ひとつに〇） 

1.予定している 3. 予定していない 

2.予定はないが、検討している 

 

Q40.最近 10 年間、貴社では、正社員の雇用調整（リストラなど）を行いましたか。具体的な方法をお答えく

ださい（あてはまるものすべてに〇） 

1.早期退職制度の導入･拡充を行った 5.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

2.出向・転籍を行った 6.行っていない（→Q41 へ） 

3.希望退職の募集を行った  

4.指名解雇を行った （→1～5 回答した方は SQ1 へ） 

 

Q 4 0 S Q 1 . （Q40 で 1～5 と回答した方）貴社では、雇用調整を実施する際に、以下の事柄をどのくらい深刻

な問題として認識しましたか。各々の項目に対して、最もあてはまる番号にひとつだけ○をつけてく

ださい。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 

 
 非 常 に 深

刻 な 問 題

と し て 認

識された 

や や 深 刻

な 問 題 と

し て 扱 わ

れた 

ど ち ら と

も い え な

い 

そ れ ほ ど

深 刻 な 問

題 と し て

認 識 さ れ

なかった 

ほ と ん ど

深 刻 な 問

題 と し て

認 識 さ れ

なかった 
1.とどまってほしい人材の退職 1 2 3 4 5 
2.従業員の反対 1 2 3 4 5 
3.労働組合の反対 1 2 3 4 5 
4.退職金増額にともなう一次的な 
  コスト増 1 2 3 4 5 

5.会社に対する従業員からの信頼の喪失 1 2 3 4 5 
6.従業員のモラルの低下 1 2 3 4 5 
7.従業員の生産性の低下 1 2 3 4 5 
8.労使関係の悪化 1 2 3 4 5 
9.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 1 2 3 4 5 
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★ここからは、最近 10 年間の、貴社の様々な人事制度の変化についてお伺いします★ 

 
Q41.最近 10 年間、貴社では以下に挙げる様々な(1)人事制度を導入しましたか。また、今後導入を予定して

いますか。(2) 導入した場合、最初に導入したのは何年（西暦の下二桁）でしたか。(3)また、導入の結

果に満足していらっしゃいますか。（4）導入（着手）していない場合は今後の予定に関してお答えくだ

さい。（それぞれあてはまる番号や、年代を記入） 
 
            項        目 (1) 

導入（着手）

しています

か。 
 
1.はい 
2.いいえ 
 

(2) 
導入してい

る場合 
⇒最初に入

れた年は。 
 
19＿＿年 
（西暦の下

２桁を記入） 

(3) 
導入結果に

満足してい

ますか。 
1. 満 足 し て

いる 
2. ど ち ら と

もいえない 
3. 満 足し て

いない 

(4) 
導入していな

い場合 
⇒今後導入・変

更の予定があ

りますか。 
1.ある 
2.ない 

 

 A.基幹業務への契約社員の採用      
 B.新卒（大卒）社員の職能別採用      

 C.正社員以外の雇用形態から正社員への登用制度      
 D.在宅勤務・テレワークなど、自宅で主に働くこと

のできる制度 
     

 E.裁量労働制・フレックスタイム制      

 F.自己啓発への援助・優遇措置制度      
 G.スキル開発への援助・優遇措置制度      

 H.職種・職能転換を援助する教育      
 I.自己申告による教育訓練受講の選択      

 J.メンタリング・コーチング制      
 K.社内ベンチャー制度      

 L.独立・開業支援制度      
 M.進路面接（キャリアカウンセリング）      

 N.30歳代などの早い段階での抜擢人事制度      
 O.360度評価方式・部下による上司の評価      
 P.コンピテンシー(行動特性)を基礎にした評価・処遇

制度 
     

 Q.契約賃金制度（年俸等を毎年契約しなおす制度）      

 R.役割給・職責給・職務給      
 S.部門業績連動型賞与      

 T.ストックオプション（従業員持ち株制度は含みま

せん） 
     

 U.高い貢献をした人への賞与以外の報奨金      
 V.ポイント制退職金制度      

 W.退職金制度の廃止または、前払い制度      
 X.カフェテリア式の福利厚生制度      

 Y.組織のﾌﾗｯﾄ化を目指した組織変革（部課長制

の廃止など） 
     

 Z.社外取締役の導入      
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Q42.人事制度の変更についてお伺いします。過去5 年間の人事制度の変更の実施に際して、どのような目的

を重視して変更されましたか。以下の中から考え方の近いものをお選びください。（あてはまるものす

べてに〇） 

1.成果・実績主義への転換 7.長期安定雇用という考え方からの脱却 

2.即戦力を重視した人材の獲得の活発化 8.従業員の働きやすさの拡大 

3.年功型の給与システムからの脱却 9.その他 1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

4.多様な雇用形態の積極的活用 10.その他 2＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

5.専門性中心の育成方針への転換 11.過去５年間人事制度は変更していない 

6.貢献度に応じた賃金格差の拡大 

 
Q43.では、今後 5 年間の人事制度の変更の実施に際して、どのような目的を重視されますか。以下の中から

考え方の近いものをお選びください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.成果・実績主義への転換 7.長期安定雇用という考え方からの脱却 

2.即戦力を重視した人材の獲得の活発化 8.従業員の働きやすさの拡大 

3.年功型の給与システムからの脱却 9.その他 1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

4.多様な雇用形態の積極的活用 10.その他 2＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

5.専門性中心の育成方針への転換 11.今後５年間人事制度を変更するつもりはない 

6.貢献度に応じた賃金格差の拡大 

 
Q44.過去 5 年間の人事制度改革に際して、外部のコンサルタントや人事サービス業者を利用したことがあり

ますか。（ひとつに〇） 

1.ある（→Q44SQ1 へ） 2.ない（→Q45 へ） 

 
Q 4 4 S Q 1 .（Q44 で 1 と回答した方）主にどのような制度の変更の時、外部コンサルタントや人事サービス業

者を利用していますか。あてはまるすべての分野に○をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.新規採用・募集制度 8.福利厚生制度 

2.中途採用・募集制度 9.正社員の雇用保証に関する考え方や制度 

3.教育訓練（人材育成・開発）制度 10.業績悪化に伴う雇用調整 

4.従業員のキャリア制度 11.多様な勤務形態の従業員の活用 

5.人事評価（考課）制度 12.その他 1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

6.昇進・昇格制度 13.その他 2＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

7.給与（月列賃金・ボーナス）制度 

 

Q 4 5 . 貴社には労働組合がありますか。（ひとつに〇） 

1.組合が 1 つある 4.過去に組合があったが、現在はない 

2.組合が 2 つ以上ある 5.過去・現在ともに組合はない 

3.従業員の一部が、企業外の組合に加入している 
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Q46.貴社では、以下にあげた事項について、従業員の意見を聴取する場合に、どのような仕組みで従業

員の意見を聞いていらっしゃいますか。あてはまるものすべてに○をつけてください。またそのなかで

もっとも頻繁に用いられる仕組みに◎をつけてください。（それぞれあてはまるものにいくつでも〇、も

っともあてはまるものひとつに◎） 
 1. 

労働条件（処遇や

労働時間） 

2. 
雇用調整や雇用

削減計画 

3. 
人事異動や出向

などの人の異動 

4. 
経営計画・生産計

画・事業戦略 

労働組合を通じて 1 2 3 4 
全社レベルの労使協議機関 1 2 3 4 
事業所レベルの労使協議機関 1 2 3 4 
社員会や親睦会などの従業員

組織 
1 2 3 4 

話し合いによって選ばれた従

業員の代表 
1 2 3 4 

会社の指名した従業員の代表 1 2 3 4 
経営陣と管理職の懇談会（管理

職会など） 
1 2 3 4 

その他＿＿＿＿＿＿ 1 2 3 4 
この事項について、従業員の意

見は聴取しない 
1 2 3 4 

 

Q47.下記の事項について、最終的な会社としての決断の前に、従業員（労働組合を含む）の意見を聴取した

結果､最終決定の内容が変更になる可能性のあるものはどれですか。該当する項目の番号すべてに○を

つけてください。（いくつでも〇） 

1.賃上げの額や割合 7.年間の経営計画・生産計画 

2.労働時間・休日・休暇などに関する変更 8.長期の経営計画・生産計画 

3.福利厚生に関する変更 9.事業戦略 

4.雇用調整の実施 10.経営の基本方針 

5.人事異動（定期異動など） 11.その他 

6.出向・転籍などの実施   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q48.従業員が個人として要望や不満を述べる機会として、貴社では次のようなしくみがありますか。あては

まるものすべてに○をつけてください。（いくつでも〇） 

1.自己申告制度 5.人事・労務部門への直接相談のためのルート 

2.苦情処理制度 6.人事・労務担当者による定期的な個人面談 

3.従業員意識調査 7.上司との面談 

4.提案制度（投書などのできる制度） 8.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q49.  人材マネジメントに関する理念や方針の浸透についてお伺いします。貴社では、それが明確化されてい

ますか。以下の中で、貴社に最もよくあてはまる項目にひとつだけ○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.明確化されており、全社で共有されている 

2.明確化されており人材マネジメント部門で共有化されている 

3.明文化はされていないが明確になっている 

4.明確化されていない 

5.特に人材マネジメントの理念や方針を議論したことがない 
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Q50.貴社において、現在既に、本部人材マネジメント部門からライン(現場)にその決定権・裁量権また

は実施の主体を移行しているものすべてに〇をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.新規学卒者の募集・採用 8.新入社員や異動者の導入研修 
2.中途採用の募集・採用 9.部門内人事異動 
3.パート・アルバイトの募集・採用 10.昇進・昇格候補者の選抜 
4.派遣スタッフの活用 11.人事評価の項目の選定 
5.スキル・知識に関する教育・研修 12.報奨金・インセンティブなどについてのルール設定 
6.階層別の教育・研修 13.従業員のメンタルヘルス管理 
7.評価者（考課者）の訓練 14.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q51. 貴社において、今後５年間程度で、本部人材マネジメント部門からライン(現場)にその決定権・裁量権

または実施の主体を移行していこうと考えているものすべてに〇をつけてください。（あてはまるものす

べてに〇） 

1.新規学卒者の募集・採用 8.新入社員や異動者の導入研修 
2.中途採用の募集・採用 9.部門内人事異動 
3.パート・アルバイトの募集・採用 10.昇進・昇格候補者の選抜 
4.派遣スタッフの活用 11.人事評価の項目の選定 
5.スキル・知識に関する教育・研修 12.報奨金・インセンティブなどについてのルール設定 
6.階層別の教育・研修 13.従業員のメンタルヘルス管理 
7.評価者（考課者）の訓練 14.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q52.貴社の人材マネジメント部門は、以下に挙げる各々の事柄を日常的に実行していますか。日常的に実行

されているものすべてに○をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

 

1.人材マネジメント部門は、企業の長期戦略の形成に必要とする人事に関するデータや情報をトップマ

ネジメントに提供している 

2.人材マネジメント関係者は、ラインの人々と、人事関連の問題や課題をよく話し合っている 

3.人材マネジメント関係者は、事業の責任者とよく会い、人事部門が企業の長期戦略をどのように支援

できるかについてよく話し合っている 

4.人材マネジメント部門は、企業の競争力を高めるための新しい施策やプログラムを社内に提案してい

る 

5.将来、企業の競争力に影響を及ぼしうる人事関連問題を人材マネジメント部門内で明確にしている 

6.人事施策やプログラムを企画・開発する際には、企業戦略の達成を常に意識している 

7.企業戦略を支援するよう、既存の人事施策やプログラムを改善している 
 

Q53.貴社では、人材マネジメント機能が社内でどのように位置付けられていますか。以下に挙げる3 つの選

択肢の中で、貴社での人材マネジメント機能の位置付けを最もよく反映しているものをひとつだけ選

んで、○をつけてください。（ひとつに〇） 

 

1.主に人事・労務に特有な仕事や役割を遂行するよう求められている 

2.企業戦略を達成するために必要とするシステムやプログラムの企画・開発をも求められている 

3.企業戦略の達成及び企業戦略の形成にも貢献するように求められている 
 

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 
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Q54.貴社の取締役ないしは執行役員の中で、人材マネジメント部門（人事・労務部）を経験した人は

何人ですか。(1)取締役（執行役員含む）の人数と、(2)その中で人材マネジメント部門でキャリアを

積んだ人の人数、（3）現在の人材マネジメント部門の部門長が取締役ないしは執行役員であるかどう

かをお答えください。 

(1)全取締役（    ）人の中で、 

(2)人材マネジメント部門経験者は（   ）人である 

(3)現在の人材マネジメント部門の部門長は（1.取締役ないしは執行役員である  2.取締役ではない） 
 

Q 5 5 . 貴社では人事制度を企画する際に、常に人事の動向をモニターしている会社がありますか。 

（ひとつに〇） 

 1.ある（→Q55SQ1 へ） 2.ない（→Q56 へ） 

  

Q 5 5 S Q 1 . （Q55 で 1 と回答した方）その会社の社名をお書きください。（             ） 

 

Q56 .貴社において、人材マネジメント機能をアウトソーシング（外部委託）したことがありますか。下記の

中で一部でも外部に委託した機能はなんですか。あてはまるものすべてに〇をつけてください。（あて

はまるものすべてに〇） 

1.新規採用・選抜 7.教育訓練（人材育成・開発） 

2.中途採用・選抜 8.従業員のキャリア管理 

3.賃金・給与体系の設計・管理 9.従業員の雇用調整等 

4.福利厚生   （希望退職募集、人員削減、再就職支援などを含む） 

5.アセスメント（考課） 10.その他（具体的に）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

6.配置転換  

 
Q 5 7 . 貴社では人事管理において、ＥＲＰ（総合的基幹業務システム）を導入していますか。（ひとつに〇） 

 1.導入している（→Q57SQ1 へ） 2.導入していない（→Q57SQ2 へ） 

  

Q 5 7 S Q 1 . （Q57 で 1 と回答した方）貴社でお使いの（総合的基幹業務システム）は、具体的には以下のどれ

ですか。また、どのような機能をシステムで実施していますか。（それぞれひとつに〇） 

Ａ導入しているＥＲＰ 

1.Ｒ3（ＳＡＰ社） 3. ピープルソフト（ピープルソフト社） 

2.ｵﾗｸﾙｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ（日本オラクル社）  4.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
Ｂ導入している機能 

1.人事マスター関連 4.教育・研修管理関連 

2.勤怠・給与管理関連 5.評価・考課管理関連 

3.組織・配置関連 6.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q 5 7 S Q 2 . （Q57 で 2 と回答した方）貴社では、給与管理システムをどのように構築されていますか。 

（あてはまるものひとつに○） 

1.自社開発 

2.人事専用パッケージソフトの活用（具体的には：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

3.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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Q58.貴社の、過去 1 年間で退職した従業員の数が、従業員全体に占める割合（離職率）はどのぐらい

ですか。（1）正社員のみを考えて、定年退職は含めずに、男女別にお答えください。（2）また、退職

者の中で、本来であれば、会社に残ってほしかった人材が多く退職したとお感じになる人材グループ

について、○をおつけください。 
（1）離職率（実数で記入） 

1.男女計およそ＿＿＿＿＿（％） 
2.男性およそ＿＿＿＿＿（％） 
3.女性およそ＿＿＿＿＿（％） 

（2）会社に残って欲しかった人材の退職が多かったグループ（あてはまるものすべてに○） 
1.管理職層 3.専門職層（非管理職） 
2.総合職層（非管理職） 4.現業職・専任職層 

 

Q59.貴社の人材マネジメント部門で、課題であると認識しているテーマは次のうちどれですか。現在課題と

して認識しているものすべてに○を付けてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.組織や風土の変革 9.リテンション（優秀な人材の雇用維持） 

2.Ｍ＆Ａ後の人事制度設計 10.成果報酬型賃金制の導入・強化 

3.次世代リーダー育成 11.人材マネジメント機能の効率化 

4.経営を担う後継者選択 12.人件費の削減 

5.人材ポートフォリオ管理 13.労使関係の改善 

6.企業内起業家づくり 14.従業員のキャリア支援の促進 

7.採用力の強化 15.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

8.トップマネジメント層のヘッドハンティング 

 

Q60.貴社の人材マネジメント部門で、今後５年間程度で、課題にし、取り組んで行く予定の項目に上記同様

○を付けてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.組織や風土の変革 9.リテンション（優秀な人材の雇用維持） 

2.Ｍ＆Ａ後の人事制度設計 10.成果報酬型賃金制の導入・強化 

3.次世代リーダー育成 11.人材マネジメント機能の効率化 

4.経営を担う後継者選択 12.人件費の削減 

5.人材ポートフォリオ管理 13.労使関係の改善 

6.企業内起業家づくり 14.従業員のキャリア支援の促進 

7.採用力の強化 15.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

8.トップマネジメント層のヘッドハンティング 

 

Q61.貴社では、人材マネジメント部門の活動や施策が、経営や企業業績に与える貢献度が、評価されるよう

になっていますか。（ひとつに○） 

1.定期的に評価を受けている（→Q61SQ1 へ） 

2.定期的ではないが評価を受けている（→Q61SQ1 へ） 

3.評価は受けていない（→Q62 へ） 

 

Q 6 1 S Q 1 .  （Q61 で 1,2と回答した方）また、それはどのような観点から評価がなされていますか。 

（あてはまるものすべてに〇） 

1.トップ・マネジメントの観点 4.人事部門内での自己点検の観点 

2.ライン部門の責任者の観点 5.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

3.従業員の観点 

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 
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Q62.貴社では、人事部の活動の効果を測定するために、以下の項目のうち、どれを実施していらっしゃいま

すか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。（あてはまるものすべてに〇） 

1.人事の活動でかかったコストを活動毎（例えば、採用や育成など）に計算する 

2.従業員の生産性の向上などを、定期的に計測する 

3.現場でのニーズと、従業員のスキルや技能のレベルを比較して、把握する 

4.従業員の人事制度についての意識や満足度をアンケートや聞き取りなどで確認する 

5.転職率などを従業員グループ（人材グループ）毎に計算し、傾向をみる 

6.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q63.貴社では､社内での不祥事や従業員の刑事事件など、危機的な事件などが発生したときの人事部としての

準備はどのようになっていますか。あてはまるものひとつに○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.人事部としての危機対応のあり方がマニュアルなどの形にまとまっており、運用されている 

2.マニュアルはないが、人事部として危機対応のための考え方や方針を部内で確認している 

3.人事部ではなく、他の部署が担当している 

4.特に何も行っていない 

5.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

Q64.貴社では､従業員個人や採用時の応募者などに関する個人情報（プライバシー情報）保護に関して、どの

ような体制ができていますか。あてはまるものひとつに○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.対応のあり方がマニュアルなどの形にまとまっており、運用されている 

2.マニュアルはないが、人事部として対応のための考え方や方針を部内で確認している 

3.人事部ではなく、他の部署が担当している 

4.特に何も行っていない 

5.その他＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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＜以下の設問では、貴社の人材を以下の 4 つのタイプに分けてお考えください＞ 

 

＊まず以下の 4つのタイプの人材の説明をお読みください。 

 

A タイプの人材： 新しい戦略を考えたり、ビジネスモデルを構築するなど、会社や事業部が

成長するための仕組み作りをする人材 

 

B タイプの人材： 高度な技術や専門的知識を活用し、組織に新しい価値を生み出す新製品や

ビジネスモデルを創造することで、創造的に組織に貢献する人材 

 

C タイプの人材： 組織内の経営資源を統合して、既存の仕組みを効果的に運用し、組織の目

標達成に向けて、マネジメントを実行する人材 

 

D タイプの人材： 既存のシステムのなかで、定型的な業務を正確かつ効率的に実行し、組織

に貢献する人材 

 

＊ この類型をイメージ図にすると、以下のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

X 軸：「創造～オペレーション」軸： 

Y 軸：「組織成果の最大化志向～個人成果の最大化志向」軸： 

 

＊この 2軸を組み合わせることで､人材のタイプは､上記のように類型化されます。なお、4タイプはあくまでも

理想型とお考えください。 

 

 

 

新しい戦略を考えたり、ビジネスモデ
ルを構築するなど、会社や事業部が成
長するための仕組み作りをする人材 

A ：儲かる仕組みを作る人 Ｃ：儲かる仕組みを運用し 

     価値を生み出す人 

Ｄ：儲かる仕組みのなかで 

     定型的業務をする人 
Ｂ：儲かる仕組みに専門性を提供する人

高度な技術や専門的知識を活用し、組織

に新しい価値を生み出す新製品やビジネ

スモデルを創造することで、創造的に組

織に貢献する人材 

既存のシステムのなかで、定型的な業務
を正確かつ効率的に、実行し、組織に貢
献する人材 

組織内の経営資源を統合して、既存の仕組

みを効果的に運用し、組織の目標達成に向

けて、マネジメントを実行する人材 

組織成果  

の最大化  

志向  

運営： 

O p e r a t i o n
創造： 

C r e a t e  

個人成果  

の最大化  

志向 

X 軸 

Y 軸 
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Q65.今後 5 年間を考えた場合、人材の獲得や、能力など質の向上のために、経営資源を投入しなけれ

ばならないという観点から、上記 4 タイプをランクづけするとすれば、順番はどのようになりますか。

あてはまるものに○をつけてください。（それぞれひとつに〇） 

 

 A タイプ B タイプ C タイプ D タイプ 
(1)最も力を注ぐ従業員グループは 1 2 3 4 
(2)2 番目に力を注ぐ従業員グループは 1 2 3 4 
(3)3 番目に力を注ぐ従業員グループは 1 2 3 4 
(4)4 番目に力を注ぐ従業員グループは 1 2 3 4 

 

 

Q66.貴社における従業員全体の人材構成についてお伺いします。A～D の人材タイプについて、貴社では現

在どのような構成比になっていますか。また将来の理想の構成比もお答えください。（実数で記入） 

 

 A タイプ B タイプ C タイプ D タイプ 
Q 6 6 - 1  
現在の構成比率 
※合計を 100％として ％ ％ ％ ％ 
Q 6 6 - 2  
将来（5 年後の構成比率） 
※合計を 100％として ％ ％ ％ ％ 

 

Q67.貴社では、今後5 年後を考えた場合、各々人材タイプについて、必要とする量と質の人材を獲得するた

めにどのような方法をとっていきたいと考えていますか。各々の人材タイプについて、下の選択肢の

中から、将来もっとも重要な獲得方法と 2 番目に重要な獲得方法を選び、その番号を記入してくださ

い。「獲得」とは、人材の内部育成と外部からの採用の両方を含みます。（番号を記入） 

 

A タイプ人材 もっとも重要な獲得方法  2 番目に重要な獲得方法  

 

B タイプ人材 もっとも重要な獲得方法  2 番目に重要な獲得方法 

 

C タイプ人材 もっとも重要な獲得方法  2 番目に重要な獲得方法 

 

D タイプ人材 もっとも重要な獲得方法  2 番目に重要な獲得方法  

 

 

1.新卒からの育成  
2.即戦力の中途採用  
3.中途採用をした人材の内部育成  
4.短期の契約社員など  
5.パートやアルバイトなどの非常勤雇用 
6.派遣や請負など 
7.外部へのアウトソース 
8.その他（具体的に：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 
9.その他（具体的に：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 
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★最後に、貴社のことについてお尋ねいたします★ 

 
F 1 . 貴社の主たる業種は以下のどれですか。（ひとつに〇） 

1.農林漁業 7.運輸業 13.情報処理･ソフトウェア 
2.鉱業 8.通信業 14.旅館･ホテル･ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ関連  
3.建設業 9.電気･ガス･熱供給･水道業 15.その他サービス業 
4.不動産業 10.卸売業 16.上記に分類されない業種 
5.製造業（電気･電子･精密機器関連） 11.小売業 
6.製造業（上記以外） 12.金融・保険業 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿業 
 

F 2 . 貴社の資本金（概算、百万円単位）をお答えください。  （     ）百万円 
 
F3.貴社の資本金の中で、外資（外国人の個人株主は除きます）の比率をお答えください。  （     ）％ 
 
F4. 1945 年以降で、貴社が最も売上を伸ばし、成長した時期はいつでしたか。以下の中で、ひとつだけ○を

つけてください。大まかな判断で結構です。（ひとつに〇） 

1.1945 年から 1950 年代半ばまでの時期 

2.1950 年代半ばから 1973 年のオイルショックまでの、いわゆる高度成長期 

3.1973 年のオイルショックから 1985 年のプラザ合意の時期まで 

4.1985 年のプラザ合意からバブル時期まで 

5.バブル崩壊から現在に至るまで 
 
F5.貴社、または貴社が含まれる企業グループでは、過去 3 年間、以下に挙げる経営戦略をどのくらい実行し

てきましたか。（それぞれあてはまるものひとつに〇） 
 

実行した やや 
実行した 

どちらとも

いえない 
あまり実行

しなかった 
実行しな

かった 
1.既存事業の強化 1 2 3 4 5 
2.関連事業分野への進出 1 2 3 4 5 
3.新規事業分野への進出 1 2 3 4 5 
4.不採算部門の整理・縮小、撤退（い

わゆるリストラ） 
1 2 3 4 5 

5.外国企業との提携や生産拠点の海

外移転などによる国際化の推進 1 2 3 4 5 

6.吸収・合併（M&A） 1 2 3 4 5 
7.同業他社との戦略的提携 1 2 3 4 5 

 
F6.貴社では､以下のような経営理論や経営サポートシステムを導入していますか。（あてはまるものすべてに

〇） 

１.EVA 経営 11.ヴィジョナリー・カンパニー 

２.キャッシュフロー経営 12.ブランド・エクィティ戦略 

３.アクティビティ・ベースド・マネジメント（ABM) 13.カスタマーリレーションシップマネジメント（CRM) 

４.PPM分析 14.サプライチェーンマネジメント（SCM) 

５.戦略的事業単位（SBU) 15.総合的品質管理（TQM) 

６.ビジネスプロセスリエンジニアリング（BPR） 16.シックス・シグマ 

７.コア・コンピタンス経営 17.エンタープライズ・リソース・プランニング（ERP) 

８.学習する組織（LO) 18.電子データ交換システム（EDI) 
９.ナレッジマネジメント 19.その他１＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

11.バランススコアカード 19.その他 2＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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F 7 . 貴社においての主力事業部（最も売り上げが大きな事業部）の名称をご記入ください。 

 

 

F 8 . 貴社の主力事業部の業界での売上における順位をお答えください。（ひとつに〇） 

1.1位 2.2位 3.3位 4.4位以下 
 
F9.貴社の主力事業部についての競争環境は、過去 3 年間でどのように変わってきたとお考えですか。あては

まる番号に○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.かなり厳しくなった 3.変化はなかった 5.かなり楽になった 

2.やや厳しくなった 4.やや楽になった 
 
F10 .では、同様に貴社の主力事業部についての競争環境は、今後 3 年間でどのように変わっていくとお考え

ですか。あてはまる番号に○をつけてください。（ひとつに〇） 
 

1.かなり厳しくなる見通し 3.変化はない 5.かなり楽になる見通し 

2.やや厳しくなる見通し 4.やや楽になる見通し 
 
F 1 1 . 企業グループ全体の従業員数をお書きください。       約（    ）名 
 
F 1 2 . 貴社の従業員の平均年齢をお答えください。   全体の平均年齢  （  ）歳 
 
F13.貴社では、以下のカテゴリの従業員数は過去 3 年間どのくらい増加しましたか。（それぞれひとつに〇） 

 かなり増

加した 
やや増加

した 
変化はな

かった 
やや減少

した 
かなり減

少した 
該当する社

員がいない 
(1) 正社員 1 2 3 4 5 6 
(2) 派遣社員  1 2 3 4 5 6 
(3) 属託社員 1 2 3 4 5 6 
(4) 契約社員 1 2 3 4 5 6 
(5) パートタイマー 1 2 3 4 5 6 
(6) 裁量労働制の社員 1 2 3 4 5 6 

 
F14 .同規模・同業種の他社と比較して、以下に挙げる各々の項目に対して、貴社はどのくらいのレベルの成

果をあげていますか。貴社の実情を最もよく反映している数字にひとつだけ○をつけてください。（それ

ぞれひとつに〇） 

 優位に立っ

ている 
やや優位に

立っている 
ほぼ同じレ

ベルである 
やや遅れを

とっている 
遅れをとっ

ている 
1.顧客の満足度 1 2 3 4 5 
2.生産性 1 2 3 4 5 
3.利益率 1 2 3 4 5 
4.競争環境への適応力 1 2 3 4 5 
5.株式市場での評価 1 2 3 4 5 
 

F15.貴社の業績は、同規模・同業種の他社と比較して、今後 3 年間でどう変わっていくとお考えですか。あ

てはまる番号にひとつだけ○をつけてください。（ひとつに〇） 

1.かなり上回る 3.同じ程度である 5.かなり下回る 

2.やや上回る 4.やや下回る 
 
これでアンケートは終了です。長時間にわたり最後までご回答いただき本当にありがとうございます。 

同封の封筒にて３月９日（金）までにご投函下さい。 

人材マネジメント調査／リクルート ワークス研究所 



���������������������������������������������������������������������������������������������������������������� ���������������������������������������������




	人材マネジメント調査…p1
	目次…p3
	調査概要…p4
	企業プロフィール…p5
	序章　企業の業績の自己認識…p9
	第一章　人材マネジメントにおける基本ポリシー…p15
	　　　人材マネジメントのポリシー…p16
	　　　価値観やビジョンの共有…p31
	　　　人材像…p35
	第二章　雇用管理…p43
	　　　雇用…p44
	　　　退出…p49
	　　　その他…p53
	第三章　評価と処遇…p55
	　　　評価…p56
	　　　処遇…p67
	第四章　能力開発…p69
	　　　育成…p70
	　　　従業員のキャリア支援…p80
	第五章　人事制度の導入・変革…p97
	　　　制度の導入状況…p98
	　　　制度変更の目的…p115
	　　　知識創造と人事制度…p119
	第六章　人材マネジメント部門の位置付け…p123
	　　　基本理念と基本指針…p124
	　　　人材マネジメント機能のアウトソーシング…p130
	　　　人事の課題と自己評価…p132
	第七章　組合…p139
	　　　組合…p140
	第八章　人材ポートフォリオ…p145
	調査票見本…p153



